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はじめに 1

数値予報開発センター年報は、前年の１月から 12月までの 1年間に数値予報開発センター

で行われた開発等の活動を網羅的にまとめて年度末に報告するもので、令和 2年度より刊行

が開始された。

数値予報課では、その前年の令和元年度まで、毎年テーマを決めて数値予報システムに関

わる報告を行う「数値予報課報告・別冊（以下、別冊）」を刊行してきた。別冊は、数値予

報システムや観測データの利用、さらには開発基盤やガイダンス等の開発を詳細に報告して

いたことから、気象庁内外の数値予報モデル開発者や研究者にとって、貴重な技術資料とし

て貢献してきた。しかしながら、毎年テーマを決めることにより、必ずしもその年に大きな

進展のあった分野をタイミングよく報告することができない課題があった。このため、令和

2年 10月の数値予報開発センター発足を契機として、数値予報開発センターで実施した開

発や関連活動を詳細かつ網羅的に報告できるよう年報形式に移行した。また、数値予報開発

センターは、これまで予報時間や予測対象で庁内各部署に分かれていた数値予報の開発を一

体化して発足したことから、本年報では別冊で扱わなかった海洋モデルや化学輸送モデルに

ついても取り扱っている。

令和 3年度の数値予報開発センター年報では、業務概要や沿革等を紹介する「数値予報開

発センターの概要」に続き、数値予報の開発に関する話題を「数値予報システムの概要と今

後の開発計画」「数値予報システムの開発成果」「数値予報システムの開発進捗」の 3つの章

で紹介する。それぞれ、全球、メソ、局地数値予報システム（数値予報モデル及びデータ同

化システム）及びそれらのアンサンブル予報システム、これらの結果を利用したガイダンス、

大気海洋結合モデルにより構成される季節アンサンブル予報システム、長期再解析を含む気

候データ同化システム、波浪・高潮モデル及び海況監視予測システム、黄砂・紫外線・大気

汚染に関する予測システム及び二酸化炭素解析システムといった多様なシステムの開発計画

や開発成果、開発進捗について報告している。続いて開発以外の関連活動として「数値予報

開発センターにおける成果発表」「連携・共同研究の報告」「委員・専門家等」について報告

する。専門家のみなさまにおかれては、数値予報開発センターにおける活動について、本年

報を通してご理解いただくと共に、他機関と実施している共同研究等を参考に当センターと

の連携についてご検討いただきたく、よろしくお願いしたい。

また、数値予報課では「数値予報解説資料集（以下、解説資料集）」を別途刊行している。

解説資料集は「基礎編」「応用編」「事例解析編」「資料編」で構成され、数値予報に関する基

礎知識から応用知識までを体系的に理解できるようにしている。解説資料集は気象庁のホー

ムページにPDF形式で掲載されている2ので、数値予報について体系的に知りたい方は、ま

ずは解説資料集からご覧になることをお勧めしたい。

1 佐藤 芳昭 数値予報モデル基盤技術開発室長
2 http://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/nwpkaisetu/nwpkaisetu.html
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第 1章 数値予報開発センターの概要

1.1 業務概要

2020年 10月、茨城県つくば市の高層気象台庁舎内に数値予報開発センター（以下、「開発センター」と表記）が
設立された。開発センターは情報基盤部数値予報課の「数値予報モデル基盤技術開発室」、「数値予報モデル技術開
発室」、「地球システムモデル技術開発室」の 3室で構成されている。
開発センター設立の約 2年前の 2018年 8月に交通政策審議会気象分科会の提言「2030年の科学技術を見据えた
気象業務のあり方」に示された気象・気候分野に関する技術開発の現状と課題を踏まえ、防災分野をはじめ社会に
おける情報サービスの基盤である数値予報の技術開発を強力かつ着実に推進していくため、2018年 10月に「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」（以下、「重点計画」という）が策定された。重点計画の数値予報に関する
気象庁のビジョンに、「数値予報は、気象・気候予測の根幹であり、安全・安心で豊かな生活に不可欠な社会基盤」
とあり、数値予報の高度化・精度向上を強力に推し進めることで、数値予報は防災をはじめ社会の様々なサービス
の充実・発展に、より効果的に貢献できる。2030年に向けて掲げられた 4つの重点目標、「豪雨防災」、「台風防災」、
「社会経済活動への貢献」、「温暖化への適応策」を達成するため、予測精度向上の鍵となる「次世代技術による地
球の観測ビッグデータ活用」、「日本の気象を世界最高の精度と解像度でシミュレーション」、「確率予測と AI技術
の融合による意思決定支援」について、技術革新を重点的に推進し、同時に「幅広い連携の推進」、「開発者の育成
と確保」、「研究・開発基盤の整備」といった開発マネージメントを強化して、開発を力強く推進する必要があると
書かれている。
このように数値予報のさらなる高度化・精度向上が強く求められる中、2020年 10月の気象庁組織再編に伴い、

「数値予報開発センター」を設置し、これまで全球モデル、メソモデル、局地モデル、季節予報モデル、海洋モデ
ル、物質輸送モデルなど予測対象等によって部署ごとに分かれていた数値予報モデルの開発部門を統合して分野横
断的に開発できる体制を整備し、一体的に数値予報モデルの開発を進めることにした。また、開発センターを茨城
県つくば市に設置することで、気象研究所や筑波研究学園都市の大学等研究機関と、より密接に連携して開発に取
り組んでいる。
数値予報モデル基盤技術開発室は、基盤開発管理係と評価チーム、システム・サポートチーム、ガイダンスチー
ム、次世代 AI活用チームの 1係 4チームで構成され、数値予報モデルの精度検証・評価や数値予報実験システム
や開発管理システム等の基盤システムの開発、数値予報成果の応用（ガイダンス）に関する技術開発、次世代ガイ
ダンスを含む数値予報の様々な分野での AIを活用するための技術開発支援に取り組むとともに数値予報モデル開
発を効率よく進めるために開発センター内の調整・運営、また数値予報課本課との調整を行っている。
数値予報モデル技術開発室は、全球モデルチーム、全球同化・EPSチーム、メソモデルチーム、メソ同化・EPS

チーム、アクティブセンサデータ利用チーム、輝度温度データ利用チームの 6チームで構成され、警報・注意報等
の防災気象情報や航空気象情報、短期から週間天気予報の基礎資料となる全球数値予報システム、全球アンサンブ
ル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサンブル予報システム、局地数値予報システム、毎時大気解析
の開発に取り組んでいる。
地球システムモデル技術開発室は、結合モデルチーム、再解析チーム、海洋モデルチーム、大気化学モデルチー
ムの 4チームで構成され、季節アンサンブル予報システム、長期再解析 (JRA)、波浪モデル、高潮モデル、海況監
視予測システム、黄砂解析予測システム、紫外線予測システム、大気汚染気象予測システム、二酸化炭素解析シス
テムといった気候、海洋、環境気象に関する様々な数値予報モデルの開発に取り組んでいる。
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1.2 沿革

2020年 10月 組織再編に伴い、茨城県つくば市に数値予報開発センターを設置。

1.3 組織

数値予報開発センターは、「数値予報モデル基盤技術開発室」、「数値予報モデル技術開発室」、「地球システムモ
デル技術開発室」の 3室から構成され、以下の通り、さらに各チームに分かれて、開発を行っている。

数値予報モデル基盤技術開発室 : 基盤開発管理係
: 評価チーム
: システム・サポートチーム
: ガイダンスチーム
: 次世代 AI活用チーム

数値予報モデル技術開発室 : 全球モデルチーム
: 全球同化・EPSチーム
: メソモデルチーム
: メソ同化・EPSチーム
: アクティブセンサデータ利用チーム
: 輝度温度データ利用チーム

地球システムモデル技術開発室 : 結合モデルチーム
: 再解析チーム
: 海洋モデルチーム
: 大気化学モデルチーム
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第 2章 数値予報システムの概要と今後の開発計画

第 2章では、数値予報開発センターで開発を行ってい
る各数値予報システムの概要と今後の開発計画に つい
て報告する。全球数値予報システム、全球アンサンブ
ル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサ
ンブル予報システム、局地数値予報システム、局地ア
ンサンブル予報システム、毎時大気解析について、開
発計画の線表を図 2.7.1に示し、第 2.1節から第 2.7節
で述べる。ガイダンス、統合型ガイダンスについて、開
発計画の線 表を図 2.8.2、図 2.8.3に示し、第 2.8節で
述べる。季節アンサンブル予報システム、気候データ
同化システム、波浪モデル、海況監視予測システム、高
潮モデル、黄砂解析 予測システム、紫外線予測システ
ム、大気汚染気象予測システム、二酸化炭素解析シス
テムについて、開発計画の線表を図 2.17.1、図 2.17.2

に示し、第 2.9節から第 2.17節で述べる。

2.1 全球数値予報システム

全球数値予報システムは、天気予報や週間予報、台
風予報などでの利用に加え、メソ数値予報システムへ
の境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤システム
である。システムの全体像については JMA (2019)を
参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重
点計画」では、特に台風防災に資するため、台風進路
に関する予測精度の飛躍的な改善が必要であるとして
いる。
全球数値予報システムは、初期値を作成する全球デー
タ同化システム及び予測計算を行う全球モデルGSMに
より構成されている。GSMは 2022年 1月現在、水平解
像度約 20 km、鉛直層数 128層の構成で運用されてい
る。全球データ同化システムは、4次元変分法を基本と
し、局所アンサンブル変換カルマンフィルタ (LETKF,

Hunt et al. 2007)で作成される背景誤差の情報を考慮
するハイブリッド 4次元変分法を用いている。全球数
値予報システムの現在の仕様については第 3.2節を参
照頂きたい。利用されている観測データの概要につい
ては、計盛ほか (2018)を参照頂きたい。
2021年 3月には、全球モデルの鉛直層数がそれまで
の 100層から 128層に増強され、LETKFのメンバー
数が 50から 100メンバーに増強された。またハイブ
リッド 4次元変分法における背景誤差を形成する気候
学的な背景誤差と流れに依存する背景誤差の重みの変
更が行われ、大気場の解析、予測の精度向上が得られ
た。また、土壌水分解析の導入及び積雪深解析の改良に
よって、GSMの下部境界条件の初期値の改善を通じた
下層気温等の予測精度向上が得られた。その後、2021

年 6月には、それまで全天同化に対応していなかった
衛星観測マイクロ波水蒸気サウンダデータの全天同化
での利用開始、ハイパースペクトル赤外サウンダの利

用チャンネルセット変更、航空機気温観測データのバ
イアス補正手法改良など、観測データの新規利用及び
利用手法改良が行われた。
GSMは、2022年度中に水平解像度を現状の約 20 km

から約 13 kmに強化する計画である。この改良と合わ
せて解像度に応じた各種物理過程の改良等を適宜取り込
む計画である。また、衛星観測輝度温度データの観測演
算子として利用している高速放射伝達モデル RTTOV

のバージョンアップや、衛星観測によって得られる大
気追跡風データの利用高度化などを計画している。
中長期的にはスーパーコンピュータシステムのスペッ
クに応じて GSMの水平解像度を 10km以下まで強化
し、台風の進路予測精度を飛躍的に向上させることを
目指している。

2.2 全球アンサンブル予報システム

全球アンサンブル予報システム (GEPS)は GSMに
よる予測に対して信頼度や不確実性等の情報を与える
ことに加え、より長い 2週間から 1か月先までの確率
的予測での利用も目的として運用されている。システ
ムの詳細については経田 (2016)や新保 (2017)などを
参照頂きたい。また、最新のモデルの仕様については
第 3.3節を参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報
技術開発重点計画」では、台風防災に資するための台
風の進路予報に関する不確実性の情報や、社会経済活
動への貢献に資するため 2週間及び 1か月先までの顕
著現象予測の精度向上が必要であるとしている。
GEPSに利用される数値予報モデルは基本的に低解
像度版のGSMである。2022年 1月現在、18日予測ま
では水平解像度約 40 km、それより先の 34日目まで
は約 55 kmと予報時間の途中で解像度を切り替える仕
様となっている。鉛直層数は GSMと同様 128層であ
る。アンサンブルメンバー数は、18日目までは 51、19

～34日目までは 25である。アンサンブル予報のため
の初期摂動については LETKFと特異ベクトル法 (SV

法)により与えている。また数値予報モデルの不確実
性を考慮するため、確率的物理過程強制法 (米原 2010)

を採用している。今後も GSMの改良と共に確率的予
測の改善を目指した開発に取り組む。
2021年度末には、水平解像度を現在の約 40 kmか
ら約 27 km(18日先まで)、約 55 kmから約 40 km(34

日先まで)に強化する計画である。またモデルの物理
過程の改良を GSMに先行して行う。また現在、予測
11日目以降の海面水温 (SST)については、2段階 SST

法 (高倉・小森 2020)により、季節アンサンブル予報シ
ステムで予測された値を用いているが、2022年 1月の
季節予報アンサンブル予報システムの更新により予測
SSTの精度が向上することから予測 6日目以降から用
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いるようにする。
中長期的には GSM同様にスーパーコンピュータシ
ステムのスペックに応じた解像度のさらなる強化を検
討しており、18日目までの予測については 20 km以
下、それ以降の予測についても 30 km以下の解像度で
運用することを目指している。さらに、大気海洋の相
互作用の取り扱いの精緻化に向けた調査開発も進めて
いく。

2.3 メソ数値予報システム

メソ数値予報システムは、主に天気予報や防災気象
情報、航空気象情報の作成支援に利用されている。シ
ステムの全体像については JMA (2019)などを参照頂
きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
では、台風防災及び豪雨防災に資するため、台風に伴
う 3日先までの降水量予測や、線状降水帯の発生・停
滞等による集中豪雨の予測のため予測時間の延長や顕
著現象の降水量等の定量的予測の精度向上が必要であ
るとしている。
メソ数値予報システムは初期値を作成するメソデー
タ同化システムとメソモデルMSMにより構成されてい
る。MSMは 2022年 1月現在、水平解像度 5 km、鉛直
層数 76層の非静力学モデル asuca(気象庁予報部 2014)

により 1日 8回運用されている。予報時間は 00UTC,

12UTC初期値については 51時間、その他の時刻から
の予測は 39時間である。
今後、2021年度末に鉛直層数増強（76から 96層）
や各種物理過程の改良を含むシステム更新を計画して
いる。また、2022 年の台風シーズンにはメソモデル
による 3日前からの降水予測を行えるように 00UTC,

12UTC初期値からの予測について予報時間を 78時間
に延長する予定である。この際、台風強度予測に影響
を与える海面水温の変化を考慮するため、海洋混合層
モデルも導入する。さらに、現行のデータ同化システ
ムは 4次元変分法を採用しているものの、その時々の
気象条件に応じた背景誤差相関の情報が活用できてい
ないことから、ハイブリッドデータ同化手法導入も課
題となっている。観測データについては、全球数値予報
システムでは導入済だがメソ数値予報システムで導入
されていない観測データの導入を目指した開発を進め
ている。重要なものとして極軌道衛星に搭載されたハ
イパースペクトル赤外サウンダデータの利用開発があ
る。また、大きな課題としてマイクロ波輝度温度デー
タの全天同化の導入があり、2022年度の導入を目指し
て開発を進めている。
中長期的には 3日先までの予測をより精度よく行う
ため計算領域拡張を検討している。これについては将
来のスーパーコンピュータシステムのスペックに応じ
て改めて検討する計画である。

2.4 メソアンサンブル予報システム

メソアンサンブル予報システム (MEPS)は、MSM

の予測に対して信頼度や不確実性の情報を付加する目
的で運用されている (河野ほか 2019)。「2030年に向け
た数値予報技術開発重点計画」では、豪雨防災に資す
るため特別警報級の大雨となる確率情報の精度向上の
ための予測精度向上が必要であるとしている。
MEPSに用いる数値予報モデルは基本的にMSMと
同一であり、2022年 1月現在の水平解像度は 5 km、鉛
直層数は 76層である。アンサンブル予報のための初期
値や側面境界値の摂動には SV法を用いて与えている。
今後MSMの更新に合わせた改良ばかりでなく、確率
的予測の改善を目指した機能拡充を行う。
今後は 2021年度末の MSMの更新に合わせたシス
テム更新として鉛直層数を 96層に増強する。また確率
的な予測の精度向上を目指し、摂動作成手法の高度化
を進めている。
中長期的には計算領域の拡張をMSMに準じて行う
計画である。

2.5 局地数値予報システム

局地数値予報システムは、防災気象情報や航空気象
情報、降水短時間予報等の作成支援での利用のため、
空間・時間スケールの小さい現象を予測することを目
指して運用されている。「2030年に向けた数値予報技
術開発重点計画」では局地的な大雨の半日前の予測に
資するため、積乱雲等の予測を行えるよう、更なる高
度化・高解像度化が必要であるとしている。
局地数値予報システムは、初期値を作成する局地デー
タ同化システム（局地解析）と局地モデル LFMによ
り構成されている。LFMは 2022年 1月現在、水平格
子間隔 2 km、鉛直 76層の非静力学モデル asucaによ
り予測時間 10時間で 1日 24回（毎正時）運用されて
いる。データ同化手法には初期時刻の前 3時間を 1時
間毎に予測と 3次元変分法による同化を繰り返す手法
を用いている。詳細については、幾田 (2015)を参照頂
きたい。
LFMについては、2021年度末のメソモデルの変更
と合わせて陸面過程を更新する予定である。その後、
2022 年度に各種物理過程の改良に取り組む計画であ
る。また、メソ数値予報システム同様に、全球数値予
報システムで利用されている観測データの導入が課題
である。
さらに、ハイブリッドデータ同化手法の導入も大き
な課題である。局地解析については、3次元変分法を
用いているため背景誤差相関の時間発展が扱われない
ことから、その時々の気象条件に応じた背景誤差相関
情報の活用が不十分である。このため、そのような情
報を補うハイブリッドデータ同化手法の導入は精度向
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上に貢献することが期待でき、2021年度末の現業化を
目指して開発を進めている。　
LFMについては将来的に、半日先までの大雨予測に
資するための予報時間の延長と、積乱雲予測の改善の
ための高解像度化を計画している。これらの計画につ
いて、近年、線状降水帯などに伴う集中豪雨による災害
が多発しており、豪雨防災に早期に資するため昨年度
までの開発計画を前倒ししている。スーパーコンピュー
タ「富岳」を活用した開発にも着手しており、2023年
度末には予報時間の延長（10時間から 18時間）、2025

年度末には高解像度化を行い 1km程度の水平解像度に
よる予測を達成できるように開発を進めている。

2.6 局地アンサンブル予報システム

「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」では
豪雨防災のための予測に資するため、確率的予測を行
うための局地アンサンブル予報システム（LEPS）の
開発が課題となっている。LEPSの開発の方向性とし
て、高解像度モデルによる予測の不確実性を表現する
ため、高解像度化された局地モデルと同じ解像度のモ
デルを利用し、より整合的な予測の不確実性情報を作
成することとしている。また、計算機資源の増加にあ
わせてメンバー数の増強を行い、顕著現象の確率予測
を高度化する計画である。
近年、線状降水帯などに伴う集中豪雨による災害が
多発しており、その豪雨防災のための予測に早期に資
するため、開発計画を前倒しして、今年度から「富岳」
を用いた局地アンサンブル予報システムの開発に取り
組んでいる。2025年度末を目標に水平解像度 2 km、50
メンバーのシステムを構築する計画である。更なる高
解像度化、メンバー数増強については将来のスーパー
コンピュータの性能を勘案して最適な構成を検討して
いく予定である。

2.7 毎時大気解析

毎時大気解析は、航空気象情報などの作成支援のた
め、大気の実況監視を目的として風と気温について 1

日 24回、3次元変分法を用いた客観解析により毎時実
行されている (室井ほか 2008)。
毎時大気解析はこれまでMSMを第一推定値とした

5 km の水平解像度で運用されてきた。一方で近年、
LFMの運用及び機能強化が行われてきていると共に、
リモートセンシング技術の拡充などにより、高頻度・
高密度の観測データが利用可能となっている。そこで、
時間頻度をこれまでの 1時間から 30分 (1日 48回)に
高頻度化すると共に、LFMを第一推定値とする 2 km

の水平解像度で高頻度・高密度に解析を行う高頻度大
気解析の開発を行った。2022年度中の運用開始に向け
て準備を進めている。
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図 2.7.1 数値予報開発計画 (全球数値予報システム、全球アンサンブル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサン
ブル予報システム、局地数値予報システム、局地アンサンブル予報システム、毎時大気解析)
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2.8 短期予報ガイダンス

ここでは短期予報で用いられるガイダンスに関する
開発計画を述べる。ガイダンスの一覧及び概要につい
ては計盛ほか (2019)を、ガイダンスの詳細については
気象庁予報部 (2018)をご覧いただきたい。
ガイダンスは、数値予報の応用プロダクトの一つで
あり、数値予報で出力される地上気温や風など様々な
予測値を補正してその誤差を軽減したり、数値予報が
直接出力しない天気などの要素を作成したりすること
によって予報作業を支援するものである。現在、ガイ
ダンスについては、様々な気象要素に対して、単一の
数値予報モデルやアンサンブル予報システムを用いて
プロダクトを作成する個別のガイダンスとそれらを統
合する統合型ガイダンスの開発を行っている。本節で
はそれぞれの計画について簡単に述べる。なお、開発
計画の線表については図 2.8.2をご覧いただきたい。

2.8.1 ガイダンス
ガイダンスでは、数値予報モデルの特性に由来する
系統誤差等を、統計的な手法により補正して軽減する
ことにより、予測精度を向上させることができる。こ
の開発においては、数値予報モデルの出力データと予
測対象である実況の観測データを用いて、統計手法に
より予測式を作る (高田 2018b)。ここで作られた予測
式は、数値予報モデルの特性に大きく依存するため、
数値予報モデルの改良が行われて、その特性が変わる
際にはそれに応じた対応が必要となる。具体的には、
予め改良された数値予報モデルの出力データをガイダ
ンスの予測式に与えて予測精度を評価し、精度が悪化
すると見込まれる場合には再学習を行って予測式を改
良後の数値予報モデルの特性に適するように変更する
などの対応を行う (高田 2018c)。そのため、令和 3～4

年度に計画されているGSM、GEPS、MSM、MEPS、
LFMの改良のタイミングに合わせて、各モデルを入力
としているガイダンスの評価及び必要に応じて再学習
を行う。また観測データが、観測測器の追加や観測場
所の変更等により変わる場合にも対応が必要となる。
数値予報モデルの改良への対応と同様に、観測測器や
観測場所の変更後にその観測で得られるデータを予測
するガイダンスの精度を事前に評価した上で、必要に
応じて再学習の実施などの対応を行う (高田 2018d)。
たとえばアメダスの測器追加や地点変更が行われる場
合は、その変更計画に応じて随時対応する。また、航
空気象観測については完全自動化が様々な空港で進め
られており、これが実施されることで、視程・雲の観
測特性が変わることから、その特性変更に応じるため
の再学習等の対応を随時行う。
大きな課題として、大雨発生確率ガイダンス（特別
警報級の大雨確率メッシュ情報）がある。これは、平
成 30年 8月にとりまとめられた交通政策審議会気象

分科会提言「2030年の科学技術を見据えた気象業務の
あり方」に記載されている「概ね 3～5 年後に、半日
程度先までに特別警報級の大雨となる確率のメッシュ
情報の提供」に対応するために開発が進められている
もので、令和 3年 6月に部内試験運用を開始した。今
後、令和 4年度中に本運用開始を計画している。さら
に、近年注目されている線状降水帯については、その
発生予測に資するため、線状降水帯発生確度ガイダン
ス（仮称）の開発を行っており、令和 3年 7月に部内
試験運用を開始した。これについては継続的に改良を
実施していく計画である。また、同提言に同様に記載
されている「概ね 3年後に、台風が日本に接近する可
能性がある場合には、メソモデルによる雨量予測を 39

時間先から 78時間先まで延長し、3日先までの総雨量
予測情報の提供を行う」に対応するため、令和 3年度
末にMSMの予測時間延長が予定されていることから、
この予報時間を延長したMSMによる 48時間降水量ガ
イダンス及び 72時間降水量ガイダンスの開発も行って
おり、令和 4年の出水期前までにこの運用を開始する
計画である。
その他、LFM 降雪量ガイダンスの開発も進めてお
り、令和 4 年度中の運用開始を計画している。また、
後述の統合型ガイダンスの入力となる LFM気温・降
雪量ガイダンスの開発も進めている。
加えて、これまでガイダンスは Fortranを用いてプ
ログラミングされてきたが、最新の AI技術を活用す
るため、ライブラリの豊富な Pythonを用いるよう移
行を進めているところである。

2.8.2 統合型ガイダンス
数値予報課では平成 30年度から、全球モデル、メソ
モデル、局地モデル等の複数の数値予報結果をAI技術
の活用によって最適に組み合わせる「統合型ガイダン
ス」の開発を行っている（図 2.8.1）。これにより、各
ガイダンスの予測を統合することで、ランダム誤差を
軽減して予測精度の向上が見込まれる (高田 2018a)ほ
か、予報時間に対してシームレスな予測情報を提供し
たり、確率情報を作成・提供したりすることが可能とな
る。平成 31年 1月から、理化学研究所革新知能統合研
究センター（理研 AIP）との共同研究を開始して、連
携して開発に取り組んでいる。現在、統合型ガイダン
スの降水、風（地点形式）、気温（地点形式）について
は部内試験運用を開始しており、令和 4年度末に本運
用を開始することを想定して開発を進めている。複数
のガイダンスを統合する際に各ガイダンスの予測特性
の得意・不得意にあわせて最適な組み合わせを選択する
と精度向上を見込むことができる。大雨・強風・気温に
ついて、例えば気象場に応じた特徴（スケールが小さ
い現象に対しては分解能が高いガイダンスの方が表現
しやすいなど）を抽出する技術調査を共同研究で実施
している。この調査結果は随時有効性を確認し、改良
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図 2.8.1 統合型ガイダンスの模式図

につながると考えられる場合は導入を行う。また、理
研 AIPは AI技術の専門家であり、様々な知見やツー
ルを有していることから、取り入れ可能な最新 AI技
術やツールについての調査を実施し、上記と同様に有
効性が確認された際には随時導入を行う計画である。
個別の要素について、以下を計画している。降水及び
気温ガイダンスについては確率情報の作成を含む統合
手法の改良を行う予定である。また、気温ガイダンス
については、面的な予測を行う統合型気温ガイダンス
（格子形式）の部内試験運用を令和 3年 10月に開始し
ており、令和 5年度末の本運用を目指して引き続き改
良を行う。面的なガイダンスとしては、統合型風ガイ
ダンス（格子形式）の開発にも取り組んでおり、こちら
も令和 5年度末の本運用を目指して開発を行う。降雪
量ガイダンスについては、降水量ガイダンスと雪水比
（気温ガイダンスから求める）を用いて降雪量を求めて
いる。そこで、統合型ガイダンスにおける降水量ガイ
ダンスと気温ガイダンスを結合する計画であり、開発
終了後に降雪量ガイダンスの部内試験運用を令和 4年
度中に開始する計画である。

参考文献
計盛正博, 石川宜広, 片山桂一, 2019: 数値予報システ
ムおよびガイダンスの概要一覧表. 令和元年度数値

予報研修テキスト, 気象庁予報部, 116–143.

気象庁予報部, 2018: ガイダンスの解説. 数値予報課報
告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 248pp.

高田伸一, 2018a: ガイダンスの今後. 数値予報課報告・
別冊第 64号, 気象庁予報部, 233–236.

高田伸一, 2018b: ガイダンス概論. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 3–8.

高田伸一, 2018c: モデル更新への対応. 数値予報課報
告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 88–90.

高田伸一, 2018d: 観測所の移設等の影響と対応. 数値
予報課報告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 91–93.
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図 2.8.2 ガイダンス開発計画

図 2.8.3 統合型ガイダンス開発計画
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2.9 季節アンサンブル予報システム

季節アンサンブル予報システム（季節 EPS）は、3

か月予報、暖・寒候期予報、エルニーニョ予測の基礎資
料として利用されている。季節 EPSの予測モデルは、
季節予報のために改良・調整を加えたGSMの低解像度
版（水平分解能 110km、鉛直層数 60層）に気象研究所
共用海洋モデルMRI.COM（水平分解能 50～100km、
鉛直層数 52層）を結合した、大気海洋結合モデルを用
いている。大気初期値には気候データ同化システム (第
2.10節参照)、海洋初期値には初期値作成手法として 3

次元変分法を採用している全球海洋データ同化システ
ム（MOVE/MRI.COM）を使用している。仕様の詳細
については、高谷 (2015)などを参照頂きたい。「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、社会経
済活動への貢献に資するため、エルニーニョといった
日本域への影響も大きい熱帯起源の大気海洋現象の再
現性などの向上が求められている。
2022年 1月に更新予定の次期季節 EPSでは、その
予測モデルについて、水平方向の高解像度化（大気：
110kmから 55kmへ、海洋：渦非解像から渦許容へ1）
や鉛直層数の増強（大気：60から 100層へ、海洋：52

から 60層へ）を行うとともに、より新しいバージョン
のGSM及びMRI.COMを使用して気候再現性の向上
のための改良・調整を加える。さらに、データ解析手
法の 3次元変分法から 4次元変分法への変更といった
MOVE/MRI.COMの高度化や摂動作成手法の改良も
行う。中長期的には、大気海洋結合モデルの改善・高度
化や地球システム要素の結合化に向けた調査開発を進
め、階層的2な地球システムモデルを使用した季節EPS

の構築をめざす。

2.10 気候データ同化システム

気候データ同化システムは、長期再解析と同じシス
テムで計算するデータ同化サイクルを現在まで延長し
たもので、気候系監視、季節 EPS の初期値、モデル
の評価検証などに利用されている。現仕様は、2009年
時点の現業全球データ同化システムをベースとして計
算を実施した気象庁第 2 次長期再解析（JRA-55）と
同じシステム（水平分解能 55km 鉛直層数 60層）で
ある。仕様の詳細については古林ほか (2015) などを
参照頂きたい。さらに、2018年時点の現業全球データ
同化システムをベースとする気象庁第 3次長期再解析

1 海洋の渦は熱帯から中高緯度にかけて変形半径が小さくな
るため (Hallberg 2013)、海洋モデルの解像度に応じて渦非
解像（eddy parameterising：約 1 度格子）、渦許容（eddy
permitting：約 0.25度格子）、渦解像（eddy resolving：約
0.1度格子）と区別されている。
2 ターゲットとする予測の精度向上に有効で、かつ、現実的
に運用可能なコストで導入できる地球システム要素を段階的
に取り込む

（JRA-3Q）と同じ仕様を持つ気候データ同化システム
の運用も 2021年 10月から開始している。
2021年 12月現在、JRA-3Qについては、1990年代
以降の計算が完了しており、残りの期間（1940年代末
～1980年代）の計算を実施している（2021年度中に完
了予定）。JRA-3Qでは、JRA-55と比較して、水平方
向の高解像度化（55kmから 40kmへ）、鉛直層数の増
強（60から 100層へ）や境界条件として利用する海面
水温データの品質向上を図るとともに、JRA-55実施
以降の観測データの利用拡充を含む現業全球データ同
化システムの開発成果も取り込まれることから、より
高品質なデータの作成が期待される。なお、北西太平
洋以外の領域において、2013年以降の一部期間の熱帯
低気圧解析の品質が顕著に低下していることが判明し
ており、熱帯低気圧解析の品質改善のため、2013年以
降の期間について再計算を実施する予定である。
今後も新しい気象庁長期再解析の実施に合わせて気
候データ同化システムの更新を行う計画である。

2.11 波浪モデル

波浪モデル及びその初期値を作成する波浪客観解析
には、地球全体を対象とする全球（水平分解能 55km）
と日本近海を対象とする沿岸（同 5km）の 2種類の対
象領域を設けている。全球波浪モデルは外洋波浪図や
外洋域を航行する船舶向けの波浪情報、沿岸波浪モデ
ルは波浪警報・注意報や日本周辺の波浪予報の発表に
利用されている。また、全球波浪モデルを使用する波
浪アンサンブル予報システムは、2日先から 5日先ま
での早期注意情報（警報級の可能性）の発表に利用さ
れている。仕様の詳細については竹内ほか (2012) や
JMA (2019)などを参照頂きたい。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、台風防災に資する
ため、沿岸域などの高波をより精緻に表現することが
求められている。
2022年度には、全球波浪モデルの水平解像度高解像
度化（55kmから 27kmへ）、初期時刻 00UTCの予報
時間延長（132時間から 264時間へ）を予定している。
その後、沿岸波浪モデルの水平解像度高解像度化（5km

から 1.7kmへ）や高頻度化（4回/日から 8回/日へ）
を計画している。中長期的には、スーパーコンピュー
タシステムの仕様に応じた高解像度化を検討している。

2.12 高潮モデル

高潮モデルは、高潮注意報・警報の発表で利用する
日本域（水平分解能 沿岸部 1km～沖合 16km）と、台
風委員会メンバー（国・地域）への高潮情報提供を目
的とするアジア域（同 3.7km）の 2種類の対象領域を
設けている。仕様の詳細について、日本域高潮モデル
は林原 (2011)など、アジア域高潮モデルは Hasegawa

10



et al. (2017)などを参照頂きたい。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、台風防災に資する
ため、台風に伴う高潮をより高い精度で予測すること
が求められている。
日本域高潮モデルについては、2022年度前半には予
報時間延長 (39時間から 132時間へ）及びアンサンブ
ルメンバー数増強（6から 21メンバー程度へ）を行う
計画である。アジア域高潮モデルについては、2022年
度に非構造格子モデルを導入して沿岸部の高解像度化
（3.7kmから 1.5kmへ）を図るとともに、台風ボーガ
ス手法の改善や全球アンサンブル予報システムの全メ
ンバーを活用したアンサンブル予報化を計画している。
中長期的には、日本域高潮モデルへの非構造格子モデ
ルの導入、台風ボーガス手法のさらなる改善、スーパー
コンピュータシステムの仕様に応じた高解像度化を検
討している。

2.13 海況監視予測システム

日 本 沿 岸 海 況 監 視 予 測 シ ス テ ム
（MOVE/MRI.COM-JPN）は 、海 面 水 温 や 海 流
の 1か月予報などの発表に利用されている。本システ
ムは、全球（水平解像度 100 km、鉛直層数 60層）－
北太平洋（同 10 km、60 層）－日本近海（同 2km、
60層）の 3段階の海洋モデルと変分法データ同化シス
テム（NPR-4DVAR および GLB-3DVAR）から構成
される。仕様の詳細についてはHirose et al. (2019)や
Sakamoto et al. (2019) などを参照頂きたい。「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、海況要
因による水位上昇など沿岸防災に資する現象や、黒潮
流路・海氷の変動など社会・経済的に影響の大きい現
象の再現性の向上が求められている。
本システムについては、2021年度末までにデータ同
化での新規衛星データ利用の開始を計画している。中
長期的には、流域雨量指数を活用した沿岸域の塩分の
再現性向上などの本システムのさらなる改善を行う計
画である。

2.14 黄砂解析予測システム

黄砂解析予測システムは黄砂情報の発表に利用さ
れている。本システムでは、大気大循環モデル MRI-

AGCM3(Yukimoto et al. 2012) と全球エーロゾルモ
デルMASINGAR mk-2(Yukimoto et al. 2012)を結合
させたモデル（水平分解能 40km 鉛直層数 40層）を
用いている。本システムでは、モデルで予測するエー
ロゾルの 3次元分布から計算した光学的厚さ (Aerosol

Optical Thickness, AOT)を衛星観測 AOTで修正（2

次元変分法）することで観測情報を取り込んでいる。
仕様の詳細については田中・小木 (2017)などを参照頂
きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」

では、黄砂プロダクトの高度化のため、エーロゾルの
予測精度向上が求められている。2022年度には、デー
タ同化に利用しているひまわりエーロゾルプロダクト
について、ひまわり 8号から 9号への切り替え対応を
行う。中長期的な課題としては、衛星観測データ利用
の高度化などがある。

2.15 紫外線予測システム

紫外線予測システムは紫外線情報の発表に利用さ
れている。本システムでは、大気大循環モデル MRI-

AGCM3(Yukimoto et al. 2012) と化学輸送モデルを
結合させたモデルMRI-CCM2（水平分解能 110km 鉛
直層数 64 層）を用いており、即時的に利用可能な衛
星データ（オゾン全量）でナッジングすることで観測
情報を取り込んでいる。仕様の詳細については JMA

(2019)などを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予
報技術開発重点計画」では、紫外線プロダクトの高度
化のため、オゾンの予測精度向上が求められている。
2022年度には、データ同化に利用しているオゾン衛星
観測データについて、衛星の切り替え対応を計画して
いる。中長期的な開発課題としては、衛星観測データ
利用の高度化などがある。

2.16 大気汚染気象予測システム

大気汚染気象予測システムは大気汚染気象予報の支
援を目的としている。本システムのモデルは、アジア
域の領域化学輸送モデル（水平分解能 20km 鉛直層数
18層）及び、東日本や西日本を対象とする高解像度版
領域化学輸送モデル（水平分解能 5km 鉛直層数 19層）
の 2種類がある。領域化学輸送モデルは、大気モデル
JMA-NHMと組み合わせて使用しており、即時的に利
用可能な地上観測データ（オゾン濃度）でナッジング
することで観測情報を取り込んでいる。高解像度版領
域化学輸送モデルは、大気モデル asucaと組み合わせ
て使用しており、予報－予報サイクルで運用している。
仕様の詳細について、池上ほか (2015) などを参照頂
きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
では、大気汚染プロダクトの高度化のため、大気汚染
物質の予測精度向上が求められている。
2022年度には、高解像度版領域化学輸送モデルにつ
いて、地上観測データ同化の導入や領域拡張を行い、
アジア域の領域化学輸送モデルとの統合を図る。

2.17 二酸化炭素解析システム

二酸化炭素解析システムは二酸化炭素分布情報の発
表に利用されている。本システムでは、GSMに二酸化
炭素の輸送過程を組み込んだモデルGSAM-TM（水平
分解能 110km 鉛直層数 60層）と逆解法（二酸化炭素
の放出・吸収量の補正）を組み合わせた手法を用いて
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いる。2022年度には衛星データ同化を導入する予定で
あり、その後、領域区分の細分化などを計画している。
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図 2.17.1 全球アンサンブル予報システム、季節アンサンブル予報システム、気候データ同化システム、波浪モデル、波浪アン
サンブル予報システム、海況監視予測システムの開発計画

図 2.17.2 高潮モデル、黄砂解析予測システム、紫外線予測システム、大気汚染気象予測システム、二酸化炭素解析システムの
開発計画
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第 3章 数値予報システムの開発成果

3.1 開発成果一覧

第 3章では、2021年 1月から 12月までの数値予報システムに導入した開発成果を報告する。

表 3.1.1 2021年 1月から 2021年 12月までに数値予報システムに導入した開発成果

項 表題 運用開始日

第 3.2節 全球数値予報システムの鉛直層増強、地表面解析高度化、全球
解析の高度化

3月 30日

第 3.3節 全球アンサンブル予報システムの改良 3月 30日

第 3.4節 局地モデルの鉛直層増強と物理過程改良 3月 31日

第 3.5節 日本域高潮モデル予報時間延長と台風ボーガス利用手法改善 4月 26日

第 3.6節 メソ解析および局地解析における Metop-C 搭載マイクロ波サ
ウンダ AMSU-A およびMHS の利用

5月 25日 (メソ解析)

11月 24日 (局地解析)

第 3.7節 波浪アンサンブル予報システムのメンバー数増強 6月 10日

第 3.8節 全球解析における全天同化マイクロ波水蒸気サウンダの拡充 6月 29日

第 3.9節 全球解析における GOES-17 CSRおよび AMVデータの利用 6月 29日

第 3.10節 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サウンダ IASI の利
用データセット移行およびMetop-C/IASIの利用

6月 29日 (データセット移行)

11月 24日 (Metop-C/IASIの利用)

第 3.11節 航空機データの高度利用 6月 30日

第 3.12節 オリパラ向けガイダンス 6月 30日

第 3.13節 メソ解析における船舶 GNSS可降水量の利用 8月 31日
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3.2 全球数値予報システムの鉛直層増強、地表面解
析高度化、全球解析の高度化

3.2.1 はじめに
全球数値予報システムは、天気予報や週間天気予報、
台風進路・強度予報での利用、メソ数値予報システム
への境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤数値予
報システムである。気象庁では、スーパーコンピュー
タシステムの更新とともに、全球数値予報システムの
分解能の向上や計算手法の精緻化などの改良を通して
予測精度の向上を進めてきた。第 10世代スーパーコン
ピュータシステムにおいても鉛直、水平解像度の増強
や物理過程の精緻化等を通じた全球モデル (GSM)や
全球解析 (GA)の改良を開発計画 (本田 2018)に沿って
進めている。2021年 3月 30日に実施した全球数値予
報システムの更新では、GSMの鉛直層数を 100層から
128層へ増強するとともに、地表面解析の高度化、全球
解析の高度化を行った。これらの更新により、北半球
500 hPa高度や、対流圏下層気温等の予測精度を改善
した。本稿では、その改良内容と予測精度の評価結果
及び予測特性の変化について報告する。以下では、第
3.2.5項に示す GSMのバージョンの命名規則に沿い、
本稿で示す改良を総称して GA/GSM2103と呼ぶ。

3.2.2 変更概要
ここでは、GA/GSM2103における変更の概要やそ
の狙いについて示す。各変更の詳細や個々の変更のイン
パクトについては、気象庁 (2021a)及び気象庁 (2021b)

を参照されたい。

(1) 鉛直層増強
GSMの鉛直層数を 100層から 128層に増強した。こ
の狙いは、鉛直離散化誤差の減少 (氏家 2019)を通じた
大気の表現能力の向上、データ同化の観測演算子で利
用される第一推定値の大気プロファイルの改善によっ
て観測情報がより適切に初期値に反映されることに伴
う全体的な予測精度向上である。鉛直層増強では、モ
デルトップ（約 80 km）、モデル最下層高度（約 8 m）
を保ちつつ、大気全体をほぼ均等に高分解能化した。こ
れは、台風予測、日々の天気等に関わる大気現象やそ
れらの表現に関わる物理プロセスは、地表面から大気
の上層まで鉛直方向に広範囲に渡ることを考慮したた
めである。また、全球解析におけるアウターモデル、イ
ンナーモデル及びLETKF(Local Ensemble Transform

Kalman Filter: Hunt et al. 2007)・土壌水分解析にお
けるアンサンブル予報に使われる低解像度モデルの鉛
直層も GSMと同様に 100層から 128層に増強した。

(2) 地表面解析の高度化
地表面解析については、下層大気を中心とした予測
精度向上を狙い、日々の積雪分布、土壌水分の変動を
より適切に初期値に反映させる改良を行った。

積雪深解析について、第一推定値として、気候値 (Fos-

ter and Davy 1988)を基にしたものから、モデル予測
値と衛星から推定した積雪域を組み合わせたものに変
更した。また、第一推定値が高度化されたことにあわ
せて、解析値における第一推定値の寄与がより大きく
なるよう、最適内挿法の設定を調整した。具体的には、
観測誤差分散の背景誤差分散に対する比を大きくし、
また、遠方での誤差相関がこれまでより小さくなるよ
う誤差相関の形を変更した。これらの改良により、作
成時期が古く品質の高くない気候値に起因する不自然
な積雪が解析値に残る問題や、局所的な積雪深観測の
周囲で広く積雪が解析される問題が解決された。
土壌水分については、初期値に気候値を用いる手法
から、土壌 1∼3層（表層 19 cm）までは地上気温及び
相対湿度観測を利用した土壌水分解析値を用いる手法
(Mahfouf 1991)に変更した。解析処理は、(1)地上観
測値を同化した地上気温・相対湿度の解析値作成、(2)

地上解析値を観測値とみなした土壌水分解析値作成の
2段階で構成される。(1)では、GSMの地上気温・相
対湿度予測値を第一推定値として、SYNOPによる地
上気温・相対湿度観測を 2次元最適内挿法で同化する。
(2)では、GSMの土壌水分予測を第一推定値として、
土壌水分量と地上物理量の相関関係を利用して前述の
地上解析値を同化し、土壌水分解析値を作成する。土
壌水分解析では、データ同化手法として、カルマンフィ
ルタの一種である Simplified Extended Kalman Filter

(SEKF, de Rosnay et al. 2012)を採用した。SEKFで
は、本来のカルマンフィルタに対し、背景誤差共分散
を更新せず固定とする、誤差の水平相関を無視すると
いった簡略化を行っている。

(3) 全球解析の高度化
流れに依存する背景誤差の扱いの高度化による解析
精度の向上を狙い、4次元変分法・LETKFのハイブ
リッド同化 (Kadowaki et al. 2020) の改良を行った。
まず、LETKFのアンサンブルメンバーを 50から 100

へ増強した。これにより、サンプリング誤差が軽減さ
れ、アンサンブル予報から見積もった背景誤差共分散
行列の精度が向上し、流れ依存性をより適切に考慮し
た解析が可能になる。また、メンバー数増強に伴うサ
ンプリング誤差軽減にあわせて、LETKFにおける誤
差相関の鉛直局所化の大きさをこれまでの 1.5倍に増
大するとともに、4次元変分法におけるアンサンブル
予報由来の背景誤差を重みの 15 %から 50 %に増加し
た。いずれもアンサンブル予報による背景誤差の情報
を解析処理でより活用する方向の変更に相当する。ま
た、LETKFにおける地上気圧の初期値化の改良、気
候値由来の背景誤差を最新の全球モデルの誤差統計に
基づき更新する等の各種改良を行った。
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3.2.3 検証結果
GA/GSM2103の現業導入に際して実施した、予測
精度を検証するための業務化試験1等の結果に基づき、
予測精度の変化の概要を示す。

(1) 実験設定
対照実験には 2021年 1月時点の現業数値予報シス
テムを用いた。以下では、対照実験を CNTL、CNTL

に第 3.2.2項で示した変更を取り込んだ実験を TEST

と呼ぶ。
実験期間は北半球における夏冬の 2期間を対象とし
ており、ここではそれぞれ夏期間、冬期間と呼ぶ。実
験の解析と予報は以下の期間について実施した。

• 夏期間
– 解析: 2019年 6月 2日～2019年 10月 11日
– 予報: 2019年 6月 12日～2019年 10月 11日

• 冬期間
– 解析: 2019年 11月 10日～2020年 3月 11日
– 予報: 2019年 11月 20日～2020年 3月 11日

全球解析には、予測を決められた時刻までに提供す
るための速報解析と、解析値の品質を維持するために
観測データの入電を十分待ってから行うサイクル解析
の 2種類がある。業務化試験では両方の解析を行うが、
上の実験期間の解析とはサイクル解析を意味し、速報
解析の実施期間は予報と同一になる。なお、両解析と
予報の間のデータフローなど、気象庁の全球数値予報
システムの全体像については JMA (2019)を参照され
たい。
検証対象期間は各期間最初の 10日間を除く期間とし
た。また、台風検証以外の検証では最後の 11日間の予
報も検証には用いておらず月末日を検証期間の終わり
にしている。

(2) 北半球 500 hPa高度場の予測
図 3.2.1に北半球 500 hPa高度の予測の二乗平均平
方根誤差 (RMSE: Root Mean Square Error)について
TESTからCNTLを引いたものを示す。対解析値、対
ラジオゾンデともに 3日先まで夏期間、冬期間で統計
的に有意な改善が見られた。夏期間、冬期間ともに対
解析検証での 2日先の RMSEの改善幅は約 0.2 mで
あった。図 3.2.2に冬期間における、FT= 24, 48, 72そ
れぞれにおける北半球 500 hPa高度の RMSEの改善
幅の日々の変化を示している。特に FT=24, 48につい
ては、特定の日付の事例で大きく改善・改悪が示されて
いるわけでなく、ほとんどの事例で少しずつ TESTが
CNTLより精度が改善されていることがわかる。これ
らの RMSEの減少を示す典型的な例として、図 3.2.3

に、冬期の一事例における日本周辺の 500 hPa高度の
2日予測の誤差を示す。TESTは CNTLに対して誤差
のパターンが大きく変化しているわけではないが、華

1 業務化試験の位置付け・内容については (石田 2017)を参
照。

図 3.2.1 北半球 ( 20°N 以北) での 500 hPa 高度場の
RMSE [m] について、TEST から CNTL を引いたもの
（縦軸）。横軸は予測時間 [day]。上図が解析値に対する、
下図がラジオゾンデ観測値に対する検証の結果。青線が冬
期間で緑線が夏期間。縦軸の値が 0 よりも小さければ改
善、大きければ改悪を意味する。エラーバーは、ブートス
トラップ法（リサンプル数 10000）で見積もった 95%信頼
区間を表す。

北や日本海、日本の東海上などで誤差の大きさが少し
ずつ小さくなっており、これらがRMSEの減少につな
がっていると考えられる。この図で示した事例の他に
も、誤差のパターンは変わらないがその大きさが減少
する事例が多く見られた。

(3) 下層気温の予測
地表面解析の改良による下層気温予測改善の例とし
て、図 3.2.4に日本周辺の 850 hPa気温予測の例を示
す。図中の赤点線の楕円で示す通り、この期間は、寒気
を伴った低気圧が華北を通過する際に下層気温が解析
値よりも低くなる誤差が見られたが、TESTではその
誤差がCNTLに対して減少した。この誤差の減少は積
雪深解析の改良による積雪域の広がりすぎの抑制が影
響していると考えられる。図 3.2.5は、図 3.2.4の事例
の初期値して使用された積雪深と、参照データとして
IMS(Interactive Multi-sensor Snow and Ice Mapping

System、米国海洋大気庁国立気象衛星データ情報サー
ビス作成の積雪域プロダクト)による積雪域分布を示
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図 3.2.2 冬期間における、北半球 ( 20°N以北)での 500 hPa
高度場の対解析値RMSE [m]について、TESTからCNTL
を引いたもの（縦軸）の FT=24（赤）, 48（オレンジ）, 72
（ピンク）における日々の変化。横軸は対象となる日付。縦
軸の値が 0よりも小さければ改善、大きければ改悪を意味
する。

している。華北付近（図中の黒点線の楕円で示す領域）
において、CNTLでは IMSでは見られない積雪域が
見られたが、TESTではそのような積雪域は見られず、
IMSと整合した積雪分布となっている。図 3.2.5で示
した事例に限らず、冬期間では北半球の積雪域の減少
と北半球の下層の気温の低温バイアスの軽減が見られ
た（図略）。業務化試験でみられたこれらのインパク
トは、積雪深改良に向けた開発時の試験でも確認され
ており (気象庁 2021a)、期待されたものである。なお、
これら改善は後述の第 3.2.3項 (5)、第 3.2.3項 (6)で
も示すとおり、統計検証でも表れている。

(4) 台風予測
図 3.2.6に台風進路予測の検証結果を示す。検証は気
象庁ベストトラックに対して行っている。図に示すよ
うに、FT=72まで台風進路予測は概ね中立であった。
FT=84以降は TESTの方が誤差が大きいが、台風の
事例数が少ない影響で、予報時間を通じて一貫した有
意性は見られない。また、個別の台風事例で見ると、改
善と改悪の両方を含む。このため、FT=84以降の台風
進路予測は中立と判断した。また、台風の強度予測に
ついては、TESTの方が僅かに中心気圧が下がり台風
が強まる傾向が見られた（図 3.2.7）。一方、その差は
平均で 1 hPa程度であり、プロダクト利用上の注意点
を変更する程度の特性変化ではないと考える。

(5) 各種統計検証スコア（冬期間）
図 3.2.8 及び図 3.2.9 に、冬期間について解析値と
ラジオゾンデ観測値を参照値として、代表的な要素
の予測を領域ごとに検証した結果を示す。検証は、ア
ノマリー相関係数 (ACC: Anomaly Correlation Coef-

ficient) またはラジオゾンデ観測に対しては相関係数
(CC: Correlation Coefficient)、RMSE、RMSE、平均
誤差 (ME: Mean Error)とその変化の有意性について

のものである。
冬期間では、対初期値検証・対ラジオゾンデ検証と
もに多くの要素で予測時間前半を中心に改善が見られ
た。特に、北半球での 500 hPa高度場や 850 hPa気温
の RMSE, MEの改善が大きい。

(6) 各種統計検証スコア（夏期間）
図 3.2.10及び図 3.2.11に、夏期間について解析値と
ラジオゾンデ観測値を対象として、冬期間と同様に代
表的な要素を領域ごとに検証した結果を示す。
夏期間も多くの要素で改善が見られた。特に、北半
球領域の 850 hPa気温の改善が対解析・対ラジオゾン
デ検証ともに顕著である。一方で、熱帯では改悪する
要素も見られる。

3.2.4 まとめと今後の開発
気象庁は、2021年 3月 30日に全球数値予報システ
ムについて、GSMの鉛直層数を 100層から 128層に増
強、地表面解析の高度化、全球解析システムの高度化
を行った。この改良により、冬季の北半球 500 hPa高
度や対流圏下層の気温等の予測精度が改善した。2日
後の北半球 500 hPa高度の予測誤差は、0.2 m減少す
る結果であった。また、台風進路予測誤差は中立であっ
た。更新に伴う予測特性の変化について、500 hPa高
度の系統誤差の大きな変化は見られないが、RMSEの
減少等ランダム誤差が減少した。また、北半球におけ
る 850 hPa気温の低温バイアスは軽減した。
今後の開発として、GSMの水平解像度を 20 kmか
ら 13 kmに増強する計画である。GSMの水平高解像
度化に向けた力学過程の開発では、実効解像度の向上
（フィルター処理、離散化誤差、非線形項に伴うエリア
シングのいずれにも大きく影響されないスケールをよ
り高波数側に拡大させること）を目的に、格子系とし
て 2次格子の導入、モデル地形作成手法の見直し、水
平拡散の調整を進めている。また、GSMの水平高解像
度化と同時に実施する物理過程の改良としては、地形
性抵抗過程のパラメータ見直し、次期季節予報システ
ムに向けた開発成果（湖面温度の考慮や放射過程改良
等）の取り込み等を進めている。開発進捗の詳細につ
いては、第 4.1節を参照されたい。

3.2.5 補足：全球モデル (GSM)の仕様
表 3.2.1に、GSMの水平・鉛直の分解能等の基本仕
様の向上や、力学・物理過程の改良についての更新履
歴を示す。表の左列に示すように、GSMにはバージョ
ン名が付けられており、変更に伴い改定されている。
バージョン名の形式は、全球数値予報システムに改良
を導入した西暦の下二桁と月を「GSM」の後ろに付け
たもので、例えば、2021年 12月時点での最新GSMの
バージョン名は、本稿で示す 2021年 3月に運用を開始
したものであり、「GSM2103」と呼ぶ。表の中の分解
能の表記について、はじめの Tもしくは TLは三角形
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図 3.2.3 2020年 1月 2日 12UTCを対象とした、日本周辺の 500 hPa高度 [m]の 48時間予測値（等値線：黒）、解析値（等
値線：緑）、48時間予測値の対解析誤差（カラー）。（左）CNTL、(右)TEST。

図 3.2.4 2019年 12月 29日 12UTCを対象とした、日本周辺の 850 hPa気温 [K]の 48時間予測値（等値線：黒）、解析値（等
値線：緑）、48時間予測値の対解析誤差（カラー）。（左）CNTL、(右)TEST。図中の赤点線の楕円については、本文の記述
を参照。

図 3.2.5 図 3.2.4の事例において、（左上）CNTL、（右上）
TESTの初期値として用いられた積雪深の分布 [cm]。（左
下）IMSプロダクトによる積雪域分布（赤が積雪域）。図
中の黒点線の楕円については、本文の記述を参照。

波数切断を意味し、その後の数字は切断波数を表す。T
の場合は 2次格子、TLの場合は線形格子を意味する。
また、その後の Lは鉛直層を意味し、直後の数字は層
数を表す。
GSM2103について、力学過程及び物理過程の仕様
を表 3.2.2にまとめる。表におけるアウターモデル及
びインナーモデルとは、データ同化プロセスにおいて
4次元変分法やアンサンブル予報の中で用いられるモ
デルであり、アウターモデルは解析における第一推定
値の計算に用いるモデルを、インナーモデルは解析修
正量を求める計算やアンサンブル予報に用いるモデル
を指す。ただし、4次元変分法で用いるインナーモデ
ルの物理過程にはバージョンの古いものや簡略化した
ものが含まれている。
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図 3.2.6 夏期間及び冬期間に存在した台風を対象とした進
路予測の気象庁ベストトラックに対する誤差 [km]（実線、
左軸）とサンプル数（丸、右軸）。赤線が TESTで青線が
CNTL、線に付属したエラーバーは誤差の発生が正規分布
に従うと仮定した場合の 95%信頼区間を表す。TEST と
CNTLでサンプルは揃えてあり、両者で追跡できたものだ
けを検証対象としている。このため、サンプル数を表す丸
は TESTと CNTLで重なっている。図上部の三角は差の
有意性を示すもので、上段が時間方向の相関を考慮、下段
が独立仮定で計算した有意判定結果を示し、緑色は有意、
黒色は有意でないことを示す。

図 3.2.7 夏期間及び冬期間に存在した台風を対象とした中
心気圧の平均誤差 [hPa] 。赤線がTESTで青線がCNTL。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

表 3.2.1 GSMの主な更新履歴

バージョン 主な変更内容

GSM8803
運用開始。仕様は T63L16、最上層
10 hPa

GSM8911
T106L21へ仕様向上、ハイブリッド座
標系と新陸面過程の導入　

GSM9603
T213L30へ仕様向上、新積雲対流過程
の導入

GSM9912
雲水スキームの導入、積雲対流過程と
放射過程の改良

GSM0103
T213L40・最上層 0.4 hPaへ仕様向上、
積雲対流過程の改良

GSM0305
積雲対流過程の改良、及び雪の近赤外
アルベドの調整

GSM0407

層積雲スキームの導入、雲氷落下・積
雲対流過程の改良、氷床アルベドの調
整

GSM0412 晴天放射スキームの改良

GSM0502
TL319L40へ仕様向上、セミラグラン
ジュ移流スキームの導入

GSM0507
放射過程における雲の取扱いの改良、
オゾン気候値の改定

GSM0711

TL959L60・最上層 0.1 hPaへ仕様向上、
時間積分の 2タイムレベル化、エーロ
ゾル気候値の改定

GSM0801 積雲対流過程の改良

GSM0808
力学過程の改良、適合ガウス格子の採
用

GSM1212 層積雲スキームの改良

GSM1304
放射過程（エーロゾル気候値、水蒸気
吸収係数）の改良

GSM1403

TL959L100・最上層 0.01 hPaへ仕様向
上、放射・境界層・重力波・積雲過程
の改良、陸面初期値利用の改良

GSM1603
積雲対流・雲・陸面・放射・海氷・海
面過程、及び力学過程の改良

GSM1705
積雲対流・雲・陸面・放射・海氷過程、
及び力学過程の改良

GSM2003
地形性抵抗・非地形性重力波・境界層・
陸面・雲・海氷過程の改良

GSM2103
TL959L128へ仕様向上、積雪、土壌水
分初期値利用の改良
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図 3.2.8 冬期間における対流圏主要要素の解析値に対する ACCの改善幅（左上図）、RMSEの改善率（右上図）と TESTと
CNTL のスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。解析値を参照値としている。検証対象の領域は、NH が北半球
( 20 °N以北)、TRが熱帯 ( 20°S – 20°N)、SHが南半球 ( 20°S以南)、JPが日本周辺（110°E-150°E, 20°N-50°N）、NWP
が北西太平洋領域（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa高度、海面更正気圧 (PSEA)、850 hPa気
温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカードはそれぞれ上から
RMSE、ACC、ME、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗りつぶし面積が広い
ほど統計的有意性が高い。

図 3.2.9 冬期間における対流圏主要要素のラジオゾンデ観測値に対する CCの改善幅（左上図）、RMSEの改善率（右上図）
と TEST と CNTL のスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。ラジオゾンデを参照値としている。検証対象の領
域は、NHが北半球 ( 20°N以北)、TRが熱帯 ( 20°S – 20°N)、SHが南半球 ( 20°S以南)、JPが日本周辺（110°E-150°E,
20°N-50°N）、NWP が北西太平洋領域（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa 高度、700 hPa 気温
(T700)、850 hPa気温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカー
ドはそれぞれ上から RMSE、CC、ME、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗り
つぶし面積が広いほど統計的有意性が高い。
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図 3.2.10 夏期間についての解析値に対する検証結果。図の内容は図 3.2.8と同じ。

図 3.2.11 夏期間についてのラジオゾンデ観測値に対する検証結果。図の内容は図 3.2.9と同じ。
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表 3.2.2 GSMの仕様（2021年 3月時点）
力学過程
支配方程式 プリミティブ方程式系　

予報変数 東西風、南北風、気温、比湿、雲水量、地上気圧の対数　

離散化 水平：球面調和関数を基底関数としたスペクトル法、鉛直：有限差分法

水平格子系 適合ガウス格子 (宮本 2005)

水平分解能 予報モデル及びアウターモデル：TL959（格子間隔約 20 km : 0.1875度）、インナーモ
デル：TL319（格子間隔約 55 km : 0.5625度）

鉛直座標系 σ − pハイブリッド座標 (Simmons and Burridge 1981)

層数（最上層） 128層 (0.01 hPa)

移流＋時間積分 2タイムレベル　セミインプリシット - セミラグランジアン法 (Yukimoto et al. 2011)

積分時間間隔 400秒 (TL959)、600秒 (TL319)

数値拡散
4 次の線形水平拡散を渦度、発散、仮温度に適用。スポンジ層として 2 次の線形水平拡
散を 30 hPaより上層で発散に適用。

物理過程

放射

長波

2方向吸収近似 (Yabu 2013)による放射伝達、大気分子による吸収は 2種類の k–分布法
で評価 (Fu and Liou 1992; Chou et al. 2001)。雲はマキシマム-ランダムオーバーラップ
(Geleyn and Hollingsworth 1979)を仮定。光学特性は、水雲は Lindner and Li (2000)、
氷雲は Ebert and Curry (1992)による。

短波

δ–Eddington法による散乱・吸収計算 (Joseph et al. 1976; Coakley et al. 1983)。雲は
マキシマム-ランダムオーバーラップを仮定し、Collins (2001)に基づく簡略化した独立
カラム近似を適用。光学特性は、水雲はDobbie et al. (1999)、氷雲は Ebert and Curry

(1992)による。

積雲対流
予測型クロージャを用いるスペクトル型マスフラックススキーム (Arakawa and Schubert

1974; Moorthi and Suarez 1992; Randall and Pan 1993)。雲モデルには氷相を考慮した
簡易な雲微物理過程を用いる。

雲
確率密度関数に基づいた凝結スキーム (Smith 1990)を基本に、雲水から降水への変換や
再蒸発、雪の融解などの簡単化した雲微物理過程、及び雲氷と雪の落下スキームを含む。
また、層積雲に関する診断的スキーム (Kawai and Inoue 2006)を使用。

境界層
乱流エネルギークロージャ型 (Mellor and Yamada 1974, 1982)とKクロージャ型 (Han

and Pan 2011)のハイブリッドスキーム。

地形性抵抗
Lott and Miller (1997)のスキームにWells and Vosper (2010)及び Vosper (2015)に基
づく改良を加えたもの。 Beljaars et al. (2004)のスキームにより乱流地形抵抗を扱う。

非地形性重力波 緯度依存性を持つ定数励起源によるスペクトルパラメタリゼーション (Scinocca 2003)。

地表面
Monin–Obukhov相似則に基づくバルク式、安定度関数は Beljaars and Holtslag (1991)

を用いる。開水面と海氷面は Best et al. (2004)の手法により混在格子として扱う。

陸面

植生 Sellers et al. (1986)によるスキームを改良した手法でモデル化。
積雪 体積、密度、アルベド、温度等の変化を予測。部分積雪を扱う。
土壌 熱伝導はフーリエの法則に従い、水分の移動及び凍結・融解が考慮される。

海氷
体積・形状・密度不変で物性が一様の熱伝導体として扱う。内部の熱伝導はフーリエの
法則に従い、表面では放射と乱流フラックスの上部境界条件、及び融解を考慮する。

化学過程 成層圏での簡易な診断型メタン酸化及び光乖離スキーム (Untch and Simmons 1999)。

海面水温
時間発展は、全球海面水温解析値の平年偏差を、予測時間により季節変動する気候値に
加える。

海氷分布
時間発展は、南北半球ごとの全球海氷密接度解析値の海氷面積平年偏差を維持するよう
に、海氷密接度の初期偏差固定予測値を気候値で修正する手法で扱う。

　
　

　

22



参考文献
Arakawa, A. and W. H. Schubert, 1974: Interaction

of a cumulus cloud ensemble with the large-scale

environment, Part I. J. Atmos. Sci., 31, 674–701.

Beljaars, A., A. R. Brown, and N. Wood, 2004: A

new parametrization of turbulent orographic form

drag. Quart. J. Roy. Meteor. Soc., 130, 1327–1347.

Beljaars, A. C. M. and A. A. M. Holtslag, 1991:

Flux Parameterization over Land Surfaces for At-

mospheric Models. J. Appl. Meteor., 30, 327–341.

Best, M. J., A. C. M. Beljaars, J. Polcher, and

P. Viterbo, 2004: A proposed structure for coupling

tiled surfaces with the planetary boundary layer. J.

Hydr. Meteorol., 5, 1271–1278.

Chou, M.-D., M. J. Suarez, X.-Z. Liang, and M. M.-H.

Yan, 2001: A thermal infrared radiation parameter-

ization for atmospheric studies. Technical report se-

ries on global modeling and data assimilation, Vol.

19, NASA Goddard Space Flight Center, 56pp.

Coakley, J. A., R. D. Cess, and F. B. Yurevich, 1983:

The effect of tropospheric aerosols on the earth’s

radiation budget: a parameterization for climate

models. J. Atmos. Sci., 40, 116–138.

Collins, W. D., 2001: Parameterization of General-

ized Cloud Overlap for Radiative Calculations in

General Circulation Models. J. Atmos. Sci., 58,

3224–3242.

de Rosnay, P., M. Drusch, D. Vasiljevic, G. Balsamo,

C. Albergel, and L. Isaksen, 2012: A simplified Ex-

tended Kalman Filter for the global operational soil

moisture analysis at ECMWF. Quart. J. Roy. Me-

teor. Soc., 139, 1199–1213.

Dobbie, J. S., J. Li., and P. Chýlek, 1999: Two-and
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3.3 全球アンサンブル予報システムの改良

3.3.1 はじめに
2021年 3月 30日に全球アンサンブル予報システム

(GEPS: Global Ensemble Prediction System) の改良
を行い、確率予測情報などを改善した。本稿では、そ
の改良内容と予測精度の評価結果、予測特性の変化に
ついて報告を行う。
GEPSは、台風進路予報、週間天気予報、2週間気温
予報、早期天候情報及び 1か月予報に使用しているア
ンサンブル予報システム (EPS: Ensemble Prediction

System) である。過去に数値予報課が開発していた週
間・台風 EPS 及び気候情報課が開発していた 1か月
EPSを統合したシステムで、2017年 1月 19日に週間・
台風 EPS を置き換える形で運用が開始され、同年 3

月 23日には 1か月先までの延長予報を開始した (山口
2017; 新保 2017)。
GEPS では、予報モデルに気象庁全球モデル

(GSM:Global Spectral Model) の低分解能版を用いて
おり、水平分解能は 18日先までの予測ではTL479（約
40km）1、その後は TL319（約 55km）であり、鉛直層
は GSMと同様の 100層で最上層が 0.01 hPaである。
また、摂動なしのアンサンブルメンバー（コントロー
ルラン）の初期値には、全球速報解析により作成され
る解析値を解像度変換したものを用いている。
アンサンブルメンバー数は、11 日先までの予測で
は 1 初期時刻あたり 27 メンバー、その後は 13 メン
バーである。また、初期摂動としては、特異ベクトル
(SV: Singular Vector) 法 (Buizza and Palmer 1995)

とLETKF(Local Ensemble Transform Kalman Filter;

Hunt et al. 2007)を利用した初期摂動を組み合わせて2

用いている。両手法はお互いに補い合う関係にあり、
SV 法では予測時間が長くなるにつれて誤差の中で支
配的になる成長率の高い摂動を捉え、LETKFでは予
測時間の初期で特に重要な解析値のもつ不確実性を捉
える。
また、限られた計算機資源で海洋の変動を考慮する
ため、季節アンサンブル予報システム（CPS2、第 2.9

節）で予測された海面水温 (SST)を用いる 2段階 SST

法 (高倉・小森 2020)を導入し、予測 3・4週目の熱帯
を中心に精度向上を図った。
アンサンブル予報システムの予測精度を向上するた
めには、予報モデルと初期値の精度を高めると同時に、
両者の不確実性を適切に捉える摂動を作成することが
必要である。また、アンサンブルメンバー数を増やすこ
とで、より精度の良い確率予測情報を作成することが可

1 水平分解能の表記は、はじめの TLが三角形波数切断と線
形格子を用いていることを意味し、その後の数字は切断波数
を表す。
2 SVを混ぜ合わせた 26個（13個＋逆符号の 13個）の摂動
と、LETKFのアンサンブルから抽出した 26個の摂動を重
みを付けて足し合わせて使用。

能となる。2021年 3月 30日に導入された GEPS2103

では、確率予測の精度やGSMによる決定論的予測との
整合性の向上を目的として、アンサンブルメンバー数
の増強と時間ずらし平均法（LAF法）の変更、初期摂
動の改良、GEPSで使用する予報モデルの最新のGSM

（GSM2103、第 3.2節）への更新を行った3。

3.3.2 変更の概要
GEPS2103の変更の概要を説明する。数値予報開発
センター年報（令和 2年）第 2.3.3項 (気象庁 2021a)

において、改良項目の一部について個別の影響評価結
果を報告しているため、そちらも参照されたい。

アンサンブルメンバー数の増強と LAF法の変更
GEPS2103では、1初期時刻あたりのメンバー数を

11日先までの予測では 27から 51に、そこから 18日
先までの予測では 13から 51に、さらに 34日先までの
予測では 13から 25にそれぞれ増強した。また、これ
までは 11日より先の予測は 00,12UTC初期時刻4に対
して実行され、予報作業においては両初期時刻の予測
結果を LAF法により組み合わせて使用5してきたが、
GEPS2103においては 12UTC初期時刻に対してのみ
予測を実行するよう変更した。
これらの変更により、18日先までの予測については、
メンバー数を増強することでアンサンブル平均や確率
予測情報の精度が向上し、また、アンサンブル予報が
実況を捕捉できない事例を減らす効果も期待できる。
また、11日より先の予測については、LAF法の変更に
より最新初期時刻の予測結果が多く使用されることに
なる6ため、精度向上が期待できる。

初期摂動の改良
北半球及び南半球の初期摂動作成に使用する SVの
数を現在の最大 25個から 50個に増強した。これによ
り、より多くの成長モードを初期摂動において考慮で
きるようになり、確率的情報としての精度が向上する。
また、50hPaより上層を、SV計算において摂動の大き
さを測るために用いるノルムの評価対象外とした。こ
れにより、対流圏に影響を与えるような成長モードに
より重点を置いた初期摂動を作成できるようになる。
その他、影響が小さい改良として、空間相関に基づく
SV選別処理の廃止、 計算された SVを合成して初期
摂動を作成する際に用いるバリアンスミニマム法の収
束判定条件緩和、SV計算で使用するモデル面の定義
方法を最新 GSMの方法に合わせる、SST摂動作成の
3 GEPSの全体像については JMA (2019)を参照されたい。
4 18日より先の予測については火曜日と水曜日のみ。
5 作業スケジュール上、12UTC初期時刻の予測資料が最新。
6 18 日先までの予測については最新 12UTC 初期時刻の予
測結果のみが使用されるようになるため LAF法は使用され
ない。その先については火曜日 00UTCの 11メンバー、同
12UTC及び水曜日 00,12UTCの各 13メンバーによる LAF
から、火・水曜日 12UTCの各 25メンバーによる LAFとな
る。
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メンバー数増強への対応、SV計算用モデルにおいて
GSM2103で新規導入された土壌水分解析結果を利用
する、SV摂動に対する振幅調整といった改良も実施
した。

予報モデルの更新
GEPS2103では予報モデルをGSM2103へと更新し
た。GEPS2103においても引き続き全球数値予報シス
テムとGEPSとで予報モデルのバージョンが揃うこと
になり、適切な GSM予測の不確実性情報を提供でき
る。予報モデルの改良内容としては鉛直層数の 100層
から 128層への増強のみであるが、第 3.2節で示した
全球数値予報システムの更新にはモデルだけでなく初
期値の精度向上も含まれ、GEPSでこの初期値を使用
することによっても予測精度は向上する。

3.3.3 予測精度の検証
(1) 実験設定
週間天気予測、台風進路予測、2 週目以降の予測そ
れぞれの予測精度の変化を確認するために、次の 4 種
の比較実験を実施した。

週間天気予測の評価のための実験
GSM2103における CNTL実験（第 3.2節）で作成
された初期値7を入力として、GEPS2003（Yamaguchi

et al. (2020)、気象庁 (2021b)）を実行したものを対
照実験とする。同 TEST実験で作成された初期値を入
力として、GEPS2103を実行したものをテスト実験と
する。以降、対照実験を CNTL 実験、テスト実験を
TEST実験と呼ぶ。夏期間は 2019年 6月 20日～2019

年 10月 21日、冬期間は 2019年 11月 20日～2020年
3月 11日の 00,12UTC初期値を対象に、11日先まで
51メンバーの予測を実行した。主要要素の確率予測と
日本の降水予測についてはこの実験の結果を示す。

台風進路予測の評価のための実験
2019年台風第 3号から 2020年台風第 13号8を対象
として、00,06,12,18UTC初期値について 5.5日先まで
51メンバーの予測を実行した。前述の実験期間に含ま
れる事例については、00,12UTC初期値に追加する形で
06,18UTC初期値の予測を実行した。その他の期間の
事例については、追加期間の TEST実験は GSM2103

による解析予報サイクル実験9で作成された初期値を入
力として GEPS2103を実行した。CNTL実験は 2019

年 10月 22日から同年 11月 20日までの期間について
はGEPS2003を現業システムへ導入するための評価に
使用した結果を用い、2020年 3月 12日以降の期間に
ついては当時の現業システムで作成された結果10を入
7 速報解析による初期値。
8 2019年 6月 20日 00UTCから 2020年 10月 1日 18UTC
までの期間の台風事例。
9 サイクル解析のみ実施。

10 初期値はサイクル解析の結果を使用し、初期摂動はその初
期値を用いて再計算するのではなく現業システムで計算され

力としてGEPS2003を実行した。追加した期間の評価
には 2021年 3月の更新内容以外の影響も含まれるこ
ととなるが、その程度は小さい。台風進路予測につい
てはこの実験の結果を示す。

1か月先までの確率予測とメンバー数増強・LAF法変
更の評価のための実験
GEPS2103の予測精度を評価するにあたり、気候場
の年々変動の影響も考慮するため、過去 30年（1981～
2010年）に対して、毎月 2回（初期日は 15日と月末）、
JRA-55(Kobayashi et al. 2015)を初期値として 40日
予測を行う。これを再予報実験という。再予報実験に
おいて、2段階 SST法で用いる CPS2の SST予測値
は、同じ期間の CPS2による再予報で作成されたもの
である。また、LETKFによる長期間の解析予報サイ
クルを実行することは計算機資源の観点で困難である
ことから、LETKFの代わりに Evolved SV（SVの評
価時間分だけ過去（熱帯では 24時間前、北半球と南半
球では 48時間前）に求めた SVを現在まで線形成長さ
せたもの11）で摂動を作成した。GEPS2003に対して、
同じ仕様で実行したものを対照実験とする。通常の再
予報実験は 12UTC初期値に対して 13メンバーで実行
するが、今回はアンサンブルメンバー数の増強と LAF

法の変更をあわせて評価するため、2014～2018年に対
し、メンバー構成を現業相当に揃えての評価も実施し
た。TEST実験では 12UTC初期値に対して 2週目ま
では 51メンバー、3・4週目は 25メンバー× 2LAFで
実行し、評価した。CNTL実験では 00UTCと 12UTC

初期値に対して 4週目まで 13メンバー× 4LAFで実
行し、2週目までは 26メンバー、3・4週目は 50メン
バーで評価した12。

(2) 主要要素の確率予測
図 3.3.1 に夏期間について 11 日先までの予報時間
ごとの CRPS13を示す。海面更正気圧、850 hPa気温、
500 hPa高度、250hPa東西風について多くの検証領域
で統計的に有意な改善が確認できる。熱帯 500 hPa高
度場は 4日先以降の予測で悪化しているが、同様の精
度悪化は GSM2103の検証結果においても確認されて
おり、初期値やモデル更新の特性変化がGEPSの検証
結果にも表れたと考えている。以上述べたことについ
ては、冬実験についても同様である（図略）。改善につ
いては、アンサンブルメンバー数の増強が最も寄与し
ている。

た結果をそのまま使用。
11 LETKFによる摂動の十分な代替となる保証はないが、予報
初期数日を除けば予測精度に大きな違いはない (金浜 2017)。

12 GEPS2003 を用いた 2 週目までの予報は毎日実行する
2LAFの計 26メンバーを、3・4週目の予報は週 2日実行す
る 4LAFの計 50メンバーを用いているため。

13 Continuous Ranked Probability Scoreの略で、閾値 t以
下となる確率予測に対するブライアスコアを

∫∞
−∞ dtで積分

したもの。

26



PSEA

NH

T850 Z500 U250

TR

SH

✆

✡

図 3.3.1 夏期間における、主要要素に対する領域別の CRPS。要素は左から順に海面更正気圧 [hPa]、850hPa気温 [K]、500
hPa高度場 [m]、250 hPa東西風 [m/s]。領域は上から順に北半球 ( 20 °N – 90 °N )、熱帯 ( 20 °S – 20 °N )、南半球 ( 20
°S – 90 °S )。CNTL実験は緑線、TEST実験は赤線。紫線は変化率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、右縦軸）。差に統計的な
有意性がある場合に▽(CNTL>TEST)ないし△(TEST>CNTL)をプロットしている。

✆

✡

図 3.3.2 対解析雨量による降水の確率的予測のブライ
アスキルスコア。上段は夏期間、下段は冬期間。左列
は閾値 1mm/24h、右列は閾値 5mm/24h の降水事例に
対するもの。CNTL は緑線、TEST は赤線。紫線は差
（TEST−CNTL、右縦軸）。

(3) 日本の降水予測
図 3.3.2に日本の降水予測について解析雨量に対して
検証した結果を示す。ブライアスキルスコア (BSS:Brier

Skill Score)は 1 mm/24hr及び 5 mm/24hrの閾値に
ついて、夏期間・冬期間共に改善傾向である。この改
善にも、アンサンブルメンバー数の増強が最も寄与し
ている。

(4) 台風進路予測
図 3.3.3 に予報時間ごとのアンサンブル平均台風進
路予測誤差と、台風接近確率（ここでは、FT=0–120 h

の間に 120km以内に台風中心が位置する確率）の予測
の検証結果を示す。検証は気象庁ベストトラックに対

図 3.3.3 アンサンブル平均の台風進路予測平均誤差（左）と
台風接近確率の信頼度曲線とブライアスキルスコア（右）。
CNTL は緑、TEST は赤。左図は × と実線が平均誤差
[km]（左縦軸）で + がサンプル数（右縦軸）を示してお
り、ピンクの三角（該当なしのため描画なし）と青の三角
はそれぞれサンプル間の相関を考慮する場合としない場合
に 5 % の有意水準で差が有意であることを示す。右図は
実線が信頼度曲線（左縦軸）、水色とオレンジの棒グラフ
で CNTL と TEST の予報頻度（右縦軸）を示す。また、
ブライアスキルスコアを凡例中の「BSS=」以降に示す。

して行っている。図に示す通り、アンサンブル平均の
台風進路予測の平均誤差に大きな変化はなかった。ま
た、台風接近確率の BSS はほぼ中立であり、信頼度曲
線や予測頻度に大きな変化はなかった。
また、アンサンブルメンバー数の増強により、実際
の進路をより捕捉できるようになった事例が確認され
た。図 3.3.4の上段を見ると、CNTLではベストトラッ
クを捕捉できていないが、TESTではわずかに捕捉で
きている。また、下段を見ると、CNTLの予測は分布
に偏りがあって中心付近に隙間があり、実況はその間
を進んでいる一方、TESTの予測ではその隙間が埋め
られている。
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図 3.3.4 実況台風進路の捕捉状況が改善した事例。黒はベス
トトラック、色は各メンバーの進路予測。左は CNTL、右
は TESTによる予測結果で、上段は 2019年台風第 15号
を対象とした 2019 年 9 月 5 日 12UTC 初期時刻の予測。
下段は 2019年台風第 21号を対象とした 2019年 10月 19
日 12UTC初期時刻の予測。

図 3.3.5 GEPSのメンバー構成の変更による季節別のブラ
イアスキルスコアの改善量。左図は北半球の 500hPaジオ
ポテンシャル高度、右図は同 850hPa気温の確率予測につ
いてのブライアスキルスコア改善量を示す。青色は 3～9
日予報、赤色は 6～12日予報、緑色は 10～16日予報、黄
色は 17～30日予報のスコア。

(5) 季節別の確率予測（1か月先まで）
図 3.3.5に、確率予測についてメンバー構成の変更に
よる季節別の効果を示す。年間を通じて、2週目（10–

16日予報）までの BSS14に改善が見られる。3週目以
降は利用する火曜日と水曜日の 2日間で構成する全メ
ンバー数が 50のままで変わらないため、季節や要素に
よって効果が異なり、平均すると予測精度は変更前と
同等と考えられる。

3.3.4 おわりに
GEPSについて、予報モデルを更新すると共に、ア
ンサンブルメンバー数の増強と LAF法の変更、初期
摂動の改良を行い、2021年 3月 30日に現業システム
へ導入した。この改良により、確率予測情報について
は日本の降水予測を含め、多くの要素で改善が見られ

14 季節予報で用いる 3つの階級「高い」「平年並み」「低い」
の各事象を全て集計したスコア。

た。また、台風進路予測の精度は中立であるが、アン
サンブルメンバー数の増強により実際の進路をより捕
捉できるようになった事例が確認された。
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3.4 局地モデルの鉛直層増強と物理過程改良

3.4.1 はじめに
局地数値予報システム1は、時空間スケールの細かな
現象の予測を目的に水平解像度 2 kmの予報システム
として運用されており、防災気象情報・航空気象情報の
作成を支援する重要な基盤モデルと位置付けられてい
る。本システムは 2012年 8月に、1日 8回、東日本を
中心とした領域の 9時間予報を行う仕様で本運用を開
始した (永戸ほか 2012)。2013年 5月に予報領域を日
本全域に拡張するとともに 1日 24回（毎正時初期値）
の運用に高頻度化した。2015年 1月に JMA-NHM(気
象庁予報部 2003)に基づく予報システムから、局地解
析を asuca-Var(幾田 2014)、局地予報を asuca(気象庁
予報部 2014; JMA 2019)へとそれぞれ置き換え、2019

年 3月に予測期間を 10時間に延長した。その後、局地
モデルの鉛直層数を 58層から 76層に増強するととも
に、予測精度向上を目的とした物理過程の改良を行い、
2021年 3月に現業化された2。本節では、2021年 3月
に現業化された局地モデル更新の概要と、改良による
予測特性の変化について述べる。

3.4.2 局地モデル改良の概要
前項で述べた通り、2021年 3月の局地モデル更新で
鉛直層数を 58層から 76層に増強した。境界値を提供
するメソモデルはこれまでも 76層の鉛直層数で運用
していたが、本更新では鉛直層数のみならずモデル上
端高度および鉛直層間隔をメソモデルと局地モデルで
揃えることで、モデル本体と境界値との整合性がより
高まることになる3。従来の鉛直層配置と比べると特に
下層の鉛直解像度が上がり、最下層のフルレベル（格
子中心）の高度は 20 mから 10 mとなる。このことか
ら、境界層や地表面からのフラックス診断で精度が向
上することが期待される。
本更新で適用された物理過程の改良項目を以下に挙
げる。これらの改良は 2020年 3月のメソモデルで適
用された項目と新規に開発して導入した項目の両者を
含む。個々の改良項目の詳細については数値予報開発
センター年報（令和 2年）(気象庁 2021b)を参照され
たい。

• 放射過程の氷雲量診断を Wilson and Ballard

(1999)の方法に変更
• サブグリッド輸送表現にLeonard項 (Moeng et al.

2010)を導入
• 雪格子における熱伝導率の配置変更

1 局地解析と局地モデル（予報モデル）を合わせて局地数値
予報システムと表記する。
2 局地解析は従前より鉛直層数 48層で運用しており本更新
に伴う鉛直層数の変更はない。
3 厳密にはメソモデルと局地モデルはそれぞれ水平解像度に
応じた地形を用いるため、鉛直格子点が定義される高度は地
形の差に起因した違いが生じる。

• 森林における格子内積雪被覆率の変更
• 有限体積法に適合した接地境界層フラックス定式化
• 接地境界層における安定時の普遍関数変更
• 地表面パラメータ（熱粗度・アルベド）の更新
• 蒸発散の計算に植生被覆率を考慮

3.4.3 本改良による予測特性の変化
本項では、改良した局地モデルの予測特性の変化を
述べる。以下では、改良前のルーチン相当の設定の実験
をコントロール (CNTL)とし、改良を適用した現ルー
チン設定の実験をテスト (TEST)と記す。比較実験は、
2021年 3月末時点のルーチン設定とした全球モデルお
よびメソモデルから作成された初期値・境界値を用い
て実施した。統計検証期間は、夏期間・冬期間それぞ
れ 2019年 8月 21日–31日、2020年 1月 11日–21日
で、検証にはルーチンと同様に毎時初期値で実行した
結果を用いた。TESTにおいて、親モデルに 2021年 3

月に更新した全球モデルを用いた点が数値予報開発セ
ンター年報（令和 2年）で報告した実験と異なってお
り、2022年 1月時点のルーチンに準拠した構成となっ
ている。また、検証期間も異なっている。
本改良では、下層の鉛直解像度が向上したことに加
え地表面過程を見直したことにより、地上気象要素に改
善が見られた。図 3.4.1に夏期間における地上風速の対
地上観測での平均誤差と二乗平均平方根誤差 (RMSE)

を示す。図から分かるように、CNTLでは全般的に地
上風速は正バイアスとなっており、特に夜間でその傾
向が強い。TESTではCNTLと比べて風速が弱められ
る傾向にあることが分かる。その結果、夜間の正バイ
アスは軽減しており、日中は負バイアスとなるものの
RMSEは全対象時刻で改善したことが確認できる。改
善幅の地理的分布を見るために、対象時刻 15 UTC（日
本時間で 0時）の RMSEの CNTLからの観測地点ご
との差を右図に示す。改善幅の地域差はそれほど大き
くなく、全般的に改善が見られる。最下層のフルレベ
ルの高度が 20 mから 10 mとなったことで、10 m風
速の診断は格子平均値から格子点値を推定するだけで
よく、推定の不確定性が小さくなった。また、地表面
過程の見直しにより最下層の安定度が変わったことも
改善に寄与したものと思われる。
図 3.4.2に冬期間の地上気温の対地上観測検証結果
を示す。冬期間の地上気温は夜間に顕著な負バイアス
が現れることがこれまで問題となっていた。これは、
安定成層時の地上への顕熱フラックスが過大で、大気
最下層が地表面の冷却の影響を受けすぎていたことが
主な原因と考えられる。接地境界層における安定時の
普遍関数をBeljaars and Holtslag (1991)からGryanik

et al. (2020)に変更したことで、強安定時の地上への
顕熱フラックスが抑制された結果、TESTでは夜間負
バイアスが大幅に解消された。RMSEでも夜間の地上
気温が改善されることが見てとれる。改善幅の地域分
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図 3.4.1 夏期間の地上風速（10 m風速）の地上観測に対する平均誤差（左図）、二乗平均平方根誤差（中図）。横軸は対象時刻
(UTC)となっており、青線、赤線がそれぞれ CNTL, TESTの検証結果に対応する。右図は対象時刻 15UTCでの TESTの
二乗平均平方根誤差の CNTLからの差。

図 3.4.2 冬期間の地上気温（1.5 m気温）の地上観測に対する平均誤差（左図）、二乗平均平方根誤差（中図）。線種および横
軸は図 3.4.1と同様。右図は対象時刻 15UTCでの TESTの二乗平均平方根誤差の CNTLからの差。

布からは、沿岸部にわずかに悪化する地点が見られる
もののほとんどの地点で改善することが確認できる。
大気の鉛直プロファイルの改善点として、冬期間の
気温プロファイルの改善が挙げられる。図 3.4.3は冬期
間の 925 hPa面気温の CNTLの対ラジオゾンデ平均
誤差と鉛直プロファイルの TESTと CNTLの RMSE

の差である。鉛直プロファイルから分かる通り、全層
で RMSEが改善しており特に 925 hPa面と 500 hPa

面より上層で改善幅が顕著である。図には示さないが、
2021 年 3 月更新前の全球モデルを用いた比較実験か
ら、中上層の改善は全球モデルの更新も改善の半分程
度寄与しており、925hPa面の改善は主に局地モデルの
改良によるものであることを確認している。これまで、
925hPa面の気温は日本域の多くの地点で負バイアス
があることが分かっており（左図）、地表面アルベドを
気候値に基づいて更新したことなどが負バイアスの軽
減に寄与したものと考えられる（中図）。
更新前の局地モデルでは、雲物理と放射過程で用い
る氷雲量診断手法が異なっており、放射で用いる雲氷
量が過剰となる問題があった。そこで、放射過程の氷
雲量診断を雲物理と同様にWilson and Ballard (1999)

による方法を適用するよう修正した。放射過程の氷雲

量診断を見直したことによる予測特性の変化の例とし
て、統計検証期間とは異なる事例となるが、上層雲量の
予測結果と大気上端での外向き長波放射 (OLR)の分布
の一例を図 3.4.4に示す。図から分かるように、TEST

では上層雲量がCNTLよりも減少する。これは放射過
程において上層で過剰に診断されていた氷雲が減少し
たことに起因するものである。OLRの比較においても
TESTの方が雲域で大きな値を持っており、衛星プロ
ダクトの一つであるCERES-SSF4の結果とより整合す
る。観測と比較すると TESTでも OLRの過剰バイア
スは依然残っており、引き続き雲物理をはじめとした
物理過程の改良が必要である。
図 3.4.5に夏期間を対象とした 1時間降水量の閾値別
検証結果を示す。エクイタブルスレットスコア (ETS)

を見ると、統計的に有意ではないものの弱雨を中心に
改善の傾向が確認できる。見逃し率に大きな変化は見
られない一方、弱雨の空振り率が低下しており、この
ことがETSの改善に寄与する。バイアススコアは閾値
10 mm/h以上で CNTL/TESTともに 1を超えており
強雨バイアスがある。TESTでは閾値 10 mm/hから

4 Cloud and Earth’s Radiation Energy System (CERES)
Single Scanner Footprint (SSF)
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図 3.4.3 冬期間を対象とした 925 hPa面気温の CNTLの対ラジオゾンデ平均誤差（左図）および TESTの CNTLからの差
（中図）。右図は対ラジオゾンデ検証での二乗平均平方根誤差の TESTの CNTLからの差を表す。

図 3.4.4 上層雲量の予測結果（上図）と大気上端での外向き長波放射 (OLR)の分布（下図）の一例。対象時刻は 2018年 6月
29日 12時で FT=6の予測結果を示している。左図は CERES-SSF衛星プロダクトによる同時刻の結果。

図 3.4.5 夏期間の 1時間降水量の閾値別統計検証結果と TESTの CNTLからの差。左上：バイアススコア、右上：エクイタブ
ルスレットスコア、左下：空振り率、右下：見逃し率をそれぞれ表す。検証格子は 10kmとしている。線種は図 3.4.1と同様。
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図 3.4.6 不安定降水の事例。対象時刻は 2019年 8月 26日 23時 (JST)、FT=9の前 3時間積算降水量で、左：CNTL、中央：
TEST、右：解析雨量をそれぞれ示す。

図 3.4.7 対象時刻 2019年 8月 27日 10時 (JST)、FT=6の前 1時間積算降水量。各図は図 3.4.6と同様。

30 mm/hの範囲で CNTLよりもバイアススコアが小
さくなっており改善が見られる。
次に、降水量の面的分布の特性変化について事例を
紹介する。不安定降水の事例として、対象時刻 2019年
8月 26日 23時 (JST)の前 3時間積算降水量の予測結
果を図 3.4.6に示す。CNTL（左図）では、解析雨量で
は見られないような狭い領域に集中した降水域がとこ
ろどころに現れており、そこでは解析雨量よりも強い
降水となっている。一方、TESTではそのような集中
した降水が抑えられ、降水域の広がりもより解析雨量
と対応する。この特性の変化は、主に境界層・乱流過
程において Leonard項を導入したことによる鉛直輸送
高度化の効果によるものと考えられる。数値予報開発
センター年報（令和 2年）で報告した通り、Leonard

項は格子スケールの上昇流の周辺で顕熱・潜熱を上方
に輸送するように作用する。格子スケールの上昇流に
加え Leonard項が熱輸送を部分的に担うことにより、
格子スケールの対流が過剰に発達する傾向が抑えられ
るようになったものと推測される。
降水分布の違いが現れた例として、図 3.4.7に対象
時刻 2019年 8月 27日 10時 (JST)における前 1時間
積算降水量の予測結果 (FT=6)を示す。観測雨量では
長崎県を中心に強雨が観測されている。この事例では

CNTL/TESTともに強雨域のピークが北から北東寄り
にずれているものの、TESTでは長崎県に見られる強
雨域を部分的に捕捉したことが分かる。
最後に夏期間、冬期間それぞれの閾値別降水量の検
証スコア、高層・地上気象要素のRMSEについて変化
有意性の統計検証結果を図 3.4.8に示す。降水について
は、夏期間の FT=1に改悪が見られるものの、それ以
外では夏冬通して中立から改善傾向であった。高層検
証は主に冬期間で改善した。先に見たように気温につ
いては全層で改善しており、中上層および 925 hPa面
で改善が顕著である。比湿や風速についても主に上層
で改善したことが確認できる。地上気象要素について
は、下向き短波放射を除き改善しており、気温・比湿・
風速のいずれも予測期間通して有意に改善した。本更
新で下層の鉛直解像度が向上して最下層高度が下がっ
たことや、地表面過程・接地境界層過程の改良が主に
改善に寄与したと考えられる。

3.4.4 まとめ
2021 年 3 月に更新された局地数値予報システムで
は、局地モデルの鉛直層を 76層に増強するとともに、
雲放射過程、積雲対流過程、境界層・乱流過程、およ
び地表面過程等の物理過程を改良した。前ルーチンと
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図 3.4.8 夏期間（左）、冬期間（右）の閾値別降水量の検証
スコア、高層・地上気象要素の RMSEの変化有意性の統
計検証結果。各行は統計検証要素、各列は予測時間に対応
する。各統計検証要素は、ETS: 降水量のエクイタブルス
レットスコア（括弧内は降水量の閾値）、Z: ジオポテン
シャル高度、MIXING(QV): 混合比、T: 気温、WIND: 風
速、PSEA: 海面更正気圧、DSWB: 地上における下向き
短波放射をそれぞれ表す。青が CNTLと比べて改善、赤
が CNTLと比べて改悪を表しており、色付きの領域が各
セルの内側の正方形以上の場合、95 パーセンタイル信頼
区間で統計的に有意であることを示す。

の比較実験により、地上気象要素や冬期間の高層プロ
ファイルが改善し、不安定降水事例でしばしば見られ
ていた格子スケールに集中した降水が緩和されること
を確認した。数値予報開発センター年報（令和 2年）
では、前ルーチンの全球モデルを用いた実験結果を示
したが、本節では 2021年 3月に現業化した全球モデル
に基づく実験結果を示した。両者の比較において、局
地モデル改良の効果としての予測特性の変化に本質的
な差異は見られなかった。
2030年に向けた数値予報技術開発重点計画では、豪
雨防災を重点目標の一つに掲げており、線状降水帯に
代表される集中豪雨の発生前に、明るいうちの避難等、
早期の警戒・避難を実現するため、局地モデルによる
集中豪雨の予測精度向上が求められている。更新した
局地数値予報システムは、弱雨の予測精度や不安定降
水の面的分布に降水特性の改善が見られるものの、集
中豪雨の観点からは対流の発生の遅れや降水帯の停滞
の表現が十分でないなど、線状降水帯の発生・維持に
直接関わる課題も多い。線状降水帯の予測精度向上に
資するため、物理過程の開発を継続的に実施すること
が重要である。また、将来的に局地モデルの予測期間
を延長し、水平分解能を向上させる計画である。
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Gryanik, V. M., C. Lüpkes, A. Grachev, and

D. Sidorenko, 2020: New Modified and Extended

Stability Functions for the Stable Boundary Layer

based on SHEBA and Parametrizations of Bulk

Transfer Coefficients for Climate Models. J. Atmos.

Sci., 77, 2687–2716.

幾田泰酵, 2014: asuca変分法データ同化システム. 数
値予報課報告・別冊第 60号, 気象庁予報部, 91–97.

気象庁予報部, 2003: 気象庁非静力学モデル. 数値予報
課報告・別冊第 49号, 気象庁予報部, 194 pp.

気象庁予報部, 2014: 次世代非静力学モデル asuca. 数
値予報課報告・別冊第 60号, 気象庁予報部, 151 pp.

気象庁予報部, 2019: メソスケール気象予測の現状と
展望. 数値予報課報告・別冊第 66号, 気象庁予報部,

165 pp.

気象庁, 2021: 局地モデルの鉛直層増強と物理過程改
良. 数値予報開発センター年報（令和 2年）, 気象庁
数値予報開発センター, 97–102.

Moeng, C.-H., P. P. Sullivan, M. F. Khairoutdinov,

and D. A. Randall, 2010: A Mixed Scheme for

Subgrid-Scale Fluxes in Cloud-Resolving Models.

J. Atmos. Sci., 67, 3692–3705.

Wilson, D. R. and S. P. Ballard, 1999: A microphys-

ically based precipitation scheme for the UK mete-

orological office unified model. Quart. J. Roy. Me-

teor. Soc., 125, 1607–1636.

永戸久喜, 藤田匡, 原旅人, 2012: 局地モデルの本運用.

平成 24年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部,

72–86.

33



3.5 日本域高潮モデルの台風ボーガス手法改善

3.5.1 概要
気象庁は、日本国内の高潮注意報・警報発表のため
に台風や発達した温帯低気圧によって引き起こされる
高潮を予測する日本域高潮モデル (林原 2011)を運用
している。2021年 4月には、数値予報開発センターに
おいて、日本域高潮モデルで使用する台風ボーガス手
法の改善の現業化を行った。以下では、開発内容につ
いて報告する。

3.5.2 日本域高潮モデルで使用する台風ボーガス手
法の改善

日本域高潮モデルでは、予報時間内に台風が日本沿
岸付近に接近すると予測される場合、MSMを大気外
力とした高潮計算のほかに、熱帯低気圧情報を元に作
成した台風ボーガスを用いた 5通りの高潮計算を行っ
ている。これら複数の予報結果は、台風進路予報の不
確実性に伴う高潮予測の不確実性を評価するために用
いられる。
高潮モデルでの従来の台風ボーガスは、Fujita (1952)
のパラメトリックな気圧・風速分布を仮定しており、陸
の影響による海上風の減衰を考慮していなかったため、
湾内や内海での高潮の過大予測の原因となっていた。
これを改善するために、Westerink et al. (2008)が提
案した沿岸域での海上風減衰手法の利用を検討した。
Westerink et al. (2008)の手法では、沿岸付近の各海
格子にて、風向毎に風上側の陸面粗度長を重み付け平
均し、それと海上の粗度長の比から沿岸付近での海上
風速の減衰係数を計算する。この手法を応用する際の
陸面粗度長としては、2019年の各月のメソ解析の結果
を用いた。本手法を適用した高潮モデル実験結果では、
期待通りこれまでの過大予測傾向が抑制され、空振り
率が低減することが分かった（図略）。一方で捕捉率の
低下も認められたため、原因を調査したところ、従来
のパラメータ決定手法では強風が吹く範囲が小さめに
評価され、台風中心から離れた領域で高潮が過小に予
測されていたことが分かった。
この問題に対応するため、台風ボーガスで用いてい
る Fujita (1952) の式での台風の大きさを決定するパ
ラメータ r0の決定手法の見直しを行った。従来のパラ
メータ決定法では、台風進行方向右側の風速が最大と
なる方向で、熱帯低気圧情報の暴風円半径（50 kt半
径）で風速が 50 ktとなるように r0を決定していたが、
今回の改善では、 (1) 暴風円半径の円上に任意個の分
点を取り、 (2) 各分点で「50kt半径で風速 50kt」を満
たすよう r0 を決定し、 (3) 平均した r0 を採用、とす
るように変更した。なお、台風に暴風域が存在せず熱
帯低気圧情報に暴風円半径が指定されない場合は、同
じ処理を強風円半径 (30 kt半径)に対して行う。これ
により、台風中心から離れた領域での風速が熱帯低気

圧情報や観測に整合するよう改善される（図 3.5.1）。

3.5.3 精度検証結果
上記二点の改善策を適用した高潮モデルの精度を評
価するため、2015～2018年の台風事例（全 1303初期
値）を対象に高潮モデル予測実験を行い、変更前の現
業高潮モデルの予測結果との比較検証を行った。検証
に用いた観測データは、気象庁、国土交通省港湾局、海
上保安庁、国土地理院等が運用する潮位観測点の観測
値である。図 3.5.2で変更前の現業高潮モデル（図中橙
線）と台風ボーガス改善を適用した高潮モデルの予測
結果（図中緑線）を比較した。この検証では、台風進
路の予測誤差等の影響をなるべく除いてボーガス改善
の効果を確認するために、3～12時間予測を検証対象
とした。図 3.5.2では、ボーガス改善版で空振り率は
有意に低下する一方で、捕捉率は改善前とほぼ同等か
閾値によってはやや改善であることが確認できた。ま
た、2018年台風第 21号などの顕著な高潮事例で事例
検証を行った結果でも、変更前の現業高潮モデルが実
況より過大傾向であったのが、今回の 2つの台風ボー
ガス改善手法を適用することで、実況に近づくことが
確認できた（図 3.5.3）。

3.5.4 まとめ
上に示したように、Westerink et al. (2008)の手法
を適用し陸地の影響を考慮することで、内湾等でのこ
れまでの過大予測傾向を抑制して空振り率を低下させ
るとともに、新しい台風ボーガスパラメータ決定手法
の採用により現行の高潮モデルと同水準の捕捉率を維
持できることが確認できた。この結果を踏まえ、台風
ボーガス手法改善の現業数値予報システムへの適用を
2021年 4月に行った。

参考文献
Fujita, T., 1952: Pressure distribution within ty-

phoon. Geophys. Mag., 23, 437–451.

林原寛典, 2011: 気象庁の高潮数値予測モデルについ
て. 天気, 58, 235–240.

Westerink, J. J., R. A. Luettich, J. C. Feyen, J. H.

Atkinson, C. Dawson, H. J. Roberts, M. D. Powell,

J. P. Dunion, E. J. Kubatko, and H. Pourtaheri,

2008: A basin- to channel-scale unstructured grid

hurricane storm surge model applied to southern

Louisiana. Mon. Wea. Rev., 136, 833–864, doi:10.
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図 3.5.1 平成 30 年（2018 年）台風第 24 号通過時の 9 月 30 日 06 UTC 初期値の 6 時間予報の風分布。左図が衛星観測
(ASCAT)、中央図がボーガス改善前、右図が改善後の風分布を示す。中央図と右図の赤色は暴風域、黄色は強風域を示して
いる。

図 3.5.2 日本域高潮モデルでの 3～12時間予報における空
振り率（上段）、捕捉率（下段）。横軸は潮位偏差。図中、
橙線は変更前の現業高潮モデル、緑線は台風ボーガス改善
を適用した高潮モデルの予測スコアである。

図 3.5.3 平成 30 年（2018 年）台風第 21 号通過時 9 月 4
日 00 UTC 初期値の高潮モデル潮位時系列。横軸は時刻
(UTC)、縦軸は潮位を表す。対象地点は大阪。黒線：観測
値、緑線：ボーガス改善前、赤線：ボーガス改善後（台風
情報としてベストトラックを使用）、青線：ボーガス改善後
（台風情報として 9 月 4 日 00 UTC の台風予報を使用）、
灰色線：天文潮位、赤横線：高潮警報基準、黄横線：高潮
注意報基準
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3.6 メソ解析および局地解析におけるMetop-C搭
載マイクロ波サウンダ AMSU-A および MHS
の利用

3.6.1 はじめに
Metop-Cは、欧州気象衛星開発機構（EUMETSAT）
が運用する、現業極軌道気象衛星Metop シリーズの 3

機目の衛星で、2018 年 11 月 7 日に打ち上げられた。
Metop には多数の観測センサーが搭載されており、既
存の 2機と同様にMetop-Cについても当庁の数値予報
での利用が順次開始されている。
Metopに搭載のマイクロ波サウンダ AMSU-Aおよ
びMHSは、大気の気温や水蒸気の鉛直分布に関する情
報を観測するセンサーで、これらの観測データを初期値
解析に利用することで、初期値や予測値における気温や
水蒸気の鉛直分布の精度向上が期待される。Metop-C

のAMSU-AおよびMHSについては、全球解析におい
て 2020年 9月 15日に利用を開始した (気象庁 2021c)。
その後、メソ解析での利用についても開発を進め (気
象庁 2021b)、2021年 5月 25日に利用を開始した。さ
らに、局地解析においても開発を進め、2021年 11月
24に利用を開始した。
ここでは、Metop-C 搭載のマイクロ波サウンダ

AMSU-A および MHS の、メソ解析および局地解析
での利用について述べる。

3.6.2 変更の概要
メソ解析および局地解析では、既に他の衛星（Metop-

A や Metop-B, NOAA-19 など）に搭載の AMSU-A

および MHS を利用中であった。Metop-C に搭載の
AMSU-A および MHS の品質は、既存利用中のセン
サーと顕著な差異はないことから、品質管理手法や観
測誤差など、既存利用中のセンサーと同様の手法・設定
で利用することとした。スキャンバイアス補正や、雲
や降水を判定するための品質管理に用いるパラメータ
は、全球解析で用いているMetop-Cの設定と共通であ
る。なおMHSについては、全球解析では 2019年 12

月に全天同化に移行した (気象庁 2021a)ものの、メソ
解析や局地解析では全天同化には移行しておらず、晴
天域のデータを同化する。

3.6.3 性能評価試験
Metop-Cの追加による効果を確認するため、メソ解
析および局地解析において、それぞれ性能評価試験を
実施した。

(1) メソ解析での利用
開発時点において最新の、2020年 4月時点の現業メ
ソ数値予報システムと同等の対照実験（CNTL）と、こ
れにMetop-C搭載 AMSU-AおよびMHSの追加利用
の変更を加えた実験（TEST）の比較を行った。実験期
間は 2020年 6月 26日から 7月 31日（夏実験）、2020

年 1月 15日から 2020年 2月 25日（冬実験）である。
Metop-C 追加後の利用データの分布を示す（図

3.6.1）。Metop-Cは、Metop-AやMetop-Bと同様に、
日中に衛星が通過する時間帯が午前中に当たる太陽同
期軌道（午前軌道と呼ばれる）で運用されている。複数
のMetop衛星は観測時刻が近くなり過ぎないよう、時
間間隔を空けて通過するように運用されており、観測
領域にはある程度の重複は見られるものの、観測デー
タの分布範囲が拡大し、利用データ数は増加した。実験
期間を通じたデータ数の増加は、AMSU-Aでは 20%程
度、MHSでは 40%程度であった。
解析に用いられた各種観測データについて、第一推定
値との差異（O-B）の標準偏差や利用データ数のCNTL

に対するTESTの変化を確認した（図 3.6.2）。対流圏中
上層の水蒸気に感度のある CSR や他衛星の AMSU-A

やMHSについて、O-Bの標準偏差の減少や利用デー
タ数の増加など、観測値と第一推定値との整合性が向
上した特徴が概ねみられ、第一推定値の精度が改善し
ていることを確認した。
予測精度については、主要な要素の統計検証結果を
確認したところ、顕著ではないものの改善と改悪が混
在して見られ、総合的には中立と考える。
予測精度については中立ではあるものの、ごく短期
の予測値である第一推定値の精度が向上していること
から、AMSU-AやMHSの追加によるねらった改善は
得られていると考える。また、安定的な数値予報精度
維持のため利用する観測データ数の確保は重要である。
これらを踏まえ、本変更を現業システムに適用した。

(2) 局地解析での利用
開発時点において最新の、2021年 6月時点の現業局
地数値予報システムと同等の対照実験（CNTL）と、こ
れにMetop-C搭載 AMSU-AおよびMHS追加利用の
変更を加えた実験（TEST）の比較を行った。側面境
界として使用されるメソモデルの予測値には、前述の
メソ解析におけるMetop-C/AMSU-A,MHSの追加利
用の結果が反映されている。実験期間は 2020年 7月
1日から 7月 15日（夏実験）、2020年 1月 10日から
2020年 1月 21日（冬実験）とし、解析時刻間隔は 3

時間とした。
メソ解析同様、Metop-Cの追加により利用データ数
の増加（実験期間を通じて、AMSU-Aでは 20%程度、
MHSでは 40%程度）や分布範囲の拡大を確認した（図
3.6.3）。
解析に用いられた各種観測データについて、O-Bの
標準偏差や利用データ数の CNTLに対する TESTの
変化を確認した（図 3.6.4）。ここで、局地解析ではデー
タ同化サイクルを実施していないことに留意する。局
地解析では、解析対象時刻の 3時間前を対象としたメ
ソモデルの予測値を初期値とし、1時間ごとに 3次元
変分法による解析（以降、スロットと称す）および 1
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図 3.6.1 メソ解析で利用された AMSU-A および MHS の
データ分布の例。2020年 6月 27日 03UTCを対象。上：
AMSU-A、下：MHS。黄緑色の点がMetop-Cの利用デー
タ。黒色の点は晴天判別等の品質管理で不使用となってい
る観測データ。

時間予報を 3時間分繰り返し、解析値を得ている (永
戸ほか 2012, 2013)。ここで得られた解析値や局地モ
デルによる予測値は、次時刻の局地解析の第一推定値
には用いられない。このため、CNTLとTESTに差が
現れるのは、Metop-Cを同化したスロットとその後続
スロットで利用されたデータに限定される。衛星軌道
の関係からMetop-Cと同じスロットや後続のスロット
でデータが利用されるMetop-Bでは、第一推定値と観
測値の整合性の向上を示す標準偏差の減少が見られた。
また、上記スロットでデータが同化されるその他の衛
星についても同様であった。一方で、衛星軌道の関係
から上記スロットで利用されるデータがほとんど存在
しない NOAA-19では、当然ながら第一推定値と観測
値の整合性にほぼ変化は見られていない。これらから、

図 3.6.2 メソ解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B)の標準偏差（左列）と利用データ数（右列）の、TEST
の CNTL に対する変化率 [%]。縦軸はチャンネル番号。標
準偏差の図のエラーバーは 95%信頼区間、丸い点は変化の
正負が統計的に有意であることを示す。赤色は夏実験、緑
色は冬実験の結果を示す。上段：ひまわり 8号 CSRデー
タ、中段：NOAA-19/AMSU-A、下段：NOAA-19/MHS。

Metop-Cの追加により各スロットの第一推定値や解析
値の精度が向上したと考察される。予測精度について
は、主要な要素の統計検証結果を確認したところ、顕
著ではないものの改善と改悪が混在して見られ、総合
的には中立と考える。
メソ解析と同様、予測精度については中立ではある
ものの、第一推定値の精度が向上していること、安定
的な数値予報精度維持のため利用する観測データ数の
確保は重要であることから、本変更を現業システムに
適用した。

3.6.4 まとめ
メソ解析および局地解析において、Metop-Cに搭載
されたマイクロ波サウンダ AMSU-AおよびMHSを、
他の衛星に搭載されている同センサーと同様の手法で
追加利用し、効果について確認した。その結果、観測
データ数の増加や分布範囲の拡大を確認できた。予測精
度については顕著な改善は見られず概ね中立であった
ものの、ごく短期の予測値である第一推定値については
精度の向上が確認でき、AMSU-AやMHSの追加によ
るねらった改善は得られていると考える。また、安定し
た数値予報精度の維持のためには利用する観測データ
数の確保は重要である。これらを踏まえ、Metop-Cに
搭載されたマイクロ波サウンダAMSU-AおよびMHS

について、メソ解析においては 2021年 5月 25日、局
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図 3.6.3 局地解析で利用された AMSU-A および MHS の
データ分布の例。2020年 7月 2日 15UTCを対象とした
解析の対象時刻 3時間前のスロット。上：AMSU-A、下：
MHS。黄緑色の点がMetop-Cの利用データ。黒色の点は
晴天判別等の品質管理で不使用となっている観測データ。

地解析においては 2021年 11月 24日に、それぞれ現
業利用を開始した。

参考文献
永戸久喜, 原旅人, 倉橋永, 2013: 局地モデル運用の目
的と仕様. 平成 25年度数値予報研修テキスト, 気象
庁予報部, 20–22.

永戸久喜, 藤田匡, 原旅人, 2012: 局地モデルの本運用.

平成 24年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部,

78–86.

気象庁, 2021a: マイクロ波輝度温度全天同化とアウター
ループの全球解析への導入. 数値予報開発センター
年報（令和 2 年）, 気象庁 数値予報開発センター,

23–28.

図 3.6.4 局地解析における、観測値と第一推定値との差 (O-
B)の標準偏差の、TESTのCNTLに対する変化率 [%]。縦
軸はチャンネル番号。標準偏差の図のエラーバーは 95%信
頼区間、丸い点は変化の正負が統計的に有意であることを
示す。赤色は夏実験、緑色は冬実験の結果を示す。Metop-
B/MHS（左列）およびNOAA-19/MHS（右列）の結果を
示す。上段からそれぞれ、解析対象時刻 3時間前のスロッ
ト、2時間前のスロット、1時間前のスロット、解析対象時
刻のスロットのみのデータを用いた検証結果。

気象庁, 2021b: メソ解析における Metop-Cデータの
利用. 数値予報開発センター年報（令和 2年）, 気象
庁 数値予報開発センター, 105–106.

気象庁, 2021c: 全球解析における Metop-C マイクロ
波サウンダAMSU-A およびMHS の利用開始. 数値
予報開発センター年報（令和 2年）, 気象庁数値予
報開発センター, 63–65.
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3.7 波浪アンサンブル予報システムのメンバー数
増強

3.7.1 はじめに
気象庁では、波浪の早期注意情報（警報級の可能性）
で必要となる波浪の確率論的予測情報を提供するた
め、波浪アンサンブル予報システム (Wave ENsem-

ble prediction System, WENS) を運用している (高野
2016)。波浪アンサンブルの予測結果は、WMO の荒
天予測計画 (Severe Weather Forecasting Programme,

SWFP)を支援するための気象庁 SWFPウェブサイト
上の波浪予測図 https://www.data.jma.go.jp/gmd/

waveinf/wens/wave.html提供の用途でも活用されて
いる。
2021年 3月 30日には、第 3.3節で報告されている
全球アンサンブル予報システム（全球 EPS）のアンサ
ンブルメンバー数の 27メンバーから 51メンバーへの
増強に合わせて、波浪アンサンブルのアンサンブルメ
ンバー数を 51に増強した。本稿では、メンバー数増強
の予測精度の評価結果を報告する。

3.7.2 予測精度の検証
メンバー数増強の効果を確認するため、全球EPS 51

メンバー予測結果を大気外力として用いた波浪アンサ
ンブルの実験を実施した。実験期間は、暖候期 2019年
6月 20日～10月 21日、寒候期 2019年 11月 20日～
2020年 3月 11日である。比較対象とするコントロー
ル実験（以下、CNTL）は当時の現業波浪アンサンブル
（アンサンブルメンバー数 27）の予測結果である。有
義波高アンサンブル平均のバイアス、RMSEを図 3.7.1

に示した。バイアス、RMSE共に、CNTLに対して 51

メンバー実験はほぼ中立という結果であった。また、
図 3.7.2 に示した信頼度曲線でも 51 メンバー実験と
CNTLはほぼ同等であった。このように 51メンバー
実験を実施した結果、概ね中立の結果が確認できたこ
とから、2021年 3月に波浪アンサンブルのメンバー数
増強の現業化を行った。

参考文献
高野洋雄, 2016: 波浪アンサンブルシステムと週間波浪
ガイダンス. 量的予報技術資料（予報技術研修テキ
スト）, 79–84.

図 3.7.1 波浪アンサンブルでの有義波高アンサンブル平均
の対衛星観測検証結果。上段は暖候期、下段は寒候期、左
列がバイアス、右列が RMSE。緑線が CNTL（現業 27メ
ンバー）、赤が 51メンバー実験の結果。

図 3.7.2 波浪アンサンブル 96時間予測の信頼度曲線。上段
は暖候期、下段は寒候期、左列は波高 3 m 超過の確率予
測、右列は波高 6 m 超過の確率予測に対応する。緑線が
CNTL（現業 27メンバー）、赤が 51メンバー実験の結果。
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3.8 全球解析における全天同化マイクロ波水蒸気
サウンダデータ利用の拡充

3.8.1 はじめに
気象庁の全球解析では、衛星に搭載されたセンサー
によって観測される様々な輝度温度データを利用して
いる。輝度温度を観測するセンサーのうち、マイクロ波
イメージャやマイクロ波水蒸気サウンダに対し、2019

年 12月 11日に、晴天域に加え雲・降水域を含む観測
データの同化（全天同化）を導入した。これにより、
雲・降水域においても気温や水蒸気の情報が取り込ま
れ、解析値や予測値において、特に水蒸気場の精度が
改善した (気象庁 2021a) 。
マイクロ波水蒸気サウンダは、183GHz 帯の水蒸気
の吸収帯付近に複数のチャンネルを持ち、対流圏中上
層の水蒸気量に感度を持つセンサーである。いくつか
のマイクロ波水蒸気サウンダについては、前述の全天
同化導入後も引き続き晴天域のみのデータの利用にと
どまっていたが、その後全天同化での利用に向けた開
発を進めた (気象庁 2021b)。
ここでは、2021年 6月 29日に現業化した、マイク
ロ波水蒸気サウンダの全天同化への移行や新規衛星の
追加利用について述べる。

3.8.2 変更の概要
本変更で対象とした衛星/センサーは、Suomi-

NPP,NOAA-20/ATMS、DMSP-F17,F18/SSMIS、
Megha-Tropiques/SAPHIR、FY-3C/MWHS-2 で、
いずれも水蒸気の吸収帯 183GHz付近のチャンネルを
全天同化とする。このうち、FY-3C/MWHS-2は晴天
域も含め新規に利用を開始するセンサーで、それ以外
のセンサーは、晴天域のデータのみの利用から全天同
化へと移行した。また、同化チャンネルには問題がな
いものの、雲・降水の量を表すパラメータの算出に用
いるチャンネルの故障により利用できなくなっていた
Metop-A/MHS について、別のチャンネルを用いた代
替的なパラメータ算出手法により、全天同化での利用
を再開した。本変更により、全球解析において利用中
の 183GHz付近のチャンネルは、すべて全天同化によ
り利用されることとなった。図 3.8.1に、マイクロ波
水蒸気サウンダのカバレッジマップを示す。全天同化
への移行、新規センサーの利用 (MWHS-2)、品質管理
の変更により、利用できるデータが増加した。
これらのセンサーの観測データを全天同化するため
に適用した、主な品質管理の変更を以下に示す。

(1) 観測誤差調整の変更
輝度温度の観測値 (O)と第一推定値からの計算値 (B)

の差（O-B）の統計から得られた標準偏差を、品質管
理においては外れ値除去の閾値等の基準として、また
解析本体においては同化の際の観測誤差の基準として
用いている。解析本体での観測誤差はこの標準偏差を

図 3.8.1 マイクロ波水蒸気サウンダのカバレッジマップの変
化。上：変更前、下：変更後。2019年 9月 11日 00UTCの
全球サイクル解析における分布。なお、品質管理により利
用されなかったデータや、同化せずにモニターのみ実施し
ていたデータは、どの衛星も黒色のプロットで表示される。

そのまま用いるのではなく、観測誤差調整として定数
倍して用いている。これは、観測値が解析値に過剰に
影響を与えることや、他の観測データとのバランスを
考慮して設定されたものである。マイクロ波水蒸気サ
ウンダの観測誤差調整は、輝度温度直接同化の導入時
に設定された 4.5倍という値がそのまま用いられてき
た (岡本 2007)。しかし、その後の他の利用データの増
加やシステムの更新に伴い、解析値への影響や他の観
測データとのバランスも変化していると考えられるこ
とから、見直しが必要な値であった。本開発において、
Desroziers et al. (2005)による観測誤差の診断結果や、
LETKF による共分散膨張係数の値などを考慮した結
果、観測誤差調整の値をこれまでより小さく設定する
ことが適切であると判断した。
本稿では、マイクロ波水蒸気サウンダの観測誤差調
整を 4.5倍から 4倍へと引き下げた結果を示す。なお現
業化の際にはさらに検討を行った結果を反映し、マイ
クロ波水蒸気サウンダは 3倍に引き下げ、マイクロ波
イメージャについても 4倍から 3倍へと引き下げた1。
これにより、マイクロ波水蒸気サウンダやマイクロ波

1 この引き下げを適用した結果には、マイクロ波水蒸気サウ
ンダおよびマイクロ波イメージャの両方の効果が見られる。
本稿ではマイクロ波水蒸気サウンダの効果を示すことを目的
としているため、マイクロ波水蒸気サウンダのみの観測誤差
調整の結果を示した。
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イメージャの観測情報が解析値により大きく反映され
るようになった。

(2) SSMISとMHSとの衛星重なり間引きの廃止
品質管理においては、複数の同センサーが近い場所
をほぼ同時刻に観測した場合には、ひとつの衛星のデー
タを残して他の衛星のデータは利用しないという間引
き処理（以下、「重なり間引き」と称する）が組み込ま
れている (岡本 2007)。これは、複数の衛星に搭載され
た同センサーが、特に極軌道衛星のデータが集中する
高緯度を中心に、過度に解析結果に影響を与えることを
避けるためである。これまで別センサーである SSMIS

（183GHzチャンネル）とMHSとの間にも重なり間引
きを適用していたが、複数の同センサーに適用すると
いう扱いに一貫性を持たせるため、廃止することした。
その際、データが増えることにより過度に解析結果に
影響を与えるといった問題は見られなかった。

(3) 海上における可降水量を用いた品質管理の廃止
可降水量の少ない観測地点においては、マイクロ波
水蒸気サウンダは大気の透過率が高く、観測値は地表
面温度や射出率といった地表面の状態に大きく左右さ
れる。そのため輝度温度の計算精度が低く、これまで
観測データを利用しない設定となっていた。本変更に
おいても、射出率の推定精度が低い海氷上や陸上にお
いては、可降水量が少ない場合には引き続き利用しな
い設定としている。しかし、海上については海面水温
や射出率の推定精度が陸上よりも高いことから、輝度
温度の計算精度に実用上の問題がないことを確認し、
利用することとした。

(4) SAPHIR、SSMISの陸上での利用
SAPHIR の利用開始 (計盛 2015) および SSMIS の

183GHzチャンネルの利用開始 (村上 2017)の際、これ
らのセンサーでは、他のマイクロ波水蒸気サウンダに
は搭載されている 90GHz帯および 150GHz帯のチャ
ンネルが利用できず、これらのチャンネルを用いた地
表面の温度や射出率の精度評価が十分に行えないとし
て、海上のデータのみを同化していた。
これらのセンサーの陸上での利用を検討したところ、
標高が低い場合や可降水量が多い場合などに、地表面
への感度が小さく問題なく利用できることが確認でき
た。そこで、各チャンネルの感度高度と標高に応じた
判定を行い、利用することとした。

3.8.3 観測誤差の設定
気象庁 (2021a)で示した通り、全天同化においては、
雲・降水の量を表すパラメータと、O-Bの標準偏差と
の関係に基づき観測誤差を設定している。本変更で利
用を開始したそれぞれのセンサーについては、利用で
きるチャンネルを用いて以下のように雲・降水の量を
表すパラメータを導出する。

(1) Suomi-NPP,NOAA-20/ATMS、FY-3C/MWHS-2
Suomi-NPPおよび NOAA-20に搭載の ATMS、な
らびに FY-3Cに搭載のMWHS-2については、90GHz

帯および 150GHz帯のチャンネルが搭載されている。こ
れらのチャンネルを用いて、気象庁 (2021a)の (2.2.5)

式2により散乱インデックスを算出し、雲・降水の量を
表すパラメータとして用いる。

(2) DMSP-F17,F18/SSMIS
DMSP-F17に搭載の SSMISについては、90GHz帯
や 150GHz帯のチャンネルが搭載されていることから、
気象庁 (2021a)の (2.2.5)式により散乱インデックスを
算出し、雲・降水の量を表すパラメータとして用いる。
DMSP-F18 に搭載の SSMIS においては、150GHz

帯のチャンネルが故障のため利用できない。一方で、
37GHzの垂直、水平偏波のチャンネルが利用できる3

ことから、気象庁 (2021a)の (2.2.3)式4により、雲・降
水の影響を表すパラメータとしてC37を算出し用いる。
ただし、陸上ではC37を利用できないため、DMSP-F18

は海上のデータのみ利用する。

(3) Megha-Tropiques/SAPHIR
Megha-Tropiquesに搭載の SAPHIRには、183GHz

帯に感度高度の異なる 6チャンネルが搭載されている
が、他の水蒸気サウンダに搭載されている 90GHz帯
や 150GHz帯のチャンネルはなく、これらを利用した
散乱インデックスを算出することができない。そこで、
6つのチャンネルのうち、最も透過率が高く下層に感
度のあるチャンネル 6（183 ± 11 GHz）を利用する
(Chambon and Geer 2017)。このチャンネルは透過率
が最も高いことから、雲・降水の有無による輝度温度
への影響は最も大きい。そのため、このチャンネルの
観測値や雲・降水の影響を考慮した計算値を、晴天と
仮定した場合の計算値と比較することで、雲・降水の
影響の程度を見積もることができる。観測における雲・
降水の有無の影響を SIo、モデルにおける雲・降水の
有無の影響を SIbとし、両方を偏りなく考慮するため、
雲・降水の量を表すパラメータとして両者を平均した
SIs を以下のように算出する。

SIo = TBclr
ch6 − TBo

ch6 (3.8.1)

SIb = TBclr
ch6 − TBb

ch6 (3.8.2)

SIs = (SIo + SIb)/2 (3.8.3)

2 90GHzより 150GHzで雲・降水粒子による散乱の効果が
大きいことを利用した指標。両チャンネルの輝度温度の差か
ら、水蒸気の吸収の効果を差し引いた値。
3 SSMISはチャンネルによって観測位置が異なるが、24チャ
ンネル全ての観測位置合わせ処理がされている UPP データ
を使用している (村上 2017)。
4 海面からのマイクロ波放射が偏光しているのに対し、雲・降
水からのマイクロ波放射は非偏光であることを利用し、37GHz
の垂直偏波と水平偏波の輝度温度の差から雲・降水の影響の
程度を表した指標。
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ここで、TBclr
ch6 は晴天を仮定して計算した輝度温度、

TBo
ch6は観測輝度温度、TBb

ch6は雲・降水を考慮した
全天計算輝度温度をそれぞれ表す。

(4) Metop-A/MHS
Metop に搭載の MHS には、90GHz 帯および

150GHz 帯のチャンネルが搭載されていることから、
これらを用いた散乱インデックスが雲・降水の量を表
すパラメータとして用いられている。しかし、Metop-A

については 150GHz帯のチャンネルが故障したため、
散乱インデックスが算出できず、同化する 183GHz帯
のチャンネルには故障がないにもかかわらず利用でき
なくなっていた。そこで、前述の SAPHIRと同手法を
適用する。MHSには 183GHz帯に 3つのチャンネル
が搭載されているが、そのうち最も透過率が高く感度
高度の低いチャンネル 5（190.311 GHz）を用い、同様
に散乱インデックスを算出することとした。
この手法で作成された散乱インデックスを、150GHz

帯のチャンネルが故障する前の期間のデータを用い、
従来の手法（90GHz帯および 150GHz帯のチャンネル
を利用）と比較したところ、概ね分布が一致すること
が確認できた。

3.8.4 性能評価試験
本変更の効果を確認するため、2020年 10月時点の
現業全球数値予報システムと同等の対照実験（CNTL）
と、これに全天同化センサー拡充の変更を加えた実験
（TEST）の比較を行った。実験期間は 2019年 7月 10

日から 9月 11日（夏実験）、2019年 12月 10日から
2020年 2月 11日（冬実験）で、8月および 1月のそ
れぞれ 1か月が検証対象期間である。

(1) 解析値・第一推定値の変化
平均解析場には、本変更による顕著な変化はみられ
なかった。若干の変化として、850hPaにおいては熱帯
域を中心とした比湿の増減や全球的な気温の上昇が確
認された。この変化については、複数の海外数値予報セ
ンターの解析値を用いて確認したところ、概ね CNTL

における他センターとの差異が減少する方向の変化で
あることが確認された。ECMWFなどでは既に多くの
センサーが全天同化で利用されているため、その解析
値に近づく変化は妥当であると考える。
解析に用いられた各種観測データについて、O-Bの
標準偏差や利用データ数の CNTLに対する TESTの
変化を確認した（図 3.8.2）。ここで示すデータはいず
れも、今回の変更において直接利用方法に変更を加え
ていない観測データである。(a) に示した静止衛星晴
天放射輝度温度（CSR）は、マイクロ波水蒸気サウン
ダと同様に対流圏中上層の水蒸気量に感度のあるデー
タである。O-Bの標準偏差が減少した上で利用データ
が増加するなど、第一推定値と観測値の整合性が向上
した特徴がみられ、マイクロ波水蒸気サウンダの持つ

図 3.8.2 TEST の CNTL に対する、様々な観測と第一推
定値との差 (O-B) の標準偏差の変化率（各観測データの
左列）および利用データ数変化率（右列）[%]。(a) 静止
衛星晴天輝度温度、(b) ラジオゾンデ相対湿度、(c) ハイ
パースペクトル赤外サウンダ CrIS、(d) GNSS掩蔽、(e)
Meteosat大気追跡風。赤線が夏実験、緑線が冬実験を示
す。エラーバーと丸印はそれぞれ、95%信頼区間と、それ
による変化率の正負が統計的に有意であることを示す。縦
軸は (a)(c) についてはチャンネル番号、(b)(e) について
は気圧 (hPa)、(d)については高度 (km)を示す。

情報を取り込んだ直接的な効果として、第一推定値の
精度が向上したと考えられる。(b)で示したラジオゾン
デ相対湿度においても、統計的な有意性は低いものの
500hPaより上層を中心に改善の傾向がみられ、(a)の
結果とも整合的である。また、気温に関する観測（(c)

ハイパースペクトル赤外サウンダ CrIS、(d) GNSS掩
蔽）や風（(e) Meteosat-8大気追跡風）に関する観測
との整合性も向上していた。背景誤差相関やデータ同
化サイクルを通じて改善効果が伝搬し、水蒸気だけで
なく気温や風についても第一推定値の精度が向上した
と考えている。

(2) 予測値の変化
自分解析値およびラジオゾンデ観測値を参照とした
予測値の検証では、500hPa高度場や 850hPa気温など
の代表的な要素に関し、概ね精度は中立であった。ただ
し、本変更は解析値を変化させる変更であることから、
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予測検証の参照値として自分解析値は最適ではない可
能性がある。また、衛星観測による効果はラジオゾンデ
観測の少ない海洋上で顕著であると考えられる。そこ
で、本変更に対し独立で、分布に偏りのない参照値とし
て、複数の海外数値予報センター（ECMWF、UKMO、
NCEP）の解析値や ECMWFの再解析（ERA5）を用
いた検証を行った。ここでは、ERA5を参照値とした
検証結果を示す（図 3.8.3）。本変更の効果として、マ
イクロ波水蒸気サウンダが感度を持つ対流圏中上層の
水蒸気量（比湿）の予測が、参照値に近づく変化が確
認できた。また、気温や風速、高度場についても同様
の変化が見られた。これらの特徴は、ERA5だけでは
なく複数の海外数値予報センターの解析値を参照値と
した場合にも同様に見られた。複数の参照値に近づく
変化が整合的に見られたことから、この変化は予測の
改善を示すものと考える。この改善傾向は、予測初期
を中心に概ね 2日先まで確認された。

3.8.5 まとめ
全球数値予報システムにおいて、複数のマイクロ波
水蒸気サウンダの利用に関し、全天同化への移行や新
規利用センサーの追加、品質管理の変更を行った。こ
の変更の効果を性能評価試験により確認した結果、第
一推定値や予測値の精度向上が確認できた。このこと
から、2021年 6月 29日に、全球解析において本変更
の現業システムへの適用を開始した。
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3.9 全球解析における GOES-17データの利用お
よびGOES AMVにおける品質管理の変更

3.9.1 はじめに
気象庁の全球解析では、静止気象衛星の観測によっ
て得られる、晴天放射輝度温度 (CSR: Clear-Sky Ra-

diance) ならびに大気追跡風 (AMV: Atmospheric Mo-

tion Vector)を同化に利用している。利用している静
止気象衛星は、日本が運用するひまわりの他、欧州が
運用するMeteosatならびに米国が運用する GOESで
ある。
米国の静止気象衛星は、米国大陸東側を観測する

GOES-E(East) と西側を観測するGOES-W(West) の
2 機体制で運用されている。GOES-Eとしては、2017

年 12 月からGOES-16が運用されており、全球解析に
おいて、CSRは 2019年 6月 18日より (気象庁 2021b)、
AMV は 2020 年 7 月 29 日より (気象庁 2021a)、それ
ぞれ利用を開始している。
2018年 3月に打ち上げられたGOES-17は、2019年

2 月にGOES-Wとして、GOES-15 から運用が切り替
えられた。GOES-17はGOES-16と同型の新世代衛星
であり、搭載されている可視赤外放射計 (ABI) は、ひ
まわり 8号および 9 号に搭載されている AHI とも同
型のセンサーである。GOES-17の CSRおよび AMV

については、同型のセンサーを同様に処理して作成さ
れるGOES-16のCSRおよびAMVの利用方法に準じ
て利用することで、同様の効果が得られると考えられ
る。ただし、GOES-17は衛星内部の冷却装置に不具合
があり、特定の季節・時間帯において、観測データの
品質が低下する問題がある1。そのため、CSRおよび
AMVについても、この品質低下によるプロダクトへ
の影響を評価した上で利用を開始する必要があった。
ここでは、GOES-17の CSRおよび AMVの品質評
価や、利用に際して必要となった品質管理の変更、なら
びにこれらのデータを利用した性能評価試験について
示す。なお、AMVについては調査の過程で適用が望ま
しいことが判明したQI(Quality Indicator)を用いた品
質管理処理の変更を、GOES-17だけでなくGOES-16

にも適用した。性能評価試験の結果、数値予報への効
果を確認することができたことから、2021年 6月 29

日に全球解析においてGOES-17の CSRおよび AMV

の現業利用開始ならびにGOES AMVの品質管理処理
の変更を実施した。図 3.9.1に、GOES-17の現業利用
開始後の CSRおよび AMVの分布を示す。

3.9.2 GOES-17 CSRの利用
静止衛星イメージャの輝度温度データから作成され
るCSRは、特定の大きさの領域ごとに晴天部分を抽出

1 衛星と太陽の位置関係によっては、センサー内部の検出器
が太陽の影響により昇温し、十分にセンサーの感度を保て
なくなる。詳細は以下を参照：https://www.goes-r.gov/

users/GOES-17-ABI-Performance.html

図 3.9.1 2021年 6月 29日 00UTCの全球サイクル解析で
利用された CSR（上段）および AMV（下段）の分布。黄
緑色のプロットが GOES-17。なお、品質管理により利用
されなかったデータはどの衛星も黒色のプロットで表示さ
れる。

して平均処理したプロダクトである。水蒸気バンドの
CSRを同化することにより、対流圏の中上層の水蒸気
量を中心に初期値の精度が改善することが確認されて
いる (石橋・上沢 2007; 計盛 2016; 岡部 2019)。
GOES-17 の CSRについては、2019年 11月に現業
システムにおいて、同化はせずに品質のモニターを開
始した。GOES-17は、前述の不具合により、特定の季
節・時間帯において正常な観測データが得られず、その
ような場合にはCSRデータも作成されていない。春分
および秋分の前後（1～2 月、4～5 月、7～8 月および
10～11 月）の 12UTC 付近で CSRデータが欠損する
（図 3.9.2）。データが欠損している季節・時間帯の近傍
で作成されたデータについては、当初は不具合の影響
で品質の低下が確認されていた。その後、2020 年 2 月
にプロダクトのバージョンアップが実施され、品質の
低下したデータは配信されなくなっていることが確認
された。配信されているデータの品質を調査したとこ
ろ、GOES-16 の CSRデータと同程度であり、全球解
析において追加の品質管理を行うことなく、GOES-16

の CSRと同じ品質管理処理でデータの利用が可能で
あることが確認できた。
GOES-17 CSRデータ利用の効果および不具合によ
る悪影響がないことを確認するため、いずれも不具合
によるデータ欠損期間を含んだ、2020年 3月 21日～
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図 3.9.2 GOES-17 CSR（上段）と GOES-16 CSR（下段）
のチャンネル 8（6.2 µm）における、品質管理をパスした
データのO-Bのバイアス（バイアス補正前）。横軸は日付、
縦軸は概ねの時刻（各解析における同化スロットを時刻の
早い順に下から並べた）を表す。チャンネル 9（6.9µm）や
10（7.3µm）についても、同様の傾向。

6月 11日（春実験）、および 2020年 7月 21日～9月
11日（夏実験）を対象とした性能評価試験を実施した。
開発時点で最新の、2020年 10月時点の現業全球数値
予報システムと同等の実験を CNTLとし、CNTLに
GOES-17 CSRを追加利用した実験を TESTとする。
なお、上記実験期間においては、GOES-17と観測領域
が同じ GOES-15の運用は終了しており、CNTLでは
当該領域は CSRデータの空白域となっている。
解析に用いられた各種観測データについて、第一推定
値との差異や利用データ数のCNTLに対するTESTの
変化を確認した。CSRと同様に対流圏中上層の水蒸気
量に感度のある、マイクロ波水蒸気サウンダ（183GHz

帯のチャンネル）を中心に、観測値と第一推定値の差
(O-B)の標準偏差の減少や利用データ数の増加、バイ
アスの軽減など、第一推定値と観測値の整合性が向上
し、第一推定値の精度が改善している特徴が確認でき
た。第一推定値の精度向上は、解析予報サイクルを通じ
て同化される観測値の影響を受けた結果であり、解析
値の精度が向上したことを示唆する。図 3.9.3に、マイ
クロ波水蒸気サウンダMHSのO-B標準偏差の変化を
示す。特にGOES-17の観測領域のうち、GOES-16と
の重なりがなくこれまでデータの空白域だった領域で
O-B標準偏差が減少している。また、利用データ数の
増加やバイアスの軽減なども、GOES-17 CSRを追加
した領域に対応して確認でき、春実験についても同様で
あった。これらの特徴はGOES-16 CSR利用開始の際
に見られた特徴とも同様であったことから、GOES-17

CSRについて、データ欠損を含む期間におけるデータ
の利用に問題はないと考える。

図 3.9.3 GOES-17 CSR利用の性能評価試験における、解
析に用いられたマイクロ波水蒸気サウンダMHS（チャン
ネル 3）の O-B標準偏差の変化率（%）。青色は標準偏差
の減少（改善）を示す。夏実験（2020年 8月）の結果。

3.9.3 GOES-17 AMVの利用
GOES-17 AMVについても CSRと同様、冷却装置
の不具合の影響が見られる期間について、データの品
質を確認した。GOES-16と観測範囲が重なる領域にお
いて両衛星による AMVを比較した結果、食期間の前
後の数か月間を中心として、12UTC前後のデータ品質
に差異が見られることがわかった (気象庁 2021c)。こ
のため、11UTCから 16UTCの時間帯のデータを通年
で利用しない品質管理を実装した。
この品質管理を適用して GOES-17 AMVを追加利
用する性能評価試験を実施したところ、対流圏の水蒸
気に感度のあるATMS, MHSなどのマイクロ波サウン
ダやマイクロ波散乱計の海上風のO-B標準偏差が減少
するなど、他の観測データと第一推定値の整合性の向
上がみられ、第一推定値の精度改善が確認された。一
方で、上述の品質管理のみでは南半球の予測精度にや
や改悪の傾向が見られたため、次項に述べるようにQI

を用いた品質管理処理の適用を検討した。

3.9.4 GOES-16, -17 AMVにおけるQIを用いた品
質管理

気象庁の現業の AMV品質管理処理では、観測デー
タとともに通報されるQIを品質管理に用いている (山
下・今井 2007)。QIは EUMETSATで開発された品
質管理指標で (Holmlund 1998)、0～100の値をとり、
値が大きいほど品質が良いことを示す。QIには数値予
報モデルとの整合性を考慮に入れた予報値チェックあ
り QIと、数値予報モデルとの整合性を考慮しない予
報値チェックなし QIがあり、AMVの品質管理には、
これまで予報値チェックあり QI を用いてきた。しか
し、GOES-16 AMVでは予報値チェックあり QIが通
報されなくなったことから、QIを用いた品質管理は行
わず、風速誤差や高度推定誤差の大きい AMVを除く
ための新たな品質管理処理を追加して対応した (気象
庁 2021a)。
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図 3.9.4 熱帯領域における 400hPa より上空の GOES-17
AMV の QI 値と東西風速の各種 O-B 統計の関係を示す
図。横軸は QI閾値、左の縦軸は緑線:バイアス (m/s)、紫
線:RMSD（m/s）、青線:標準偏差（m/s）を表している。
右の縦軸は、赤線：サンプル数を示している。

GOES-17 AMVについても予報値チェックあり QI

は通報されておらず、GOES-16と同様の品質管理を適
用した。しかし、前項で示したように予測精度に改悪
の傾向が見られたことから、改めて予報値チェックな
し QI（以降、単に QIとする）を利用した品質管理の
検討を行った。GOES-17 AMVのQIと風速のO-Bの
関係を調査した結果、図 3.9.4に示す通り、QIが高い
ほどバイアスや標準偏差が減少するなど品質も良くな
る特徴が確認され、QIが品質管理に有効であることが
わかった。また、GOES-16 AMVについても同様の傾
向が確認されたことから、QIによる品質管理処理は、
GOES-16にも適用することとした。
QIを用いた品質管理の効果を確認するため、GOES-

16, -17の、QIによる品質管理の有無を比較する性能
評価試験を実施した。この品質管理の予測精度への影
響について、ECMWFの再解析（ERA5）を参照値と
して確認した結果を図 3.9.5に示す。QIによる品質管
理を行った場合、行わない場合に比べて、南緯 60度か
ら南緯 30度の予測精度の悪化が軽減し、北緯 30度か
ら北緯 60度の予測精度悪化がやや改善に変化してお
り、QIによる品質管理の効果が確認できる。
以上から、GOES-16, -17のAMVに対してQIによ
る品質管理を導入し、設定した閾値以下の QIのデー
タは利用しないこととした。閾値としては、詳しい調
査の結果、AMV作成の元となる画像の種類（可視、水
蒸気、赤外）によらず、熱帯では 87、熱帯域以外では
90を用いることとした。

3.9.5 総合性能評価試験
これまで述べた変更を合わせた総合性能評価試験を
実施した。2021 年 4 月時点の現業全球数値予報シス
テムと同等の実験を CNTLとし、これにGOES-17の
AMVおよびCSRデータを追加利用した上で、GOES-

図 3.9.5 ERA5を参照値とした予報精度検証。ジオポテン
シャル高度の 2日予報の帯状平均の RMSE改善率 [%]を
示す。上図は QIによる品質管理を行わない場合。下図は
QIによる品質管理を行った場合。寒色は予測精度の改善、
暖色は改悪を示す。黒枠は QI閾値による改善の影響が大
きかった領域を示す。統計期間は 2020年 8月 1日～31日。

16および 17のAMVにQIを用いた品質管理処理を適
用した実験を TESTとする。実験期間は 2020年 7月
21日から 11月 11日で、8月から 10月の 3か月が検
証対象期間である。
解析に用いられた各種観測データについて、第一推定
値との差異（O-B）の標準偏差や利用データ数のCNTL

に対するTESTの変化を確認した。O-Bの標準偏差の
減少や利用データ数の増加など、観測値と第一推定値
の整合性が向上した特徴がみられ、第一推定値の精度
が改善していることが確認された。マイクロ波気温サ
ウンダAMSU-AやATMS（気温チャンネル）の大気下
層に感度のあるチャンネルや、マイクロ波散乱計による
海上風にみられた改善については、主に GOES AMV

の QIを用いた品質管理の適用や、GOES-17 AMVの
追加利用が寄与していると思われる。マイクロ波水蒸
気サウンダMHSやATMS（水蒸気チャンネル）など、
対流圏中上層の水蒸気量に感度のある観測データにつ
いては、GOES-17 CSRの追加利用が主に寄与してい
ると思われる。
予測精度については、中低緯度を中心に概ね 2日先
まで改善傾向を示した（図 3.9.6）。
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図 3.9.6 ERA5を参照値とした予報精度検証。上から (a)東
西風、(b)気温、(c)比湿、(d)高度の 2日予報の帯状平均
の RMSE改善率 [%]を示す。寒色は予報精度の改善、暖
色は改悪を示す。網掛けは信頼区間 95%で有意であること
を示す。統計期間は 2020年 8月 1日～10月 31日。

3.9.6 まとめ
GOES-Wとして運用が開始されたGOES-17につい
て、冷却装置の不具合の影響を中心に、CSR および
AMVの品質を調査した。CSRについては、配信され
ているデータに品質の問題はなく利用が可能であるこ
とを確認した。AMVについては、冷却装置の不具合
の影響による品質悪化に対処するため、11UTC から
16UTCの時間帯のデータを通年で不使用とする品質管
理を導入し、第一推定値の精度改善など一定の効果を
確認した。また、QIを用いた品質管理が有効であるこ

とを確認し、GOES-16にも合わせて適用することで、
解析場が改善し、南半球で見られた予測精度の改悪の
傾向が解消することを確認した。
全球数値予報システムにおいて、GOES-17の CSR

およびAMVを追加利用するとともに、GOES-16およ
び 17のAMVにQIを用いた品質管理を適用して性能
評価試験を実施した。その結果、第一推定値や予測値
の精度向上を確認できた。この結果を受け、2021年 6

月 29日より、上記変更を全球数値予報システムにおい
て現業化した。
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3.10 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サ
ウンダ IASI の利用データセット移行および
Metop-C/IASIの利用

3.10.1 はじめに
欧州の極軌道気象衛星 Metop に搭載されているハ
イパースペクトル赤外サウンダ IASI には 8461 のチャ
ンネルがあり、そのうちの数百チャンネルを抽出した
サブセットデータが、数値予報での利用を目的として
作成・配信されている。気象庁では、NOAA/NESDIS

（米国海洋大気庁/米国環境衛星資料情報局）が作成・
配信している、616 チャンネルのデータセット（以降
「NESDIS 形式」とする）を、全球解析におけるハイ
パースペクトル赤外サウンダの利用開始時に用いてい
た (岡本 2011; 岡垣 2015)。その後、このデータセッ
トに加え、欧州気象衛星開発機構 (EUMETSAT) が作
成・配信している 500 チャンネルのデータセット（以
降「EUMETSAT形式」とする）も取得し、利用に向
けた開発を進めてきた (気象庁 2021c)。
数値予報センターが利用するデータセットとしては

EUMETSAT形式の方が主流であり、数値予報での利
用を主目的としたDBNetデータ (WMO 2017)も EU-

METSAT形式で配信されている。DBNet データは、
世界各地の衛星データ利用機関が、衛星から直接受信
した受信局周辺のデータを処理し、即時交換すること
によって得られるデータで、データの得られる範囲は
限られるものの、衛星運用機関が軌道一周分のデータ
をまとめて処理・配信したデータ（全球データ）と比較
して、観測から入電までの時間が短いことが特徴であ
る。つまり、全球データのみが配信されるNESDIS形
式から、DBNetデータを含む EUMETSAT形式デー
タセットの利用に移行することで、全球速報解析にお
いて利用データ数の増加が見込まれる。また、DBNet

データはデータ入電から利用までの待ち時間の短いメ
ソ解析や局地解析で特に有効で、今後計画しているこ
れらの解析システムでの利用に向けて、同化システム
を EUMETSAT形式データセットに適合させておくこ
とは重要である。
Metop-Cは、EUMETSATが運用する、現業極軌道
気象衛星Metop シリーズの 3機目の衛星で、2018 年
11 月 7 日に打ち上げられた。Metop-Cに搭載の IASI

データは、前述の EUMETSAT形式データセットが先
にユーザーへ配信が開始されたことから、その利用に
向けた開発は EUMETSAT形式データセットへの移行
を前提として着手した。
ここでは、2021年 6月 29日に現業化された、ハイ
パースペクトル赤外サウンダのEUMETSAT形式デー
タセットへの移行および、それに伴う品質管理手法の
変更、ならびに、2021年 11月 24日に現業化された、
Metop-C/IASIの全球解析での利用開始について述べ
る。

図 3.10.1 同化利用および品質管理のために選定された IASI
のチャンネル番号。黒字：両データセットに共通して含まれ
るチャンネル、青字：NESDIS形式のみに含まれるチャン
ネル、赤字：代替とした EUMETSAT形式のチャンネル。

3.10.2 データセット移行における品質管理の変更
利用中の IASIデータセットを、NESDIS形式のデー
タセットから、EUMETSAT形式のデータセットに移
行するために行った品質管理処理の変更について、以
下に述べる。方針としては、データセットの移行の前
後で、IASIデータの品質管理処理が従来と同等の性能
を維持し、IASIデータの同化による解析や予測への影
響も同様であることを確認することとした。なお、性
能評価試験にはサイクル解析を用い、NESDIS形式の
データセットと EUMETSAT形式のデータセットで、
利用できるデータ数（地点数）に本質的な差異はない。
DBNet データによりデータ数増加が見込める速報解
析での評価は行わないが、データ数が増加することで
IASI データ利用の効果がより多く得られると期待さ
れる。

(1) 同化利用チャンネルの選定
NESDIS形式データセットとEUMETSAT形式デー
タセットには、それぞれ共通して抽出されているチャン
ネルもあれば、どちらかにしかないチャンネルもある。
同化や品質管理に使用しているチャンネルのうち、共通
のチャンネルについてはそのまま移行し、EUMETSAT

形式データセットにないチャンネルについては、同化
や品質管理といった用途に応じて相当するチャンネル
を選定した。図 3.10.1に、選定前後のチャンネルの一
覧を示す。
現在同化利用しているチャンネルは、いずれも 15µm
付近の二酸化炭素の吸収帯にあり、気温に感度のある
チャンネルである。同化して利用するチャンネルにつ
いては、標準大気における荷重関数から、感度高度が
近いチャンネルを選定することとした。その際、荷重
関数のテールがモデル最上面にかかっているチャンネ
ルや、荷重関数に歪みがあるチャンネル、水蒸気やオ
ゾンにも感度があり計算精度のやや劣るチャンネルは
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除いた。また、チャンネル番号が隣り合う場合は、観
測原理に起因するチャンネル間誤差相関が考えられる
ため、片方のチャンネルを除いた。

(2) 品質管理用チャンネルの選定
ハイパースペクトル赤外サウンダデータの同化にお
ける放射伝達計算では雲の影響を考慮していないため、
雲の影響を受けた観測データを除去する必要がある。
雲判別は、雲の有無の判別と、判別された雲について
の雲頂高度の推定という、2段階で行っている。

(i)巻雲検出用チャンネル
雲の有無の判別では、窓チャンネルにおいて観測値
と晴天放射計算値を比較する手法と、11µm帯と 12µm
帯のチャンネルをペアとして用い巻雲を検出する手法
の、2つの手法により行っている。このうち、巻雲の
検出では、氷粒子に対する特性が波長によって異なる
ことを利用し、2つのチャンネルの差分値が閾値を超
えた場合を巻雲とする。巻雲が検出された観測地点で
は、対流圏に感度のないチャンネルのみを利用する。
EUMETSAT形式のデータセットには、これまで巻
雲の検出に使用していたチャンネルが含まれていなかっ
たため、新たなチャンネルのペアを選定した。ペアの
選定においては、従来のペアの差分値との相関が高い
ことを重視し、また閾値は従来の検出結果と同等とな
るように調整した。

(ii)雲頂高度推定用チャンネル
窓チャンネルの観測値を利用して雲と判定され、巻
雲が検出されなかった場合には、雲頂高度を推定し、推
定した雲頂高度より下層に感度がないチャンネルのみ
を利用する。雲頂高度の推定には、Eyre and Menzel

(1989)の方法1を用い、同化していないチャンネルから
チャンネルのペアを選択して用いる。これまで使用し
ていたチャンネルのペアが EUMETSAT形式のデータ
セットに含まれていなかったため、荷重関数の形状や
感度のピーク高度が近いチャンネルから、新たなチャ
ンネルのペアを選定した。

上記のように品質管理チャンネルを選定したのち、品
質管理の結果を確認した。EUMETSAT形式の同化チャ
ンネルについて、対応するNESDIS形式の同化チャン
ネルと雲除去の結果が概ね同等となることを確認した。

(3) 上層に感度があるチャンネルのグロスエラーチェッ
クの閾値緩和

データセット移行に伴う配信チャンネルの違いに対
応するため、ここまで述べてきた利用チャンネルおよ
び品質管理チャンネルの変更を行い、数値予報精度に変
化が生じないように対応を行った。しかしながら、本開

1 ある高度に単層・黒体の雲があると仮定し、放射伝達モデ
ルを用いて計算した放射輝度が観測値と最も合致する雲量と
高度を求める手法。CO2 スライシング法と呼ばれる。複数
のチャンネルを用いると雲量と高度が同時に求められる。

発とは別に先行して実施した、データ利用方法や解析
システムの変更（マイクロ波輝度温度全天同化とアウ
ターループ (気象庁 2021a)およびハイブリッド同化 (気
象庁 2021a)の導入）により、これまでのハイパースペ
クトル赤外サウンダの品質管理方法では解析値の精度
が悪化する問題（後述）が生じた。そのため、IASIだ
けでなく利用中の他のハイパースペクトル赤外サウン
ダ2についても、品質管理手法を見直す必要が生じた。
上記の問題は、システムの変更に伴って成層圏を中
心とした上層の平均解析場が変化したことによって、
同化利用するデータに偏りが出たために生じたと考え
られる。実装されていた品質管理では、雲の影響を受
けたデータをより厳しく取り除くため、バイアス補正
後のO-B（観測値と第一推定値との差）に対するグロ
スエラーチェック（外れ値を除く処理）の閾値として、
O-Bの統計から見積もった標準偏差の 1.5倍を用いて
いた (岡垣 2015)。これは 0のまわりに正規分布する
O-Bのうち、正規分布の裾に当たるデータを取り除き、
0に近いデータを厳選して利用することを想定してい
たものである。ところが、システムの変更により上層
の平均解析場が変化したことで、正規分布の中心が 0

から外れ、片側のデータが過剰に取り除かれることで、
偏ったデータが抽出されることとなった。また、それ
らに変分法バイアス補正 (VarBC, 佐藤 2007) が適合
することにより、偏ったデータが使われ続けることと
なった。その結果、解析値の精度が悪化したと考えら
れる。また成層圏より上部の大気上層では雲の影響は
ないことから、雲の影響を受けたデータを厳しく取り
除く目的のこの閾値の設定はそもそも適切ではない。
これらのことから、上層に感度があるチャンネル（具
体的には波数 680.0cm−1以下のチャンネル）のグロス
エラーチェックの閾値を O-Bの標準偏差の 2.5倍に緩
和し、正規分布するO-Bの大部分のデータを利用する
ことで、データの偏りが生じないようにした。
なお、下層に感度のあるチャンネルについては、上
記のシステム変更に伴う悪影響はみられていないこと
から、今回は変更を加えず、これまで通り標準偏差の
1.5倍を閾値として用いる。ただし、本来は正規分布の
裾に当たるデータも含めて利用することが望ましいた
め、下層チャンネルについても、グロスエラーチェック
閾値を緩和できるような品質管理の改良を進める必要
がある。

(4) スキャンバイアス補正テーブルの再作成
バイアス補正は、スキャン位置に依存する補正をテー
ブル参照により補正するスキャンバイアス補正と、大
気状態に依存する補正を行う変分法バイアス補正の 2

段階で行っている。前述のように、システムの更新に
より平均解析場が変化したことから、最新のシステム

2 米国の地球観測衛星 Aquaに搭載の AIRS、並びに米国の
現業気象衛星 Suomi-NPPおよびNOAA-20に搭載のCrIS。
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におけるO-Bの統計結果に基づき、スキャンバイアス
補正テーブルを再作成した。

(5) 観測誤差の再設定
観測誤差はO-Bの統計における標準偏差を用いて設
定されている。更新後のシステムにおいて、グロスエ
ラーチェックを適用する前のデータ3を用いてO-Bの統
計を取り直し、その標準偏差を改めて観測誤差とした。
設定した観測誤差を、後述するMetop-Cと合わせて、
図 3.10.3に示した。再設定後の観測誤差は、変更前の
観測誤差と比較して極端な差異はなく、またDesroziers

et al. (2005)の手法により診断された値とも近い値と
なっていることを確認している。

3.10.3 データセット移行に関する性能評価試験
IASIデータセットの移行やハイパースペクトル赤外
サウンダに対する品質管理変更の影響を確認するため、
2020年 10月時点の現業全球数値予報システムと同等
の対照実験（CNTL）と、これに上記の変更を加えた
実験（TEST）の比較を行った。実験期間は 2019年 7

月 10日から 9月 11日（夏実験）、2019年 12月 10日
から 2020年 2月 11日（冬実験）で、8月および 1月
のそれぞれ 1か月が検証対象期間である。

(1) 利用データ数
性能評価試験では、データセット移行による利用デー
タ数に本質的な差異は見られなった。性能評価試験で
実施している全球サイクル解析では、どちらの形式の
データも通常はデータ待ち受け時間内に全てのデータ
の入電が完了する。
なお、全球速報解析の場合には、EUMETSAT形式
データセットに移行することで、データ数は 2%程度増
加することを確認している。これには DBNetデータ
の追加が寄与している。

(2) 解析値・第一推定値の変化
現在利用しているハイパースペクトル赤外サウンダ
のチャンネルは気温に感度のあるチャンネルのみであ
ることから、解析値の平均場は主に気温で変化が見ら
れた（図 3.10.2）。対流圏中層付近（400-700hPa）や上
部成層圏（50hPa以上）では気温が若干上昇し、対流
圏海面付近（100-200hPa）では若干低下した。上層に
感度があるチャンネルのグロスエラーチェック閾値の
緩和やスキャンバイアス補正テーブルの更新など、バ
イアス補正に関わる変更の効果と思われる。
解析に用いられた各種観測データについて、第一推
定値との差異や利用データ数の変化を確認したところ、
いずれも顕著な変化はなく、第一推定値の精度の向上
や悪化は確認されなかった。

3 グロスエラーチェック後のサンプルによる統計では、閾値
が厳しく設定されている下層チャンネルにおいて観測誤差が
不自然に小さくなってしまうため、グロスエラーチェック前
のデータを母集団とした。

図 3.10.2 気温の解析場の TESTと CNTLの差異の帯状平
均。左：夏実験、右：冬実験。

(3) 予測値の変化
解析値およびラジオゾンデ観測を対象とした予測値
の検証では、500hPa 高度場や 850hPa 気温などの代
表的な要素に対し概ね中立であり、同等の精度が得ら
れることを確認した。
その後、性能評価試験のベースとなる実験を、2021

年 3月末に現業化された全球解析の鉛直層増強等（第
3.1 節）を適用したシステムに更新して、同様の実験
を実施した。その結果、更新したシステムにおいても、
データ形式の変更前後で、解析、予測とも同等の精度が
得られ、新たな対処は不要であることを確認した。これ
らをふまえ、本変更をその他の観測データの利用改良
（第 3.6節、第 3.8節および第 3.12節）とともに、2021

年 6月 29日に現業システムの全球解析に適用した。

3.10.4 Metop-C/IASIの利用
EUMETSAT形式の IASIデータ利用を現業化したの
ち、Metop-C搭載の IASIについても新たに EUMET-

SAT形式データを取得し、利用に向けた開発を進めた。
Metop-Cは、Metop-AやMetop-Bと同様に、日中
に衛星が通過する時間帯が午前中に当たる太陽同期軌
道（午前軌道と呼ばれる）で運用されている。ただし、
複数のMetop衛星は観測時刻が近くなり過ぎないよう、
時間間隔を開けて通過するように運用されている。こ
のうち、Metop-Aは 2021年 11月に運用を終了（IASI

については 9月に通常観測を終了）し、利用中の午前軌
道の衛星はMetop-Bだけとなったことから、午前軌道
におけるハイパースペクトル赤外サウンダのデータ数
やカバレッジを確保する上で、特にMetop-Bの障害や
点検時の備えとして、Metop-Cの利用は重要である。
方針として、既にMetop-AおよびMetop-Bの IASI

は利用していることから、Metop-Cの IASIについて
データ品質が同程度であることを確認した上で、同様
の方法で利用することとした。同化に必要なパラメー
タとして、スキャンバイアス補正テーブルの作成およ
び、観測誤差の設定を行った。いずれも、2021年 7月時
点の現業システム相当の実験システムを用い、O-Bの
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図 3.10.3 O-B統計に基づき IASIに設定した観測誤差。横
軸はチャンネルインデックス（500チャンネル中の通番）。
赤：Metop-A、青：Metop-B、緑：Metop-C。

統計により作成した。図 3.10.3に、設定したMetop-C

の観測誤差を、Metop-AおよびMetop-Bとともに示
す。Metop-Cは既存のMetop-AやMetop-Bと顕著な
差異はなく、波長帯によっては若干ノイズが少ないと
いう特徴も見られた。
品質管理の結果について、O-Bのヒストグラムや平
均値のマップ、雲判別結果等の品質管理フラグの状況
などを確認した。既存のMetopとほぼ同等となり、利
用方法に問題はないことを確認した。

3.10.5 Metop-C利用に関する性能評価試験
Metop-C/IASIの利用による効果を確認するため、性
能評価試験を実施した。その際、Metop-C/IASI利用
開始時点ではMetop-Aの運用は既に終了している状況
を想定し、Metop-Aの利用を止めMetop-Cを利用し
た場合に、解析・予測精度が同程度に維持できること
を確認することとした。
2021年 7月時点の現業全球数値予報システムと同等
の対照実験（CNTL）と、これにMetop-C/IASIを追加
しMetop-A/IASI を棄却した実験（TEST）の比較を
行った。（つまり IASIについては、CNTLではMetop-

AおよびMetop-Bが利用され、TESTではMetop-B

およびMetop-Cが利用される。）実験期間は 2020年
12月 16日から 2021年 2月 11日（冬実験）、2021年
6月 18日から 8月 11日（夏実験）で、1月および 7月
のそれぞれ 1か月が検証対象期間である。

(1) 利用データ数
冬実験、夏実験とも TESTにおけるMetop-C/IASI

の利用データ数は、CNTLにおけるMetop-A/IASIと
同程度であることを確認した。IASIの利用データ数合
計はTESTで約 3%減少したが、これはMetop-Bとの
重複領域がMetop-AとMetop-Cで若干異なるためで
ある。TESTではMetop-Cにより、IASIデータのカ
バレッジがMetop-Bのみを利用するより拡大している
ことが確認できた。

(2) 解析値・第一推定値の変化
平均解析場の差異は微小であった。解析に用いられ
た各種観測データについて、第一推定値との差異や利
用データ数の CNTLに対する TESTの変化を確認し
た。ラジオゾンデの気温観測など、変化は小さく概ね
中立の結果であった。気温に感度のあるマイクロ波サ
ウンダ AMSU-Aの結果を確認すると、熱帯や南半球
の上層チャンネルでO-Bのばらつきが減少し、第一推
定値の精度向上を示す傾向が見られた一方、対流圏上
層付近に感度のあるチャンネルで、O-B標準偏差が若
干増加し、第一推定値の精度悪化を示す傾向が確認さ
れた。詳細については調査中であり今後の課題である
が、顕著な予測精度の悪化にはつながらないことを確
認している。

(3) 予測値の変化
予測場の精度について、解析値およびラジオゾンデ
観測を対象として、主要な要素（500hPa 高度、地上
気圧、250hPa風速、850hPa風速、700hPa相対湿度）
の検証を行った。顕著な改善や改悪はみられず、概ね
精度を維持していることを確認した。他センター解析
値や自分解析値を対象とした予測場の検証、台風進路
予測精度についても同様に、顕著な改善や改悪はなく、
いずれも概ね精度を維持していることを確認した。

3.10.6 まとめと今後の課題
全球数値予報システムにおいて、同化利用するハイ
パースペクトル赤外サウンダ IASIのデータセットを、
NESDIS形式のデータセット（616チャンネル）から
EUMETSAT形式のデータセット（500チャンネル）に
移行した。その際、移行後のデータセットに含まれない
チャンネルについては、代替として移行前のチャンネ
ルの用途に応じて相当するチャンネルを選定した。ま
た、最新のシステムに品質管理を適合させるため、す
べてのハイパースペクトル赤外サウンダに対し、上層
に感度のあるチャンネルのグロスエラーチェック閾値の
緩和や、スキャンバイアス補正テーブルの再作成、観
測誤差の更新を実施した。性能評価試験により、この
変更前後で解析、予測とも意図通り同等の精度が得ら
れることを確認し、2021年 6月 29日に、現業システ
ムに適用した。
Metop-Cに搭載された IASIについて、EUMETSAT

形式のデータセットを取得し、利用に向けた開発を進
めた。データ品質は他の Metop 衛星に搭載されてい
る IASI と同程度であることが確認できたことから、
同様の手法で利用することとした。性能評価試験は、
Metop-Aの運用終了を考慮し、Metop-Aを除いた上で
Metop-Cを利用する設定で実施した。その結果、この
設定でも解析・予測精度を同程度に維持できることを
確認した。この結果をふまえ、2021年 11月 24日に、
全球システムでのMetop-C/IASIの現業利用を開始し
た。なお、第一推定値の精度については、解析に用い
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た観測データとの比較において、一部のデータで悪化
を示す傾向が確認されるなどの課題もあり、今後品質
管理を中心に同化手法の改善に向けて取り組むことと
したい。
現在、ハイパースペクトル赤外サウンダの利用は、気
温に感度のあるチャンネルにとどまっている。今後は、
水蒸気チャンネルなど利用チャンネルの拡充を図ると
ともに、より多くの観測情報を予測精度に反映させる
ため、チャンネル間の観測誤差相関を考慮したデータ
同化手法の改良に取り組む。また、メソ解析や局地解
析での利用に向けた開発にも取り組む予定である。
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3.11 航空機観測データの高度利用

3.11.1 はじめに
航空機観測データは上空の気象要素を直接観測した
貴重なデータであり、利用高度化のための開発に取り組
んでいる。気象庁の全球解析ではデータ同化手法とし
て 4次元変分法が導入されており、利用する観測データ
にはバイアスがないことを前提としている。しかし航
空機観測の気温データには機体ごとにバイアスがある
ことが知られている (Ballish and Kumar 2008)ため、
気象庁の全球解析でもバイアス補正を実施している。
このバイアス補正について、従来の手法 (酒匂 2010)

には課題があったため、2021年 6月 30日にカルマン
フィルタを用いた新しい手法に変更した。
　本節では、全球解析へのカルマンフィルタによる航
空機気温バイアス補正適用に関する性能評価試験の結
果を報告する。従来のバイアス補正手法の課題、カル
マンフィルタを用いた新しいバイアス補正の実装内容
については、気象庁 (2021)を参照されたい。

3.11.2 性能評価試験の設定
性能評価試験では、コントロール実験（CNTL）と
して 2020年 8月 27日時点の現業の全球解析・予報モデ
ル相当のシステムを利用した。CNTLには酒匂 (2010)

による航空機気温バイアス補正が実装されている。テ
スト実験（TEST）は CNTLの航空機気温バイアス補
正手法を気象庁 (2021)で解説したカルマンフィルタを
用いた手法に置き換えた実験であり、その他について
はCNTLと同一である。カルマンフィルタによるバイ
アス補正に必要となるランダム誤差共分散の実験開始
時の値については、実験期間前の 2年分の航空機気温
データから作成し、調整パラメータ（D）については
0.001とした。実験期間は、夏季、冬季それぞれ 2019

年 7月 10日～9月 11日、2019年 12月 10日～2020年
2月 11日とした。
　バイアス補正の対象となる航空機気温データはAM-

DAR報で通報されたデータであり、AIREP報で通報
されるデータに対しては TEST・CNTLともにバイア
ス補正は実行されない。夏季実験・冬季実験の検証期
間はそれぞれ 2019年 8月・2020年 1月である。

3.11.3 性能評価試験の結果
(1) 航空機観測のデータ分布
全球解析で使用される航空機観測のデータ分布の例
を図 3.11.1に示す。航空機観測は北半球で多く南半球
では少ないといった特徴がある。同じ直接観測データ
である SYNOPや TEMPのデータ分布と比較すると
観測データ数は多いが、航空機の運行状況の影響を受
けるため、時刻や天候、平日・休日の違いによっても
利用できるデータ数が変化する。

図 3.11.1 2019年 8月 1日 00UTCの全球解析における航
空機観測データの分布図。青点はデータ同化に利用された
データ、赤点は品質管理でリジェクトされたデータ、黒点
は品質管理はパスしたが、データ同化には使用されなかっ
たデータを示している。

図 3.11.2 第一推定値と解析値に対する航空機気温観測のバ
イアスの鉛直プロファイル。赤線、赤破線はそれぞれTEST
の解析値と第一推定値に対するバイアスを示し、黒線、黒
破線はそれぞれ CNTLの解析値と第一推定値に対するバ
イアスを示している。単位は Kである。

(2) 第一推定値、解析値に対する航空機気温データの
バイアスの変化

CNTLとTESTの第一推定値、解析値に対する航空
機気温データのバイアスの鉛直プロファイルを図 3.11.2

に示す。統計期間は 2019年 7月 2日から 2019年 9月
11日である。第一推定値に対するバイアスに着目する
と、概ね全ての鉛直レベルでTESTはCNTLに比べて
バイアスが 0に近くなっており、新しいバイアス補正手
法が有効に機能していることが確認できる。図 3.11.3

は 200hPa付近を飛行するある特定の航空機の CNTL

と TESTの D値 (観測値から第一推定値を引いた値)

の時系列を示している。CNTLでは期間平均で+1K程
度のバイアス（D値平均）が存在するが、TESTでは
バイアスが大幅に減少している。
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図 3.11.3 200hPa付近を飛行するある特定の航空機の D値
時系列。上は CNTL、下は TESTの時系列を示す。単位
は Kである。

図 3.11.4 2019 年 8 月の 200hPa における月平均気温解析
場の変化 (TEST-CNTL)。図の右には緯度帯平均値を示
している。単位は Kである。

(3) 解析場への影響
図 3.11.2に示した通り、航空機気温データは 200hPa

付近では解析値に対して高温バイアスを持っているが、
カルマンフィルタによるバイアス補正の実装により概
ね半分程度に減少している。2019年 8月の 200hPaに
おける月平均気温解析場の変化（TEST-CNTL）を図
3.11.4に示す。全面的に気温の解析場を下げるインパク
トが見られるが、熱帯、北半球中緯度の海上で比較的変
化が大きく、航空機観測が少ない南半球の極付近では
変化が小さい。また、CNTLでは、ECMWF・NCEP・
UKMOといった海外の数値予報センターの解析値に対
して高温傾向であったが、TESTではこの傾向が軽減
した。例として、図 3.11.5に ECMWFの解析値を用
いて計算した 2019年 8月の 200hPaにおける月平均気
温解析場との比較を示す。従来の手法では 200hPaの
気温解析場がECMWFよりも高温傾向にあったが、新
しい手法の導入によりこの傾向が軽減している。

図 3.11.5 2019 年 8 月における ECMWF の 200hPa の月
平均気温解析場との比較。上図は CNTL-ECMWF、下図
は TEST-ECMWFである。図の右には緯度帯平均値を示
している。単位は Kである。

(4) 予測精度への影響
図 3.11.6はラジオゾンデを参照値とした全球モデル
の 264時間予測までの予測精度の変化を示している。
これらの図は二乗平均平方根誤差 (RMSE)の TEST-

CNTLの差分を示しており、マイナス (黄色)の領域に
プロットがあれば改善であることを示している。予測
中盤の大気下層の気温、東西風など、やや改悪傾向の
要素・高度も見られるものの、その他多くの要素・高
度では、概ね中立からやや改善となっている。特に高
度の予測値については他の要素と比較して改善傾向が
よく現れている。高度の予測値はモデルの気温場と水
蒸気場から計算されているため、バイアス補正手法改
良による気温の鉛直プロファイルの改善が比較的分か
りやすく現れていると考えられる。
　台風予測への影響を確認するため、2019年 7月 20

日から 10月 11日に存在した台風に対して精度検証を
行ったところ今回の変更が台風進路予測に与える影響
は概ね中立であったが、改善事例として 2019年台風第
8号（T1908）に対する 2019年 8月 3日 00UTC初期
値の予測を示す。図 3.11.7に示すとおり、T1908は気
象庁ベストトラックでは 8月 6日から 7日にかけて九
州に上陸後、対馬海峡を通過し朝鮮半島南東領域を北
上しているが、CNTLの進路予測はベストトラックに
対して西にずれ、九州西海上を北西進して 7日 00UTC

には黄海に進む予測となっている。TESTでもベスト
トラックに対して西にずれた予測となっているが、48
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図 3.11.6 ラジオゾンデを参照値とした予測時間別（FT=0
から FT=264 までの 24 時間毎）の予測精度（RMSE）の
変化。T+0は予測初期値の変化、T+264は 264時間予測
の変化を示す。縦軸は気圧高度（hPa）、横軸は RMSEの
TEST-CNTLの差分（単位は気温:K、ジオポテンシャル
高度:m、東西風、南北風:m/s）を示す。マイナス領域（黄
色）にプロットがあれば改善である。

時間以降の予測はCNTLよりややベストトラックに近
づいており、九州西海上を北西進して朝鮮半島南西領
域付近を北上する予測となっている。このような違い
が生じた要因を次に示す。
　予測初期時刻の 275hPaから 350hPaにおいて解析
に利用された航空機データの位置における TEST と
CNTLの解析インクリメント（解析値－第一推定値）、
300hPaの気温、及び 200hPaの高度の予測初期値（図
3.11.8）を比較すると、300hPa付近の黒破線で示した
領域における気温のインクリメントがCNTL（図 3.11.8

（b）)では正となっているがTEST（図 3.11.8（a））で
は負となり、これに対応してCNTLに比べてTESTの
300hPa の気温の初期値が低くなっている（図 3.11.8

（c））。初期値の時点では 200hPaの高度に大きな違い
は見られないが（図 3.11.8（d））、この初期値の違いが
200hPaのジオポテンシャル高度の予測に影響を与えた
と考えられる。その後の 200hPa高度の予測を TEST

と CNTLで比較（図 3.11.9）すると、予測時間の進行
とともに黒破線内の差分が東進して 72時間後の予測に
当たる 6日 00UTCには黄海付近に達している。この
影響を受けて太平洋高気圧に対応する高圧部の西への
張り出しが弱まっており、TESTの進路予測が CNTL

に比べて東寄りになったと推測される。

3.11.4 まとめと今後の予定
2009年に気象庁全球解析システムに導入された航空
機気温データのバイアス補正手法には複数の課題があっ
たため、それらを解決するバイアス補正手法を考案・
実装し、解析・予測精度へ与える影響を調査した。夏・
冬 1か月の性能評価試験の結果、従来の手法に比べて
航空機気温データのバイアスが適切に補正され、概ね
全ての鉛直レベルで第一推定値に対するバイアスが改
善した。また、複数の海外数値予報センターの解析値

図 3.11.7 T1908に対する 2019年 8月 3日 00UTC初期値
の進路予測。赤線は TEST、青線は CNTLの台風進路予
測を示す。黒線及び灰色線は気象庁ベストトラックである。

との比較から 200hPaの気温解析場の高温傾向が減少
することを確認した。ラジオゾンデを参照値とした気
温・高度・風の予測精度検証では、概ね中立からやや
改善の検証結果が得られた。台風進路予測に与えるイ
ンパクトについては概ね中立であったが、当手法の導
入により予測初期時刻における気温の修正が上空の気
象場の予測に影響を与え、台風進路予測が改善する事
例を確認した。
　本報告では夏季の性能評価試験結果について報告し
たが、冬季についても概ね同様の結果となった。以上
の試験結果からバイアス補正手法を従来の手法から変
更した方がメリットが大きいと考えられたため、当手
法は 2021年 6月に気象庁の全球解析システムに導入
された。現在は当手法の気象庁領域モデルへの導入を
検討している。
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図 3.11.8 予測初期時刻（2019年 8月 3日 00UTC）において高度 275hPaから 350hPaで解析に利用された航空機気温デー
タの位置における、（a）：TEST、（b）：CNTLの解析インクリメント、ならびに（c）：300hPaの気温、（d）：200hPaの高度
の TESTと CNTLの比較。（c）、（d）の黒線は TEST、緑線は CNTLの等値線を示しており、カラーは TESTと CNTL
の差分である。気温の単位は K、高度の単位は mである。なお、300hPaの気温と 200hPaの高度の図には以前の解析サイ
クルによる差分も含まれる。

56



図 3.11.9 TESTと CNTLの 200hPa高度の予測。左上、右上、左下、右下の図はそれぞれ 24時間後、48時間後、72時間
後、96時間後の予測を示す。黒線は TEST、緑線は CNTLの等値線を示しており、カラーは TESTと CNTLの差分であ
る。高度の単位は m。
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3.12 オリパラ向けガイダンス

3.12.1 はじめに
東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、
オリパラ）組織委員会に対する詳細な気象予測資料の
提供を目的として、各オリパラ競技会場の気温・風の
予報を支援するための専用のガイダンスを開発した。
当ガイダンスは、アメダス地点を対象とした既存の

MSM気温ガイダンス (三戸 2018)及びMSM風ガイダ
ンス (松本 2018)の予測手法を適用して競技会場の気
温と風を予測した。予測地点はオリパラ競技会場に設
置された 14の観測点で、その位置を図 3.12.1に示す。
図 3.12.2は当ガイダンスを閲覧するためのモニター
の例である。オリパラ委員会から委託された気象予報
士が当モニター図の予測値をベースにして適宜修正し
た後に、各競技会場のオフィシャルな予報として発表
された。
ここでは、オリパラに向けて開発・提供したガイダ
ンスについて、概要と経緯、仕様及び精度評価につい
て述べる。

3.12.2 概要と経緯
2019年 6月、オリパラ組織委員会より、風の影響を
強く受けやすい、サーフィン、セーリング、ボート、自
転車等の競技において、競技の安全で公平な運営のた
めに詳細な風の予測が求められた。また、選手のみな
らずボランティアやスタッフの健康対策のために競技
時間の設定の判断に資する詳細な気温の予測も要望さ
れた。そこで、気象庁が運用する既存の風・気温ガイダ
ンスの手法を用い、会場周辺の風と気温の詳細な予測
プロダクトを提供することとした。図 3.12.3に、観測
の入手からガイダンス提供までのデータの流れを示す。
観測データはオンラインで当庁のスーパーコンピュー
タシステムに入電し、その観測及びMSMのデータを
用いてガイダンスを作成する。提供したガイダンスは、
観測とMSMのデータからカルマンフィルタにより日々
学習し、予測式を最適化する「逐次学習型ガイダンス」
である。このため、観測が継続的に提供されれば徐々
に予測精度が向上し、かつ季節変動など説明変数と目
的変数の対応関係の変化にも対応できる。
ガイダンス作成に必要な 2つのデータについて述べ
る。一つは、数値予報であるMSMであり、5km間隔
で 39または 51時間先までの予測を行う領域モデルで
ある。日本周辺を高精度で予測でき、防災情報、航空
気象情報、天気予報などに利用されている。もう一つ
のデータは観測データであり、可能な限り多くの観測
データで学習することが高精度な予測につながる。ア
メダスを対象とした通常のMSM風・気温ガイダンス
については安定的に観測が得られるが、今回は予測が
必要とされる期間が短く、かつ大会の延期があったた
めに特殊な作業が必要となった。具体的には 2020年夏

図 3.12.1 予測対象地点である各オリパラ競技会場の位置。
地理院タイルを加工して作成。

図 3.12.2 オリパラ向けガイダンスのモニター図の例。

のオリパラに向けて 2019年 3月からオリパラ競技会場
において順次観測が開始されたが、地点により観測開
始日時が異なったこと、またオンライン／オフライン
の違いがあったこと、一時閉鎖の地点もあったことな
ど安定的にオンラインで観測データを入手できず、手
作業でのデータハンドリングによる開発となった。全
ての地点がオンラインで提供されたのは 2021年 7月初
めで、その後は安定的に観測データを入手できていた。
オリパラ組織委員会との連携について簡単に述べる。
ガイダンスの提供期間、モニターの仕様の決定、観測
データの状況などについて、2019 年 7 月、2020 年 6

月、2021年 3月にオリパラ組織委員会と打合せを実施
した。また、2021年 4月には提供するガイダンスをよ
り有効に利用してもらうため、予報を発表する予報士
と勉強会を行った。その後も追加の質問に対応し、ま
た大会直前には直近のガイダンスの精度検証資料も提
供した。

3.12.3 仕様
前述したように、オリパラ向けガイダンスはMSM

気温・風ガイダンスの仕様に準拠しており、詳細は (三
戸 2018)及び (松本 2018)を参照願いたい。ここでは
概要及びMSM気温・風ガイダンスと異なっている点
を述べる。

• 予測要素
– 気温：毎正時の気温、日中の最高気温、朝の
最低気温

– 風：毎正時の風速・風向、前 1時間の最大風
速とその風向

• 実行頻度（初期時刻）：1日 8回（00, 03, 06, 09,

12, 15, 18, 21UTC）
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図 3.12.3 オリパラ向けガイダンスにおけるデータの流れの
模式図。

• 予測地点：図 3.12.1に示す 14地点。
• 予報時間：39時間（00, 12UTC初期値のみ 51時間）
• 予測手法：目的変数（予測地点の実況とMSM地
上気温・風との差）をMSM予測値から算出した
説明変数による線形式で求め、カルマンフィルタ
で線形式の係数を日々逐次更新する。風について
は、風速を頻度バイアス補正で補正している。

前述したように継続した長期間の観測データを得ら
れる地点は少なく、少ない観測データで予測式（係数）
の最適化を行う必要があったことから、オリパラ向け
風ガイダンスの学習方法及び初期係数の設定を見直し
た。具体的には、気温ガイダンスは通常 2週間程度で
係数の最適化がおおむね完了するため、MSM気温ガ
イダンス (三戸 2018)と同様の設定とした。その一方
で、MSM風ガイダンスは係数の最適化に通常数か月
以上かかる (高田 2018)ためMSM風ガイダンス (松本
2018)から一部変更した。変更点としては、学習回数
を増やすために、学習条件（モデル風向と観測風向の
差による学習の制限）を緩和した。1また、通常の地点
ガイダンスでは、新規予測地点が追加された場合に近
隣地点の係数を自動的にコピーしてから係数を逐次的
に更新するが (高田 2018)、今回は初期係数を近接観測
地点のコピーではなく、係数ゼロ（最初はMSMの地
上風に同じとする）からスタートとした。これは、後
者の方がより早く係数が最適化されたためである2。今
回の観測点のほとんどが東京湾海岸といった特殊な地
勢に設置されており、近距離でも地点間の観測特性の
違いが大きかったことがその要因と考えられる。

3.12.4 精度評価
以下に大会期間中のオリパラ向けガイダンスの精度
評価の一例と利用者側のコメントを記す。図 3.12.4は、
競技会場の一つであるお台場海浜公園の日別の最高気

1 MSM風ガイダンスでは、MSMの地上風と観測された風
の風向が 90度違うと学習しない。今回はそれを 135度の違
いまで許容することとした。
2 MSMのバイアスが適切に補正できているか否かで判断す
る。

図 3.12.4 お台場海浜公園における、気温ガイダンス及び
MSM（地上）の翌日日中の最高気温の誤差。青線がMSM
（図中モデル）、赤線が気温ガイダンス。破線が日別値、実
線は 10日移動平均。期間は 2021年 7月 16日～9月 4日。

図 3.12.5 2021年 8月 5日 9時の地上天気図（左）、8月 4日
12時初期値の気温ガイダンスの毎正時の予測値（右）。赤
実線は実況値、緑実線は気温ガイダンス、緑破線はMSM
の予測値。

温の誤差を時系列でみたものである。誤差に着目する
と、気温ガイダンスはオリパラ期間中では適切にMSM

（モデル）の負バイアスを補正していることが分かる。
ただし、大会期間中ではなかったが、8月中旬はガイダ
ンスはモデルを上方修正して、逆に精度を悪化させて
いる日がある。この期間は前線が停滞して雨の日が多
く、太平洋高気圧に覆われる通常の夏のパターンと異
なっていたためである。夏季の雨天時に高めに外すこ
とについては、大会前に組織委員会に利用上の留意点
として伝えている。なお、お台場海浜公園以外の地点
に関しても同様にMSMの誤差の軽減を確認している。
図 3.12.5 は、2021年 8月 4日 12時初期値の霞ヶ関
カンツリー倶楽部における気温ガイダンスの予測及び
5日 9時の地上天気図である。翌日は最高気温が 35℃
を超える猛暑日になったが、気温ガイダンスは実況に
近い値を予測している。大会期間中は暑い日が多かっ
たが、その他の地点でもおおむね最高気温を適切に予
測していた。
図 3.12.6は、カヌー・スラロームセンターの大会期
間中における風ガイダンス、MSM（モデル）の風速の
日別 MEと RMSEである。カヌー・スラロームセン
ターは 2019年 7月 13日から観測が開始され、その後
継続して観測データが提供され続けた地点である。当
地点の風ガイダンス RMSE は MSM の地上風の正バ
イアスを補正し、MSMの風速予測の誤差を大きく軽
減していることがわかる。なお、予測対象であるオリ
パラ競技会場の中には、観測データが十分に得られな
かった地点もあり、その地点においてはやや精度が落
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図 3.12.6 大会期間中のカヌー・スラロームセンターにお
ける、風ガイダンス及び MSM 地上風の風速の日別 ME
（右軸）と日別 RMSE（左軸）。赤点線が風ガイダンスの
RMSE、緑点線が MSM地上風の RMSE、青点線が風ガ
イダンスの ME、紫点線が MSM 地上風の ME。期間は
2021年 7月 21日～2021年 9月 4日。

図 3.12.7 2021年 7月 27日 9時の地上天気図（左）、7月
26日 12時初期値の風ガイダンス及びMSM地上風の毎正
時の予測値（右）。黒線は実況値、赤線はガイダンス、緑
線はMSMの予測値。

ちる傾向があった。
図 3.12.7は、2021年 7月 26日 12時初期値のカヌー・
スラロームセンターにおける風ガイダンスの予測及び
27日 9時の地上天気図である。翌日に関東の南海上を
台風が進む見込みとなっており、風の予測に注目が集
まった事例である。競技が行われた時間帯において、
MSMの予測を下方修正し、より実況に近い風速を予
測していた。
大会終了後、オリパラ組織委員会及びオフィシャル
な予報を作成した気象予報士などの関係者を交えて勉
強会が行われた。関係者からは今回提供したガイダン
スが非常に役に立ち、頻繁にモニター図を確認してい
たとのコメントを頂いた。特に気温はガイダンスをほ
ぼ全面的に採用してオフィシャルな予報を出していた
とのことである。一方、風ガイダンスも頻繁に利用し
たが、風の変わり目などで実況と差がある場合があり、
適宜修正していたとのコメントがあった。風ガイダン
スは気温ガイダンスに比べて学習期間が長く必要であ
り、大会前に観測が途中停止した影響があったと考え
られる。また、大会運営では風の詳細な変化が求めら
れるが、現在のMSM及びその風ガイダンスでは詳細
な風の変動の表現が難しいといった現状もあり、これ
については今後の課題である。

参考文献
松本智文, 2018: 風ガイダンス. 数値予報課報告・別冊
第 64号, 気象庁予報部, 144–153.

三戸洋介, 2018: 気温ガイダンス. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 132–143.

高田伸一, 2018: 観測所の移設等の影響と対応. 数値予
報課報告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 91–93.
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3.13 メソ解析における船舶GNSS可降水量の利用

3.13.1 はじめに
気象庁では交通政策審議会気象分科会提言「2030年
の科学技術を見据えた気象業務の在り方」に基づき、
線状降水帯の予測精度向上に向けた取り組みを進めて
いる。令和 2年 7月豪雨を受け、これらの取り組みを
加速させることを目的に気象庁内に線状降水帯予測精
度向上タスクフォース（TF）が立ち上げられた。
　令和 2 年 7 月豪雨では発生要因の 1 つとして大気
下層の水蒸気の流入が指摘されているが、特に海上に
おいては大気下層の水蒸気観測データが不足している
状況である。そのため、線上降水帯の予測精度を向上
するには、海上の水蒸気観測を強化してデータ同化に
利用することにより、予報初期値における水蒸気場の
精度を上げることが重要である。可降水量を同化する
ことで大気下層の水蒸気を同化することと同等の効果
が期待できるため、船舶に搭載された GNSS（Global

Navigation Satellite System:全球測位衛星システム）
による可降水量観測をメソ解析で利用するための調査、
開発に取り組んでいる。
　本節では、メソ解析における船舶GNSS可降水量の
利用に関する開発について報告する。

3.13.2 船舶GNSS観測
船舶 GNSSはリアルタイムで 10分毎にデータが配
信されており、可降水量、天頂遅延量といった観測値
の他に、GNSS解析に利用した衛星の数、遅延量残差
などの品質管理（Quality Control:QC）に利用可能な
パラメータも含まれている。利用可能な船舶GNSSは
試験運用が開始された 2021年 6月時点では、気象庁
の観測船である凌風丸、啓風丸のみであったが、海上
保安庁の測量船にも GNSS観測機器が順次設置され、
2021年 8月 31日には気象庁の観測船 2隻、海上保安
庁の測量船 4隻の合計 6隻のデータが利用可能となっ
た。但し、海上保安庁のデータには可降水量導出に必
要な気圧や湿度の観測が含まれていないため、これら
のデータについてはメソモデルの予測値を利用してい
る。船舶 GNSSの解析手法等は Shoji et al. (2017)を
ご参照願いたい。

3.13.3 船舶GNSS可降水量のQC処理
メソ解析では、国土地理院の GNSS 電子基準点

GEONET（GPS Earth Observation NETwork sys-

tem、以降、地上 GNSS とする）の可降水量を 2009

年 10月から利用している。船舶 GNSSについても可
降水量を同化に用いる。船舶GNSSのQCは基本的に
石川 (2010)で述べられている地上 GNSSと同様の処
理を採用しており、以下のチェックに該当するデータ
は同化に利用しないこととしている。

• ブラックリストチェック

– 観測地点ごとの観測データ時系列図
による監視や海外数値予報センター
の観測データ品質管理レポートなど
により、品質に問題があることがわ
かっている地点

• 異常値チェック
– 可降水量観測値が 1mmより小さい、
または 90mmより大きい

• グロスエラーチェック
– D値1の絶対値が 8mm以上

• 空間整合性チェック2

– 周辺の可降水量の D値平均と空間
整合性チェック対象観測点のD値と
の絶対値の差が 5mm以上

空間整合性チェックの実行条件を満たさない場合、D

値の絶対値が 5mm以上のデータは同化に利用されな
い。さらに、30km間隔での空間間引き、1時間間隔で
の時間間引き処理が行われ、残ったデータが同化に利
用される。

3.13.4 船舶 GNSS の事後解析データを利用した
調査

前述の通り、メソ解析では地上GNSSの可降水量が
データ同化に利用されているが、これらは陸上の固定
点のデータである。船舶GNSSでは、船舶の移動や波
浪の影響によるアンテナの不規則な動きが観測精度に
与える影響が懸念された。このため、2021年 5月時点
の現業システムに相当するメソ解析予報システムに凌
風丸の GNSS可降水量を加えて品質調査を実施した。
ただし、2021年度初頭の時点では現業利用を想定した
リアルタイムデータの提供が開始されていなかったた
め、事後解析データ3を利用して調査を行った。
　凌風丸の船舶GNSS可降水量の事後解析データの品
質を表 3.13.1に示す。また、地上GNSSの可降水量 (船
舶 GNSSを含む)のデータ品質を表 3.13.2に示す。表
中の ALLは入電したデータ、QCPASSは QC処理を
通過したデータ、USEは同化に使用されたデータを示
す。これらから、船舶GNSS可降水量の事後解析デー
タの D値標準偏差は地上 GNSS可降水量の D値標準
偏差と概ね同等であることがわかる。船舶GNSS可降
水量は ALL,QCPASSでやや負バイアスの傾向となっ
ているが、Shoji et al. (2017)では船舶 GNSSの可降
水量はラジオゾンデ観測から計算した可降水量と比較
して負バイアス傾向があることが述べられており、船
舶GNSSの可降水量を算出するGNSS解析手法も負バ
1 観測値から第一推定値を引いた値
2 グロスエラーチェックでD値の絶対値が 5mm以上でかつ、
周囲 20km以内に地上 GNSS観測点もしくは船舶 GNSS観
測点が合計で 5地点以上ある場合に実行される。
3 GNSS解析で使用する衛星軌道情報として精密歴を使用し
たデータ。精密歴は観測時刻から約 2～3週間後に公開され
るため、リアルタイムで使用することはできない。
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表 3.13.1 　　凌風丸の事後解析 GNSS可降水量の D値統
計
　統計期間:2020年 6月 10日から 2020年 7月 15日　

統計量 ALL QCPASS USE

データ数 742 686 431

平均（ mm ） -0.28 -0.29 0.28

標準偏差（ mm ） 2.89 2.18 2.10

表 3.13.2 地上 GNSS可降水量の D値統計 (船舶含む)
　　統計期間:2020年 6月 10日～2020年 7月 15日

統計量 ALL QCPASS USE

データ数 1058913 886048 282981

平均（ mm ） 0.26 0.10 0.15

標準偏差（ mm ） 2.64 2.25 2.22

イアスの一因になっていると考えられる。
　メソモデルの予測に対しても中立からやや改善の影
響があることを確認し、2021年 6月 1日からメソ解析
において船舶 GNSSの試験運用を開始した。

3.13.5 リアルタイムでの性能評価試験の検証結果
メソ解析での試験運用開始後、リアルタイムの船舶

GNSS可降水量を利用した試験運用環境のメソ解析・
予報のデータ（TEST）と船舶 GNSSを利用しない運
用環境のメソ解析・予報のデータ（CNTL）を比較する
ことにより船舶GNSS可降水量利用の性能評価を実施
した。評価期間は 2021年 6月 1日から 2021年 7月 15

日である。なお、気象庁の観測船 2隻のデータは 6月 1

日から利用しているが、海上保安庁の測量船のデータ
については期間中に入電が開始した 2隻からのデータ
品質を確認した後、2021年 7月 9日から利用している。

(1) 船舶 GNSS可降水量のリアルタイムデータの品
質調査

リアルタイムの船舶 GNSS可降水量の D値統計に
よる品質調査結果を表 3.13.3に、D値の空間分布を図
3.13.1に示す。また、事後解析データのD値ヒストグラ
ムとの比較を図 3.13.2に示す。これらから、船舶GNSS

可降水量の事後解析データとリアルタイムデータには
それほど大きな違いがないことがわかる。海上保安庁
の可降水量データについても同様の検証を行ったとこ
ろ、平均については気象庁観測船に比べ負バイアス傾
向が見られたものの、標準偏差についてはほぼ同程度
であった (図略)。

(2) メソモデルの降水予測への影響
図 3.13.3に TESTと CNTLの閾値別 3時間降水量

(20km格子平均)の予測スコアを示す。図から降水予
測への影響については、強い雨ではバイアススコアに
やや悪化の傾向が見られるものの概ね中立である。空
振り率、スレットスコアについては概ね中立であるが、
30mm/3hの降水ではやや改善の傾向が確認できる。ス

表 3.13.3 凌風丸のリアルタイム GNSS可降水量の D値統
計
　 統計期間:2021年 6月 1日～2021年 7月 15日

統計量 ALL QCPASS USE

データ数 5228 5055 743

平均（ mm ） -0.38 -0.39 -0.10

標準偏差（ mm ） 2.58 2.12 2.30

図 3.13.1 性能評価試験期間中の凌風丸の可降水量の D 値
分布。期間は 2021年 6月 1日から 2021年 7月 15日。カ
ラーは可降水量の D値を示している。単位は mm。

図 3.13.2 凌風丸のリアルタイムGNSS可降水量（左）と事
後解析 GNSS可降水量（右）の D値ヒストグラム。横軸
の単位は mm。ALLは入電したデータ、QCPASSは QC
処理を通過したデータ、USEは同化に使用されたデータを
示す。リアルタイムデータは試験運用期間の 2021年 6月
1日から 2021年 7月 15日、事後解析データは事前調査の
2020年 6月 15日から 2020年 7月 15日のデータを使用
している。リアルタイムデータの観測時間間隔は 10分で
あるが、事後解析データの観測時間間隔は 30分である。

レットスコアでは 1から 3mm/3h程度の降水でやや悪
化が見られる。

(3) 事例検証
2021 年 6 月 3 日から 4 日にかけて発生した九州南
部の大雨の事例の中から、2021年 6月 3日 0時 UTC

初期値のメソモデルの予測に対する船舶GNSS可降水
量同化の影響を示す。この事例では、梅雨前線上の低
気圧が朝鮮半島南部から日本海を発達しながら北東進
し、この低気圧や前線に向かって暖かく湿った空気が
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図 3.13.3 降水強度閾値別の対解析雨量の CNTL（青線）と TEST（赤線）のバイアススコア、見逃し率、空振り率及びスレッ
トスコア（上段）と、それらの TEST と CNTL の差（下段）。横軸は 3 時間降水強度閾値 [mm/3h] を表す。検証格子は
20km × 20km 。エラーバーは有意検定 95%信頼区間を示している。

図 3.13.4 2021年 6月 3日から 4日にかけて発生した九州
南部の大雨の事例の気象状況。左は 2021年 6月 3日 9時、
右は 2021年 6月 3日 21時の天気図である。

図 3.13.5 2021 年 6 月 2 日から 4 日にかけての凌風丸の
GNSS可降水量の D値分布。カラーは可降水量の D値を
示している。単位は mm。

流れ込んだ（図 3.13.4）ため大気の状態が不安定とな
り、九州南部で大雨となった。
　この時、凌風丸は図 3.13.5に示す九州南部付近の海
上で観測を行っていた。図 3.13.5から、一連の大雨期
間において、凌風丸の可降水量観測値は第一推定値に
比べやや少ないことが確認できる。図 3.13.6に示すと
おり、該当の予報初期時刻では、観測地点の周辺にお
いて TESTの方が CNTLに比べて可降水量の空間変
化がより明瞭に表現されるようになったが、この変化
は以前の解析サイクルによる修正の効果も影響してい
ると思われる。図 3.13.7は 2021年 6月 3日 0時UTC

を初期値とした 9時間予測における前 3時間降水量を
TESTとCNTLで比較した図である。TESTはCNTL

に比べて赤丸で示した九州南部の強い降水をより実況
に近い形で予測しているのが確認できる。
　上述のように予測が改善した事例が見られた一方、
実況と第一推定値の擾乱の位置ずれが大きい場合では
修正が不十分な事例もみられた。特に擾乱近傍のよう
な可降水量の空間変化が大きい領域では、正常と思わ
れる観測が QCでリジェクトされ、同化に利用されな
い事例もあった。一例を図 3.13.8に示す。この事例で
は啓風丸の可降水量の D値は概ね -5 mmから 5 mm

の範囲に収まっており、第一推定値との整合性が良い
が、2021年 6月 24日 12UTCから 2021年 6月 25日
06UTCまではD値が大きくなり観測データがリジェク
トされている。この期間、啓風丸は擾乱近傍の可降水量
の変化が比較的大きい領域を航行しており、実況と第
一推定値の擾乱の位置ずれによってD値が大きくなっ
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図 3.13.6 2021年 6月 3日 0時 UTC初期値における可降水量と風の分布。左は TEST、中央は CNTLの可降水量（カラー）
と風（矢羽）の分布を示す。右は可降水量の差分（TEST－ CNTL）を示す。

図 3.13.7 2021年 6月 3日 0時 UTC初期値の 9時間予測の前 3時間降水量予測の比較。左は TEST、中央は CNTL、右が
解析雨量。

た（図略）。第一推定値の時間・空間変化率の大きさに
応じてリジェクトの閾値を変化させるDynamic QC(大
野木ほか 1997)を導入することにより、船舶GNSS観
測をより有効に利用できる可能性がある。

3.13.6 まとめと今後の課題
線状降水帯発生の一因として大気下層の水蒸気流入
が指摘されているが、特に海上では実況を予報初期値
に反映するために必要な水蒸気観測が不足している。
そのため、船舶GNSSによる可降水量観測をメソ解析
で利用する調査、開発に取り組んでいる。
　 2021年 6月 1日からのメソ解析における船舶GNSS

の試験運用期間において、船舶 GNSS 可降水量がメ
ソ解析、予報に与える影響を調査した。その結果、船
舶GNSS可降水量のリアルタイムデータの品質は地上
GNSS可降水量と比較するとやや負バイアスであるが、
標準偏差は概ね同等であることが分かった。降水予測
スコアについては統計的に概ね中立であった。事例検
証では降水量予測が改善した事例もあったが、実況と第
一推定値の擾乱の位置ずれが大きい場合などは周辺の
場を十分に修正できず、予測があまり改善しない事例
もみられた。リアルタイムの船舶GNSS可降水量デー
タの品質に問題がないこと及び、降水予測改善の事例

図 3.13.8 啓風丸の可降水量観測の時系列図。上図は可降水
量観測値（灰色：QC で正常と判定されたデータ、赤色：
QCで異常と判定されたデータ、水色：データ同化に使用
されたデータ）及び第一推定値（黒）を示し、下図はD値
（灰色：QCで正常と判定されたデータ、赤色：QCで異常
と判定されたデータ、水色：データ同化に使用されたデー
タ）を示す。

が確認されたことから、2021年 8月 31日にメソ解析
において船舶 GNSS可降水量の現業利用を開始した。
ただし、リアルタイムデータを用いた冬季の性能評価
試験を実施していないことから、冬季においてはいっ
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たん船舶GNSSの利用を停止する計画である。冬季に
ついてもリアルタイムデータを用いた性能評価試験を
行い、検証を行ったのち現業利用を行う予定である。
　また、擾乱近傍のような可降水量の空間変化が大き
い領域で船舶GNSSをより有効に利用するためにDy-

namic QCの導入を進め、更なるデータの高密度・高
頻度利用に向けて調査・開発を行う。
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第 4章 数値予報システムの開発進捗

4.1 全球モデルの水平解像度向上、物理過程改良に
向けた開発

4.1.1 はじめに
気象庁では、全球数値予報システムの予測精度向上
に向けた開発を計画的に進めてきており、第 10 世代
スーパーコンピュータシステムにおいても全球モデル
（GSM）の鉛直、水平解像度の増強を計画している (本
田 2018)。第 3.2.1項で示したとおり、2020年度（令
和 2年度）末の全球数値予報システムの更新において、
GSMの鉛直層を 100層から 128層へ増強した。次期
（令和 4年度末予定）のGSMの更新では、水平解像度
の 20 kmから 13 kmへの高分解能化を計画しており、
現在開発を進めている。
数値予報モデルの水平解像度向上では、前線、細か
い地形に伴う降水等の現象の表現向上を通じた全般的
な予測精度向上を期待する。また、平成 30 年に気象
庁が策定した「2030年に向けた数値予報技術開発重点
計画」においても、台風防災への貢献に向けた開発の
方向性として、GSMの水平解像度 10 km以下への高
分解能化を挙げている。次期の GSM更新における水
平解像度の 20 kmから 13 kmへの向上は、2030年に
向けた GSMの高度化に向けたステップという意味も
持つ。
天気予報や台風予報の予測精度向上には、数値予報モ
デルの高分解能化に加え、物理過程の改良による系統誤
差の軽減も重要になる。次期GSM更新における物理過
程改良では、過去のGSM更新時に課題として残った部
分への対応や、新しい季節予報システム (Japan Meteo-

rological Agency / Meteorological Research Institute-

Coupled Prediction System 3: CPS3, 第 4.11.1 項)

及び気象研究所の開発成果取り込みによる系統誤差減
少も狙う。近年の GSM の物理過程改良 (GSM1212–

GSM1705：米原 2019; GSM2003：気象庁 2021a）で
は、多くの要素で系統誤差が減少した反面、逆に誤差が
拡大した要素もいくつか存在する。例えば、GSM2003

では、地形性抵抗過程の改良により対流圏の循環場の
予測精度が大幅に向上した反面、下部成層圏における
気温や風の系統誤差拡大や、第一推定値とマイクロ波
気温サウンダ観測との整合性悪化が課題として残った。
また、令和 3年度末に導入予定の CPS3の大気モデル
は GSM2003をベースに季節予測精度向上のための物
理過程の改良が加えられており、CPS3の系統誤差減
少に寄与した。大気モデルの維持管理及びGSM・CPS
間の開発成果の相互活用を効率的に行う上で、予測対
象や時間スケールに依存しない部分については可能な
限りGSM・CPSで仕様を共通化することが望ましい。
本節では、全球数値予報システムの水平解像度向上
及び物理過程改良に向けた開発状況について報告する。

物理過程の開発においては、GSM2003からの追加改
良としての地形性抵抗過程の改善について示すほか、
CPS3の開発成果の活用としての湖の扱いの改良とオ
ゾン気候値の更新、気象研究所の開発成果である放射
過程における雲氷有効サイズ診断式改良について示す。
特に、それぞれの開発において、力学過程改良では実
効解像度の向上、物理過程改良では GSMに見られる
風や気温等の系統誤差軽減の効果が得られたことにつ
いて示す。また、最後に力学過程と物理過程の改良を
組み合わせた場合での、台風及びそれに伴う降水事例
へのインパクト等について示す。本節の以下では、現
在の解像度、次期更新で計画している解像度でのGSM

をそれぞれ「20 km GSM」「13 km GSM」と呼ぶ。

4.1.2 全球モデルの水平高解像度化に向けた力学過
程の開発

現在の GSMや各国の数値予報センターの全球モデ
ルの水平解像度は、20 km∼ 10 km程度と総観規模の
現象を十分解像可能なものとなっている。この中で、
更なる水平高解像度化による予測精度向上を得るため
には、格子数や切断波数を増強することに加え、信頼
可能スケール（エイリアシング1、フィルター処理、離
散化誤差のいずれにも大きく影響されない空間スケー
ル）をより高波数域まで拡大させ、実効解像度を向上
させることが重要である。13 km GSMに向けた力学
過程の開発では、実効解像度の向上を念頭に置いた。

(1) 実効解像度を向上させるための変更
格子次数の見直し（1次格子→ 2次格子）
スペクトルモデルにおいて、切断波数N で表現した
変数についての m 次の非線形項をエイリアシングな
しに表現するには、格子点数 Lは、L > (m+ 1)N を
満たす必要がある。このような条件を満たす格子をm

次格子と呼ぶ。移流項の計算にセミラグランジュ法を
用いる GSMでは、現在、水平格子系として 1次格子
を採用している。これは、セミラグランジュ法では主
要な非線形項である移流項を陽に評価する必要がない
ことに由来する (Côté and Staniforth 1988)。一方で、
高解像度化に伴い移流項以外の非線形項（気圧傾度力
項、物理過程等）に伴うエイリアシングが顕在化し、1

次格子のままの高解像度化では、実効解像度の向上が
困難となることが近年指摘されるようになった (Wedi

2014; Malardel et al. 2016など)。現在の GSMでも、
エイリアシングの問題（スペクトラルブロッキング等）
が存在しており、実効解像度向上や計算安定性上の課

1 高波数の波を少ない格子点数でサンプリングした際に、本
来高波数成分であるものが低波数成分として「化けて」出て
くる現象でノイズやスペクトラルブロッキングの原因となる。
エイリアシングとスペクトラルブロッキングの関係の解説に
ついては氏家ほか (2019)を参照。
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題となっている (Ujiie and Hotta 2019)。
13 kmGSMでは非線形項に伴うエイリアシングの軽
減のため、水平格子系を 1次格子から 2次格子に変更
する。この際、切断波数は現在の 959のまま固定とす
る。本変更により、東西格子数（赤道付近）・南北格子
数はそれぞれ 1.5倍になり、水平格子間隔は約 13kmと
なる（表 4.1.1）。以下では、1次格子、2次格子による
波数切断を表す場合、切断波数を xxxとして、それぞ
れ”TLxxx”、”TQxxx”と表記する2。

モデル標高作成におけるフィルター・数値拡散の調整
GSMでは、計算安定性向上やエイリアシング、ギブ
ス現象の抑制を目的として、モデル標高（平均標高）の
平滑化や予報変数に対するフィルター処理（数値拡散）
を施している。13 km GSMでは、2次格子化によりエ
イリアシングが軽減されることを踏まえ、実効解像度
の向上のため、中高波数成分の減衰を弱めるようにこ
れらフィルターや数値拡散を調整する。モデル標高に
ついては、元の標高データセットからモデル格子への
変換手法と、変換後作用させるフィルターの 2点につ
いて変更を行う。現在の GSMのモデル標高は、米国
地質調査所が作成した全球 1km格子の地形データセッ
トであるGTOPO30をモデル格子に面積重み付けで内
挿した後、フィルターとして波数空間において全波数
n成分について以下の係数をかけることで高波数成分
を減衰させている。

f(n) = exp

(
log(df)

(
n(n+ 1)

N(N + 1)

)2
)

(4.1.1)

df = 0.1 (4.1.2)

ここで、df は減衰の大きさを表す係数 (df < 1)であ
る。また、N は切断波数である。Elvidge et al. (2019)

によるモデル標高の相互比較では、GSMのモデル標
高に適用されるこのフィルターは、相互比較に参加し
た機関のモデルの中ではフィルターによる減衰は小さ
い部類に含まれるものの、ECMWFの全球モデルであ
る IFSで適用される手法に比べると中高波数域での減
衰が強いことが示されている。また、GSMのモデル標
高作成手法では、モデル格子への内挿に伴う平滑化が
入る分の減衰も含まれる。現在のモデル標高のフィル
ターの設定は、計算安定性やエイリアシングの影響を
考慮して経験的に決められたものであるが、2次格子
の導入によりエイリアシングが軽減されることで、モ
デル標高の高波数域でのフィルターをさらに弱めるこ
とが可能になる。13 km GSMでは、これまでの手法
よりも標高スペクトルをより保持できるよう、モデル
よりも高解像度 (TL7999相当)の適合ガウス格子に一
度内挿したのち、波・格子変換によりモデル格子に変
換するようにし、さらに波数空間上でのフィルターを

2 それぞれ Linear, Quadraticの頭文字を取る

以下の通り変更し中高波数での減衰が小さくなるよう
にする。

f(n) = S1(n)S2(n) (4.1.3)

S1(n) =
1

1 + λ1

(
n(n+1)
N(N+1)

)2 (4.1.4)

S2(n) =
1

1 + λ2

(
n(n+1)
N(N+1)

)8 (4.1.5)

S1, S2はそれぞれ、中波数、切断波数域への寄与が大
きいフィルターであり、両者の組み合わせによってモ
デル標高のフィルターを構成する。λ1, λ2 は経験的に
決めるパラメータであり、13 km GSMではそれぞれ、
λ1 = 0.866, λ2 = 4としている。これらの変更により、
標高スペクトル計算時に混入する誤差（内挿処理によ
る高波数成分の減衰や、少ない格子でサンプルするこ
とによるエイリアシング等）を軽減させることが可能
になるほか、元データの特性を可能な限り保持した標
高スペクトルを得ることができる。
数値拡散について、GSMでは 4次の水平拡散を数値
拡散として、水平発散、相対渦度および仮温度に適用し
ている (JMA 2019)。拡散係数の大きさは、GSM8911

（切断波数 106,第 3.2節）の運用開始時に経験的に決
めた値を外挿して設定している3。13 km GSMでは、
中高波数成分の表現やギブス現象の有無、計算安定性
のバランスを考慮して拡散係数を現行の半分とした。

(2) 変更のインパクト
20 km GSMと 13 km GSMでは、スペクトル法に
おける切断波数は 959と同じであるが、13 km GSM

では、切断波数付近のノイズの減少や中高波数域での
スペクトルの保持に伴う実効解像度の向上により、よ
り小スケールの現象の表現能力が向上する。
2次格子の導入は、エイリアシングに伴うノイズの
減少に大きく貢献する。図 4.1.1は、南米ペルー付近に
おけるモデル第 44層目（約 500 hPa）の相対渦度の分
布を表している。1次格子を採用している 20 kmGSM

では、急峻な標高の周辺においてエイリアシングに伴
う渦度のノイズが顕著に見られるが、2次格子を採用
している 13 km GSMではこれらのノイズが大きく減
少している。これは、標高の勾配が大きいところでは
気圧傾度力の非線形性が大きくなるところ、高次格子
の導入によりエイリアシングが軽減されるためである。
図 4.1.2は日本の中部域におけるモデル標高の鳥瞰
図を示す。13 km GSMでは地形作成手法の改良によ
り実効解像度が向上し、20 km GSMに比べて中部山
岳の起伏や、東京湾、大阪湾、伊勢湾、房総半島、渥
美半島、能登半島などがよりはっきり表現されるよう
になる。
3 切断波数が 106 の時に全波数 106 成分に対する時定数を
7.2時間とするのを基準として、拡散係数が切断波数N の-2
乗に比例するようにしている。
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表 4.1.1 20kmGSM(TL959), 13kmGSM(TQ959)の切断波数、東西、南北格子数、格子間隔。

切断波数 東西格子数 南北格子数 格子間隔 格子間隔
（赤道付近） （30◦N付近） (赤道付近)

20kmGSM (TL959) 959 1920 960 19.244 km 20.849 km

13kmGSM (TQ959) 959 2880 1440 12.890 km 13.899 km

これら力学過程の改良は大気のエネルギースペクト
ルの改善という形で顕著に現れる。図 4.1.3は、モデ
ル面第 71層目（約 150hPa）における、東西風の運動
エネルギー（回転成分、発散成分）及び気温のスペク
トルを示す。1次格子を採用している 20 km GSMで
は、エイリアシングに伴うスペクトラルブロッキング
に対応した切断波数付近でのスペクトルの反り上がり
が特に渦度と気温で顕著である。一方、2次格子を採
用している 13 km GSMでは、スペクトラルブロッキ
ングはほぼ解消される。また、13 km GSMは全波数
200以上成分でのスペクトルの振幅が 20 km GSMに
比べて大きく、全波数 800付近までは、1次格子での
13 km格子に相当する TL1439で計算されたスペクト
ルの振幅とほぼ同等である。このことは、力学過程の
改良によりこれまでと同じ切断波数で高い実効解像度
向上を得られていることを示している。基底関数とし
て球面調和関数を用いたスペクトル法では、スペクト
ル変換における計算コストは切断波数の 3乗に比例す
る。切断波数を大きく取ることなく、実効解像度向上
を得られていることは、計算コストを抑えつつ効率的
に高解像度化されていることでもある。

4.1.3 物理過程の改良：地形性抵抗過程の改良
GSM2003では、Lott and Miller (1997)に基づくサ
ブグリッド地形効果パラメタリゼーションと Beljaars

et al. (2004)に基づく地形性乱流形状抵抗を導入した。
この改良により、冬季に日本付近でトラフが浅いバイア
スが軽減して北半球 500 hPa高度を始めとした対流圏
の予測精度が改善する効果を得た (気象庁 2021a)。一方
で、下部成層圏における西風の弱風バイアスの拡大、上
部成層圏における第一推定値と衛星観測データの整合
性の悪化等成層圏の予測精度には課題が残った。これら
の課題を解決するために、地形性重力波抵抗（Gravity

Wave Drag, 以下GWD）過程および地形性乱流形状抵
抗（Turbulent Orographic Form Drag, 以下 TOFD）
のパラメータを見直した。
GWDによる運動量フラックスの地表面での生成量

τsfc[Pa]は以下で表される。

τsfc = ρl|ul|Nl

(
Heff

3

)2
σ

µ
G(D12 +D22)1/2

(4.1.6)

ここで、ρは大気の密度 [kg m−3]、uは水平風ベクト
ル [m/s]、N はブラント・バイサラ振動数 [s−1]、Heff

はサブグリッドスケールの地形の実効的な振幅 [m]、σ

はサブグリッド地形の勾配 [m m−1]、µはサブグリッド
地形の標準偏差 [m]、D1, D2は重力波の下層風向方向
成分及び下層風向に直交する成分、Gは山の形状を反
映させた調整パラメータである。下付き文字の lは地
表面からの高度が µから 2µまでの値で平均した値で
あることを表す。Heff は、zblk, neff をそれぞれブロッ
ク流抵抗を考慮する山の高さ [m]、調整パラメータと
して、以下の式で表される。

Heff = neff (3µ− zblk) (4.1.7)

地表面で生成された運動量フラックスは上方に伝播す
るが、各高度における運動量の飽和フラックス τsat[Pa]

は飽和振幅Hsat[m]を用いて以下で表される。

τsat = ρ|u|N
(
Hsat

3

)2
σ

µ
G(D12 +D22)1/2

(4.1.8)

飽和フラックスを超えた分の運動量フラックスは背景
場に渡され、水平風の加速率に寄与する。τsfc は調整
パラメータであるGと neff に、τsatはGに比例する形
で表される。GWDにより水平風の加速率の大きさや
鉛直プロファイルの特性はこれらのパラメータに依存
する。
図 4.1.4は、中東域で領域平均した GWDによる東
西風加速率の鉛直プロファイルの G, neff に対する感
度を示したものである。黒線で示した GSM2003での
GWDのパラメータの場合、100 hPa付近に東西風加
速率の極小値（西風の減速）が見られる。感度実験から
は、GWDによる加速率の鉛直プロファイルの特性は
G, neff のパラメータへの依存性も大きく、Gが大きく
neffが小さくなるほど、より上層で振幅飽和に達して応
力が分配されるようになるため、加速率のピーク高度
が上がり、かつ、大きさが小さくなる様子が見られる。
GSM2003の GWDによる東西風加速率が下部成層圏
で強くそのピーク高度が他のモデルに比べて低い点は、
地形性抵抗に関するモデル間相互比較（”COORDE”4

プロジェクト、Niekerk et al. 2020）でも指摘されてい

4 The COnstraining ORographic Drag Effects projectの
略。数値実験作業部会（WGNE: Working Group on Numer-
ical Experimentation）及び全球大気システム研究 (GASS:
Global Atmospheric System Studies) のもとで実施された
プロジェクト。
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図 4.1.1 南米ペルー付近（右図の赤枠）におけるモデル面第 44層目（約 500 hPa）の渦度 [s−1]分布。（左）20 km GSM（1
次格子）、（中）13 kmGSM（2次格子）。2020年 10月 9日 12UTC初期値の FT=24。

図 4.1.2 日本の中部域におけるモデル標高の鳥瞰図。（左）
20 km GSM、（右）13 km GSM

るが、この特性はGWDのパラメータに依存している
ことが明らかになった。図 4.1.4で示した感度実験や
COORDEの結果を踏まえ、次期 GSM更新に向けた
改良では、G = 0.6, neff = 1.0とした。また、GWD

のパラメータ調整に合わせる形で、GWDのパラメー
タ変更により対流圏中下層での東西風減速を弱めるこ
とを補完し、北半球の循環場の精度を維持するために、
TOFDによる東西風減速の振幅をGSM2003の 2倍に
強めるように調整した。
本節で示す改良のインパクトやその妥当性を検証す
るために、Niekerk et al. (2020)が提唱したサブグリッ
ド地形パラメタリゼーションの効果を示す実験（以下、
COORDE型実験）を実施した。COORDE型実験と
は、(i)水平解像度 50 km程度の数値予報モデルにお
ける SSO（Subgrid Scale Orography; サブグリッド地
形効果パラメタリゼーション、ここではTOFDは含ま
ない）の有無による東西風の変化と、(ii)水平解像度
10 km程度の数値予報モデルにおける地形の解像度の違
い（10 km以下と 80∼200 km程度）による東西風の変
化を計算し、(ii)を参照値として比較することで、(i)の
妥当性を検証するものである。図 4.1.5に改良前後での
COORDE実験結果と参照値を示す。なお、(i)の実験
の解像度は約 40 km(TL479)、(ii)の実験では高解像度、
低解像度はそれぞれ約 9 km(TL1919)、110 km(TL159)

とした。改良前は、下部成層圏（100 hPaから 70 hPa

付近）で、SSOによる減速が参照値（図 4.1.5(c)）と比
べて大きい傾向が見られる（図 4.1.5(a)）が、改良後で
はその減速が大きく減少している（図 4.1.5(b)）。その

結果として、図 4.1.5(d),(e)で見られるように、同じ高
度で見られた東西風のバイアスが大きく減少した。ま
た、解析・予報サイクル実験においては、下部成層圏
での東西風バイアスの軽減に加えて、上部成層圏にお
ける第一推定値と衛星観測データの整合性向上や、対
流圏から成層圏にかけて主要な予測スコアの改善が見
られた（図略）。

4.1.4 物理過程の改良：その他の改良
(1) 湖の取り扱いの改良
湖は、陸よりも熱容量が大きく水温の日変化が小さ
い一方で、海よりも水温の季節変化の振幅は大きい。ま
た、淡水の湖は、海と比べて蒸発量が多い、凝固点が
高いといった違いがあるほか、夏は表面ほど温度が高
く、深い湖は冬は凍結しにくいといった特徴がある5。
数値予報モデルが高度化・高解像度化されるにつれ、湖
の水温・凍結の状態を適切に表現することは大気の予
測精度向上にとって無視できなくなり、その扱いの精
緻化が重要になってくる。
GSM では、湖等の陸水は海格子として扱われてお
り、モデル内で海と湖の区別はない。接地境界層過程で
は、湖についても海面・海氷過程と同様の定式化で解か
れる。物理定数についても海の塩分濃度を仮定してお
り、湖格子でも海格子と同様、凝固点は-1.64◦C、バル
ク法における潜熱フラックスの計算に使う水面の比湿
は水面温度と地表面気圧から計算した飽和比湿の 0.98

倍（塩分濃度約 3.7%に相当）としている。また、湖面
温度、湖氷密接度についても、GSMでは湖の特徴を考
慮したものになっておらず、簡便な扱いとなっている。
湖（陸水）温度は、全球日別海面水温解析 (栗原ほか
2006)を陸域に外挿した値を標高補正（6.5 K/km）し
て用いている。湖氷密接度については、北米の五大湖や
ロシアのラドガ湖などは全球海氷解析（海洋気象情報
室作成）の対象であるため、解析値を初期値に用いてい
るが、非解析域（主に陸域）では、湖面温度が-1.64◦C

5 秋から冬に表面が冷えると成層が不安定化し対流が発生す
る。水の密度は 4◦C で最大であり、湖の全体の温度が 4◦C
前後となるまでこの状態が継続するため。
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図 4.1.3 モデル面第 71 層目（約 150hPa）の（左）運動エネルギーの回転成分 [m2s−2]、（中）運動エネルギーの発散成分
[m2s−2]、（右）気温のスペクトル [K2]。黒：20 km GSM(TL959）、赤：13 km GSM(TQ959)、緑：13 km GSM（TL1439）
横軸は波数。2020年 10月 9日 12UTC初期値の FT=120。

図 4.1.4 中東域 (28◦E-68◦E,15◦N-50◦N)平均の地形性重力
波抵抗による加速率 [m/s day−1]の 200 hPaから 10 hPa
まで鉛直プロファイルのパラメータによる違い。黒:neff =
2.4, G = 0.25（GSM2003での設定）、赤:neff = 1.0, G =
0.6、緑：neff = 0.8, G = 0.8、青：neff = 0.6, G = 1.0。
統計期間は 2015 年 1 月 1 日から 2015 年 1 月 14 日まで
の各日 00UTC初期値、FT=24。

以下の場合に密接度 1とする。
次期の GSM更新に向けた改良では、下層気温を中
心とした予測精度向上を狙い、以下に示す湖の扱いの
精緻化を行う。

湖格子の考慮
GSMにおいて、非陸格子のひとつとして、海格子に
加えて湖を考慮するようにする。湖格子の判別には、米
国地質調査所作成の全球地表面種別データセット（水
平解像度 1 km）であるGLC2000を用いた。モデル格
子内で、湖（陸水）として分類されているデータが卓越
する場合は、そのモデル格子は湖として取り扱う。例

外として、全球日別海面水温解析の対象となっている
カスピ海や黒海は海格子のままとする。

湖面温度や凍結の季節変化の改良
湖格子における湖面温度については、MODIS6の地
表面温度プロダクトから月別気候値を算出し、時間内
挿した湖面温度気候値を与える。湖氷密接度について
は、湖氷密接度を C、湖面温度気候値を T として、以
下の式で診断する（氷床を除く陸格子の密接度は 0と
する）。ただし、五大湖、バイカル湖、ラドガ湖等、海
氷解析の対象である大きな湖では、従来と同様、海氷
解析値を使う。

C =

0 T ≥ 273.15 K

1− e0.1(T−273.15) T < 273.15 K
(4.1.9)

接地境界層過程における湖の扱い（海面過程の拡張）
湖の特徴を表現することと実装の簡便さの両立を念
頭に置き、湖格子における接地境界層の計算は海面過
程における物理定数を湖向けに変更する形で行う。湖
格子では淡水を仮定し、凝固点は 0◦C、バルク法によ
る潜熱フラックスの計算に使う水面の比湿は水面温度
と地表面気圧から計算した飽和比湿と同じとして計算
を行う。

湖の取り扱い改良のインパクトについて、以下に例
を示す。図 4.1.6は、2019年 8月 15日の北米域におけ
る湖面温度分布を示している。図中の楕円及び矢印で
示した領域（ウィニペグ湖、アサバスカ湖、グレート
スレーブ湖等）では、改良版の方が、現手法に対して
湖面温度が 5◦C～10◦C程度高くなっている。これは、
当該領域の湖面温度について、現手法ではハドソン湾
等の低い海面温度を外挿して計算しているのに対し、
改良版では衛星観測による気候値に基づく値となるた

6 MODerate resolution Imaging Spectroradiometer
（Terra 衛星および Aqua 衛星に搭載されている中分解能撮
像分光放射計）

70



図 4.1.5 COORDE型実験での中東域における、(a), (b)中解像度（TL479:水平解像度約 40 km）実験での東西風 [m/s]（等
値線）と SSOの有無による差（カラー）、(c)高解像度実験（TL1919:水平解像度約 9 km）における、東西風 [m/s]（等値
線）と低解像度地形 (地形のみが TL159:水平解像度約 110 km)実験との差（カラー）。(d)-(f)は東西風 [m/s]とその解析値
からの差（カラー）。24時間予測値で、実験期間、領域は図 4.1.4と同じ。(a),(d)がパラメータ調整前、(b),(e)がパラメー
タ調整後、(f)が高解像度実験によるもの。

め、湖水温度が海面温度よりも高くなりやすいという
特性が反映されたためである。湖面温度の違いは湖周
辺での地上気温の系統誤差にも影響する。図 4.1.7は、
2019年 8月平均の地上気温の 6時間予測値の SYNOP

に対する平均誤差を示したものである。図中の楕円で
示した湖のある領域では、現手法で見られた低温バイ
アスが改良版では軽減している。これは、湖面温度が
改良版では高くなったことに起因する。その他、冬期
において湖面温度の低下や湖の凍結が表現されるよう
になったことに伴う湖周辺での高温バイアスが軽減さ
れた地域が見られた（図略）。湖面温度の取扱の改良の
インパクトについて、データ同化サイクルにおける観
測値と第一推定値の整合性や主要予報スコアはいずれ
も中立～改善であり、特に下層気温の予報スコアに改
善が見られた（図略）。

(2) オゾン気候値の更新
現在のGSMでは放射過程で利用するオゾン濃度につ
いて、気象研究所化学輸送モデルMRI-CCM1(Shibata

et al. 2005)を用いて作成された 3次元月別気候値を、
1 hPaより上層で SPARCプロジェクトによる衛星観
測に基づく帯状平均月別気候値 (Randel et al. 1998)で
補正したもの（以下、現気候値）を使用している（村井
2009; 関口ほか 2019）。放射計算の精度向上及び成層圏
の気温バイアス軽減を狙い、オゾン気候値についてよ
り新しい精緻なデータセットに基づき更新する。次期
GSMに向けては、気象庁第 3次長期再解析（JRA-3Q,

気象庁 2021b）向けに整備された、MRI-CCM2(Deushi

and Shibata 2011)をベースにしたオゾン再解析から作
成した新しいオゾン気候値（1981-2010年で平均、以
下、新気候値）を利用することを計画している。この
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図 4.1.6 北米域における湖面温度及び海面温度 [◦C]の分布。
（上）現行手法、（下）改良版手法。時刻は 2019年 8月 15
日 12UTC。図中の楕円及び矢印については本文を参照。

図 4.1.7 北米域における、2019年 8月平均の FT=6におけ
る気温の SYNOPに対する平均誤差 [K]、（上）現行手法、
（下）湖面温度改良版。図中の楕円については本文を参照。

新気候値は CPS3でも使用されるものであり、これら
のシステムにおいて、成層圏の気温の解析精度、予測
精度向上が確認されている。オゾン気候値更新は、予
測対象や時間スケールに依存しない部分についてシス
テム間で仕様を共通化させることも狙いに含まれる。
図 4.1.8は、1月のオゾン濃度気候値の帯状平均の分
布を示したものである。新気候値は現気候値に対して
熱帯の 10 hPa付近でオゾン濃度が減少し、SPARC気

図 4.1.8 1月における帯状平均のオゾン濃度気候値 [ppmv]。
（左）現気候値、（中）新気候値、（右）衛星観測に基づく
気候値 (Randel et al. 1998)

図 4.1.9 解析予報サイクル実験による 2020年 1月平均の熱
帯 (20◦S–20◦N) の気温予測のラジオゾンデ観測に対する
平均誤差 [K]の予報時間別（FT=0から FT=264までの
24時間毎）の鉛直プロファイル。（青）現オゾン気候値使
用、（赤）新オゾン気候値使用

候値に近づいている。また、100 hPa付近では新気候
値はオゾン濃度がやや減少している。オゾン気候値の
更新の全球数値予報システムへのインパクトは、特に
成層圏の気温予測に顕著に見られる。図 4.1.9は、解析
予報サイクル実験で得られた 2020年 1月平均の熱帯
(20◦S–20◦N)における気温予測のラジオゾンデ観測に
対する平均誤差である。対流圏では平均誤差の違いは
ほとんどみられないが、10 hPaでは、現オゾン気候値
使用時で見られた高温バイアスが新オゾン気候値を使
用することで大きく減少する。一方で、100 hPa付近
では高温バイアスが拡大する。これらの気温の変化は、
オゾン濃度の増減に対応した放射過程による加熱率の
変化でほぼ説明できることを確認しており（図略）、想
定される変化と考える。なお、対流圏の予測精度への
影響は小さく、主要予測スコアはほぼ中立であった（図
略）。予測精度への影響は中立以上で、想定されるイン
パクトが確認されたことから、オゾン濃度の新気候値
を次期GSMの更新に含めることは問題ないと考える。
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(3) 雲氷有効サイズ診断式の改良
数値予報モデルにおける雲氷による放射の効果の扱
いは、大気上端での放射量や放射過程による加熱率の
鉛直プロファイルの変化を通じて、数値予報モデルの放
射収支や気温等の系統誤差に大きく影響する。放射過
程で必要となる雲氷光学特性をパラメタライズするた
めには雲氷有効サイズの情報が必要となるが、GSMで
は、雲氷有効サイズは雲氷量や気温などから診断する。
雲氷有効サイズや光学特性のパラメタリゼーションは、
参照値とする観測された雲氷の領域による違い、仮定
する雲氷の形状の違い等に起因した不確実性も大きい。
そのため、GSMでの利用にあたっては、研究の進展に
応じて診断式を随時見直してきた。次期GSM更新に向
けては、雲氷有効サイズの診断式を、中緯度での巻雲
を対象にパラメタライズされたWyser (1998)の手法か
ら、熱帯・中緯度の両方で適用可能な Sun (2001)の手
法に変更する。この変更により、診断される雲氷有効
サイズはより小さくなり、放射による雲氷の効果が大
きく表現されるようになる。このことによる大気上端
上向き長波放射フラックスの過剰バイアス軽減を狙う。
また、気象研究所で開発中の雲氷光学特性および有効
サイズの診断式改良 (Nagasawa 2021)のうち、雲氷有
効サイズ診断式を先行的に採用し、今後の Nagasawa

(2021)による手法の取り込みに備える狙いもある。
雲氷有効サイズ診断式改良の全球数値予報システム
へのインパクトについて示す。図 4.1.10は、解析予報サ
イクル実験で得られた 2019年 8月平均の大気上端上向
き長波放射量 (OLR: Outgoing Longwave Radiation)

の衛星観測プロダクトである CERES(Cloud and the

Earth’s Radiant Energy System)との差、および雲氷
有効サイズ診断式改良前後の差を示す。GSMにはOLR

の正バイアスが顕著であることが知られている (米原ほ
か 2019)が、雲氷有効サイズ診断式の改良により、期
待通りその正バイアスが軽減されている。また、大気
上端から出ていく放射量が減少した結果、対流圏の気
温は全体的に暖まる傾向となり、GSMで見られる対流
圏の気温の負バイアスも減少する（図 4.1.11）。これら
の結果、主要スコアも中立以上のものとなった（図略）。

4.1.5 力学過程と物理過程の改良の予測精度への
影響

力学過程の改良と物理過程を加えた 13 km GSMの全
球数値予報システムにおける予測精度へのインパクト
を確認するために解析予報サイクル実験を実施した7。
対照実験には、2021年 3月時点の全球数値予報システ
ムと同等の設定を用いた。図 4.1.12に 2019年 7月–9

月について解析値を対象とした、代表的な要素の予測
を領域毎に検証した結果を示す。主要なスコアについ
ては、概ね中立から改善が得られている。図 4.1.13に
令和元年台風第 19 号（令和元年東日本台風）とそれ

7 第 4.2節で示す全球解析の改良も含まれる。

に伴う降水の予測事例について示す。この事例では、
進路予測には大きな変化は見られなかった（図略）も
のの、台風中心示度については 13 km GSMは 20 km

GSMより深まり、ベストトラックに近づく傾向が見ら
れた。一方で、台風の衰退のタイミングが遅れる傾向
は 13 km GSM、20 km GSMで共通である。また、日
本付近の降水予測について、東海地方における地形効
果による降水の強まりは 13 km GSMの方がより顕著
に表現され、解析雨量と整合するようになった。令和
元年台風第 19号事例に限らず、統計検証においても、
13 km GSMは日本付近の強い降水の頻度が増加し、よ
り解析雨量と整合するようになったほか、台風中心示
度は強まる傾向が見られた（図略）。これらの実験結
果から、水平高解像度化とそれに合わせた力学過程・
物理過程の改良で期待される効果が得られていると考
える。

4.1.6 まとめと今後の予定
前線、細かい地形に伴う降水等の現象の表現向上を
通じた全般的な予測精度向上、系統誤差の軽減を通じ
た循環場や気温等の予測精度向上を目的に、全球モデ
ルの水平解像度の 20 kmから 13 kmへの増強、地形
性抵抗過程や湖の扱い、雲氷有効サイズの診断式の改
良、オゾン気候値の更新といった物理過程の改良に向
けた開発を進めている。それぞれの開発について基礎
調査と性能評価を行い、想定された改善効果を得られ
ることを確認した。水平高解像度化に向けた力学過程
の改良では実効解像度向上や全体的な精度向上、地形
性抵抗過程の改良による対流圏から成層圏の系統誤差
軽減と予測精度改善、CPS3や気象研究所の物理過程
開発成果取り込みによる気温の系統誤差減少を確認し
た。また、これら改良を組み合わせた試験では、標準
的なスコアの改善や台風接近に伴う、日本域の降水の
細かい表現の向上を確認した。
今後は、これらの改良と全球解析の改良（第 4.2節）
を組み合わせた仕様での準リアルタイム実行を行い、
メソ数値予報システム等後続システムへの波及も含め
た効果の確認を進める。並行して、物理過程（雲、積
雲、海面、非地形性重力波、地形データの扱い等）の
更なる改良に向けた開発を進め、物理過程改良の上乗
せをした上で令和 4年度末に全球数値予報システムを
更新する計画である。
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図 4.1.12 2019 年 7 月–9 月における対流圏主要要素の解析値に対する 13 km GSM(TEST) と 20 km GSM(CNTL) のスコ
ア差の有意性判定（スコアカード）。解析値を参照値としている。検証対象の領域は、NH が北半球 ( 20 °N 以北)、TR が
熱帯 ( 20°S – 20°N)、SH が南半球 ( 20°S 以南)、JP が日本周辺（110°E-150°E, 20°N-50°N）、NWP が北西太平洋領域
（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa高度、海面更正気圧 (PSEA)、850 hPa気温 (T850)、250 hPa
風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカードはそれぞれ上から RMSE、ACC、ME、
黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗りつぶし面積が広いほど統計的有意性が高い。

図 4.1.13 2019 年 10 月 12 日 09JST を対象とした令和 2
年台風第 19号の予測事例。（左上）20 km GSM、（右上）
13 km GSM、（左下）解析雨量。等値線は海面更正気圧
[hPa]、カラーは前 3時間雨量 [mm]。（右下）台風第 19号
の中心気圧 [hPa]。青：20 km GSM、赤： 13 km GSM、
黒：気象庁作成のベストトラック。GSMの初期値はすべ
て 2019年 10月 9日 00UTC。
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4.2 全球解析システムの改良

4.2.1 はじめに
数値予報開発センターでは、大気モデルの大部分を
共有している全球に関する数値予報システム（全球モ
デル (GSM)、全球解析 (GA)、全球アンサンブル予報
システム (GEPS)）の改良を同時に現業化できるよう
開発を進めている。
地表面関連の初期値は、大気下層の気象要素や大気
の循環場の予測に影響を与える。その初期値改良のた
めに、令和 2年度末に現業化したGSM2103（第 3.2節）
では、積雪深解析を高度化するとともに土壌水分解析
を導入した。これらのうち積雪深解析の高度化により、
それまでの GSMが抱えていた課題のうち (1)局所的
な SYNOP積雪深観測の周囲で広く積雪が解析される
問題、(2)第一推定値として作成時期の古く品質の低
い気候値を使っており日々のモデル予測値や衛星デー
タによる積雪域情報を解析に利用できない、といった
課題に対処した。しかし、積雪深解析の実行頻度は以
前と同様に 1日 1回であり、観測データの反映の遅れ
や解析値の変化傾向が鈍化するという課題が残され、
また、新たに利用を開始した衛星観測データから算出
した衛星積雪域には誤判定（見逃し）事例も多いこと
がわかってきた。令和 3年度末の導入を目指してきた
GSM22XX（第 4.1節）に向けては、これらの課題に
対処するための開発を進めてきた。
また、大気解析においては、4次元変分法に対して
日々の気象場に応じて変化する第一推定値の不確実性
情報を与えるために、局所アンサンブル変換カルマン
フィルタ (LETKF,Hunt et al. (2007))を用いている。
気象庁の LETKFでは限られたメンバー数に起因する
サンプリング誤差の影響を軽減するために観測空間局
所化と呼ばれる手法を用いているが、その設定が複雑
化しているためGSM22XXでは今後の維持管理を考慮
して設定を整理することした。
これらの開発状況について紹介する。

4.2.2 変更概要
(1) 積雪深解析
解析の 1日 4回化
現在の積雪深解析は 1日 1回行われ、日平均値を解
析している。このため、観測データの反映が遅れると
いう課題に加え、解析値の変化傾向が鈍化するという
課題もある（図 4.2.1）。積雪深解析の実行頻度を増や
すことにより、これらの課題へ対処する。

第一推定値作成処理の変更
積雪深解析のための第一推定値は、GSM による積
雪深予測値を、衛星観測データから算出した衛星積雪
域を用いて修正することで作成している。現在、衛星
積雪域が雪無しの場合（かつ積雪被覆確率気候値が 80

%以下の場合）、GSMによる積雪深予測値がどんなに

大きくても第一推定値は 0 cmとしているが、衛星積雪
域の誤判定（見逃し）事例も多い（図 4.2.2）。このた
め、前述の条件に該当する場合に第一推定値を即 0 cm

とするのではなく、積雪深予測値の大小に応じて次第
に第一推定値を 0 cmに近づける処理へ変更すること
で、この課題へ対処する。具体的には、積雪深予測値
が 5 cm以下の場合は 0 cmとするが、それ以上の場合
は予測値を e−0.1 倍したものを第一推定値とする。こ
れらの閾値は積雪分布の変化を観測と比べながら試行
錯誤で設定した。

その他
積雪深解析の結果は、日本域についてアメダス観測
値を空間内挿した値で置き換えたのち（以後、日本域
修正と呼ぶ）、GSMの初期値として利用される。積雪
深解析の 1日 4回化によってサハリン南部に不自然な
雪無し領域が広がる問題が顕在化し（図 4.2.3）、その
対処として積雪深解析では日本の SYNOPを利用しな
いこととした。日本域修正は変更しないため、GSMの
初期値として利用される日本域の積雪深は変わらない。
なお、4回化で問題が顕在化した理由は脚注1のように
考えている。GSM2103における積雪深解析高度化で
は、2次元最適内挿法における背景誤差の水平相関関
数を相関距離が短くなるように変更した。一方、観測
データの探索範囲を変更していなかったため、相関距
離と整合するよう修正する。また、GSM2103では 2次
元最適内挿法で使用する観測誤差と背景誤差の比を意
図通りに出来ていないことが判明したため、意図して
いた値へと変更 （約 0.696を 0.75へ）する。

(2) LETKF
LETKFで用いる観測空間局所化においては鉛直方
向について、観測種別に依存する形で複数の関数を用
いている。GSM2103時点における鉛直方向の局所化
関数は、従来型観測に対しては 0.6スケールハイトを
局所化スケール2とするガウス関数とし、地上気圧と地
上GNSS天頂大気遅延量については例外として 2倍の
局所化スケールを与えている。一方、衛星観測輝度温
度データに対しては、荷重関数の 2乗と 0.6

√
2スケー

ルハイトのガウス関数のうち、大きい値で構成される
関数を用いている。荷重関数とガウス関数の組み合わ
せはOta et al. (2019)で導入されたもので、輝度温度

1 稚内（SYNOP）の積雪深は少なく、距離が近い沼川（ア
メダス）は積雪深が多い傾向にあるため、日本域修正では加
重平均により稚内に対応する格子の積雪深は増える。その結
果を初期値とする GSMの予測値は稚内で観測より積雪深が
多くなり、積雪深解析では積雪深を減らすインクリメントが
入る。サハリンの積雪深観測が得られるのは通常 00UTCの
みであり、1日 4回化することで 06,12,18UTCでは積雪深
を減らすインクリメントが背景誤差相関を通じて一方的かつ
高頻度に入ることになる。こうした状況が継続するといずれ
00UTCの観測も第一推定値との差が大きくなって品質管理
でリジェクトされてしまうようになる。
2 値が e−0.5 となる距離。
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図 4.2.1 日平均を解析することにより積雪深増加時に変化傾
向が鈍化することの模式図。観測による修正がない場合、
6時間に 1 cmずつ積雪深が増えると 1日で 4 cm積もる
が、日平均の解析では 2.5 cmの増加にとどまる。
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図 4.2.2 衛星積雪域の誤判定（見逃し）が疑われる事例。左
上は衛星積雪域で赤が積雪有りと判定された領域。右上は
積雪深の第一推定値で、図中に丸で囲った領域は左上で積
雪無しと判定され、且つ、積雪被覆率気候値が小さいため
0 cmとされた。左下は GSM2103による解析値で、特に
丸で囲った領域では SYNOP により第一推定値に比べて
積雪域が大きく広がっているものの、北東側の 50 cm を
超える積雪域との間に積雪無し領域が残るなど不自然な分
布となっている。右下はGSM2103導入前まで運用してき
た積雪深解析による結果。

図 4.2.3 積雪深解析の 1日 4回化によってサハリン南部に不
自然な雪無し領域が広がる例。2019年 12月 14日 12UTC
の積雪深解析の結果。赤矢印の部分、サハリン付近に不自
然な積雪なし領域が広がる。

データの局所化関数に対して局所化スケールを用いた
調整機能を導入すること、荷重関数の形状によらず一
定程度の鉛直方向の広がりを与えることが目的である。
輝度温度データは、ある特定高度のみの大気状態の
情報ではなく、鉛直方向に広がりをもった大気状態の情
報をもつものであるため、従来型観測より大きな局所化
スケールを与えているのだが、地上気圧や地上 GNSS

天頂大気遅延量と異なる局所化スケールを与えること
に科学的な理由はなく、局所化スケールとして 3種類
を使い分けていることによる維持管理上の混乱も生じ
るようになってきた。このため、使用する局所化スケー
ルを通常用いる 0.6スケールハイト、広めにしたい場合
の 1.2スケールハイトの 2種類に整理することとした。
具体的には衛星観測輝度温度データに対して用いるガ
ウス関数のスケールを地上気圧等と同じ 1.2スケール
ハイトへ変更する3。

4.2.3 積雪深解析改良の性能評価
(1) オフライン積雪深解析による評価
陸面モデルの開発、特に開発の初期段階においては、
大気や降水の観測値や解析値を外部強制にして陸面過
程のみを単体実行するオフライン陸面モデルを使用す
ることも多い。このオフライン陸面モデルを用いて積
雪深解析（と日本域の修正処理）を行う仕組みを、ここ
ではオフライン積雪深解析と呼ぶことにする。実験を
長期間実施して季節変化や挙動を確認したい場合、あ
るいは多数の試行錯誤を行うことで設定を詰めたいよ
うな場合、このような軽量化した実験システムが便利
である。ここでは、2018年 11月 10日～2020年 3月
31日、2019年 11月 10日～2021年 1月 31日を対象と
したオフライン積雪深解析による解析予報サイクル実
験の結果をいくつか紹介する。CNTLはGSM2103相
当の積雪深解析を用いたもの、TESTはCNTLに対し
て前述の変更を加えたものである。TESTにおいて解
析の 1日 4回化により最新の積雪深予測値や観測値が
反映され、CNTLよりも早く積雪域を表現できるよう
になった例として、2020年 2月 6日 06UTCの事例を
図 4.2.4に示す。TESTでは黒海の北側の積雪域（図中
の矢印のあたり）を表現できているが、CNTLでは解
析が行われる 18UTCまで表現されていなかった。ま
た、解析値の変化傾向の鈍化が改善する等により、チ
ベットなど山岳域で積雪深が大きくなった。図 4.2.5に
例を示す。TESTではチベット高原やヒンドゥークシュ
山脈の積雪域が広がり、積雪深も大きくなっている。1

日 4回解析化による応答速度の改善の他、それにより
積雪域が広がることで低温化したことも要因として考
えられる。IMS4との対応も TESTの方が良い場合が

3 これに付随して、解析に使用する値の下限値（値未満の観
測は使わない）を 0.0025から 0.05に引き上げる変更も含ま
れる。
4 NOAA/NESDISによる積雪域プロダクト
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図 4.2.4 2020年 2月 6日 06UTCの積雪深解析値。左上が
CNTL、右上が TEST、左下は NOAA/NESDIS による
IMS積雪域プロダクト、右下は SYNOP。

多い。第一推定値作成処理の変更により、第一推定値
と観測値の差が大きいという理由でリジェクトされる
データが減少した。図 4.2.6に例を示す。CNTLでは、
2019年 12月 29日 18UTC（図中矢印）に第一推定値
が即 0 cmに修正された一方、観測値はその後も大きな
積雪深を維持しており、品質管理によって以降の観測
が使用されなくなっている。一方 TESTでは第一推定
値の変化が穏やかであり、継続して観測が使用されて
いる。また、同じく第一推定値作成処理の変更により、
CNTLで表現される不自然な積雪分布が改善する事例
が見られた。図 4.2.7に例を示す。TESTと CNTLと
で融雪の季節進行に大きな違いは見られないものの、
CNTLでは北米大陸の五大湖より東側の領域で不連続
な積雪分布が見られる。CNTLでは衛星積雪域によっ
て第一推定値が 0 cmに修正され、その後 SYNOPに
より部分的に積雪域が再形成されていた。積雪域の大
まかな季節変化については、TESTとCNTLとで大き
な違いはない（図略）。

(2) 大気解析を含めた評価
大気解析や予報へのインパクトを評価するため、大
気解析を含めた解析予報サイクル実験を実施した。
GSM2103に準じた仕様による実験を CNTL、CNTL

に対して第 4.2.2項 (1)の変更全てを適用した仕様によ
る実験を TESTとする。解析実施期間と評価期間（括
弧）は以下のとおり。

• 冬実験 1 ：2018年 11月 10日 – 2019年 03月 11

日（2018年 12月 – 2019年 2月）
• 冬実験 2 ：2019年 11月 10日 – 2020年 03月 11

日（2019年 12月 – 2020年 2月）
• 夏実験：2019年 06月 10日 – 2019年 10月 11日
（2019年 7月 – 9月）

• 春実験 ：冬実験 2を 2020年 6月 11日まで延長
（2020年 3月 – 5月）

積雪深解析は主に冬半球の陸上で機能するものである
ことから、陸地の多い北半球の冬を対象とした実験を

2つの年を対象として実施した。また、春実験は通常
の開発においてあまり行われることはないが、融雪期
の精度を確認する目的で実施した。以下では、冬実験
2 を中心に概観する。上向き短波放射フラックスの対
CERES5検証（図 4.2.8）によると、TESTはCNTLに
比べて地上ではチベット高原や北米で増加傾向である。
積雪域の増加に伴うアルベドの変化に対応していると
みられ、バイアスが軽減するところが多い一方、ヒマラ
ヤ山脈などバイアスが増大するところもある。大気上
端についても地上と同じ変化傾向であるが、こちらは
概ねバイアスが軽減する傾向である。上向き長波放射
フラックスについても概ねバイアスが軽減するところ
が多い一方、地上ではヒマラヤ山脈などバイアスが増大
するところもみられた（図略）。平均解析場（図 4.2.9）
はTESTではCNTLに比べてチベット高原周辺や北米
などで海面気圧は高く、地上気温は低く変化しており、
積雪深の増加と対応している。解析値の対 SYNOP検
証（図 4.2.10）においては、TESTでは CNTLに比べ
て気温の低下がみられ、北米中央部では正バイアスが
軽減している一方、ロッキー山脈やヒマラヤ山脈周辺
では負バイアスが拡大している。地上観測の少ない山
岳地帯の一部では、第一推定値作成処理の変更によっ
て、積雪深解析値がやや過大になっている可能性もあ
ると考えられる。第一推定値と観測値の整合性につい
ては、北半球のラジオゾンデ気温観測に対して改善改
悪の明瞭な傾向は見られなかった（図略）。
図 4.2.11から、TESTでは対解析で日本周辺の 500

hPa高度場と 200 hPa東西風のバイアスが軽減し、二
乗平均平方根誤差 (RMSE)も改善している。チベット
高原の積雪域が増えて気温が低下することで対流圏中
上層の南北温度傾度が強化され、ジェットの弱風バイ
アスが軽減したものと考えられる。図 4.2.12から、対
解析・対ラジオゾンデ観測のRMSEでは主要な要素に
ついて全般的に改善傾向であり、特に北半球域・日本
周辺域で改善幅が大きい。冬実験 1でも改善幅は小さ
いものの同傾向であり、夏実験では中立、春実験では
変化幅は小さいものの北半球や日本周辺域で改善傾向
であった（図略）。

4.2.4 LETKF変更の性能評価
(1) LETKF単独実験による性能評価
第 4.2.2項 (2)で述べた変更の影響を評価するため、

4次元変分法を行わず LETKFによるアンサンブル平
均解析値を解析値とし、その解析値を初期値とする低
解像度のモデル (TL319)による決定論予報を行う解析
予報サイクル実験による評価をまず最初に行った。こ
のような仕様による実験を簡便のため LETKF単独実
験と呼ぶ。
GSM2103に準じた仕様による実験を CNTL、それ

5 全球放射収支計によるプロダクト (https://ceres.larc.
nasa.gov/)。
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図 4.2.5 チベット高原の積雪深解析値の変化。上から順に CNTL,TEST,IMS（積雪域）。TEST の左端の図中に赤丸でヒン
ドゥークシュ山脈のおよその位置を示す。

図 4.2.6 観測データの利用状況が改善した例。Paljakka（フィ
ンランドの観測点）における積雪深の第一推定値と観測値、
品質管理の結果を示したもの。凡例の obs useは使用され
た観測値、obs rejectは品質管理によって使用されなかっ
た観測値を示し、guess allと guess useは共に第一推定値
を示す（観測が使用された場合は両方、観測が使用されな
かった場合は前者のみをプロットしている）。

IMS❃�✁✑✂

[cm]

図 4.2.7 2020 年 5 月 1 日 18UTC の積雪深解析値（融雪
期）。左上は CNTL、右上が TEST、左下は IMS（積雪
域）。CNTLの図に赤丸で不自然な積雪分布が見られる領
域を示す。

✒�✁✂✁☛✟✄RSUT❃

✑☎✆✁☛✟✄RSUB❃

図 4.2.8 短波放射フラックスの対 CERES 平均誤差 (冬
実験 2,FT=6)。上段は大気上端上向き放射フラック
ス、下段は地表面上向き放射フラックス。左から順に、
CNTL,TEST,TEST−CNTL。

PSEA TSURF

Z500 T850

図 4.2.9 平均解析場の変化（冬実験 2,TEST−CNTL）。左
上は 500 hPa高度、右上は 850 hPa気温、左下は海面気
圧、右下は地上気温。

に第 4.2.2 項 (2) で述べた変更を加えた実験を TEST

とする。解析実施期間と評価期間（括弧）は以下のと
おり。

• 夏期間：2018 年 7 月 10 日 – 2018 年 9 月 11 日
（2018年 8月）

• 冬期間：2018年 12月 10日 – 2019年 2月 11日
（2019年 1月）
図 4.2.13にマイクロ波サウンダの O−Bの標準偏差
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図 4.2.10 解析値の対 SYNOP 平均誤差（12UTC） 。
上 段 は 気 温 、下 段 は 相 対 湿 度 。左 か ら 順 に
CNTL,TEST,TEST−CNTL。

U200
✚�✁

Z500

図 4.2.11 対 解 析 の バ イ ア ス と RMSE 改 善 率
((TEST−CNTL)/CNTL)(FT=72)。上 は 200 hPa
東西風、下は 500 hPa 高度。左から CNTL のバイア
ス,TESTのバイアス,RMSE改善率。

変化率、QCを通過して同化に使用された観測数の変
化率を示す。AMSU-Aの上層に感度のあるチャンネル
を中心に O−Bの標準偏差は減少しており、同化に使
用されるチャンネル数も増えている。ATMSの気温に
感度のあるチャンネルも同様であったが、その他の衛
星輝度温度観測に対しては概ね中立であった（図略）。
図 4.2.14に夏期間のラジオゾンデ気温観測についての
結果を同様に示す。O−Bの標準偏差は対流圏では中立
から改善傾向であるものの、成層圏では熱帯を中心に
改悪傾向であった。冬期間についても熱帯の成層圏で
は改悪傾向であった（図略）。図 4.2.15に夏期間につ
いて、対解析のRMSEの改善率を示す。対流圏では中
高緯度を中心に中立から改善傾向であるものの、成層
圏では高度を除いて改悪が目立つ。こうした傾向は対
ERA5についても同様に見られた。冬期間についても
同様の傾向であった（図略）。一方、台風進路予測誤差
については改善傾向であった（図 4.2.16）。共分散膨張
係数は全般的に増加傾向であり、スプレッドは対流圏
の熱帯や下部成層圏で増加傾向であった（図略）。
この実験結果において懸念すべきは成層圏の改悪と
いうことになるが、AMSU-Aにおいて上層に感度のあ
るチャンネルほど O−Bの標準偏差の変化率が減少し
ていること、ラジオゾンデ気温観測では成層圏（特に
熱帯）において逆にO−Bの標準偏差の変化率が増加傾
向であることから、AMSU-Aの上層に感度のあるチャ
ンネルに対しては観測に解析を寄せすぎている可能性
がある。別調査において最適な鉛直局所化スケールは

対流圏よりも成層圏の方が小さいという統計結果も得
ており（未公表）、鉛直局所化スケールを鉛直方向に変
化させることも今後は必要になるかもしれない。ただ
し、観測種別ごとに関数形を最適化するのは維持管理
の複雑化をもたらすため、それを必要としない局所化
手法6への移行を考えるのが先と考えている。

(2) ハイブリッド実験による性能評価
現在の全球解析におけるLETKFの役割は、4次元変
分法に対して第一推定値の不確実性情報を与えること
であるが、そこでは主に対流圏の情報を使用している。
LETKFの成層圏における精度悪化は全球解析にはあ
まり悪影響をもたらさない可能性があるため、4次元変
分法も行うハイブリッド同化実験による性能評価も実
施した。GSM2103に準じた仕様による実験をCNTL、
第 4.2.2項 (2)で述べた変更を加えた実験をTESTとす
る。解析実施期間と評価期間（括弧）は以下のとおり。

• 夏期間：2019 年 7 月 10 日 – 2019 年 9 月 11 日
（2019年 8月）

• 冬期間：2019年 12月 10日 – 2020年 2月 11日
（2020年 1月）
図 4.2.17にマイクロ波サウンダの O−Bの標準偏差
変化率、QCを通過して同化に使用された観測数の変
化率を示す。全体的に中立であり、LETKF単独実験
で見られたような気温に感度のあるチャンネルにおけ
るO−Bの標準偏差の減少は見られなかった。図 4.2.18

に夏期間のラジオゾンデ気温観測についての結果を同
様に示す。こちらも全体的に中立であり、LETKF単
独実験で見られたような成層圏（特に熱帯）における
O−Bの標準偏差の増加は見られなかった。冬期間につ
いても同様であった（図略）。図 4.2.19に夏期間につい
て、対解析のRMSEの改善率を示す。LETKF単独実
験で見られたような成層圏での改悪傾向は見られない
が、対流圏の南半球で若干の改悪傾向が見られる。冬
期間についても同傾向であった（図略）。台風進路予測
誤差については中立であり、LETKF単独実験で見ら
れたような改善傾向は見られなかった（図 4.2.20）。共
分散膨張係数は LETKF単独実験と同様に全般的に増
加傾向であるが、スプレッドについては夏期間の対流
圏で熱帯より南氷洋で増加が目立つなど LETKF単独
実験とは異なる特徴も見られた（図略）。

4.2.5 まとめ
GSM2103で改良した全球積雪深解析に対して解析
の 1日 4回化等の改良を検討し、オフライン積雪深解
析や解析予報サイクル実験による評価を行った。積雪
域の表現が改善することや、冬・春実験を中心に北半
球域・日本周辺域の予測精度の改善傾向が見られるこ
とを確認した。今後、GSM22XXに向けた他の改良予
定項目と組み合わせた評価を行うなど、現業化に向け

6 背景誤差共分散行列を直接局所化する手法など。
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図 4.2.12 冬実験 2の対流圏主要要素の RMSEの改善率 [%]（左図）と TESTと CNTLのスコア差の有意性判定（右図：ス
コアカード）。上段が対解析値、下段が対ラジオゾンデの結果。検証領域は左から北半球（20 °N – 90 °N）、熱帯（20 °S –
20 °N）、南半球（20 °S – 90 °S）、日本周辺（110 °E – 150 °E, 20 °N – 50 °N）、北西太平洋領域（100 °E – 180 °E, 0 °N –
60 °N）。要素は上から 500 hPa高度、海面更正気圧（対ラジオゾンデは 700 hPa気温）、850 hPa気温、250 hPa風速、850
hPa風速、700 hPa相対湿度。スコアカードはそれぞれ上から RMSE、アノマリー相関係数 (ACC)（対ラジオゾンデは相
関 (CC)）、バイアスで、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示す（塗りつぶし面積が広いほど
統計的有意性が大きい）。

図 4.2.13 AMSU-A及びMHSの O−Bの標準偏差の変化率と観測使用数の変化率。左が夏期間、右が冬期間のもので、それ
ぞれ左側に O−Bの標準偏差の変化率、右側に観測使用数の変化率 (%)。上から北半球、熱帯、南半球。

た作業を進めていく。
また、4次元変分法に対して日々の気象場に応じて
変化する第一推定値の不確実性情報を与えるための
LETKFについて、今後の維持管理を考慮して観測空間
局所化で用いるガウス関数に与える局所化スケールの
設定を 3つから 2つに整理することとした。影響を評
価するため、LETKF単独実験及び通常のハイブリッド
同化による解析予報サイクル実験を実施した。LETKF

単独実験では対流圏の中高緯度の改善傾向、台風進路

予測の改善傾向が確認された一方、成層圏における改
悪が確認された。原因の一つとして、成層圏において
AMSU-Aの観測値に解析を寄せすぎている可能性が考
えられるものの、設定を複雑化せずに調整・最適化す
るためには、局所化手法の変更を含めた開発が必要で
ある。ハイブリッド同化実験においては成層圏におけ
る改悪は見られなかったが、現在のハイブリッド同化
の設定では LETKFによる成層圏の情報をあまり使用
していないことが理由の一つと考えられる。一方で、
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図 4.2.14 図 4.2.13と同じ。ただし、夏期間のラジオゾンデ
気温観測についてのもの。

図 4.2.15 夏期間の対解析の RMSE改善率（東西平均）。左
から順に比湿、気温、東西風、高度。 上段は FT=24[h]、
下段は FT=72[h]。

図 4.2.16 夏期間における台風進路予測誤差（上、青が
CNTL、赤が TEST）、とその差（下、TEST−CNTL）。
JMAベストトラックを真としたもの。

対流圏の中高緯度の改善傾向や台風進路予測の改善傾
向も見られなくなり、また、対流圏の南半球では若干
の改悪傾向が見られた。これらの変化と変更内容の関
係があまり明確ではないこと、北半球では改悪傾向で
はないこと、今後の開発・維持管理の上で設定の複雑
さを軽減することは重要であることなどから、こちら
についても今後、GSM22XXに向けた他の改良予定項
目と組み合わせた評価、他の期間での実験を行うなど、
現業化に向けた作業を進めていく。
なお、GSM22XXの現業への導入時期については年
度当初の計画を変更して令和 4年度後半へと延期する
こととなった。

参考文献
Hunt, B. R., E. J. Kostelich, and I. Szunyogh,

2007: Efficient data assimilation for spatiotempo-

ral chaos: a local ensemble transform Kalman filter.

Physica. D., 230, 112–126.

Ota, Y., M. Ikegami, and H. Yamaguchi, 2019: Up-

grade of initial perturbations made using the Lo-

cal Ensemble Transform Kalman Filter in JMA ’s
Global EPS. CAS/JSC WGNE Res. Activ. Atmos.

Oceanic Modell., 49, 6.11–6.12.
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図 4.2.17 図 4.2.13と同じ。ただし、ハイブリッド実験についてのもの。

図 4.2.18 図 4.2.14と同じ。ただし、ハイブリッド実験につ
いてのもの。

図 4.2.19 図 4.2.15と同じ。ただし、ハイブリッド実験につ
いてのもの。

図 4.2.20 図 4.2.16と同じ。ただし、ハイブリッド実験につ
いてのもの。
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4.3 全球アンサンブル予報システムの改良

4.3.1 はじめに
数値予報開発センターでは、大気モデルの大部分を共
有している全球に関する数値予報システム（全球モデル
(GSM)、全球解析 (GA)、全球アンサンブル予報システ
ム (GEPS)）の改良を同時に現業化できるよう開発を
進めている。GSMの水平高解像度化などのGSM・GA

の改良（第 4.1節、以下では両者まとめて GSM22XX

と呼ぶ）とタイミングを合わせ、GEPSにおける現象
表現能力の向上等による全般的な精度向上を目的とし、
予報モデル更新、水平高解像度化、2段階 SST（海面
水温）法 (高倉・小森 2020)の改良などを令和 3年度
末に導入する計画で開発を進めてきた1。
今回、次項で述べるGEPSの各改良予定項目につい
て性能を評価するための実験を行い、アンサンブル平
均予測の精度向上や確率予測情報の精度向上など想定
した効果が得られていることを確認した。本稿では、
改良予定項目の概要と実験結果について述べる。

4.3.2 改良予定項目の概要
GSM22XXでは、水平解像度を約 20 kmから約 13

kmへと高解像度化するとともに、モデルの物理過程
等の改良も計画している。このため、GEPSについて
も使用する予報モデルの水平解像度を、18日先までの
予測については約 40 km から約 27 km に、34日先ま
での予測については約 55 km から約 40 km にそれぞ
れ高解像度化するとともに、GEPSで使用する予報モ
デルをGSM22XXで導入予定のものに更新する。水平
高解像度化によるGEPSの現象表現能力の向上とモデ
ル更新により予測精度向上が期待され、また、GSMと
GEPSで使用するモデルが整合することにより、引き
続き GSMによる予測に関する確率予測情報を適切に
作成できることが期待される。ただし本稿で示す実験
結果には、水平高解像度化及びそれに関連する力学過
程の変更を除き、予報モデル更新に伴う影響評価は含
まれない。以降の用語の使い方として、水平高解像度
化には関連する力学過程の変更も含むものとし、予報
モデル更新には力学過程の変更は含まないものとする。
また、スプレッドとスキルの関係を適切に保つため、

SV（特異ベクトル）による初期摂動の振幅調整を行う。
具体的には、北半球と南半球の SVによる摂動の振幅
について、これまで 500 hPa 付近の気温の平均的な大
きさが 0.23 K となるように設定していたものを、0.21

K へと変更する。これらの値は、アンサンブル平均予
報の二乗平均平方根誤差 (RMSE)とスプレッドが同程
度の値となるよう実験で試行錯誤して調整するもので、
今回の変更でアンサンブル平均予報の誤差が減少傾向

1 第 4.3.4 項に記したとおり、GSM への導入は令和 4 年度
後半へと延期され、GEPSへの導入はモデルの更新を含め計
画どおり

となったことを反映し、より小さな値へと調整した。
さらに、GEPS の下部境界条件としての SST をよ
り高精度のものとすることを目的とし、2段階 SST法
で外力として使用する季節アンサンブル予報システム
(CPS)の SST予測値について、CPS2（第 2.9節）の
予測結果から、令和 4年 2月の発表情報から運用され
る CPS3（第 4.11節）の予測結果に変更する。この変
更により予測 SSTの精度が向上することから、偏差固
定 SSTから SST予測値への緩和期間を 11–18日から
6–11日へと変更する。

4.3.3 性能評価試験
(1) 水平高解像度化
GEPS2103（第 3.3.1項）の現業化の判断のために実
施した実験をCNTLとする。CNTLに対し、GEPSで
使用する予報モデルを水平高解像度化した実験をTEST

とする。TESTに入力する初期値については、CNTL用
の初期値を作成するGA（観測データの入電打切り時間
の短い速報解析ではなく、なるべく多くの観測データを
同化したサイクル解析を使用）に対し、使用するGSM

をGSM22XXと同じ解像度へ水平高解像度化したもの
で作成した。実験期間は 2019/7/21–2019/9/11初期値
（以降、2019夏と呼ぶ）と、2019/12/21–2020/2/11初
期値（以降、2019/20冬と呼ぶ）とし、12UTC初期値
のみ、アンサンブルメンバー数を 13とした結果同士で
比較した。11日先までの予測を対象とした。
図 4.3.1に海陸分布の比較を示す。CNTLでは識別
できていない琵琶湖や一部の島が TESTでは識別可能
となった。海陸表現だけでなく地形表現も細かくなり、
山岳の表現は急峻となる（図略）。
北半球 500 hPa高度場と 850 hPa気温場のアンサン
ブル平均予測について、対解析のRMSEは改善傾向で
あった（図 4.3.2）。対解析雨量の検証では、1mm/24h

及び 5mm/24h の閾値でブライアスキルスコアは概ね
中立～改善であった（図 4.3.3）。なお、冬の 5mm/24h

の予報後半は若干改悪に見えるが、統計的に有意な差
ではない。
図 4.3.4に予報時間ごとの台風進路予測誤差と台風接
近確率（ここではFT=0–120 hの間に 120km以内に台
風中心が位置する確率）の予測の検証結果を示す。検
証は気象庁ベストトラックに対して行っている。コン
トロールラン（摂動を加えないアンサンブルメンバー）
とアンサンブル平均の台風進路予測誤差は中立から改
善傾向であった。台風接近確率の信頼度曲線に大きな
変化はなく、ブライアスキルスコアは改善傾向であっ
た。台風中心気圧の予測はCNTLより改善される傾向
であるが、実況と比べてかなり浅い点は変わらない（図
4.3.5）。この改善には、GEPSで使用する予報モデル
の水平高解像度化と、GSMの水平高解像度化により
GAで台風が深く表現されることの両方が効いている。
また、年々変動の寄与を含めて評価するため、再予報

84



図 4.3.1 水平高解像度化前（左）後（右）の海陸分布の表現。 赤は陸の格子、白は海・湖の格子。

図 4.3.2 アンサンブル平均の対解析RMSE。領域は北半球 ( 20 °N – 90 °N )。上段は 2019夏、下段は 2019/20冬。左列は 500
hPa 高度場 [m]、右列は 850 hPa 気温場 [K]。CNTLは緑線、TESTは赤線で、紫線は変化率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、
右縦軸）。5 % の有意水準で差が有意である場合に▽(CNTL>TEST)ないし△(TEST>CNTL)をプロットしている。

型の実験も実施した。GEPS2103の現業化の判断のた
めに実施した実験をCNTL、CNTLに対してGEPSで
使用する予報モデルを水平高解像度化したものをTEST

とする。再予報型実験については越智・関口 (2019)に
詳しいが、ここでは実験期間は 1990–2010年とし、月
末 12UTC初期日のみを対象とする 13メンバーによる
結果同士で比較した。
TESTはCNTLに対し、北半球域では中立の要素が
多いものの、850 hPa 気温場や 850 hPa 流線関数では
概ね改善傾向であり（図 4.3.6）、熱帯域では多くの要

素で改善傾向であった（図 4.3.7）。また、平均誤差の
空間分布は TESTと CNTLで概ね同様の傾向であり、
変化幅も小さかった（図略）。

(2) SVによる初期摂動の振幅調整
GEPSで使用する予報モデルに対して予報モデル更新
及び水平高解像度化したものをCNTLとする。CNTL

へ入力する初期値は、GSM22XXの改良予定項目を全
て組み合わせた解析予報サイクル実験で作成したもの
（サイクル解析）を用いた。CNTLに対して SVによる
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図 4.3.3 対解析雨量による降水の確率的予測のブライアスキルスコア。上段は 2019 夏、下段は 2019/20 冬。左列は閾値
1mm/24h、右列は閾値 5mm/24hの降水事例に対するもの。CNTLは緑線、TESTは赤線。紫線は差（TEST−CNTL、右
縦軸）。

図 4.3.4 コントロールラン（左）及びアンサンブル平均（中）の台風進路予測平均誤差と、台風接近確率の信頼度曲線とブラ
イアスキルスコア（右）。CNTLは緑、TESTは赤。左図と中図は ×と実線が平均誤差 [km]（左縦軸）で +がサンプル数
（右縦軸）を示しており、ピンクの三角と青の三角はそれぞれサンプル間の相関を考慮する場合としない場合に 5 % の有意水
準で差が有意であることを示す。右図は実線が信頼度曲線（左縦軸）、水色とオレンジの棒グラフで CNTLと TESTの予報
頻度（右縦軸）を示す。また、ブライアスキルスコアを凡例中の「BSS=」以降に示す。

初期摂動の振幅調整を行ったものを TESTとする。実
験期間は 2019/6/20–2019/10/11初期値（以降、2019

夏と呼ぶ）と、2019/11/20–2020/03/11初期値（以降、
2019/20冬と呼ぶ）とし、12UTC初期値のみ、アンサ
ンブルメンバー数を 13とした結果同士で比較した。11

日先までの予測を対象とした。
TESTは CNTLに対し、中高緯度の 500 hPa 高度
場に代表される予報初期（目安として FT=48–72h周
辺）においてスプレッドが過剰な要素について、過剰
傾向が緩和されるとともに予測精度に若干の改善が見
られた (図 4.3.8)。本改良については再予報で注目する
予報時間への影響は小さいと考えられるため、再予報

型の実験は実施していない。

(3) 2段階 SST法の改良
まず、全球日別海面水温解析 (MGDSST, 栗原ほか

(2006))遅延解析の偏差固定 SST（ルーチン仕様と異
なり、CPSに対して有利な設定）と、CPS2及びCPS3

による SST予測値を検証した。CPSの実行スケジュー
ルによる遅れは無いと仮定した。すなわち、毎日運用
の CPS3に対して、5日毎運用のため本来なら遅れが
生じる CPS2に有利な設定で検証したところ（真値は
MGDSST 遅延解析）、以下のような特徴がみられた
（図 4.3.9）。
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図 4.3.5 2019夏におけるコントロールランの台風中心気圧
の平均予報誤差。CNTLは緑、TESTは赤。×と実線が
平均誤差 [hPa]（左縦軸）で +がサンプル数（右縦軸）を
示しており、ピンクの三角と青の三角はそれぞれサンプル
間の相関を考慮する場合としない場合に 5 % の有意水準
で差が有意であることを示す。

• CPS3による SST予測値はCPS2による予測値よ
りも精度が良い。

• 熱帯・亜熱帯 (30 °S-30 °N)では、予測時間が経過
すると初期偏差固定 SSTの精度を上回るようにな
り、その境目の予測時間が CPS3では CPS2より
も短くなる。

• CPSによる SST予測値の活動度は初期偏差固定
SSTよりも小さいが、CPS3は CPS2よりも活動
度が大きい。

次に、ルーチン仕様と同様にMGDSST速報解析を
用いた初期偏差固定 SSTを CPS3の SST予測値と比
較検証したところ、以下のような特徴が見られた（図
4.3.10）。

• 熱帯・亜熱帯では、予測 2日目からCPS3のSST予
測値の方が初期偏差固定 SSTよりも精度が良い。

• CPS3の SST予測値の精度が初期偏差固定 SSTの
精度を上回る傾向は、熱帯・亜熱帯でも中・高緯
度 (30 °N-60 °N、30 °S-60 °S)でも、夏よりも冬
の方が顕著である。

• 予測 6日目のアノマリー相関係数の差の空間分布
から、海洋の変動が大きい黒潮、メキシコ湾流、
南極周極流に対して、特に海洋の渦のスケールが
小さくなる冬半球でCPS3の SST予測値の精度が
初期偏差固定 SSTよりも悪化していることが確認
できた。これは、CPS3では小さいスケールの変
動の表現が不十分であることを示唆しており、予
め想定された結果であった。

以上の結果、ルーチン仕様では熱帯・亜熱帯におい
ては予測 2日目からCPS3の SST予測値の精度が初期
偏差固定 SSTよりも良いものの、台風 5日予報への影

響調査が十分でないことを考慮して、偏差固定 SSTか
ら SST予測値への緩和期間を 11–18日から 6–11日に
前倒しすることにした（図 4.3.11）。
次に 11日先までの予測を対象とした実験を実施し
た。GEPS2103業務化試験を CNTLとし、CNTLに
対して CPS3 による SST 予測値の利用と緩和期間の
6–11日への前倒しを適用したものをTESTとする。実
験期間は 2019/6/20～2019/10/21初期値（以降、2019

夏と呼ぶ）と、2019/11/20–2020/03/11初期値（以降、
2019/20冬と呼ぶ）とし、12UTC初期値のみ、アンサ
ンブルメンバー数を 13とした結果同士で比較した。
TESTはCNTLに対し、熱帯における 6日以降の予
測でアノマリー相関係数の改善が見られた（図 4.3.12）。
特に海面気圧や 1000hPa気温場で改善が大きい。2段
階 SST 法の適用領域外である中・高緯度ではほぼ変
化は見られなかった（図略）。海面気圧などの一部の
要素では 6日以降の予測で活動度の低下がみられたが
（図略）、初期偏差固定 SSTに比べ CPS3による SST

予測値の活動度が小さいことから、緩和期間の前倒し
に対する自然な応答と見られる。活動度が低下した要
素についても、ブライアスキルスコアは中立であった
（図略）。
次に再予報型の実験を実施した。GEPSで使用する
予報モデルに対して予報モデル更新及び水平高解像度
化したものをCNTL、それに対してCPS3による SST

予測値の利用と緩和期間の 6–11日への前倒しを適用し
たものを TESTとする。なお、実験期間は 1991–2020

年の 12–2月及び 6–8月とし、月末 12UTC初期日のみ
を対象とする 13メンバーによる結果同士で比較した。
TESTはCNTLに対して、予測後半を中心に中立～
改善傾向であった（図 4.3.13）。平面図で確認すると西
部太平洋～インド洋で改善は明瞭であった（図略）。活
動度については、予測 1.5週目（6～12日目）では熱
帯の平均で減少傾向、予測 3–4週目では増加傾向であ
り、先に述べた各 SSTの活動度の違いによる自然な応
答と見られる（図略）。また、MJO（マッデン・ジュ
リアン振動）指数の予測精度（計算手法は久保 (2017)

に基づく）は改善傾向であった（図 4.3.14）。

4.3.4 まとめと今後の予定
令和 3年度末に計画されているGEPSの改良予定項
目について性能を評価するための実験を行い、アンサ
ンブル平均の精度向上や確率予測情報の精度向上など
想定した効果が得られていることを確認した。今後は
全ての改良予定項目を組み合わせて現業に相当する構
成での評価を行い、現業へ導入すべきかを判断すること
となる。なお、GSM22XXの現業への導入時期につい
ては年度当初の計画を変更して令和 4年度後半へと延
期することとなったが、GEPSについては計画どおり
（使用する予報モデルの GSM22XXへの更新を含め）、
令和 3年度末に導入する方向で準備を進めている。
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✑ ✚ ✒ ✫

図 4.3.6 再予報（1990–2010年）による 13メンバーアンサンブル平均のアノマリー相関係数の差。バイアス補正なしの北半
球の検証結果で、上段は左から 500 hPa 高度場、850 hPa 気温場、海面気圧、下段は 200 hPa と 850 hPa の流線関数。そ
れぞれの図は左から順に冬 (DJF)春 (MAM)夏 (JJA)秋 (SON)の並びとなっており、青は 1週目、赤は 2週目、緑は 3–4
週目、黄は 1–4週目を表す。
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PSI200 PSI850

✑ ✚ ✒ ✫

図 4.3.7 図 4.3.6と同じ。ただし、熱帯 ( 20 °S – 20 °N )についての結果。

図 4.3.8 アンサンブル平均の 500 hPa高度場の北半球の検証結果。上段は 2019夏、下段は 2019/20冬。左列は予報時間ごと
の RMSE[m]。中列は予報時間ごとのスプレッド [m]、右列はスプレッドスキル（1を超えるとスプレッドが予報誤差に対し
て過剰）。CNTLは緑線、TESTは赤線。RMSEとスプレッドでは、紫線は変化率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、右縦軸）。
左列と中列については差に統計的な有意性がある場合に▽(CNTL>TEST)ないし△(TEST>CNTL)をプロットしている。
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図 4.3.9 MGDSST遅延解析を真値とした場合の CPS2と CPS3の SST予測値の検証結果（1991–2019年の平均）。上段が熱
帯・亜熱帯、下段は中・高緯度。左列はアノマリー相関係数、中列は RMSE、右列は活動度。青線は初期偏差固定 SST（初
期偏差計算にはMGDSST遅延解析を使用）、深緑線は CPS2のアンサンブル平均、赤線は CPS3のアンサンブル平均（他
に、緑線は CPS2の、橙線は CPS3のコントロールラン）、紫線はMGDSST遅延解析（活動度のみ）。CPSの SST予測値
はバイアス補正済み。なお、CPSの実行スケジュールによる遅れがないという仮定で検証している。

図 4.3.10 ルーチン仕様と同様にMGDSST速報解析を用いて評価した場合の CPS3の SST予測値と初期偏差固定 SSTの比
較結果。左列が熱帯・亜熱帯、中列は中・高緯度、右列は予測 6日のアノマリー相関係数の差分。上段は 2019年夏、下段は
2019/20冬の期間の結果を示す。青線は初期偏差固定 SST（初期偏差計算にはMGDSST速報解析を使用）、赤線は CPS3の
アンサンブル平均、橙線は CPS3のコントロールメンバー（真値はMGDSST遅延解析）。CPSの SST予測値はバイアス補
正済み。

さらに先の改良予定項目としては、引き続き GEPS

で使用する予報モデルの最新GSMへの更新や、2段階
SST法の適用領域の拡大などを令和 4年度末に導入す
る計画で検討を進めているところである。

参考文献
久保勇太郎, 2017: MJO. 平成 28年度季節予報研修テ
キスト, 気象庁地球環境・海洋部, 33–37.

栗原幸雄, 桜井敏之, 倉賀野連, 2006: 衛星マイクロ波

図 4.3.11 2段階 SST法で適用するCPSの SST予測値の重み（縦軸は重み、横軸は予測日数）。CNTLは青線、TESTは赤線。
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図 4.3.12 熱帯におけるアンサンブル平均のアノマリー相関係数。上段は 2019/20冬、下段は 2019夏。左から順に海面気圧、
1000 hPa気温、850 hPa気温、850hPa東西風、250 hPa東西風。CNTLは緑線、TESTは赤線、紫線は差（TEST−CNTL、
右縦軸）。

図 4.3.13 再予報（1991–2020年）によるアンサンブル平均のアノマリー相関係数の差。上段が熱帯、下段が北半球のバイアス
補正なしの検証結果。上段は左から海面気圧、地上気温、850 hPa 流線関数、200 hPa 流線関数、200 hPa 速度ポテンシャ
ルであり、下段は上段と同じ、ただし 200hPa速度ポテンシャルの代わりに 500hPa高度としている。それぞれの図の左側が
冬 (DJF)で右が夏 (JJA)の並びとなっており、赤が 1.5週目、緑は 2週目、緑は 3–4週目を表す。

放射計，衛星赤外放射計及び現場観測データを用い
た全球日別海面水温解析. 測候時報, 73, S1–S18.

越智健太, 関口亮平, 2019: 再予報型の予測実験. 数値
予報課報告・別冊第 65号, 気象庁予報部, 121–126.

高倉寿成, 小森拓也, 2020: ２段階 SST法の詳細と導
入事例紹介. 令和 2年度季節予報研修テキスト, 気象
庁地球環境・海洋部, 2–8.
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図 4.3.14 再予報（1991–2020年）によるMJO指数の予測精度。夏冬期間で初期値の振幅が 1以上の事例を対象としたもの。
左上は相関係数、右上は位相誤差、左下は RMSE、右下は振幅誤差。赤線が TESTで青線が CNTL
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4.4 メソ数値予報システムの鉛直層増強、予報時間
延長、物理過程の改良

4.4.1 はじめに
メソ数値予報システム1は日本域を予報領域とした水
平解像度 5 kmの予測システムとなっており、防災気
象情報や航空気象情報の作成支援、降水短時間予報へ
の入力を主な目的として、1日 8回、予測期間 51時間
(00, 12UTC初期値)または 39時間 (03, 06, 09, 15, 18,

21UTC初期値)で運用している。2001年 3月にメソ数
値予報システムの現業運用が開始 (萬納寺 2000)されて
以降、非静力学モデルの導入や 4次元変分法の導入など
システム面の高度化がなされるとともに、予測時間の
延長や計算領域の拡張が段階的に行われた。近年では、
2017年 2月に予報モデルを JMA-NHM(気象庁予報部
2003)から新しい気象庁非静力学モデル asuca(気象庁
予報部 2014; JMA 2019)に置き換えた。それに続き、
2020年 3月にメソ解析を JMA-NHMに基づく非静力
学メソ 4次元変分法 (JNoVA; 気象庁予報部 2010)か
ら asucaに基づくメソ 4次元変分法 (asuca-Var; Ikuta

et al. 2021)に置き換え、現在に至っている。
2022年に更新を予定しているメソ数値予報システム
では、衛星観測データの利用拡充を主な目的としてメ
ソモデルの鉛直層を 76層から 96層、メソ解析のイン
ナーモデルを 38層から 48層にそれぞれ増強し、モデ
ル上端高度を 21.8 kmから 37.5 kmに引き上げる。ま
た、台風が日本に接近する可能性がある場合等に 3日
先までの総雨量予測情報を提供するとした「2030年に
向けた数値予報技術開発重点計画」に示された目標に
資するため、00, 12UTC初期値の予測期間を 51時間
から 78 時間に延長する。あわせて、予測精度改善の
ために海洋混合層モデルの導入等物理過程の改良を行
う計画である。本節では、2022年に更新予定のメソ解
析・メソモデルの改良の概略を報告するとともに、こ
れまでの検証実験で得られた予測特性の変化について
述べる。

4.4.2 メソ解析の改良
はじめに述べた通り、本変更では、衛星観測データ
の利用拡充を主な目的として、モデル上端高度を引き
上げる。以下では、モデル上端高度を引き上げた新し
い解析システム（MA22XX）の背景誤差とMA22XX

における衛星観測データの利用拡充について述べる。

(1) 背景誤差の作成
MA22XX では、メソ解析のインナーモデルの鉛直
層を 38 層から 48 層に増強し、モデル上端高度を
21.8 kmから 37.5 kmまで引き上げ、仕様を向上させ

1 メソ解析およびメソモデル（予報モデル）あわせてメソ数
値予報システムと表記する。

る2。21.8 km から 37.5 km までを含む背景誤差が必
要となるため、現ルーチンと同様に NMC法 (Parrish

and Derber 1992)により新たに作成することとした。
現ルーチンとMA22XXの背景誤差の比較を表 4.4.1に
まとめる。
MA22XXの鉛直誤差共分散は現ルーチンと同じく 3

時間毎の対象時刻別および海陸別に作成した。NMC法
に用いる予報差サンプル（対象時刻が等しく初期時刻
が異なる予報値の差を予報誤差の情報を含むサンプル
とみなす）の統計期間はこれまで同様に 1年分（各月
10日分）を用いた。NMC法では、背景誤差共分散の
構造の推定を行うが、第一推定値の誤差に対応する規
格化は別途定める必要がある。背景誤差と観測誤差と
のバランスを変えないことを意図して、500 hPaの温
位の誤差分散が現ルーチンと同程度になるように規格
化した。新たに作成したMA22XXの鉛直誤差共分散
は現ルーチンと比較して大幅に性質が変わるものでは
なかった。図 4.4.1には x方向の風について、全時刻
かつ海陸合わせて平均した鉛直誤差共分散を示す。対
象時刻別、海陸別に見ても、Ikuta et al. (2021)が言及
した陸上の境界層内の誤差分散構造の日変化特性が表
現されていた（図略）。
水平誤差相関は現ルーチンと同じく水平 2次元のガ
ウス関数を仮定し、その分散は x方向、y方向の 2方
向で与え水平一様とする。また、全時刻で同じである
とする。統計期間はこれまで同様に 1年分（各月 10日
分）である。現ルーチンにおいて、鉛直誤差共分散と
水平誤差相関とで統計期間および「予報差サンプルの
時間差」が異なる理由は、2020年 3月のメソ解析への
asuca-Var導入時 (気象庁 2021a)に、水平誤差相関に
ついては当時のルーチン（JNoVA に基づく）の設定
(藤田ほか 2016)を変更しなかったからである。藤田ほ
か (2016)では、水平誤差共分散の年平均の分布をガウ
ス関数にフィッティングする際に標準偏差のみを推定し
ていたが、今回は標準偏差と振幅を推定する Caruana

et al. (1986)の方法に変更した。変更した理由は、藤
田ほか (2016)における JNoVAの予報差サンプルと今
回の asucaの予報差サンプルには空間スケールに大き
な違い3 があり、これまでと同じフィッティング手法を
用いることが適当ではなかったためである。新たに作
成したMA22XXの水平誤差相関距離は現ルーチンと
同程度であった (図 4.4.2)。

2 そのほかの仕様変更として、成層圏の水平風速の大きさに
対応して、インナーモデルの積分時間間隔を 120 sから 100 s
へ変更する。
3 JNoVAの予報差サンプルには、衛星観測輝度温度のデー
タ分布と対応が見られる、空間スケールの大きな予報差が含
まれていた。当時の衛星観測輝度温度のバイアス補正は気象
庁全球解析における変分法バイアス補正係数を利用していた
ことにより、補正が十分でなかったことが指摘されおり (気
象庁 2021a)、これが影響している可能性が考えられる。

92



表 4.4.1 背景誤差の変更前後の比較。
現ルーチン MA22XX

モデル上端高度（層数） 21.8 km（38層） 37.5 km（48層）

鉛直誤差共分散

対象時刻 対象時刻別 同左
空間分布 海陸別 同左

統計期間
2018年 3月–2019年 2月
（各月 10日-19日）

2018年 7月–2019年 6月
（各月 11日-20日）

予報差サンプル
の時間差

3時間（FT=6と 3の差） 同左

水平誤差相関

対象時刻 全時刻で同じ 同左
空間分布 水平一様 同左

統計期間
2014年 8月–2015年 7月
（各月 1日-10日）∗

2018年 7月–2019年 6月
（各月 11日-20日）

予報差サンプル
の時間差

6時間（FT=12と 6の差） 3時間（FT=6と 3の差）

算出に用いるフ
ィッティング手法

標準偏差のみを推定 標準偏差と振幅を推定

∗ この統計期間の JNoVAに基づくサンプルである (藤田ほか 2016)。

図 4.4.1 x方向の風の鉛直誤差共分散 (全時刻かつ海陸合わ
せて平均したもの)。（左）現ルーチン、（右）MA22XX。
縦軸は鉛直層、横軸は鉛直誤差共分散 [m2s−2]を示す。灰、
赤の各線はピークを持つ鉛直層と各鉛直層との間の誤差共
分散を示す（ピーク層 5層ごとに赤線とした）。各線のピー
クの値は当該鉛直層における誤差分散を示す。

(2) 観測データ利用の改良
メソ解析ではマイクロ波サウンダをはじめとした衛
星による輝度温度観測を同化しており (計盛 2011)、輝
度温度の観測演算子には適切な気温や水蒸気のプロファ
イルが不可欠である。モデル上端高度より上では、あ
らかじめ用意しておいた標準的なプロファイルを外挿
して用いるが、この処理によって輝度温度の計算精度
の悪化が顕著となるチャンネルは同化に使用しないよ
うにしている。そのため現メソ解析では、全球解析で同
化利用しているマイクロ波気温サウンダAMSU-A 4の
チャンネルのうち、対流圏上層から成層圏に感度のあ
る ch9∼14は同化に利用していない。今回、モデル上端

4 マイクロ波サウンダ AMSU-A の詳細は岡本 (2007) を参
照されたい。

高度を引き上げることによって、より上層の気温や水
蒸気のプロファイルが利用できるようになる。そこで、
荷重関数のほとんどが 37.5 kmまでに収まる ch9∼11

の利用を新たに開始する。また、既に利用していたチャ
ンネルについても、荷重関数が 21.8 kmより上層まで
続いているものがあるため、利用の改善が期待できる。
はじめに、モデル上端高度を引き上げたとき（ここで
は ch9∼11は同化に使用しない）の衛星輝度温度観測の
利用への効果を確認する。図 4.4.3にはAqua/AMSU-

Aの ch9の観測値と第一推定値の差（O-B）を示して
おり、モデル上端高度引き上げ（右）により、O-Bが
小さくなっていることが分かる。モデル上端高度の引
き上げによって、外挿していたプロファイルの影響が
少なくなり、計算輝度温度の値は観測値に近づく。ま
た、既に利用しているチャンネルについても、特に荷
重関数が 21.8 kmより上層まで続いているチャンネル
（ch7,8）を中心にO-Bのバイアスや標準偏差が減少す
ることを確認した（図略）。
つぎに、新たに ch9∼11を同化に使用した場合の影
響を確認する。モデル上端高度を引き上げた実験を
CNTL、CNTLに対して ch9∼11を同化に使用した実験
をTESTとする5。図 4.4.4に、AMSU-AおよびMHS、
ラジオゾンデの気温のO-Bの標準偏差の変化率を示す。
AMSU-Aの ch7,8および 100 hPaのラジオゾンデ気温
でO-Bの減少、MHSでは冬期間に増大が見られ、その
他は概ね中立である。予報実験結果では、ラジオゾン
デ観測による検証で中下層においては概ね中立であり、
上層の気温は中立から改善傾向であった (図略)。後者
について AMSU-Aの ch9∼11の同化の効果と考えら

5 夏実験：2019 年 8 月 1 日～31 日、冬実験：2020 年 1 月
20日～2月 25日
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図 4.4.2 現ルーチン（黒線）とMA22XX（赤線）の水平誤差相関距離。左から x方向の風、y 方向の風、地中温度・地上気
圧・温位、土壌水分・偽相対湿度。縦軸は鉛直層を示す。横軸は水平誤差相関距離 [km]で、左半分は y 方向について、右半
分は x方向について示す。

図 4.4.3 2019 年 8 月 31 日 18UTC の Aqua/AMSU-A の
ch9についての輝度温度観測と第一推定値の差（O-B）。単
位は [K]。（左）現ルーチン、（右）モデル上端高度を引き
上げたテスト。

図 4.4.4 観測値と第一推定値の差（O-B）の標準偏差の変
化率 [%]。赤線は夏実験、緑線は冬実験について。（左）
AMSU-A,MHS。縦軸はチャンネルの別。（右）ラジオゾ
ンデの気温。縦軸は気圧 [hPa]。

れる。
GNSS掩蔽観測データについても、モデル上端高度
引き上げにより利用されるデータ数が増加する。この
利用データ数の増加による予測精度への影響は概ね中
立であった（図略）。また、これらのモデル上端高度引
き上げに伴うデータ利用の改善に加えて、解析本体に
おける輝度温度観測の観測演算子での地表面射出率の
取り扱いを、品質管理における取り扱いと整合させる
変更を行った。

4.4.3 メソモデルの改良
先に述べた通り、2022年に更新予定のメソモデルで
は鉛直層数を 76層から 96層に増強する。本変更では
地上から 76層の層配置はほぼ現ルーチンと同様とし、
モデルトップを 21.8 kmから 37.5 kmに引き上げる。
また予測精度改善を目的として、以下に挙げる物理過
程の改良を予定している。これらの改良には 2021年 3

月の局地モデルで適用された項目 (気象庁 2021b)のう
ち、メソモデルでも改良の効果が確認できた項目も含
んでいる。

• 放射過程の短波水蒸気吸収係数の更新
• 雲物理の雲量診断で用いる臨界相対湿度の下限値
を変更

• 境界層スキームで用いる長さスケール診断方法を
改良

• 地表面フラックス診断で用いる安定時の接地層普
遍関数を変更

• 陸面の蒸発散フラックス定式を改良
• 土壌水分初期値（気候値）およびパラメータを更
新（地表面アルベド、熱粗度、LAIの導入、植生・
都市被覆率の導入）

• 鉛直 1次元海洋混合層モデルの導入
• 潜熱フラックスに海塩による蒸発抑制効果を考慮

以下ではメソモデルに新規導入予定の改良項目のう
ち、主要な開発項目ついて概略を述べる。

(1) 海洋混合層モデルの導入
2020年 3月現業化時のメソモデル（以下MSM2003

と表記）では、予測時間が進むにつれ台風が過発達す
る傾向があることがこれまでの調査から分かっている。
第 4.4.1項で述べた通り、3日先の台風に伴う雨量の予
測を提供することが 2022年のメソモデル更新の主目的
の一つであるため、台風の過発達バイアスは優先して
改善すべき課題である。過発達バイアスをもたらす要
因の一つに、MSM2003では海面水温 (SST)を初期値
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図 4.4.5 海洋混合層モデル導入の効果を 2019年台風第 10号
を対象として比較した実験の例（2019年 8月 10日 00UTC
を初期値）。図においてカラーは海面水温 (SST)、黒線は
海面気圧（5 hPa間隔）、マーカーあり太黒線は台風中心
の経路であり、図の上に台風中心気圧を示した。 左図は
SSTを固定した実験、中央図は海洋混合層を導入した実験
の結果であり、右図は同対象時刻の OISST（カラー）と
ベストトラック（黒線）である。

から固定しているために、海洋が鉛直混合されて SST

が低下する効果をモデルが表現できないことが考えら
れる。そこで、鉛直 1次元の海洋混合層モデルを導入
することにより、地上風に応じて SSTが低下する効果
を取り入れることを試みた。
用いた海洋混合層モデルは Price-Weller-Pinkel

(PWP) モデル (Price et al. 1986, 1994) と呼ばれて
いるもので、海洋の鉛直 1次元混合を考慮したモデル
となっている。このモデルでは海洋の水温、塩分濃度、
水平流速を予報変数としており、それぞれが長波・短
波放射、淡水フラックス（海面での降水・蒸発）、風応
力によって強制される。また、海中の水平流速は慣性
振動のみが考慮され、水平移流の効果は考慮されない。
海洋の鉛直混合は、密度不安定やシア不安定によって
各層の混合が起こることに加え、混合層全体とその下
層との混合を別途考慮することによって表現する。
PWPモデルをメソモデルに導入するにあたり、SST
の気候値からの偏差を海中の気候値に加えることで海
水温の初期値を与えた。また、予測時間が進むにつれ
非現実的な海水温にドリフトすることを防ぐために、
初期値にナッジングする処理を加えた。ナッジングの
時定数は、海岸（陸格子）からの距離と水深の関数と
して与え、陸に近いところおよび浅い海で時定数が小
さくなるようにした。
海洋混合層モデルを導入した効果を見るために、2019
年台風第 10号を対象とした比較実験の例を図 4.4.5に
示す。海洋混合層モデルを導入しない場合（左図）は
SST は初期値に固定される一方、NOAA によって作

成された SST解析値であるOISST6では台風の東側を
中心に SSTが低下しており、予測時間の経過とともに
SSTが解析値と乖離することが分かる。また、FT=72

での台風中心気圧もベストトラックでは 970 hPaであ
るのに対し、モデルの予測は 942.2 hPaとなっており、
明らかに過発達となっている。海洋混合層モデルを導入
した場合（中央図）には、OISSTとは定量的な違いが
あるものの台風の経路に沿って SSTが低下している。
台風中心気圧もベストトラックと近い値となっており、
本改良によりMSM2003の台風の過発達傾向を改善し
うると言える。

(2) 蒸発散プロセスの改良
メソモデル・局地モデルに共通する課題として、地
上気温の日変化が不明瞭（日中の低温バイアス、夜間
の高温バイアス）であることや地上比湿が予測期間を
通して負バイアスとなることが挙げられる。現ルーチ
ン仕様 (MSM2003)では、日中低温バイアスを軽減す
る目的で、土壌水分を少なくして地表面からの顕熱フ
ラックスを大きくさせる対処がとられている。しかし、
土壌水分を減らす対処は同時に潜熱フラックスを減ら
す結果となり、地上比湿の負バイアスの要因にもなっ
ている。さらに、用いている土壌水分はほとんどの地
点でしおれ点（植物が生育可能な最小の土壌水分）を
下回り、明らかに現実的ではないことが分かっている。
したがって、MSM2003に見られる地上気温・比湿の
バイアスは単に土壌水分を調節するだけでは解決でき
ず、蒸発散プロセスそのものを見直すことが必要と考
えられる。このような問題意識から、まず土壌水分気
候値をより現実的なものに変更したうえで、蒸発散プ
ロセスの定式の改良を行うことで、地上気温・比湿の
バイアスを低減させることにした。
これまで、土壌水分気候値は暖候期・寒候期それぞれ
について、土地利用種別ごとに主観的に定めた蒸発効
率から診断していた。本改良ではメソ積雪解析で用い
ているオフライン陸面モデル (Kusabiraki 2015)を長
期積分した結果を月別に平均することでモデル気候値
を作成する方法に変更した。今回は、1998年 1月から
2010年 12月（最初の 3年はスピンアップ期間）を対象
に大気解析値を強制力として土壌 7層、深さ約 3 mま
での温度・水分を予測し、月別の気候値データセット
を作成した。そして、このデータセットに基づき、メ
ソモデルの陸面過程で用いる平均体積含水率を算出し
モデルの入力とした。得られた土壌水分はほとんどの
地点で従来の土壌水分よりも多くなり、植生のある地
域でしおれ点を下回ることがなくなるなど、より現実
的な値となることが確認できた。
蒸発散フラックスの定式化については、陸地での格
子平均の蒸発散を遮断降水 (樹木等に捕捉され地面に到
達しない降水)の蒸発・結露、植生域の蒸発散、裸地面

6 Optimum Interpolation Sea Surface Temperature
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図 4.4.6 2019年 8月（左）、2020年 1月（右）を対象とし
た 24時間最大潜熱フラックス (W/m2)の蒸発散プロセス
改良後と改良前の差。00, 12UTC初期値の 1か月統計を
示す。

の蒸発の 3つのソースからの寄与としてそれぞれ考慮
できるようにし、各プロセスについても見直しを図っ
た。3つのソースからの寄与は都市・植生・裸地の格
子内被覆率と保水率に応じて決定される。遮断降水や
結露はこれまで考慮されてこなかった過程であり、こ
れを新たに考慮することは降雨時やその直後の潜熱フ
ラックスの再現性の向上につながると期待できる。植
生域の蒸発散プロセスについては、気孔抵抗（気孔か
らの蒸散において生じる拡散抵抗）が日射量のみに依
存して決定されるこれまでの定式から、Noilhan and

Planton (1989)に基づき、日射量に加え気温、水蒸気、
深層土壌水分、LAI7にも依存する定式に修正した。ま
た、植生下地面からの蒸発についても植生の疎密に応
じて考慮するよう修正した。裸地面の蒸発効率は地表
付近の土壌体積含水率によって決定されるが、体積含
水率に線形に依存する従来の定式から Lee and Pielke

(1992)による定式に改めた。この修正により、土壌が
乾燥すると蒸発効率が急激に低下し、裸地面からの蒸
発が抑制されるようになる。
今回の蒸発散プロセス改良によるインパクトを見る
ために、図 4.4.6に 2019年 8月、2020年 1月を対象
とした 24時間最大潜熱フラックスの 1か月統計値の
差を示す。夏は植生が多い地域で潜熱が増加する一方、
乾燥域や都市域では減少する。また、冬については寒
冷地を除いて潜熱は増加傾向にあることが確認できる。
地上気象要素への影響については、他の改良項目も含
めた検証結果として第 4.4.4項で示す。

(3) 境界層スキームの改良
境界層スキームはNakanishi and Niino (2009)によっ
て提案されたMYNNレベル 3モデル (以下MYNN3)

を採用している。MYNN3の定式化では、渦粘性に用
いる混合長や乱流運動エネルギー (TKE)の散逸率を
特徴づける長さスケールなどは一つの代表的長さ（以
下では元論文に倣って master lengthと表記する）に
よって表現される。master lengthは乱流渦の大きさを
特徴づける長さ LT、安定成層によって鉛直混合が抑

7 Leaf Area Index（葉面積指数）

図 4.4.7 GABLS3テストケース (FT=18)での水平平均し
た温位（左）と乱流速度の 2乗（乱流運動エネルギーの 2
倍）（右）の鉛直プロファイル。青線、赤線、緑線はそれ
ぞれ高解像度 LES、master length修正前のMYNN3、修
正後のMYNN3の結果をそれぞれ示す。

制される効果を表す長さ LB、接地境界層での長さ LS

の 3つによって決定される。今回の改良では、master

lengthを構成するそれぞれの長さについて見直した。
MYNN3は境界層内の乱流混合をパラメタライズする
ことを目的としたモデルであり、自由大気で乱流が生成
され混合が起こることを想定しない設計となっている。
一方で現行のメソモデルや局地モデルでは、MYNN3

を境界層内に限定せず自由大気でも適用しており、こ
のことに起因して対流圏上層で TKEが生成される場
合にLT が過大に診断され、乱流フラックスが過剰にな
る問題が起こっていた。そこで、LT を境界層と自由大
気で独立に求めて鉛直分布を持たせることで、診断が
過大にならないように改良した。この改良で新たに必
要となる境界層高度8は、Olson et al. (2019)による方
法に基づいて診断した。また、地表面熱フラックスが正
の場合に LB を大きくする項は境界層内のみで物理的
意味を持つが、これまで全層にわたって適用されてい
た。境界層高度を診断することによってこの項を境界
層内のみに適用することが可能になったことから、あ
わせて LB の修正も行った。LS については Nakanishi

and Niino (2009)の定式化では不安定時に過大見積も
りとなっている可能性があるため、Olson et al. (2019)

に基づいて修正した。
境界層スキーム改良の効果を見るために、境界層の
日変化を対象とした理想実験の一つである GABLS3

テストケース (Bosveld et al. 2014) の比較実験結果
を図 4.4.7に示す。この実験では鉛直 1次元モデルの
MYNN3に加え、Large-Eddy Simulation (LES)によ
る水平解像度 50 mの高解像度実験もあわせて実施し
た。図 4.4.7に示した時刻では高度 500 m以下の領域
に安定境界層を形成している一方で、高度 1500 m付
近に鉛直シアがあり乱流が生成される状況となってい
る。修正前のMYNN3では上層に TKEがあることで
LT が過大に評価され、境界層より上層で LESから見

8 MYNN3は境界層高度を陽に定義しないスキームであるた
め、MYNN3の定式化とは独立に境界層高度を診断する必要
が生じる。
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図 4.4.8 夏期間における 3時間積算降水量（検証格子 20 km）
の閾値別検証結果。左上：バイアススコア、右上：エクイ
タブルスレットスコア (ETS)、左下：空振り率、右下：見
逃し率をそれぞれ表す。青線が CNTL、赤線が TESTの
結果を示す。

積もられたTKEよりもはるかに大きくなっている。一
方で修正後のMYNN3ではTKEの分布は LESと整合
し、より適切に乱流輸送を評価できることが分かる。

4.4.4 本改良による予測特性の変化
本項では、改良したメソ数値予報システムの予測
特性の変化について述べる。以下では、現ルーチン
(MSM2003)相当の設定の実験をコントロール (CNTL)

とし、改良を適用した設定の実験をテスト (TEST)と
記す。境界値はいずれも 2021年 3月現業化時のGSM

を用いる。実験期間は、夏期間・冬期間それぞれ 2019

年 8月 1日–10月 20日, 2019年 12月 23日–2020年 2

月 29日とした。
図 4.4.8は夏期間における 3時間積算降水量（検証
格子 20km）の閾値別検証結果である。CNTLのバイ
アススコアは全ての閾値で 1を上回っており、降水予
測の頻度が過剰傾向にあることが分かる。それに対し、
TESTのバイアススコアは全ての閾値で 1を上回って
いるもののCNTLよりも減少しており、降水予測の過
剰バイアスが軽減した。TESTの降水頻度が減少した
結果、空振りは減ったものの見逃しが増えたことで、
エクイタブルスレットスコア (ETS)で見ると予測精度
としては中立であった。冬期間についても同様の傾向
があった（図略）。過剰な降水が減った事例として、図
4.4.9に 2019年 9月 20日 21UTC（2019年台風第 17

号事例）の前 3時間積算降水量・海面更正気圧の予測
結果を示す。CNTLでは解析雨量と比較して山陰地方
（図中赤丸で囲まれた領域）で雨量がやや過剰なのに対
し、TESTでは雨量が抑えられていることが確認でき

図 4.4.9 対象時刻 2019年 9月 20日 21UTC(FT=24)の前
3時間積算降水量・海面更正気圧の予測結果（上図）およ
び解析雨量 (mm/3h)（右下）。左下図は同時刻における潜
熱フラックス (W/m2)の TESTの CNTLからの差。

る。また、海上で TESTの方が CNTLよりも潜熱フ
ラックスが小さくなっていることが分かる。海洋混合
層モデルの導入による SST低下や海塩による蒸発抑制
効果が海面からの潜熱フラックスを減少させたことに
加え、境界層モデルの更新や雲量診断で用いる臨界相
対湿度の下限値変更が降水頻度の減少に寄与したと推
測される。
図 4.4.10は台風を対象とした、中心気圧・最大平均風
速・中心位置の平均誤差の予測時間別検証結果である。
第 4.4.3項でも述べた通り、台風中心気圧は予測時間と
ともに過発達になる傾向があることがこの図からも確認
できる。TESTでは過発達の傾向はあるものの CNTL

よりも抑えられており、特に予報後半で中心気圧の負
バイアスが軽減した。最大風速についてもCNTLに見
られる正バイアスが TESTでは軽減し、強度予測の観
点からは改善したといえる。海洋混合層モデルの導入、
海塩による蒸発抑制効果により海面からの潜熱フラッ
クスが減ったことが台風強度予測の改善に寄与したと
考えられる。一方で、台風進路誤差については CNTL

と TESTとで大きな違いは見られなかった。
図4.4.11は夏期間における水蒸気混合比と気温の対ラ
ジオゾンデ平均誤差の鉛直プロファイルである。CNTL
では対流圏下層で水蒸気混合比の正バイアス、気温の
負バイアスがあることがこの図から分かる。TESTで
はいずれのバイアスも軽減されており、特に 925 hPa

面で改善幅が大きい。また、夏期間ほど顕著ではない
が冬期間でも同様の傾向が見られる（図略）。蒸発散プ
ロセスの改良により陸上の顕熱・潜熱フラックスが改
善したこと、境界層スキームの改良により境界層内で
過剰な鉛直輸送が抑制されるようになったことがバイ
アス軽減の主要因と思われる。また、短波水蒸気吸収
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図 4.4.10 台風の中心気圧平均誤差（左）、最大風速平均誤差（中央）、中心位置平均誤差（右）の予測時間別検証結果。黒点は
検証事例数（右側の軸に対応）を示す。横軸は予測時間 (h)であり、線種は図 4.4.8と同様。

図 4.4.11 夏期間の水蒸気混合比（上段）、気温（下段）の
FT=48での対ラジオゾンデ平均誤差（左）および TEST
の CNTLからの差（右）。縦軸は気圧 (hPa)を表す。線種
は図 4.4.8と同様。

係数の更新は下層の非断熱加熱を増加させるインパク
トがあることが分かっており、下層気温の上昇はこの
ことも影響したと考えられる。
夏期間における対象時刻別の 1.5 m比湿、1.5 m気温
の統計検証結果を図 4.4.12に示す。第 4.4.3項でも述
べた通り、地上気温には日中の低温バイアス、夜間の
高温バイアスがあることや地上比湿に負バイアスがあ
ることがこの図からも明らかである。TESTでは日中
の低温バイアスが縮小するとともに地上乾燥バイアス
が大幅に縮小した。二乗平均平方根誤差 (RMSE)で見
ても、気温は日中を中心に改善、比湿は全ての対象時
刻で改善しており、土壌水分量気候値の更新や蒸発散
プロセスの改良において当初の開発で意図した通りの
インパクトが得られた。日中の地上比湿について観測
地点別に見ても（図 4.4.13）、ほとんどの地点でCNTL

図 4.4.12 夏期間における対象時刻別の 1.5 m比湿（上段）、
1.5 m気温（下段）の平均誤差（左）RMSE（右）。横軸
は対象時刻 (UTC)であり、線種は図 4.4.8と同様。

にあった比湿の負バイアスが TESTでは比湿が増える
ことにより RMSEが改善することが確認できる。

4.4.5 まとめ
2022年にメソモデルの鉛直層を 76層から 96層に増
強し、モデル上端高度を 21.8 kmから 37.5 kmに引き
上げる計画である。これに合わせ、台風による豪雨を
想定し、3日先までの総雨量予測情報を提供するため
に 00, 12UTC初期値の予測期間を 51時間から 78時
間に延長する。本更新に向けて、現システムで見られ
るバイアスを軽減させるとともに、予測精度を向上さ
せるため各物理過程の見直しや改良に取り組んだ。こ
の改良により、台風の過発達傾向や地上気象要素のバ
イアスが軽減し、頻度過剰だった降水や下層の気温や
水蒸気量のプロファイルが改善されることを確認した。
一方で、降水予測精度の観点からは中立であり、精度
改善のためには継続的な開発が求められる。線状降水
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図 4.4.13 夏期間、対象時刻 12時 (JST)における 1.5 m比湿の観測地点別検証結果。左図は CNTLの平均誤差、中央は TEST
の CNTLからの差、右図は RMSEの TESTの CNTLからの差をそれぞれ示す。カラーバーの単位は g/kg。

帯など顕著現象の予測を改善することや、そのような
顕著現象をもたらす環境場の再現性を向上させること
も引き続き重要な課題である。
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4.5 メソアンサンブル予報システムの鉛直層増強
と物理過程改良

4.5.1 はじめに
メソアンサンブル予報システム (MEPS)は、メソモ
デル（MSM）の予測に対して信頼度や不確実性等の情
報を付加することを目的に運用されており、MSMと
合わせて防災気象情報、航空気象情報、天気予報等の
作成を支援する資料として利用されている。
MEPSの仕様は國井・小野 (2020)に解説がある。実
行頻度は 1日 4回（予報初期時刻：00,06,12,18UTC）、
予報時間は全予報初期時刻において 39時間であり、摂
動を与えないコントロールランを含め全 21メンバーで
アンサンブルを構成する。各メンバーの予報の計算領
域や水平格子間隔 (5 km)、鉛直層配置、物理過程を含
む各種設定をMSMに揃えている。2022年に計画され
ているメソ数値予報システムの更新（第 4.4節）では、
MSMの鉛直層を 76層から 96層に増強し、モデル上
端高度を 21.8 kmから 37.5 kmに引き上げ、あわせて
物理過程の改良が行われる。このMSMの更新計画に
追随し、MEPSの設定も更新する計画である1。
本節では、2022年のMSM更新に追随して行う予定
のMEPSの鉛直層増強と物理過程改良について、これ
までの検証実験で得られた予測特性の変化について報
告する。

4.5.2 変更の概要
はじめに述べたとおり、本変更の内容は、2022年の

MSM更新（以下MSM22XXと表記）で計画されてい
る鉛直層増強と物理過程改良をMEPSにも以下のとお
り導入することである。

• 鉛直層増強: 鉛直層を 76層から 96層に増強する。
地上から 76層の層配置はほぼ現ルーチンと同様
とし、モデル上端高度を 21.8 kmから 37.5 kmに
引き上げる。

• 物理過程改良: （第 4.4.3 項）で説明する
MSM22XXの物理過程改良を全てMEPSの予報
モデルに取り込む。

それ以外のMEPSの仕様は、気象庁 (2021)による初
期・側面境界摂動の作成手法の改良以降の変更はない。

4.5.3 本変更による予測特性の変化
変更したMEPSの予測特性の変化について述べる。
現ルーチン設定の実験をコントロール (CNTL)とし、
変更した設定の実験をテスト (TEST)とする。境界値は
いずれも 2021年 3月現業化時のGSMを用いる。実験
期間は夏実験:2019年 8月 1日-8月 31日、冬実験:2020

1 2022年の MSM更新では予報時間延長（00,12UTC初期
値について 51時間から 78時間へ）も計画されているが、計
算機資源およびその活用による数値予報システム全体の改良
計画 (石田ほか 2017)に基づき MEPSの予報時間は変更し
ない。

図 4.5.1 夏実験期間におけるアンサンブルスプレッド（実
線）およびアンサンブル平均の RMSE（点線）の予報時
間別の検証結果。青線が CNTL、赤線が TEST。（左上）
850 hPaの高度場 [m]、（右上）地上の露点温度 [K]、（左
下）925 hPaの比湿 [g/kg]、（右下）300 hPaの気温 [K]。
検証領域は 125°–145°E,25°–45°Nの領域。

図 4.5.2 夏実験期間の 3 時間降水量の（左）ブライアスキ
ルスコア、（右）TESTと CNTLの差。青線が CNTL、赤
線が TEST。横軸は閾値 [mm/3h]。

年 1月 20日-2月 25日とした。
図 4.5.1に夏実験期間についてアンサンブルスプレッ
ドとメソ解析を参照値としたアンサンブル平均の二乗
平均平方根誤差 (RMSE)の領域平均の時系列を示す。
上段に示すように対流圏下層の高度場および地上露点温
度のアンサンブル平均のRMSEが減少した。ほかの地
上気象要素についても同様の傾向であった。MSM22XX

の物理過程改良において対流圏の下層環境場および地
上気象要素の改善が見られており、このことと整合する
結果である。地上気象要素については冬実験期間も同様
の傾向であった（図略）。下段左に示すように 925 hPa

の水蒸気場ではスプレッドが増加した。境界層スキー
ムの改良により各メンバーの予報においてMSM22XX
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図 4.5.3 2019年 8月 15日 21UTCの 3時間降水量・海面更正気圧について CNTL（左）と TEST（中）のコントロールラン
の予測結果（2019年 8月 14日 00UTC初期値の FT=27）および解析雨量（右）。

図 4.5.4 2019年 8月 15日 21UTCの 3時間降水量について
20 mm/3hの超過確率。（左）CNTL、（右）TEST。2019
年 8月 14日 00UTC初期値の FT=27。

と同様に雲域で個々の細かいセルが表現されるように
なっており、対応した細かい構造が水蒸気場に見られ
るようになったことを反映した結果と考えられる。下
段右には 300 hPaの気温について示す。300 hPaでは
CNTLとTESTでほとんど変化はなく、モデル上端高
度が引き上げられた影響は見られなかった。冬実験期
間でも同様であった。MSM22XXではこの高度の予測
特性に大きな変化はないこと、初期・境界摂動に用いる
特異ベクトル（SV）法の鉛直ターゲット域は変えてい
ない (メソ SVは、水蒸気量は高度約 2900 m、水蒸気量
以外は高度約 5300 mまで、全球 SVは高度約 9000 m

まで)ことから、上層における各メンバーのばらつき
方にほとんど変化がなかったと考えられる。
降水確率予測の変化を確認するため夏実験期間の 3

時間降水量のブライアスキルスコア (BSS)を図 4.5.2に
示す。いずれの閾値においてもCNTLに対してTEST

が改善する。降水確率予測の改善につながったと考え
られる代表的な事例として、2019年 8月 15日の台風
に伴う降水事例を挙げる。図 4.5.3に 2019年 8月 15日
21UTCの 3時間降水量のコントロールランの予測結
果を示す。CNTLでは解析雨量と比較して過大であっ
た中国地方、九州地方の降水域の予測が、TESTでは
縮小していることが分かる。MSM22XXでは降水過剰
バイアスが減少し空振りが減ったことが述べられてお
り、この事例でもその傾向が見られる。同時刻を対象
とした 3時間降水量の 20 mm/3hの超過確率を図 4.5.4

に示す。中国地方、九州地方において、CNTLに比べ
TESTの 30 %以上を示す領域が縮小し、解析雨量との
対応が良くなっていた。MSMの物理過程改良の効果
がMEPSの各メンバーの予測にも反映された結果と考
えられる。このような事例の結果を反映して夏実験期
間の BSSが改善していた。冬実験期間の BSSの変化
は中立であった (図略)。

4.5.4 まとめ
2022年にMEPSの鉛直層を 76層から 96層に増強
し、モデル上端高度を 21.8 kmから 37.5 kmに引き上
げ、物理過程を改良する計画である。これらはMSMの
更新計画に追随し、MEPSの予報モデルの設定をMSM

に揃える変更である。この変更により降水確率予測の
改善や地上気象要素のアンサンブル平均の改善を確認
した。
今後もメソスケールのアンサンブル予報の高度化に
取り組んでいく。MEPSの初期摂動への asucaに基づ
く SV法の導入、数値予報モデルの不確実性を考慮す
る手法の導入が開発課題として挙げられる。豪雨防災
に資する領域アンサンブル予報の観点では、線状降水
帯に代表されるような集中豪雨の予測が持つ不確実性
を適切に捕捉可能なアンサンブル予報システムの開発
が課題となっている（第 2.6節）。MEPSよりも時空間
スケールの小さい現象が対象となり未解明の部分は多
いが、初期値、境界値、数値予報モデルの不確実性を
適切に表現できるシステムを検討していく必要がある。
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4.6 局地解析へのハイブリッド同化手法の導入

4.6.1 はじめに
局地数値予報システム1は、時空間スケールの細かな
現象の予測を目的に水平格子間隔 2 kmの予報システ
ムとして運用されており、防災気象情報・航空気象情
報の作成を支援する重要な数値予報システムと位置付
けられている。2021年 3月の局地モデルの鉛直層増強
と物理過程改良（第 3.4節）に続き、2022年には局地
解析の背景誤差共分散のハイブリッド化と気候学的背
景誤差の更新、メソ数値予報システムの更新（第 4.4

節）に伴う予報モデルの物理過程の改良を計画してい
る。本節では、横田ほか (2021)に基づき局地解析への
ハイブリッド同化手法の導入に向けた開発について説
明し、これまでの検証実験で得られた結果について報
告する。

4.6.2 ハイブリッド同化の概要
局地解析は、メソモデルの予報値（解析時刻 3時間
前）を出発点に、3次元変分法（3DVar）による解析と
1時間予報（水平格子間隔 5 km）で初期時刻を更新し
ながら 3回繰り返した後、解析時刻で 3DVarを行い、
その解析値は局地モデル LFMの初期値として用いら
れる。しかし、ここで用いられる 3DVarは、第一推定
値の誤差を表現する背景誤差として、NMC法 (Parrish

and Derber 1992)で作成された気候学的な背景誤差共
分散行列 Bc が使われており、これが水平方向に一様
であるため、予測の不確実性の空間分布を解析インク
リメントに適切に反映できないという問題がある。こ
の問題を軽減するため、場の流れに依存した背景誤差
として、メソアンサンブル予報システムMEPS（水平
格子間隔 5 km、摂動メンバー数 20）の予報値のアン
サンブル平均からの差（以下、MEPS摂動）を用いて
作成した誤差共分散行列BeとBcを混ぜて用いるハイ
ブリッド同化 (Lorenc 2003)を局地解析に導入する。
今回導入するハイブリッド化した 3DVar（Hybrid-

3DVar）は、下記の評価関数を最小化することによっ
て解析インクリメント δxを得る。

J(v) =
1

2
vTv +

1

2
(Hδx− d)

T
R−1 (Hδx− d)

+ Jbc

δx ≡ B1/2v ≡
(
βcB

1/2
c βeB

1/2
e

)(vc

ve

)
(4.6.1)

ここで d = yo−H(xb)は観測値 yoの第一推定値 xb

からの差（イノベーション）、HとHは観測演算子とそ
の接線形、Rは観測誤差共分散行列、Bcは気候学的な

1 局地解析と局地モデル（予報モデル）を合わせて局地数値
予報システムと表記する。

背景誤差共分散行列、BeはMEPS摂動から作成された
誤差共分散行列、vcと veは制御変数、Jbcはバイアス
補正項である。βcと βeはハイブリッドの重みであり、
(β2

c , β
2
e ) = (1, 0)であれば B = Bc, (β

2
c , β

2
e ) = (0, 1)

であればB = Be で解析が行われることになる。
このBeの作成に用いられるMEPSの実行は 6時間
毎であるが、局地解析は 1時間毎に実行するため、利
用するMEPS摂動は解析時刻によって予報時間が異な
る。MEPS摂動の大きさは予報時間が進むほど大きく
なるため、この摂動をそのまま Be 作成に用いるのは
適切でない。そこで、MEPS摂動に対して解析時刻ご
とに異なる係数（高度 5.5 kmの温位の気候学的な誤
差分散をMEPS摂動の分散の水平平均で割ったもの）
を Be に乗じてから解析に用いるという誤差共分散膨
張を導入した。これにより、BeがBcと同等の大きさ
になり、予報時間による Be の大きさの変化が軽減さ
れる。
また、Be は限られたメンバー数のMEPS摂動から
作成されるため、特に空間的に離れた点同士の誤差相
関は相対的にサンプリング誤差が大きく、これをその
まま用いて解析を行うことは適切でない。そこで、Be

には水平方向と鉛直方向の距離によってガウス型に減
衰する関数を乗じ（空間局所化）、離れた点同士の誤差
相関を小さくした上で用いた。
限られたメンバー数のMEPS摂動からBeを作成す
るという課題に対しては、異なる初期時刻のMEPSを
用いることで摂動作成に利用するメンバーを増やす、
LAF（Lagged Averaged Forecast）法によるアプロー
チも有効と考えられる。以下、第 4.6.3項と第 4.6.4項
では、LAF法の有効性を含めて、Hybrid-3DVarの解析
インクリメントや予測精度へのインパクトを確認する。

4.6.3 Hybrid-3DVarの導入による解析インクリメ
ントの変化

Hybrid-3DVarの導入による解析インクリメントの変
化を把握するため、x方向の風（イノベーション:5 m/s、
観測誤差標準偏差:1 m/s）を 2019年 8月 5日 21UTC

の台風の南（図 4.6.1(a)の ⋆の位置）の高度 900 hPa

に同化するという 1点観測同化実験を行った。Be は
18UTCを初期値とする 20メンバーの MEPS摂動か
ら作成したものと、06,12,18UTCを初期値とする計 60

メンバーのMEPS摂動から LAF法により作成したも
のの 2パターン用意し、空間局所化のスケール (局所化
関数が e−0.5になる距離）は水平 100 km、鉛直 0.5 km

とした。なお、60メンバーの実験では、予報時間が異
なるため摂動の大きさが異なるアンサンブル予報を混
ぜることによる悪影響を抑えるため、予報時間の長さ
に応じて異なる誤差共分散膨張係数を乗じて Be を作
成した。
実験の結果、B = Bcの場合は x方向の風の解析イン
クリメントが楕円形の分布になる（図 4.6.1(b)）のに対
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図 4.6.1 1点観測同化実験における (a)地上気圧の第一推定
値 [hPa]と (b-d)900 hPaの x方向の風の解析インクリメ
ント [m s−1]。(b-d)のBの設定はそれぞれ (b): B = Bc、
(c): B = Be（20メンバー）、(d): B = Be（60メンバー）。

し、B = Beの場合は台風の流れに沿った分布になり、
メンバー数が増えるとより水平方向に滑らかな分布に
なった（図 4.6.1(c),(d)）。なお、B = Beの場合は風以
外の要素もアンサンブル相関に基づく解析インクリメン
ト（台風中心付近での気圧の低下など）が見られた（図
略）。また、ハイブリッドの重みを (β2

c , β
2
e ) = (0.5, 0.5)

とした場合の解析インクリメントは、B = Bcの場合と
B = Beの場合を平均したような分布になった（図略）。

4.6.4 性能評価
Hybrid-3DVar の導入による予報への影響を確認す
るため、夏は 2020年 7月 2日-7月 15日、冬は 2020

年 1月 11日-1月 21日の期間（3時間毎）について実
験を行った。
実験では、先に述べたハイブリッド化に加え、現ルー
チン相当のシステムから次の二つの変更を加える。一
つは、局地解析とメソ解析の解析モジュールの統一化2

を図るもので、予測精度をほぼ変えない仕様変更が含
まれる。例えば、観測演算子において観測相当量へ変
換してから空間内挿していたところを、空間内挿して
から観測相当量に変換するように変更する、x,y方向の
風の制御変数の配置をスカラーポイントからそれぞれ
x,y 方向に半格子ずれた u,v ポイントに変更する、と
いった点である3。もう一つは気候学的背景誤差の修正
である。これは、x方向の風と y方向の風の誤差分散の
大きさがメソ解析と大きく異なる4ことから、その修正

2 asuca-Var(Ikuta et al. 2021)のメソ解析への導入時に、局
地解析に導入している asuca-Varモジュールは更新しなかっ
たため、今回更新する。
3 いずれもメソ解析と同じ仕様にするもので、幾田 (2014)
から Ikuta et al. (2021)への更新にあたる。
4 メソ解析の誤差分散と比べて、x方向の風については過大、
y 方向の風については過小である。

を試みたものである。今回は大気中の制御変数（風、温
位、地上気圧、偽相対湿度）の誤差分散をメソ解析の気
候学的背景誤差の誤差分散（第 4.4.2項）に置き換える
こととした5。また、B

1/2
c の定義をB

1/2
c = B

1/2
v B

1/2
h

からメソ解析の設定に合わせてB
1/2
c = B

1/2
h B

1/2
v に変

更する（BhとBvはそれぞれ水平、鉛直方向の気候学
的な背景誤差共分散行列）。
前項では、60メンバーに増やした場合に解析インク
リメントがより滑らかになることを見たが、ここでも
LAF法によりメンバー数を増加した場合の予報への影
響を見るためにいくつかの設定を比較する。
実験の名称は以下のとおりとする。
• CNTL: 2021年 5月時点のルーチン相当
• M000: 非ハイブリッド（(β2

c , β
2
e ) = (1, 0)）

• M020: 20メンバー（LAFを行わない）
• M060: 60メンバー（3初期値の LAF）
• M100: 100メンバー（5初期値の LAF）

2021年 5月時点の現業局地数値予報システム相当の設
定の実験をコントロール（CNTL）とする。CNTLに
対して、解析モジュールの統一化および気候学的背景誤
差の修正を加えた実験をM000とする（非ハイブリッ
ドである）。M000 に対して前項のハイブリッド同化
を導入した実験をM020とする（ただし、LAF法を行
わない）。M020に対して LAF法によりメンバー数を
60,100に増加した実験をそれぞれM060,M100とする。
M020,M060,M100がHybrid-3DVarの実験であり、予
備調査の結果を踏まえていずれも (β2

c , β
2
e ) = (0.5, 0.5)

とし、局所化スケールは水平 100 km、鉛直 0.5 kmと
した。
図 4.6.2は夏期間における地上比湿と地上風速の予報
時間別の統計検証結果である。比湿は、M020では乾燥
バイアスが拡大し二乗平均平方根誤差 (RMSE)が悪化
するが、メンバー数を増やすと乾燥バイアスが CNTL

と同程度になるとともにRMSEが改善した。このこと
は、観測数の多い地表面付近では特にサンプリング誤
差による悪影響が大きく、これがメンバー数の増加に
よって軽減することを示していると考えられる。風速
はハイブリッド同化導入により平均誤差 (ME),RMSE

が改善傾向であった。気温もハイブリッド同化導入に
よりRMSEが改善し、メンバー数が大きいほど改善す
る傾向であった（図略）。冬期間についても同様の傾向
を確認している。
図 4.6.3には夏期間における 1時間降水量の閾値別
検証結果を示す。強雨を中心に空振りと見逃しが減少
し、エクイタブルスレットスコア (ETS)が改善した。
1-3 mm/h程度の弱雨については見逃しが増加するが
空振りは減少し、ETSは改善した。冬期間についても
降水検証において全般的に改善が見られた（図略）。

5 この変更で局地解析の性質（高解像度の解析インクリメン
トが入る）が大きく変わらないように、水平誤差相関と鉛直
誤差相関は変えない。
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図 4.6.2 夏期間における（左）地上比湿、（右）風速の対地上観測検証結果。それぞれ上段にMEとその CNTLとの差、下段
に RMSEとその CNTLとの差を示す。横軸は予報時間 [h]。青線は CNTL、赤線は M000、緑線は M020、橙線は M060、
紫線はM100の結果を示す。

図 4.6.3 夏期間における 1時間降水量 [mm/h]（検証格子 10 km）の閾値別の対解析雨量検証結果。（左上）バイアススコアと
その CNTLとの差、（右上）エクイタブルスレットスコア (ETS)とその CNTLとの差、（左下）空振り率とその CNTLと
の差、（右下）見逃し率とその CNTLとの差。線種は図 4.6.2と同様。

図 4.6.4に示す、2020年 7月 3日 12UTC初期値の
FT=6-9の 3時間降水量の予測では、ハイブリッド同化
の導入によって、熊本県を中心とする線状降水帯をよ
り実況に近い位置に表現することができており、M100

の予測結果が最も良かった。図 4.6.5に示すように、こ
の初期値を作成するための解析では、ハイブリッド同
化の導入によって、CNTLに比べて流れに依存した解
析インクリメントが入るようになっていた。同図の黒
丸で囲った領域では、第一推定値において線状降水帯
付近へ暖気が流入しており（図略）、メンバー数が多い
ほど線状降水帯付近への暖気の流入を強めていた。メ
ンバー数が多いほど暖気流入が強かったのは、LAFに
より前線近傍のスプレッドが大きくなったこと（図略）
に対応して、解析インクリメントが入りやすくなった
ためと考えられる。

4.6.5 まとめ
局地数値予報システムについて、局地解析の背景誤
差共分散のハイブリッド化と気候学的背景誤差の更新、
メソ数値予報システムの更新（第 4.4節）に伴う予報
モデルの物理過程の改良を計画している。本更新に向
けて、MEPS摂動を用いて作成した誤差共分散行列と
気候学的な誤差共分散行列を混ぜて用いるハイブリッ
ド同化を局地解析に導入し（Hybrid-3DVar）、これに
よって強い雨や地上気象要素を中心に予測精度が向上
することを確認した。また、LAF法によりMEPS摂動
作成に利用するメンバー数を増やすことの有効性を確
認した。今後は、メソ数値予報システムの更新（第 4.4

節）とそれに伴う局地モデルの物理過程改良、MEPS

の更新（第 4.5節）を反映する等、2022年の局地予報
システムの更新に向けた準備を進めていく。
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図 4.6.4 2020年 7月 3日 21UTCの 3時間降水量 [mm/3h]について、解析雨量（左上）と各実験における予測結果（2020年
7月 3日 12UTCの FT=6-9）。

図 4.6.5 2020年 7月 3日 12UTCの初期値作成までの 4回の解析のうちの最初の解析（09UTC）における解析インクリメント。
上から地上の x方向の風 [m/s]、y方向の風 [m/s]、温位 [K]、比湿 [g/kg]について、左から CNTL,M000,M020,M060,M100
の各実験について示す。
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4.7 高頻度大気解析

4.7.1 はじめに
高頻度大気解析は、現行の毎時大気解析を高解像度
化、高頻度化することで、日本周辺における大気の実
況監視をよりきめ細やかに行うことを目的として作成
する、風と気温の客観解析値である。令和 4年度中の
運用開始に向けて開発が進められている。
大気の実況監視を支援するため、気象庁は様々な観
測データを利用して短時間のうちに客観解析を行い、
速報的な 3 次元 GPV として提供する、「毎時大気解
析」を運用してきている (室井ほか 2008)。その歴史
は、2002 年 1 月より慣熟的にデータ配信が開始され
た「毎時下層風解析」(酒井 2001)に始まる。メソ予報
（MSM）の下層風予報値をウィンドプロファイラデー
タで補正（解析手法として最適内挿法を採用）するも
のであった。2003年 11月にはアメダスを利用した地
上風の解析を追加して「毎時風解析」(西嶋 2004)と名
称を変更した。2006年 3月には第 8世代のスーパーコ
ンピュータシステムの導入により解析格子を高解像度
化し（水平格子間隔 10 kmから 5 kmへ）、解析要素に
気温を追加して「毎時大気解析」と名称を改めた (西嶋
2005)。その後、3次元変分法の導入とドップラー速度
の利用開始 (藤田 2007)、大気下層の解析の変更 (藤田
2008)、asuca-Varによる 3次元変分法への更新 (原・工
藤 2017)が行われてきた。
2018年に導入された第 10世代のスーパーコンピュー
タにおいて、その計算機資源を活かした現業数値予報
システムの改良計画が立てられ、毎時大気解析につい
ては水平格子間隔を 5 kmから 2 kmへ、鉛直層数を
48層から 76層へ、実行頻度を 1日 24回から 48回へ
と増強することが計画されている (石田ほか 2017)。本
節では、この計画に基づく毎時大気解析の高解像度化、
高頻度化の開発について報告する。解析の頻度が「毎
時」ではなくなること等から「高頻度大気解析」と名
称を新たにすることとした。

4.7.2 高頻度大気解析システム
表 4.7.1に毎時大気解析と比較した高頻度大気解析
の仕様を示す。

高解像度化、高頻度化
毎時大気解析は、水平格子間隔 5 kmのMSMを第
一推定値として利用し、解析を水平格子間隔 5 km、鉛
直 48層で行っている。これに対して、高頻度大気解析
は、水平格子間隔 2 kmの局地予報 (LFM)を第一推定
値として利用し、解析を水平格子間隔 2 km、鉛直 76

層で行う（高解像度化）。さらに、高頻度大気解析は
毎正時に加え、毎正時 30 分にも解析を行う（高頻度
化）。この二点が毎時大気解析と高頻度大気解析の大
きな仕様の違いになる。第一推定値に LFMを用いる
点は、解析の特性を決定づける上で最も重要な変更で

図 4.7.1 毎時大気解析および高頻度大気解析で通常用いら
れる第一推定値と解析時刻の対応の模式図。（上段）毎時
大気解析とMSM予報値の対応。例えば 00UTC初期値の
MSM(Mf00)による 2時間予報値が、02UTCの毎時大気
解析 (Qa02) の第一推定値として用いられる。（下段）高
頻度大気解析と LFM予報値の対応。例えば 00UTC初期
値の LFM(Lf00)による 3時間予報値が 03UTCの高頻度
大気解析 (Fa0300)の第一推定値として用いられる。

ある。図 4.7.1に、毎時大気解析と高頻度大気解析で通
常用いられる第一推定値との対応を示す。高頻度大気
解析では、LFMの 3時間予報または 3時間 30分予報
を第一推定値として用いる1。図 4.7.2には解析領域を
示す。高頻度大気解析の解析領域は、第一推定値であ
る LFMの予報領域と同じとするため、毎時大気解析
に比べて、やや狭い領域となる。鉛直層はモデルトッ
プの高さ（21.8 km）を変えずに高解像度化し、LFM

（76層）と同様の層配置とする。高頻度大気解析は、第
一推定値として用いる LFMと全く同じ格子系であり、
地形、海陸比も一致する。

解析手法、観測データ、プロダクト
表 4.7.1の中段以降に示すように、高頻度大気解析
は、「高解像度化、高頻度化」以外は毎時大気解析の
手法を踏襲する。解析手法は、毎時大気解析と同様に
asuca-Varによる 3次元変分法を用いる。その制御変
数は原・工藤 (2017)で解説されたとおり、これまでの
毎時大気解析の設計を踏襲した制御変数である。また、
原・工藤 (2017)が毎時大気解析に asuca-Varを導入し
た際には、背景誤差や解析インクリメントの補正 (藤田
2008)について、それ以前の非静力学メソ 4次元変分法
(JNoVA)による毎時大気解析システム (藤田 2007)の
ものを踏襲し、プロダクトの性質を大きく変えないよ

1 LFMの初期値は水平格子間隔 5 kmの局地解析から提供さ
れた解析値を、予報モデルの水平格子間隔 2 kmに内挿する
ことにより作成しているため、LFMの時間積分が始まった
直後は、実質的に 5 km解像度程度の情報しかなく、時間積
分が進むにつれて、小さなスケールの情報が増えていく (永
戸ほか 2013)。高解像度の情報を持った第一推定値を使いた
いため、予報開始直後ではなく 3時間予報または 3時間 30
分予報を用いる。
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表 4.7.1 毎時大気解析システムと高頻度大気解析システムの仕様
毎時大気解析 (Qa5km) 高頻度大気解析 (Fa2km)

領域（格子数） H25.3.27以前のメソモデル (721x577) 局地モデル (1581x1301)

第一推定値 メソモデル 局地モデル

水平格子間隔 5 km 2 km

鉛直層数 48層（最上層 21.8 km） 76層（最上層 21.8 km）

解析時刻 毎時 00分 毎時 00分および 30分

同化手法 3次元変分法 同左

制御変数 流線関数、非バランス速度ポテンシャル、温位 同左

観測の待ち受け時間 18分 同左

観測 ウィンドプロファイラ（風）、航空機（気温、風）、アメダ
ス（気温、風）、空港気象ドップラーレーダー（ドップラー
速度）、気象レーダー（ドップラー速度）、衛星可視赤外イ
メージャ（大気追跡風）

同左

出力要素 風、気温 同左

図 4.7.2 （上段）毎時大気解析および（下段）高頻度大気解
析の解析領域。

うにした2。今回も同様の方針とする。毎時大気解析の
背景誤差は、水平格子間隔 5 kmのメソ予報による予報
誤差の統計をもとに、最適内挿法の予報誤差の設定に
概ね対応するよう調整されたものである (藤田 2007)。
この毎時大気解析の背景誤差を、高頻度大気解析の格
子系に内挿3して用いる。毎時大気解析では 3次元変分
法の後に二つの解析インクリメントの補正を行ってお
り、これらは毎時大気解析特有の処理である。一つは、

2 毎時大気解析における asuca-Var導入は、高い計算効率、
維持管理の利点を活かすためであり、特に前者は今回の高解
像度化に大きく寄与している。
3 水平一様を仮定しているため、鉛直 48層から 76層への内
挿

海上での気温、風の解析インクリメントを海岸線から
離れるにつれて減衰させる処理（地上フィルターと呼
ばれる）である。もう一つは、アメダス観測値による
地上場の修正の影響が第一推定値の境界層の上端付近
まで及ぶように、大気の解析インクリメントを補正す
る処理である。これらの処理も、高頻度大気解析で同
様に行う。地上フィルターにおいては、海岸線からの
基準距離等は毎時大気解析と同じ値に設定する。
利用する観測データも毎時大気解析と同じ（表 4.7.1

を参照）、観測データの待ち受け時間も毎時大気解析と
同じく 18分である。
解析要素は、毎時大気解析と同じく、風と気温であ
る。プロダクトの配信時刻は、毎時大気解析と同様の
初期時刻プラス 30分以内とする計画である。

4.7.3 特性
(1) 高解像度化
前項で述べたシステム仕様により、高頻度大気解析

（以下、Fa2km）は毎時大気解析（以下、Qa5km）と
比較して次のような特徴がある。

• Fa2kmの地形、海陸比は LFMと同じ解像度とな
り、その分布に応じた解析が得られる。

• Fa2kmとQa5kmの解析インクリメントは基本的
に変わらない。

• Fa2kmには第一推定値である LFMで予測された
空間スケールの小さい気象現象の表現が反映され
る。

図 4.7.3はQa5kmと Fa2kmの地形を示す。図 4.7.4

（右）に同じ領域の Qa5kmと Fa2kmの地上気温の解
析結果を示しているが、地形分布の表現の細かさに応
じた地上気温分布が見られる。海岸付近の地上気温分
布のシャープさの違いも、海陸比（図略）の違いを反
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映したものである。
図 4.7.4（左）には第一推定値である MSM および

LFM、（中）にはそれぞれの解析インクリメントを示
す。地上気温の解析インクリメントはアメダス気温観
測によって得られる。Qa5kmと Fa2kmでは観測への
寄せ方は基本的に同じになるような仕様としているの
で、インクリメントは概ね両者で同様であることが分
かる。その中で、青点線で囲った栃木県北部から茨城
県北部の領域では、インクリメントのパターンに違い
がある。この領域は第一推定値の地上気温に違いがあ
る（図 4.7.4（左））。これは第一推定値において、この
領域における降水表現が異なっており（図略、LFMで
は強い降水を予測）、この違いに起因したものと見られ
る。この例のように、Fa2kmと Qa5kmの解析インク
リメントが異なる場合の多くは、両者の第一推定値の
違いに起因する。
図 4.7.5 には、冬季の風下山岳波の事例を示す。図

4.7.5（左）の 300 hPaの平面図の白線は、佐渡島付近
から奥羽山脈を越えて太平洋まで引いており、図 4.7.5

（中）は、この白線に沿った第一推定値の鉛直断面であ
る。Fa2kmの第一推定値として用いるLFMは、この事
例の風下山岳波を表現できている（衛星画像で、LFM

予測と同程度の波長の波を確認した（図略））。これは、
Qa5kmの第一推定値として用いるMSMでは、表現す
ることができないスケールの現象である。図 4.7.5（右）
に示す解析値おいて、Fa2kmには LFMで予測された
山岳波の構造が反映されていることが分かる。上層の
解析インクリメントは山岳波のようなスケールの現象
を修正するものではないので、それぞれの第一推定値
の表現の細かさが、そのまま解析値に反映される。

(2) 高頻度化
正時の高頻度大気解析 (Fa00)と正時 30分の高頻度
大気解析 (Fa30)を比較し、以下のことを確認した。

• 利用する観測データについては、Fa00と Fa30と
で大気追跡風 (AMV)以外は同等の観測数である。
AMVは、Fa00とFa30とで利用できる最新データ
の観測分布の密度が異なる（Fa30は Fa00に比べ
てAMVの観測データ数が最大で約 30%少ない）。

• Fa00では LFMの 3時間予報、Fa30は LFMの 3

時間 30分予報を第一推定値とすることから、Fa30
は Fa00に比べて、第一推定値と観測値の差は大
きくなる傾向があるが、解析値と観測値の差は同
程度であった。

厳密には上記の違いはあるが、実況監視において
Fa00と Fa30の違いを考慮して使う必要はない。

4.7.4 まとめ
高頻度大気解析は毎時大気解析を高解像度化、高頻
度化したシステムである。第一推定値に LFMを用い
て、LFMと同じ領域、水平格子間隔、鉛直層設定で、
正時と正時 30 分に解析を行う。高頻度大気解析の解

図 4.7.3 （上段）毎時大気解析および（下段）高頻度大気解
析の地形。色は標高 [m]を表す。

析手法と観測データの利用方法は現行の毎時大気解析
を踏襲しており、その解析インクリメントは毎時大気
解析と基本的に変わらないようにしている。高頻度大
気解析は、第一推定値に LFMを用いることによって、
LFMで予測された小さなスケールの現象が反映された
解析値となる点が毎時大気解析との違いである。毎時
大気解析が「MSM予測値を観測値に極力近づけた風
と気温の格子点情報」であったのに対し、高頻度大気
解析は「LFM予測値を観測値に極力近づけた風と気温
の格子点情報」であり、より局地的な気象も対象とし
た実況監視に有効な資料となると考えている。令和 4

年度中の運用開始に向けて準備を進めている。
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図 4.7.4 （上段）毎時大気解析および（下段）高頻度大気解析の 2019年 8月 24日 06UTCの地上気温 [◦C]解析。（左）第一
推定値、（中）解析インクリメント、（右）解析値。

図 4.7.5 （上段）毎時大気解析および（下段）高頻度大気解析の冬季の風下山岳波の事例（2020年 1月 20日 00UTC)。（左）
第一推定値の 300 hPaの平面図、左図の白線に沿った（中）第一推定値の鉛直断面、（右）解析値の鉛直断面。塗りつぶしの
コンターは風速 [kt]、赤線は気温 [◦C]。

修テキスト, 気象庁予報部, 63-65.

酒井喜敏, 2001: 毎時下層風解析. 平成 13年度数値予
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4.8 観測データの新規導入と利用法の改良

4.8.1 はじめに
気象庁の数値予報解析システムでは、初期値解析に
おいて様々な観測データが同化されている。初期値精
度の向上は、予測精度向上には重要であり、新規観測
データの導入や、観測データの利用法の改良が継続的
に進められている。
本節では、新規観測データの導入や観測データの利
用法の改良に関して、現在進められている主な開発の
進捗を報告する。

4.8.2 放射伝達モデル RTTOVの更新
衛星により観測された輝度温度の同化では、観測演
算子として放射伝達モデルを用い、計算した輝度温度
を観測された輝度温度と比較している。放射伝達モデ
ルは、数値予報モデルが出力する気温・水蒸気のプロ
ファイル及び地表面情報を入力として輝度温度を計算
する。気象庁では、全球解析への輝度温度同化開始 (計
盛・岡本 2004; 計盛ほか 2005; 岡本 2007)以来、放射
伝達モデルとして、EUMETSAT の NWP-SAF で維
持開発されているRTTOV (Eyre 1991)を用いている。
現在利用中のバージョンは、2012年にリリースされた
RTTOV 10.2 (Saunders et al. 2012)で、2012年 11月
に利用を開始した。
RTTOVは計算精度向上や機能追加、新規衛星への
対応など、常に改良が行われており、数年ごとに新し
いバージョンがリリースされている。RTTOVを最新
版に更新することにより、最新の技術開発成果を取り
込むことができるほか、新たに打ち上げられた衛星の
サポートも受けられる。そのため、継続的に輝度温度
データを利用する上で RTTOVの更新は重要である。
現時点で最新の RTTOV のメジャーバージョンは

2020 年 11 月にリリースされた 13（以降 RTTOV-13

とする）で、その後マイナーバージョンとして 13.1が
2021 年 11 月にリリースされている (Saunders et al.

2020)。現在、現業数値予報システムでの RTTOV-13

への更新作業を行っている1。RTTOV-13への更新に
よる主な変更点としては、以下のようなものがある。
これらにより、輝度温度の計算精度向上が期待できる
ほか、現在進めている全天同化や陸域での利用データ
拡大にも寄与する。

• 最新の気体吸収データベースに基づく放射伝達計
算用の係数（以下「係数」とする）の更新

• 複数種類の雲・降水粒子とそれぞれの雲量を考慮
した全天候での放射伝達計算

• 赤外波長帯における雲域の輝度温度計算の精緻化
• 陸域の射出率・反射率データベースの更新

1 着手時点での最新バージョン 13.0への更新を行っている。
13.1への更新は当庁での利用範囲に大きな影響はないことか
ら今後の機会に実施する。

現在、輝度温度データは、全球解析、メソ解析、局
地解析システムでそれぞれ同化利用されており、これ
らすべてにおいて RTTOVの更新作業が必要となる。
また、利用されているすべての輝度温度センサーに関
して、変更による影響の確認が必要となる。そのため、
導入に向けた更新作業は、以下のように 2段階に分け
て実施する予定である。まずは、モジュールの差し替
えや定数ファイル名の変更など、RTTOV-13が動作す
るために必要な最低限の変更を行い、大規模な更新を
確実に実施する。その際、係数についてはフォーマッ
トの変更のみとし、現在利用している係数の内容を変
更せず、輝度温度の計算結果を大きく変えないように
する。これにより、実装の不備等がバージョンアップに
よる改善に埋もれて見逃されることを防ぐ。次に、係
数の更新を中心とした、計算結果に大きく影響する変
更を実施する。その際、統計に基づいて作成されるパ
ラメータ等（固定値によるバイアス補正量、観測誤差、
品質管理に必要な定数等）は、いずれも確認や見直し
が必要となる。
現在は、第一段階であるモジュールの差し替え等の
実装作業について概ね完了し、動作確認を行っている
ところである。

4.8.3 メソ解析におけるマイクロ波輝度温度の全天
同化

全球解析においては、衛星に搭載されたマイクロ波
センサーの、雲・降水域を含む輝度温度データの全天
同化を 2019年 12月に導入した (気象庁 2021a, 第 3.6

節)。メソ解析においても、マイクロ波センサーの全天
同化に向けて開発を進めている。その際、メソ解析の
特性を踏まえた対処が必要となる。
全球解析と同様に、雲・降水域を含めた輝度温度の計
算には、RTTOVのパッケージに含まれる、散乱を考
慮した放射伝達モデル RTTOV-SCATT(Bauer et al.

2006) を用いる。前述の RTTOV-13 の導入により、
RTTOV-SCATTで用いる雲・降水粒子（hydrometeor）
のフラクション2を、粒子ごとに別々に与えることがで
きるようになる。MSMの内部では、液相、固相の水と
して雲水、雲氷、雨、雪、あられの混合比を予報変数に
持つ (氏家 2020)ことから、これを活用できるRTTOV-

13の導入は有効である。図 4.8.1に、メソモデル内で
計算される各粒子のフラクションを RTTOV-SCATT

に与えて計算した、マイクロ波イメージャAMSR2の
輝度温度を示す。雲・降水域における輝度温度を精度
よく計算することができ、全天同化に向けて有効であ
ることが確認できた。
メソ解析では、マイクロ波センサーからリトリーブ
した降水強度を同化している (佐藤 2003)ことが、全

2 モデル格子内に存在する物質の割合（0-1）。0は格子内に
物質が存在しないことを、1は格子内すべてを覆うことを意
味する。
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図 4.8.1 雲・降水を考慮した輝度温度の計算値と観測値の違い。GCOM-W/AMSR2/ch7（19GHz垂直偏波）。左：すべての
雲・降水粒子（雲水、雲氷、雨、雪、あられ）について共通の雲量（放射過程で使用）を与えて計算した輝度温度、中央：そ
れぞれの水物質ごとに診断したフラクションを与えて計算した輝度温度、右：観測値。

球解析とは異なる。メソ解析に全天同化を導入する場
合、降水域における観測データが、降水強度のリトリー
ブに使用される観測データと重複することから、リト
リーブ降水強度の同化は廃止する方向で検討している。
その際、全天同化により、リトリーブ降水強度と同等
のインパクトを得られるかどうかなどを、確認する必
要がある。
現在、品質管理および解析本体において雲・降水を
考慮した輝度温度の計算を組み込み、全天同化の実装
や設定などを確認しているところである。

4.8.4 メソ解析におけるハイパースペクトル赤外サ
ウンダの利用

ハイパースペクトル赤外サウンダは、気温や水蒸気
の鉛直分布を得ることのできるセンサーである。線状
降水帯や台風の予測に重要な、初期値における大気の
鉛直構造の精度を、ハイパースペクトル赤外サウンダ
の利用により向上させることができる。ハイパースペ
クトル赤外サウンダは全球解析では利用中であるが、メ
ソ解析においては導入を目指して開発を進めていると
ころである。メソ解析では、これまで全球解析から係数
を引き継いで使用するバイアス補正などに課題があり、
現業利用には至っていなかった (岡本ほか 2020)。その
後、2020年 3月の asuca-Varの導入 (気象庁 2021c)に
よりメソ解析独自のバイアス補正が可能となったこと
から、利用に向けた開発を再開した。
メソモデルは全球モデルと比較してモデル上端の高
度が低いことも課題のひとつであった。品質管理や解
析本体で輝度温度を計算する際、モデル上端より上部
の大気プロファイルは標準大気プロファイルの気温減
率を用いて補完している。このため、モデル上端より
上部に感度のあるチャンネルについては、放射伝達モ
デルにより計算した輝度温度の誤差が大きく、利用が
難しい。また、赤外波長帯での観測は雲の影響を大き
く受けることから、雲頂高度より下部に感度のあるチャ
ンネルは、品質管理において除去している。結果とし
て、利用できるチャンネルが多く残らないという課題
があった。これに対し、衛星観測データ利用拡充を主
な目的として、モデル上端高度を引き上げる計画であ

り（第 4.4節）、より多くのチャンネルが利用できるよ
うになる見込みである。
現在、Metopに搭載の IASIと Suomi-NPPおよび

NOAA-20に搭載のCrISについて、利用に向けた開発
に取り組んでいる3。現時点の性能評価試験では、全球
解析で利用中のチャンネルを候補とし、モデル上端に
よる悪影響の少ないチャンネルを選んで利用した。雲
判別などの品質管理処理は全球解析に準じた。変分法
バイアス補正の説明変数は、現在 asuca-Varにおいて
他のセンサーとも共通で用いられている変数（軌道の
上昇下降フラグ、衛星天頂角、地表面温度）と定数を用
いた。性能評価試験の結果として、気温や水蒸気の第
一推定値に改善の傾向が見られた他、気温や降水の予
測精度に中立または改善の傾向が確認されており、詳
しい分析を進めているところである。

4.8.5 陸域マイクロ波輝度温度同化における地表面
射出率の動的推定

輝度温度の同化では、数値予報モデルが出力する気
温・水蒸気のプロファイルとともに、地表面の温度や
射出率などの情報を放射伝達モデルに入力し、輝度温
度を計算している。その際、これらの地表面の情報の
誤差は計算される輝度温度の誤差となり、ひいては大
気の解析場・予測場の誤差につながる。とりわけ大気
下層に感度のあるチャンネルの輝度温度では、地表面
情報の影響は大きい。大気下層は線状降水帯など顕著
現象の環境場として重要であり、地表面情報の取り扱
いの高度化は、顕著現象の予測精度の向上に資する。
ここでは、全球解析への導入に向けて気象研究所と
ともに取り組んでいる、陸域におけるマイクロ波気温
サウンダの地表面射出率の動的推定について記す。マ
イクロ波気温サウンダのチャンネルのうち、低い高度に
感度のあるAMSU-Aのチャンネル 5-7および、ATMS

のチャンネル 6-8を対象とし調査を行っている。これ
らのチャンネルは、地表面情報の精度の影響を受けや
すいことから、現業数値予報システムにおいては現在、

3 全球解析では Aquaに搭載の AIRSも使用していたが、既
にデータ配信が終了しているためメソ解析での開発は行わな
い。
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陸上では不使用、または標高が高い場合に不使用とし
ている。
全球解析では、マイクロ波サウンダの輝度温度同化に
おける陸域射出率として、RTTOVに内包されている
月別の気候値データCNRM Atlas(Karbou et al. 2010)

を利用している。しかし、陸域の射出率は時空間変動
が大きく、気候値の利用では精度が十分ではない場合
がある。そこで、射出率を観測データごとに動的に推
定し、より正確な地表面情報を得ることを目指す。こ
れにより、陸域を中心に、大気下層の気温場の解析精
度や予測精度の向上が期待できる。
射出率の推定には、上記の射出率気候値の作成と同
じ手法 (Karbou et al. 2006)を用いる。ある周波数 ν、
衛星天頂角 θの輝度温度 Tb(ν, θ)は、晴天域のマイク
ロ波放射伝達方程式を用いると、地表面温度 Ts、地表
面射出率 ε(ν, θ)、大気の下向き放射 T ↓

a (ν, θ)、上向き
放射 T ↑

a (ν, θ)、大気透過率 Γから、以下のように表さ
れる。

Tb(ν, θ) = Tsε(ν, θ)Γ+{1−ε(ν, θ)}ΓT ↓
a (ν, θ)+T ↑

a (ν, θ)

(4.8.1)

大気の下向き放射 T ↓
a (ν, θ)、上向き放射 T ↑

a (ν, θ)、大気
透過率 Γは、RTTOVを用いてモデル変数から算出で
きる。(4.8.1)式を射出率について変形すると、

ε(ν, θ) =
Tb(ν, θ)− T ↓

a (ν, θ)Γ− T ↑
a (ν, θ)

(Ts − T ↓
a (ν, θ))Γ

(4.8.2)

となり、観測輝度温度、モデル変数、地表面温度から
射出率を推定することができる。また、(4.8.1)式を地
表面温度について変形すると、

Ts =
Tb(ν, θ)− (1− ε(ν, θ))T ↓

a (ν, θ)Γ− T ↑
a (ν, θ)

ε(ν, θ)Γ

(4.8.3)

となり、観測輝度温度、モデル変数、射出率から地表面
温度を推定することができる。開発当初は、地表面温
度にモデル変数を用い、射出率のみを推定して利用す
ることを検討していた。しかし調査の過程で、地表面
温度についても推定値の利用が夜間の乾燥地域を中心
に有効であることが確認でき、地表面温度も推定する
こととした。なお簡便のため、地表面温度の推定に使
用する地表面射出率には、動的に推定した射出率では
なく、前述の気候値データを用いた。射出率及び地表
面温度の推定には、透過率の高い 31.4 GHz、50.3 GHz

のチャンネル（AMSU-A、ATMSともチャンネル 2, 3）
をそれぞれ用いている。チャンネルの最適な組合せや、
地表面温度推定に用いる射出率の妥当性については調
査中である。
陸域において地表面射出率と地表面温度を上記のよ
うに推定し、輝度温度の同化に用いる変更を加えた全

球同化サイクル実験（2018年 8月を対象）を実施し、
効果を確認した。動的に推定した射出率は、期間平均
では気候値と同程度であった。しかし、輝度温度の計
算値と観測値の差異の標準偏差を確認すると、サハラ
砂漠からアラビア半島及び中央アジアを中心に減少し
ており、輝度温度の計算値の誤差が減少していること
が確認された。これは、動的推定により射出率の変動
を適切にとらえ、輝度温度計算に反映できた結果と考
えられる。予測値に関しては、輝度温度の計算値の誤
差が顕著に減少したアフリカ北部からアラビア半島付
近において、気温や高度場に誤差の減少が見られ、精
度の向上が確認できた。
今後は、降水により射出率が推定できない場合の対
処、海氷や雪氷域への適用の検討、冬季における動作
確認など、現業システムでの利用に向けてさらに調査
を行う。さらには、他の輝度温度センサーへの適用や、
メソ解析、局地解析への適用についても検討する。

4.8.6 メソ解析・局地解析におけるマイクロ波サウ
ンダ ATMSの利用

NOAA が運用する、次世代現業極軌道衛星 JPSSシ
リーズ衛星の Suomi-NPP 4およびNOAA-20には、マ
イクロ波サウンダATMSが搭載されており、全球解析
で利用されている (平原 2017;村田・亀川 2020)。全球解
析での利用に引き続き、メソ解析においてもATMSの
利用に向けた開発を行っている (気象庁 2021b)。ATMS

の利用により、AMSU-A やMHS と同様、対流圏にお
ける気温や水蒸気の鉛直分布の改善が期待される。
メソ解析において性能評価試験を実施したところ、
気温チャンネルのバイアス補正が不十分であることが
分かり、原因の特定や対処の検討を行っているところで
ある。また今後は、局地解析においても同様に、ATMS

の利用に向けた調査を行う予定である。

4.8.7 メソ解析・局地解析における二重偏波レー
ダーの利用

メソ解析及び局地解析では、全国に 20 地点ある気
象庁の一般気象レーダーの反射強度とドップラー速度、
及び 9地点の空港気象レーダー（DRAW） のドップ
ラー速度を同化に利用している。これらのレーダーの
二重偏波レーダーへの更新が進められており、一般気
象レーダーについては 2020年 3月に東京レーダーが最
初に更新された後、2021年 7月までに福井、大阪、福
岡、広島、名古屋、仙台のレーダーが更新された（図
4.8.2の赤丸のレーダー）。DRAWについても 2020年
3月に福岡が、2020年 10月に新千歳が更新されてい
る5。これらの更新レーダーについて、データ同化で使

4 Suomi-NPPは JPSSシリーズの準備衛星であるが、JPSS
シリーズと同等のセンサーが搭載されている。
5 これらレーダーの更新以前に 2016 年 3 月に羽田、関西、
2016年 12月に成田、2018年 12月に那覇、2019年 11月に
中部の DRAWが更新されている。
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図 4.8.2 2021年 7月時点での気象庁一般気象レーダーの二
重偏波レーダーへの更新状況。気象庁ホームページより。

図 4.8.3 降雨減衰補正なし（左）とあり（右）の反射強度の
比較。仰角は 1.7度。ただし、降雨減衰補正なしの方位分
解能は、0.35 °、ありの方位分解能は 0.7 °である。観測
時刻は 2020年 7月 2日 00JST。赤点線で囲った領域は降
雨減衰補正の有無による違いが顕著な領域を示す。

用する反射強度とドップラー速度の品質等を調査した
うえで現業での利用を再開した。
　本項では、東京レーダーの反射強度の利用 (2021年
5月に現業化)、及び東京レーダー以降に更新が完了し
たレーダーの利用 (2021年 11月に現業化)に向けたメ
ソモデル、局地モデルに関する性能評価について報告
する。なお、東京レーダー・福岡DRAWのドップラー
速度の現業利用については、気象庁 (2021d)を参照願
いたい。

(1) 東京レーダーの反射強度の利用
(一)二重偏波化された東京レーダーの反射強度
　二重偏波化された東京レーダーの反射強度は、偏波
情報を用いた降雨減衰補正と非降水エコーの除去によ
りデータ品質が向上している。降雨減衰補正の有無に
よる反射強度の比較を図 4.8.3に示す。東京レーダーの
南東方向にやや強い降水域が存在し、この雨域による
降雨減衰の影響で、「減衰補正なし」はその後方にある
赤点線で囲んだ領域の降水が「降雨減衰補正あり」よ
り弱くなっている。

(二)反射強度の同化手法と品質管理
　地上レーダーの反射強度は、第一推定値の相対湿度
とレーダーシミュレータで計算した反射強度の関係か
ら相対湿度に変換され、これを疑似観測として同化し
ている（幾田 (2011)、幾田 (2014)）。なお、レーダーシ
ミュレータはCバンド帯（5.3GHz）における雨・雪・霰
の反射強度を推定しており、アンテナパターンやビー
ムの屈折は考慮しているが、降雨減衰は考慮していな
い。
　品質管理では、以下の条件に該当するデータを除外
し、同化に使用しないようにしている。

• レーダーサイトからの距離が 200km以上
• 仰角 5.6度以上
• 気温 0度未満で推定された相対湿度
• 反射強度の D値（観測値 － 第一推定値）と、相
対湿度の D値が逆符号

(三)メソ、局地の性能評価試験の設定
　メソ実験は 2020年 12月時点相当、局地実験は 2021

年 3月時点相当の解析予報システムをコントロール実
験（CNTL）とし、CNTLに加え東京レーダーの反射
強度を同化に利用した実験をテスト実験（TEST）と
した。検証期間は 2020年 4月 11日から 2020年 7月
10日である。ここでは主にメソ実験の性能評価試験の
結果について報告する。

(四)実験結果
　 (i)メソ解析における東京レーダーの反射強度、
　相対湿度の特性
　図 4.8.4にメソ解析における東京レーダーとそれ以
外のレーダーの反射強度の観測値と第一推定値の散布
図の比較を示す。東京レーダー以外のレーダー（右図）
では、観測値が概ね 15dBZから 30dBZの領域の y=x

の線よりやや上側の赤い点線で示した領域におけるサ
ンプル数が多くなっている。降雨減衰の影響を受けた
ことにより、反射強度の観測値が第一推定値よりも小
さくなったと考えられる。一方、降雨減衰補正が適用
された東京レーダー（左図）はこの領域のサンプル数
が減少しており、観測値と第一推定値との整合性が向
上している。
　図 4.8.5に反射強度から推定した疑似相対湿度のD値
ヒストグラムを示す。東京レーダー (左図)は降雨減衰
補正により反射強度が強くなった影響で他のレーダー
と比較して平均値がやや大きくなっているが、標準偏
差は小さくなっている。局地解析についても概ね同様
の傾向であった。

(ii) メソ・局地モデルの降水予測への影響
　東京レーダーの反射強度データが予測に与える効果
を分かりやすくするため、東京レーダーを中心とした緯
度 6度×経度 6度の領域を対象として検証を行った。図
4.8.6は 3時間降水量 1mmのメソモデルの降水予測ス
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図 4.8.4 メソ解析における東京レーダー (左)とそれ以外の
レーダー (右)の反射強度の散布図の比較。横軸は観測、縦
軸は第一推定値。単位は dBZ。シェードはサンプル数を示
し、暖色系ほどサンプル数が多い。赤点線で囲った領域は
両者の違いが顕著な領域を示す。

図 4.8.5 メソ解析における東京レーダー (左)とそれ以外の
レーダー (右)の疑似相対湿度のD値ヒストグラムの比較。
横軸は疑似相対湿度の D 値 (%)、縦軸はサンプル数。図
中のMEは平均、SDは標準偏差である。

コア (20km格子平均)である。バイアススコア（左列）
は、予報時間を通して改善傾向がみられ、一部の予報
時間では有意な改善となっている。エクイタブルスレッ
トスコア（ETS、右列）は概ね中立である。3時間降水
量 10mmの降水予測スコアも概ね同様であった。3時
間降水量 20mm以上の降水予測スコアは、FT=24hour

以降のバイアススコアがやや悪化する傾向が見られた
ものの、ETSは概ね中立であった。以上、一部でやや
悪化のインパクトがみられるものの、総合的には中立
からやや改善のインパクトを確認した。
　 1時間降水量 5mmの局地モデルの降水予測スコア
（10km格子平均）では、予報初期 (FT=1～2hour)に
ETSでやや悪化の傾向が見られるものの、それ以降は
概ね改善傾向であった。1 時間降水量 1mm の降水予
測スコアについても同様の傾向であり、1時間降水量
10mm、20mmの降水予測スコアについては概ね中立
であった。以上、メソモデル、局地モデルの降水予測
へのインパクトは中立からやや改善であることを確認
した。

(2) 2020年度更新レーダー及び仙台レーダーの利用
再開

（一）メソ、局地の性能評価試験の設定
　メソ実験、局地実験ともに一般気象レーダーの福井、

図 4.8.6 二重偏波東京レーダーの反射強度がメソの降水予
測スコアに与える影響を示す図。東京レーダーの反射強度
なし（CNTL:青線）と あり（TEST:赤線）の 3時間降水
量 1mm のバイアススコア及び ETS（上段）と、それらの
TEST-CNTLの差（下段）。横軸は予報時間 [hour]。検証
格子は 20km × 20kmで参照値は解析雨量 。エラーバー
は有意検定 95%信頼区間を示す。

大阪、福岡、広島、名古屋、仙台と新千歳DRAW（以
後、新規更新レーダー）の利用が再開されていない 2021

年 5月時点相当の解析予報システムをコントロール実
験（CNTL）とし、福井、大阪、福岡、広島、名古屋、
仙台の反射強度とドップラー速度、及び新千歳DRAW

のドップラー速度を同化に利用した実験をテスト実験
（TEST）とした。メソ実験の検証期間は 2021年 6月
14日から 2021年 7月 14日、局地実験の検証期間は
2021年 6月 15日から 2021年 7月 14日である。

　（二）新規更新レーダーのデータ品質
　新規更新レーダーの反射強度についても東京レーダー
と同様に降雨減衰補正により第一推定値との整合性が
向上する傾向が見られた。メソ解析における、反射強
度から推定された疑似相対湿度のD値平均、標準偏差
を表 4.8.1に示す。新規更新レーダーの疑似相対湿度の
D値平均は既に同化に利用されている東京レーダーと
比較してやや小さい。標準偏差は概ね同等である。局
地解析における、反射強度から推定された疑似相対湿
度の D値平均、標準偏差を表 4.8.2に示す。東京レー
ダーと比較すると、平均はやや小さく、標準偏差は同
等かやや小さいが、違いは大きくない。
　新規更新レーダーのメソ解析及び局地解析それぞれ
におけるドップラー速度の D 値平均、標準偏差を表
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表 4.8.1 新規更新レーダーと東京レーダーのメソ解析にお
ける疑似相対湿度の D値統計
サイト名 平均 (%) 標準偏差 (%) サンプル数
仙台 1.90 7.50 33290
名古屋 1.20 7.09 29897
福井 1.65 7.49 31274
大阪 2.05 7.05 36795
広島 1.53 7.60 38205
福岡 2.25 8.08 44484
東京 2.71 7.29 61466

表 4.8.2 新規更新レーダーと東京レーダーの局地解析にお
ける疑似相対湿度の D値統計
サイト名 平均 (%) 標準偏差 (%) サンプル数
仙台 0.188 7.15 240821
名古屋 -0.948 6.89 317356
福井 -0.516 7.05 236869
大阪 -0.047 6.83 337522
広島 -0.349 6.71 316802
福岡 -0.164 7.20 265525
東京 0.602 7.33 482567

4.8.3、表 4.8.4に示す。ドップラー風速の品質につい
ても東京レーダーとほぼ同等の精度であることが分か
る。

（三）メソモデル、局地モデルの降水予測への影響
　メソモデルの降水予測に与える影響を確認するため、
3時間降水量 20mmの降水予測スコア（20km格子平
均）を図 4.8.7に示す。新規更新レーダーによるデータ
利用領域拡大の影響を受けて、主に予報の初期を中心
に空振りと見逃しが減少するため、ETSは改善傾向と
なっている。予報後半では負バイアスが拡大して見逃
しが増えた影響で、有意性はないもののETSはやや改
悪傾向である。3時間降水量 10mm及び 30mmの降水
予測スコアもおおむね同様の傾向であった。
　図 4.8.8は局地モデルにおける 1時間降水量 5mmの
降水予測スコア（10km格子平均）を示す。メソ実験同
様、データ利用領域拡大により予報前半を中心に空振
りと見逃しが減少するため、ETSは概ね改善傾向がみ
られる。1時間降水量 1mm及び 10mmの降水予測ス
コアについては予報初期で改善が見られるものの、中
盤以降は中立であった。1時間降水量 20mmの降水予

表 4.8.3 新規更新レーダーと東京レーダーのメソ解析にお
けるドップラー速度の D値統計
サイト名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s) サンプル数
新千歳 DRAW -0.150 2.31 36928
仙台 -0.197 2.54 70452
名古屋 -0.128 2.85 123417
福井 -0.057 2.61 91616
大阪 -0.114 2.65 109854
広島 -0.195 2.59 105841
福岡 0.022 2.61 84536
東京 -0.194 2.54 99840

表 4.8.4 新規更新レーダーと東京レーダーの局地解析にお
けるドップラー速度の D値統計
サイト名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s) サンプル数
新千歳 DRAW -0.134 2.02 64329
仙台 -0.214 2.22 122726
名古屋 -0.107 2.50 216387
福井 -0.071 2.25 161961
大阪 -0.137 2.23 193205
広島 -0.155 2.24 183683
福岡 -0.011 2.18 145248
東京 -0.190 2.17 173502

図 4.8.7 新規更新レーダーがメソの降水予測スコアに与える
影響を示す図。CNTL（青線）とTEST（赤線）の 20km格
子平均の 3時間 20mm降水量のバイアススコア及び ETS
（上段）と、それらの TESTと CNTLの差（下段）。横軸
は予報時間 [hour]。参照値は解析雨量 。エラーバーは有
意検定 95%信頼区間を示している。

測スコアについては、FT=1hourでは ETSは改善傾
向であるが、2から 7時間予測では空振りと見逃しが
増加して改悪傾向であった。
　図 4.8.9 に局地モデルにおける TEST（中央）と
CNTL（左）の降水予測の比較を示す。TESTでは新
規更新レーダーの利用によって観測データが予報初期
値に取り込まれ、赤点線で囲んだ領域の降水予測が実
況 (右)に近づいているのが確認できる。

4.8.8 メソ解析における Metop-C/ASCAT 海上風
データの新規利用

Metop-C/ASCATは EUMETSATが運用する極軌
道衛星に搭載されたマイクロ波散乱計で、観測の少な
い海上の風を観測可能な測器である。観測された海上
風は、データ同化で予報初期値に取り込むことで、風
の収束・発散等、海上の風の場の予測精度向上に貢献
し、擾乱等の予測精度向上も期待できる。なお全球解
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図 4.8.8 新規更新レーダーが局地モデルの降水予測スコア
に与える影響を示す図。CNTL（青線）と TEST（赤線）
の 10km格子平均の 1時間 5mm降水量のバイアススコア
及び ETS（上段）と、それらの TESTと CNTLの差（下
段）。横軸は予報時間 [hour]。参照値は解析雨量 。エラー
バーは有意検定 95%信頼区間を示している。

図 4.8.9 新規更新レーダーの利用が局地モデルの降水予測
に与える影響。予報初期時刻 2021年 7月 4日 21UTCの
1時間後の予測を示す。左はCNTLの予測、中央はTEST
の予測、右は実況（解析雨量）である。カラーは 1時間降
水量（単位は mm/h）を示す。

析では、Metop-C/ASCAT海上風は 2019年 12月から
現業利用が開始されている。
　マイクロ波散乱計の観測においては、既にメソ解析で
利用されていたMetop-Aの運用が 2021年 11月 14日に
終了し、データ同化での利用数が減少した。これによっ
てメソモデルの予測精度低下が懸念されたことから、
これまでメソ解析では利用されていなかった Metop-

C/ASCAT海上風データを同一シリーズのMetop-A,-

Bと同様の設定で現業利用するための調査を実施した。
　まず、Metop-C/ASCAT のデータ品質を調査し、
表 4.8.5、表 4.8.6 に示すとおり、東西風、南北風と
も Metop-A,-B と同等であることを確認した。また、
Metop-Aの運用停止を想定してMetop-Aを利用せず
Metop-Cを同化に利用した場合、Metop-Bとの観測領
域の重なりによってMetop-A、Metop-Bを利用した場

表 4.8.5 メソ解析におけるMetop-A,-B,-CのASCAT海上
風の東西風に関する D 値統計。統計期間は 2020 年 6 月
26日 00UTCから 2020年 7月 31日 21UTC。

衛星名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s)

Metop-A -0.141 1.60

Metop-B -0.180 1.51

Metop-C -0.151 1.49

表 4.8.6 メソ解析におけるMetop-A,-B,-CのASCAT海上
風の南北風に関する D 値統計。統計期間は 2020 年 6 月
26日 00UTCから 2020年 7月 31日 21UTC。

衛星名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s)

Metop-A -0.296 1.69

Metop-B -0.255 1.60

Metop-C -0.261 1.56

図 4.8.10 Metop-A,Metop-B を利用した場合（左）と
Metop-B,Metop-C を利用した場合（右）の ASCAT 海
上風のメソ解析におけるデータ分布の比較。オレンジ色は
Metop-A、紫色は Metop-B、黄緑色は Metop-C の AS-
CAT海上風であり、これらはメソ解析に利用されたデー
タの分布を示す。黒色はデータ同化に利用されなかった
ASCAT海上風データである。解析時刻は 2020年 7月 3
日 03UTC。

合よりデータ利用数が 15～20%減少するが、Metop-B

のみ利用する場合に比べると 40%程度増加することが
分かった（図 4.8.10）。
　これらの調査によりデータ品質と同化での利用デー
タ数の減少の緩和について概ね期待通りの結果が得ら
れたため、Metop-A, Metop-B の ASCATを利用した
実験をコントロール実験、Metop-B, Metop-Cの AS-

CATを利用した実験をテスト実験として性能評価試験
を行ったところ、主に同化に利用されるデータ数減少
の影響で一部予測精度が悪くなる要素はみられるもの
の、総合的にはこれまでの解析場の精度が概ね維持さ
れ、予測に対しても中立程度のインパクトが確認でき
たことから、2021年 12月からメソ解析での現業利用
を開始した。

4.8.9 今後の予定
ここで述べた観測データの導入・改良のうち、一部
については 2022 年 6～7月頃の適用に向けて準備を進
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めている。また、年度後半の 2023年 2月頃にも、モデ
ルの変更とともに現業システムへの適用を行う予定で
ある。
これに加え、インド洋を観測する Meteosat-8 から

Meteosat-9への切り替え、ひまわり 8号から 9号への
切り替え、GOES-17からGOES-18への切り替えなど、
運用中の衛星の世代交代への対応や、プロダクトの仕
様変更への対応なども予定している。
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4.9 統合型気温ガイダンス（格子形式）の開発

4.9.1 はじめに
数値予報開発センターでは、高精度でシームレスな

5日先までの予測と誤差情報の作成を目的として、複
数の数値予報結果や観測データをAI技術の活用によっ
て最適に組み合わせる統合型ガイダンスの開発を 2018

年度から行っている。2019年 1月からは理化学研究所
革新知能統合研究センター（理研 AIP）との共同研究
を開始し、2020年 8月には降水、風（地点形式）、気
温（地点形式）の統合型ガイダンスの部内試験運用を
開始した (気象庁 2021)。
2020年度以降も新規要素追加や改良に向けた開発を
継続しており、この中で、統合型気温ガイダンス（格
子形式）について、既存のガイダンスを上回る予測精
度を持つことが確認できたことから、2021年 10月に
部内試験運用を開始した。統合型気温ガイダンス（格
子形式）は、統合型ガイダンスで目指している面的な
予測情報を提供するガイダンスであり、現在開発中の
統合型降雪量ガイダンスの入力データとしても利用さ
れる。ここでは統合型気温ガイダンス（格子形式）の
仕様と作成手法、検証結果等を述べる。

4.9.2 仕様
統合型ガイダンスは、1日 12回、GSMガイダンス
とMSMガイダンスの初期値更新の都度、その時点で
最新のガイダンス（ただし LFM ガイダンスは MSM

ガイダンスと同じ 00, 03, …, 21UTC 初期値のもの）
を用いて作成される。表 4.9.1に部内試験運用開始時
点での統合型気温ガイダンス（格子形式）の仕様を示
す。本仕様はMSM気温ガイダンス（格子形式）(三戸
2018)に準じる。

表 4.9.1 部内試験運用開始時点での統合型気温ガイダンス
（格子形式）の仕様

作成対象 5 km格子

基準とする数
値予報モデル

MSM

入力ガイダンス 統合型気温ガイダンス（地点形式）
予報対象時間 毎正時

予報期間と間隔 FT=1 から FT=39 まで 1 時間間隔
（00, 12UTC初期値では FT=51まで）

4.9.3 作成手法
統合型気温ガイダンス（格子形式）は、現行の気温
ガイダンス（格子形式）(三戸 2018)と同様に、モデル
地上気温予測値と地点形式の統合型気温ガイダンスの
差分（モデルからの修正量）を、地形（海陸比、モデ
ル標高）を考慮して周囲の格子に分配することで全格
子での予測値を作成する（図 4.9.1）。統合型ガイダン
スには対応する数値予報モデルが存在しないため、基
準となるモデル地上気温はMSMの予測値を使用する。

ガイダンス標⾼(5km格⼦標⾼)に
⾼度補正したモデル地上気温

補正

気温ガイダンス 気温ガイダンス（格⼦形式）

格⼦ 地点 格⼦

MSM気温ガイダンス（格⼦形式）
MSMモデル MSM気温ガイダンス MSM気温ガイダンス

（格⼦形式）＋ ＝

統合型気温ガイダンス（格⼦形式）

MSMモデル 統合型気温ガイダンス 統合型気温ガイダンス
（格⼦形式）

＋ ＝

図 4.9.1 統合型気温ガイダンス（格子形式）算出の模式図。

[℃]
RMSE(通年)全初期値 ME(通年)全初期値

RMSE(夏期)00UTC初期値 ME(夏期)00UTC初期値

最⾼気温予測時間帯

FT [h]

RMSE(冬期)12UTC初期値 ME(冬期)12UTC初期値

最低気温予測時間帯

FT [h]

MSM気温ガイダンス(地点形式)
統合型気温ガイダンス(地点形式)

GSM気温ガイダンス(格⼦形式)
MSM気温ガイダンス(格⼦形式)
統合型気温ガイダンス(格⼦形式)

最⾼気温予測時間帯

最低気温
予測時間帯

最低気温
予測時間帯

[℃] [℃]

[℃] [℃]

[℃]

図 4.9.2 統合型気温ガイダンス（格子形式）の予報時間別・
検証期間別検証結果。左列はRMSE、右列はME、上段は
通年の全初期値、中段は夏期の 00UTC初期値、下段は冬
期の 12UTC初期値の検証結果。実線は格子形式ガイダン
スの検証結果、破線は地点形式ガイダンスの検証結果。

4.9.4 検証結果
ここでは統合型気温ガイダンス（格子形式）の検証
結果を示す。検証期間は 2018年 6月 5日から 2021年
6月 4日の 3年間で、6, 7, 8月を夏期、12, 1, 2月を冬
期とする。検証に用いる実況値は全アメダス地点での
観測値とし、格子形式ガイダンスではアメダス地点の
周辺 4格子からの内挿値を予測値とする。
図 4.9.2に統合型気温ガイダンス（格子形式）の予報
時間別・検証期間別のRMSEとMEを示す。格子形式
の気温ガイダンスを比較すると、統合型気温ガイダン
スはいずれの予報時間・検証期間においても GSMお
よびMSMガイダンスよりもRMSEが小さく、予測精
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図 4.9.3 統合型気温ガイダンス（格子形式）の対MSM気温ガイダンス（格子形式）での地点別・検証期間別検証結果。上段
は RMSE改善率、下段は標準偏差の差分、左列は通年の全初期値、中央は夏期の 00UTC初期値、右列は冬期の 12UTC初
期値の検証結果。

度が高い。格子形式ガイダンスと地点形式ガイダンス
を比較すると、統合型・MSMガイダンスとも、地点形
式ガイダンスの方が格子形式ガイダンスよりもRMSE

が小さい。これは地点形式ガイダンスがアメダス地点
での観測値を目的変数として直接予測しているのに対
し、格子形式ガイダンスは格子点での予測値からアメ
ダス地点での予測値を間接的に算出しているため、地
点を対象とした検証では後者の方が一般に不利になる
ためである。しかしながら、統合型気温ガイダンス（格
子形式）はMSM気温ガイダンス（地点形式）に近い
予測精度を持っており、特に予報後半や、夏期の最高
気温予測時間帯、冬期の最低気温予測時間帯では同等
の予測精度を持っている。MEを見ると、地点形式ガ
イダンス、格子形式ガイダンスとも絶対値としては 0

に近く、全般にバイアスは小さい。ただし、格子形式
ガイダンスは地点形式ガイダンスよりもやや負バイア
ス傾向となっている。この要因としては、格子形式ガ
イダンスの検証では周囲 4点からの内挿でアメダス地
点の気温を求めているが、実際のアメダス地点は谷筋
に位置するなど、平均的にはアメダス標高の方が低く
なるためと考えられる。
図 4.9.3に、統合型気温ガイダンス（格子形式）の

MSM気温ガイダンス（格子形式）に対する RMSE改
善率と標準偏差の差分を示す。ここでは交差検証とし
て、最近接アメダス地点を利用しないで作成した格子
形式ガイダンスの予測精度を示す。RMSE改善率と標
準偏差の差分の定義は以下の通りである。

RMSE改善率 =
RMSEm − RMSEi

RMSEm
(4.9.1)

標準偏差の差分 = σi − σm (4.9.2)

ここでRMSEとσはアメダス観測を真値としたRMSE

と標準偏差を、添字 i,mは統合型気温ガイダンス（格
子形式）とMSM気温ガイダンス（格子形式）を示す。

図 4.9.2で示した通り、GSMガイダンスとMSMガイ
ダンスを比較した場合、MSMガイダンスの精度が高い
ため、ここではMSMガイダンスとの比較のみ示して
いる。RMSE改善率を見ると通年では全国ほぼ全ての
地点で統合型気温ガイダンス（格子形式）がMSM気温
ガイダンス（格子形式）を改善していることがわかる。
特に夏期の最高気温予測時間帯での改善が大きい一方
で、冬期の最低気温予測時間帯などでは改悪している
地点も見られる。標準偏差の差分を見ると、RMSEで
改善が見られる地点での改善と整合しており、統合型
ガイダンスがランダム誤差を軽減することでRMSEを
改善していると言える。

4.9.5 まとめと今後の開発予定
地点形式の統合型気温ガイダンスをもとに面的な気
温を予測する統合型気温ガイダンス（格子形式）を開
発した。統合型気温ガイダンス（格子形式）は GSM

およびMSMの気温ガイダンス（格子形式）を上回る
予測精度を持つことが確認できたため、2021年 10月
に部内試験運用を開始した。今後は、2022年度末の本
運用開始を目指し、格子形式での確率情報（超過確率）
の開発、GSM高解像度化対応、MSM予報時間延長対
応のほか、現在の手法をベースラインとして、深層学
習を用いた面的気温ガイダンスの開発、理研AIPとの
共同研究の成果の取り込みなど、最新の AI技術を用
いた予測精度改善のための開発にも取り組んでいく予
定である。

参考文献
三戸洋介, 2018: 気温ガイダンス. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 132–143.

気象庁, 2021: 統合型ガイダンス. 数値予報開発セン
ター年報（令和 2年）,気象庁数値予報開発センター,

107–110.
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4.10 大雨発生確率ガイダンス

4.10.1 はじめに
近年、平成 30年 7月豪雨、令和 2年 7月豪雨など
の顕著な大雨災害が相次いで発生している。このため、
気象庁では、令和 4年度出水期より、半日程度前から
線状降水帯による大雨への警戒を呼びかける情報の提
供を開始する予定である。数値予報開発センター（数
値予報モデル基盤技術開発室）では、その情報の支援
資料として、令和 2年度後半から「大雨発生確率ガイ
ダンス」の開発を行っており、令和 3年度の部内試験
運用を経て、令和 4年度からの本運用開始を予定して
いる。また、このガイダンスは部内利用だけでなく部
外にも直接配信される計画となっており、顕著な大雨
の可能性の大小を示すプロダクトとして庁外でも利用
して頂く予定である。

4.10.2 仕様
大雨発生確率ガイダンスの本稿執筆時点（2022年 1

月時点）での仕様を表 4.10.1示す。
大雨発生確率ガイダンスは、確率型ガイダンスとし
て実績のある発雷確率ガイダンス (土田 2018)と同じ
くロジスティック回帰を採用する。本稿執筆時点では、
2018年～2021年の 6～8月の説明・目的変数のデータ
を用いて予測式の係数を計算している。
目的変数は該当 5 km格子を中心とした 55 km四方
のどこかで 3時間 100 mmまたは 150 mm以上の降水
の有無としている。これは領域の広げ方は違うものの、
発雷確率ガイダンスと同じ手法である。目的変数とす
る対象領域を広げることにより、サンプル数を増やし、
予測精度を向上させることができる。
層別化処理の対象は初期時刻、予報時間、地域とし
ている。発雷確率ガイダンスと似ているが、夏季の大
雨をターゲットとしているため、季節変化の層別化処
理は入れていない。また、適切なサンプル数を確保す
るために、層別化した地域数も発雷確率ガイダンスの
35地域に比べて少ない。
予測の時間間隔は、発雷確率ガイダンスの 3時間間
隔と異なり、1時間間隔としている。これにより確率の
ピークを時間的により詳細に予測することができる。
説明変数には、線状降水帯発生条件 (加藤 2015)及
びMSM降水量ガイダンス (白山 2018)を参考として、
大雨の予測に特化した説明変数を採用している。

4.10.3 検証
MSM大雨発生確率ガイダンスの、本稿執筆時点で
の精度検証結果を示す。図 4.10.1は、検証期間 2019～
2021年 6～8月の、九州地方でのMSM大雨発生確率
ガイダンスのブライアスキルスコア (BSS)である。こ
こでは 2019年から 2021年の各年を除いて係数を作成
し、除いた年で検証を行った交差検証の結果を示す。

表 4.10.1 大雨発生確率ガイダンスの仕様
作成対象 5 km格子（等緯度経度格子）
作成対象とするモ
デル

MSM, MEPS

予測対象 3時間降水量が 100,150 mm以上
となる確率

作成手法 ロジスティック回帰
予測対象時間単位 3時間（対象時刻及び前後 1時間）
予測期間と時間間
隔

FT=3～39（00,12UTC初期値は
51）の 1時間間隔

逐次学習の有無 なし
説明変数 3時間降水量、500 m高度水蒸気

フラックス、500 m高度相当温位、
地形性上昇流×比湿、 700 hPa上
昇流

目的変数 対象とする 5 km格子を含む周囲
11格子（55 km四方）の範囲のど
こかで 3時間降水量が 100または
150 mm以上となるか否か。

層別化処理の対象 初期時刻、予報時間、地域（北日
本、東日本、西日本、九州、南西
諸島の 5つ）

備考 MSMで作成した予測式をMEPS
に適用してメンバーごとの確率を
作成。

100 mm/3h 以上、150 mm/3h 以上の BSS 共に正と
なっており（赤線）、確率予測として有効性があること
が示されている。
図 4.10.2に信頼度曲線を示す。100 mm/3h以上の予
測の信頼度曲線（左図）については右肩上がりになっ
ており（赤線）、高確率ほど大雨が発生する確率が高
くなっていることが確認できる。一方、150 mm/3hの
信頼度曲線（右図）では 10%を超えるとほぼ横這いに
なっており、確率として使えるのは 10%程度までとい
うことが分かる。
なお、九州地方では線状降水帯による大雨が多く発
生し、このため予測精度も高くなりやすい。このため
全国で検証した場合を別途確認すると、九州より精度
が低く、特に北・東日本での予測精度は低い状況であっ
た（図略）。このため、今後さらなる改良に向けて開発
を継続する必要がある。

4.10.4 事例
大雨発生確率ガイダンスの例として、2020年 7月 4

日朝に球磨川が氾濫した大雨特別警報の事例を示す。
図 4.10.3は、2020年 7月 4日 6時を対象とした 100,

150 mm/3h以上のMSM大雨発生確率ガイダンスで、
7月 3日 18時を初期値とする 12時間後の予測及び対
応する実況の 3時間降水量である。この事例は、MSM

の予測精度が高かったこともあり、解析雨量の 3時間
積算降水量 100 mm以上の領域に対して、大雨発生確
率ガイダンスでは、100 mm/3h以上の確率が約 40%、
150 mm/3h以上の確率が約 15%の予測が出ていた。
図 4.10.4 は、7月 4日 5時を対象とした 100 mm/3h
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図 4.10.1 検証期間 2019～2021年の 6～8月におけるMSM
大雨発生確率ガイダンスのブライアスキルスコア。左が 100
mm/3h以上、右が 150 mm/3h以上の確率のスコア。各
線は初期値毎のスコアで、赤線が全初期値をまとめたスコ
ア。検証領域は九州地方、予報時間は 3～39時間、交差検
証によるスコア。

図 4.10.2 MSM大雨発生確率ガイダンスの信頼度曲線。左
が 100 mm/3h以上、右が 150 mm/3h以上の確率予測の
検証結果。検証期間、領域などは図 4.10.1に同じ。

以上のMEPS大雨発生確率ガイダンスの予測（全 21

メンバー）で、7月 3日 15時を初期値とする 14時間
後の予測である。この予測でも、多くのメンバーが線
状降水帯による大雨の発生の可能性を予測していた。

4.10.5 今後
この大雨発生確率ガイダンスは 2022年 6月に運用
開始となる予定であるが、線状降水帯などの大雨の予
測は非常に難しく、今後さらに有効な説明変数の調査
などガイダンスの改良を引き続き行う予定である。ま
た、ガイダンスへの入力となる数値予報モデルの改良
や、モデルの初期値の解析精度の改善や観測データの
利用方法の改善も必要である。
その他、当ガイダンスを使って線状降水帯を検出す
るプロダクトの開発も行っており、将来的には顕著な

図 4.10.3 2020 年 7 月 3 日 18 時初期値の MSM 大雨発生
確率ガイダンスの事例。左が 100 mm/3h以上の確率、中
が 150 mm/3h以上の確率で共に 12時間後の予測。右が
対応する実況の 3時間降水量。

図 4.10.4 2020年 7月 3日 15時初期値のMEPS大雨発生
確率ガイダンスの事例。100 mm/3h 以上の確率の 14 時
間後の予測。

大雨をもたらす線状降水帯の発生確度も提供する計画
である。

参考文献
加藤輝之, 2015: 線状降水帯発生要因としての鉛直シ
アーと上空の湿度について. 平成 26年度予報技術研
修テキスト, 気象庁予報部, 114–132.

白山洋平, 2018: 降水ガイダンス. 数値予報課報告・別
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土田尚侑, 2018: 発雷確率ガイダンス.数値予報課報告・
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4.11 季節アンサンブル予報システムの改良

4.11.1 はじめに
気象庁は季節予報の基礎資料を作成するため、季節ア
ンサンブル予報システムを運用している。本節は 2022

年 2月から運用を開始した新しいシステム JMA/MRI-

CPS3（Japan Meteorological Agency / Meteorolog-

ical Research Institute-Coupled Prediction System

version 3; 以降CPS3）の仕様と予測精度について報告
する。
季節予報が対象とする現象の多くは、大気と海洋を
はじめとする地球システム要素間の相互作用を通じて
変動するため、予測システムでもこれらの相互作用を
考慮することが重要である。気象庁における大気－海洋
結合予測システムの現業利用は、1998年 7月に運用を
開始したエルニーニョ予測モデル（JMA-CGCM）から
始まる (吉川ほか 2016)。当初は熱帯域のエルニーニョ・
ラニーニャ現象 (ENSO)に焦点を絞ったシステムとし
てスタートしたが、その後、計算機性能の向上に合わ
せて予測精度の改善を図り、2008年には日本を含んだ
全球域の季節予測を兼ねる JMA/MRI-CPS1 (Takaya

et al. 2017)の導入に至った。本節で記述するCPS3は、
それから三世代目の季節予測システムにあたる。
2015年 6月から運用していた旧システム JMA/MRI-

CPS2（Takaya et al. 2018; 以降CPS2）と比較すると、
大気・海洋モデルの高解像度化や物理過程の改善等に
より系統誤差が大きく改善している。再予報の大気初
期値や大気強制力には最新の長期再解析データセット
JRA-3Q(Kobayashi et al. 2021)を使用し、海洋初期
値作成に用いる全球海洋データ同化システムには現業
機関としては世界に先駆けて 4次元変分法を導入した。
また、ユーザーが予測結果をより利用しやすくなるよ
う、システム運用スケジュールの見直しも加わった大
規模なシステム更新となっている。
第 4.11.2項では、CPS3のシステムの概要を紹介し、
第 4.11.3項は再予報による性能評価の結果を報告する。
第 4.11.4項では、まとめと今後の課題について述べる。

4.11.2 システム概要
CPS3は予測モデルに大気－陸面－海洋－海氷結合
モデルを用いたアンサンブル予報システムである。図

図 4.11.1 CPS3概要

4.11.1は CPS3の処理の概要を示し、表 4.11.1では仕
様の詳細を CPS2と比較する。
システムの処理内容は、予測モデルの初期化と予測
計算の 2つに分けることができる。初期化部分では、
大気初期摂動、地表面初期値および海洋の初期値・初
期摂動を作成する。なお、大気初期値・外力には事前に
作成された JRA-3Qおよび全球速報解析 (GA)を利用
する。予測計算には、季節予報に適するよう改良・調整
を加えた気象庁全球大気モデル (GSM; JMA 2019)お
よび気象研究所共用海洋モデル (MRI.COM; Tsujino

et al. 2017)を利用する。2つのモデルは、結合ライブ
ラリー (SCUP; Yoshimura and Yukimoto 2008)を用
いて 1時間毎に 1回、海面・海氷面の物理量を交換し
ながら予測計算を進める。

(1) 大気・陸面モデル
大気・陸面モデルの基本バージョンには 2020年 3月に
現業化されたGSM2003(Yonehara et al. 2020)を利用
する。水平解像度は TL319(≈55km)、鉛直層数は 100

層に設定し、CPS2で利用していたTL159(≈110km)60

層と比べて水平・鉛直方向ともに高解像度化させ、モ
デルトップも 0.1hPaから 0.01hPaに引き上げている。
また、CPS2のベースであるGSM1011(JMA 2013)か
らGSM2003へのバージョン更新に伴って、種々の力学
や物理過程の改良 (Yonehara et al. 2014, 2017, 2018,

2020)が取り込まれている。陸面過程は積雪の層構造や
被覆率を考慮できるように改良された。土壌温度・水
分を表現する鉛直層も多層化され、日変化の表現が改
善している。海氷面のアルベドは、それまで考慮され
ていなかった海氷厚や氷上積雪によるアルベドの変化
(Hunke and Lipscomb 2010)を考慮するよう精緻化さ
れた。地形性抵抗過程として、Iwasaki et al. (1989)に
よる地形性重力波抵抗スキームに代えて、地形性重力
波抵抗と地形をまわりこむ流れによる抵抗を Lott and

Miller (1997)によって表現している。また、新たにサ
ブグリッドスケールの地形による形状抵抗も Beljaars

et al. (2004)のスキームによって考慮されるようになっ
た (金浜・山田 2019)。非地形性の重力波による運動量
輸送効果は GSM1011ではレイリー摩擦により簡易的
に表現されていたが、より精緻な Scinocca (2003)が
導入されたことで成層圏準 2年振動の再現性が大きく
向上した (金浜 2012)。
さらに CPS3では季節予報の精度向上を意図した物
理過程の改善や調整を追加で実施している。GSM2003

の積雲対流パラメタリゼーションはArakawa and Schu-

bert (1974)に基づいており、その方程式系は Pan and

Randall (1998)の雲底マスフラックス時間発展予測式で
閉じる (JMA 2019)。CPS3ではこの積雲クロージャー
各項の見直しを行い、運動エネルギーの散逸時間スケー
ルを浅い積雲と深い積雲とで分けて扱う等の精緻化を
加えた。積雲のエントレインメント率には経験的な高

122



表 4.11.1 新旧システムの仕様比較
JMA/MRI-CPS2 (2015 年 6 月-) JMA/MRI-CPS3 (2022 年 2 月-)

大気モデル
GSM1011C∗

解像度: TL159L60（∼110km）
モデルトップ: 0.1hPa

GSM2003C∗

解像度: TL319L100（∼55km）
モデルトップ: 0.01hPa

海洋モデル
MRI.COM v3.2
1.0◦(東西) × 0.3-0.5◦(南北) L52+海底境界層

MRI.COM v4.6
0.25◦(東西) × 0.25◦(南北) L60

初期条件

大気: JRA-55
陸面: JRA-55 陸面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G2
海氷: 同化無し

大気: JRA-3Q（再予報）、全球速報解析（現業運用時）
陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3
海氷: 3D-Var

初期摂動 大気:熱帯・北半球 BGM
海洋:大気 BGM 駆動 3D-Var

大気:熱帯・北半球・南半球 BGM
海洋:海洋解析誤差摂動

モデル摂動 確率的物理過程強制法（大気のみ）
アンサンブルメンバー数 13 メンバー/5 日 5 メンバー/日

∗GSM1011C および GSM2003C はそれぞれ GSM1011 および GSM2003 に対して季節予報用の改良・調整を加えたもの

度・湿度依存性を導入し (Komori et al. 2020; Bechtold

et al. 2008)、その鉛直最小値を Tokioka et al. (1988)

に従う最小エントレインメント率条件に適合させる。こ
れらの変更により、東太平洋の熱帯収束帯 (ITCZ)域で
過少な下層雲バイアスが大きく改善し、また対流圏中
層が乾燥している場で深い積雲が抑制される観測事実
をよりよく表現できるようになった。層積雲スキームの
発動条件に利用する指数には CPS2に引き続きKawai

et al. (2017)を採用した。CPS2には南半球夏季に南
極海の海氷が顕著に融解するバイアスがあり、これと
関連して南大洋には海面下向き短波放射フラックスの
過大バイアスが見られた。CPS3ではこの領域に多く
存在する対流圏下層の過冷却水雲の再現性を向上させ
ることでバイアスを軽減した (Forbes and Ahlgrimm

2014; Kay et al. 2016; Chiba and Komori 2020)。海
上ガスト風には境界層内の自由乱流 (Godfrey and Bel-

jaars 1991)によるものに加えて、深い対流に駆動され
る成分 (Redelsperger et al. 2000)を新たに導入した。
海洋モデルでは表現しきれない海面水温 (SST)の日変
化は、大気モデル内で表現する。CPS3では、Zeng and

Beljaars (2005)を拡張して水温の鉛直構造の変化を考
慮しながら熱収支を解けるよう精緻化を行い、水温日
変化サイクルの再現性を向上させた。CPS2では北半球
大陸上の地表面付近に乾燥バイアスや気温の年々変動
の過小バイアスがあった。これらを改善するため、サブ
グリッドスケールの湖面を考慮できるようモデルの陸
比を変更し（図 4.11.2）、水－氷－雪の間の相変化およ
び熱伝導に伴う湖氷と湖面水温の変動を予測する熱力
学スキームを導入した。その強制力のひとつである地
表面下向き短波放射フラックスには、粗い解像度の低負
荷計算設定 (1時間間隔、東西 4格子間隔)でも地表面
への正味入射を良好に評価できる補正スキーム (Hogan

and Bozzo 2015; Hogan and Hirahara 2016)を導入し
た。モデルに与えるオゾン濃度気候値は、気象研究所化
学気候モデルMRI-CCM2(Deushi and Shibata 2011)

を用いた解析値に基づく気候値（1981-2010年平均）に
更新した。温室効果ガス濃度については、JRA-3Qと
同様に直近まで観測に基づく値を用い、2017 年以降
は中程度の排出量を想定するCMIP6の SSP2-RCP4.5

シナリオを選択して用いる。エーロゾル濃度分布には

図 4.11.2 CPS3および CPS2の陸比

GSM2003と同様に月別気候値 (Yabu et al. 2017)を用
いる。ただし、1991年のピナツボ火山噴火時のように
顕著なエーロゾル変動が予測結果に無視できない影響
を与えることも想定される。CPS3では、火山性エーロ
ゾル濃度分布を入手できればその気候影響（直接効果
のみ）を評価できるよう、光学特性パラメータの拡充
や外部ファイル読み込み機能を実装した。本オプショ
ンは現業プロダクトには反映できないが、濃度分布を
入手次第、予報の参考資料の作成あるいは事後評価に
用いることも出来る。

(2) 海洋・海氷モデル
海洋・海氷モデルには、気象研究所で開発された気象
研究所共用海洋モデルMRI.COM(Tsujino et al. 2017)

を利用する。モデルの基本バージョンには開発時点の
最新版であった v4.6を利用した。MRI.COMはブジネ
スク近似を施したプリミティブ方程式を有限差分法で
解いている。CPS3 では、CPS2 と同様に水平座標に
全球三極座標を採用しつつ、その解像度を東西 0.25◦×
南北 0.25◦（渦許容解像度）まで引き上げた。鉛直座標
には、急峻な海底地形に沿う流れがより精緻に再現で
きる z∗座標 (Adcroft and Campin 2004)を採用した。
海氷モデルでは、CPS2と同様に海氷厚で分類した 5

つのカテゴリーの海氷の移流や生成・成長・融解を扱
う (Tsujino et al. 2017)。
図 4.11.3は、1999年 12月頃の太平洋熱帯域東部の

SSTを解析と予報で比較したものである。この年はラ
ニーニャ現象が発生していたことから、赤道湧昇に伴
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(a) 解析値 (b) CPS3
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図 4.11.3 1999年 12月 22-26日の 5日平均海面水温 [◦C]。
(a) 海面水温解析値には Merchant et al. (2014) を利用。
(b)CPS3および (c)CPS2は予測 11-15日目。

う低温域と熱帯不安定波 (TIW)に伴う冷水の南北蛇行
が平年より明瞭に見られ、海洋モデルが高解像度化し
たCPS3ではそうした SSTの微細構造をより現実的に
再現できる (Karnauskas et al. 2007; Graham 2014)よ
うになっている。TIWはその蛇行を通じて赤道とその
南北の熱交換を促進する働きがあり、ENSO発生時に
は太平洋赤道域の SSTに対して負のフィードバックを
もたらす (Vialard et al. 2001; An 2008)ことが報告さ
れているため、CPS2に見られた ENSOの過発達バイ
アスの抑制にも高解像度化の効果が及ぶことが期待さ
れる。

(3) 予測初期値
大気・地表面初期値
再予報時には、大気初期値に JRA-3Qを利用する。
一方、現業運用時の JRA-3Qの計算開始時刻は解析対
象時刻より 1日以上遅れることから、CPS3は現業運
用時の計算開始時間の前倒しのため、より早く解析を
行うGAを利用する。再予報と現業で一貫しない初期
値を用いることになるが、大気初期値の違いによる季
節予報への影響は小さいことを事前に確認している。
地表面初期値は、予報モデルに用いるものと同じ仕様
のオフライン地表面モデルを大気解析値（遅延解析は
JRA-3Q、速報解析は GA）で駆動して作成する。こ
れによりバージョンや解像度の不一致による予報初期
ショックを避け、CPS3 のみに導入されている湖面ス
キームや SST 日変化スキームの初期化を可能にして
いる。

海洋・海氷初期値
CPS3の海洋初期値は、新全球海洋データ同化システ
ムMOVE/MRI.COM-G3で作成されている。気象庁
数値予報開発センターにおいては対象とする現象に応

じてMRI.COMとMOVE(Usui et al. 2006)を利用し
た海洋データ同化システムを複数運用しているが、この
うち 3代目の全球同化システムをMOVE/MRI.COM-

G3（MOVE-G3）と呼んでいる。表 4.11.2に、旧全球海
洋データ同化システムMOVE/MRI.COM-G2 (Toyoda

et al. 2013, MOVE-G2)との主な仕様の違いを示す。以
下では、これら変更のうち主要なものを順に説明する。
まず着目すべき点として、4次元変分法（4D-Var）の
導入と、それに伴い 2つの解像度のモデルを導入した
ことが挙げられる。CPS3の開発にあたっては予報モデ
ルの海洋部分を高解像度化したため、予報モデルに初
期値を提供する海洋データ同化においても予報モデル
と同じ 0.25◦のモデルを用いる必要があった。その一方
で、気象研究所で開発されたMRI.COMのアジョイン
トモデル及び海洋 4D-Varの活用により流れに依存す
る背景誤差共分散を考慮し、観測をより適切に利用す
ることも望まれた。予報モデルの高解像度化と 4D-Var

の導入という計算機負荷の大きな 2つの変更を両立す
るため、まず 1◦×0.3-0.5◦の低解像度モデルで 4D-Var

を行い (G3A)、次にその水温・塩分場を Incremental

Analysis Updates (IAU; Bloom et al. 1996) と呼ばれ
る手法で 0.25◦の高解像度モデルに与える (G3F)とい
う二段構えのシステムを採用した。これらは領域海洋
同化で既に導入されている現業運用実績のある手法で
ある (Usui et al. 2015)。この手法により、4D-Varの
反復計算にかかる計算機資源を抑えつつ、0.25◦モデル
により直接 3次元変分法（3D-Var）を行う場合よりも
精度を向上させることが出来る。G3Aと G3Fの設計
思想は、大気の 4D-Varに使われているインナーモデ
ルとアウターモデルの関係に近く、モデル初期値の解
像度変換を行わない1ため、それに伴う計算不安定等を
生じないという利点がある。
ここで、新旧システムの海洋再解析精度を評価したも
のを図 4.11.4に示す。この図から、多くの海域でG3A

においてMOVE-G2より誤差が減少していることが分
かる。特に SSTや南大洋の 100m深水温で顕著な改善
が見られており、同化される面的 SSTプロダクトの変
更や 4D-Varの導入がこれに寄与していると考えられ
る。一方で、沿岸域や海氷縁など局所的に誤差が増加
している原因の調査は今後の課題である。
もう一つの大きな改良点としては、海氷密接度同化
の導入が挙げられる (Toyoda et al. 2011, 2016)。海氷
の予報初期値について、CPS2ではデータ同化システ
ムを持たなかったため、予報－予報サイクル（水温・
塩分のみを解析したMOVE-G2内のモデル予報値）を
使用していた。また、大気強制力として使用していた
JRA-55(Kobayashi et al. 2015) の海面下向き短波放
射フラックスが過大だったことから、衛星観測に合わ
せるように経験的な補正を加えて同化に用いていた。

1 2種類のトラジェクトリを持つ点が大気の 4D-Varと異な
るが、トラジェクトリ間の乖離は大きくない。
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表 4.11.2 全球海洋データ同化システムの仕様

システム名 MOVE-G2
MOVE-G3

G3A
(低解像度 4D-Var）

G3F（高解像度
ダウンスケーリング）

運用開始 2015 年 6 月 2022 年 2 月
支配方程式 自由表面のプリミティブ方程式を有限差分法で解く
水平解像度 1◦(経度)×0.3-0.5◦(緯度) 1◦(経度)×0.3-0.5◦(緯度) 0.25◦(経度)×0.25◦(緯度)
鉛直解像度 52 層＋海底境界層 60 層＋海底境界層 60 層

観測データ 水温（海面及び海中）、
塩分、海面高度

水温（海面及び海中）、塩分、
海面高度、海氷密接度 海氷密接度

同化される
面的 SST プロダクト

COBE-SST
(Ishii et al. 2005)

MGDSST
(栗原ほか 2006)

-

解析手法 3D-Var/FGAT と IAU 4D-Var と IAU G3A の水温・塩分に IAU
海氷同化 - 密接度 3D-Var と IAU
大気強制力 JRA-55 JRA-3Q と全球速報解析

解析ウインドウ 10 日 10 日（IAU 期間 5 日
＋同化期間 5 日） 5 日

初期値作成頻度 5 日毎に 5 メンバー
（2 ストリーム）

毎日 5 メンバー
（5 ストリーム）

初期値摂動作成手法 大気強制力に成長モード
育成による摂動を与える

4D-Var の探索履歴から
解析誤差共分散を近似

摂動を含む G3A の
水温・塩分に IAU

実行形態
速報解析と遅延解析

それぞれ約 2 日と約 33 日の
観測データカットオフ

速報解析と遅延解析
それぞれ約 6 時間と約 4 日の
観測データカットオフ

MOVE-G3では、気象庁で衛星観測を元に解析された
海氷密接度データ (Matsumoto et al. 2006) を 3D-Var

で同化することにより、海面フラックス補正を必要とせ
ず、さらに観測された海氷場に関する情報を解析値に
反映できるようになった。3D-Varにより求められた海
氷密接度インクリメントは、水温や塩分と同様に IAU

によりモデル積分中に与えられる。変分法における解
析変数は海氷密接度のみであるが、IAUによる海氷密
接度修正に伴って、海氷厚、海面塩分・水温、同化ウ
インドウ中の前方積分に用いる気温などにも修正を加
えている。ここで、海氷密接度の 3D-Var及び IAUは
G3Aと G3Fのそれぞれで独立に行っている。
新たに導入された海氷密接度同化の効果を示すため、
図 4.11.5に新旧システムによる海洋再解析の海氷域面
積偏差の推移を示す。ここで、検証に用いた気象庁全
球日別 SST解析 (MGDSST; 栗原ほか 2006)の海氷密
接度はMOVE-G3に同化されたのと同じものであり対
等な比較でないことに注意が必要であるが、海氷密接
度同化の導入により海氷域面積の年々変動や季節変動
がより良く表現できるようになったことが分かる。
実行形態と初期摂動作成手法にも変更が施されてい
る。MOVE-G2では、一回の解析で 10日進む解析サイ
クルを 2系統実行することで 5日おきに速報解析（予
測初期値の作成）を行っていたのに対し、MOVE-G3

では一回の解析で 5日進む解析サイクルを 5系統実行
することで毎日速報解析を行っている。また、MOVE-

G3では大気強制力に JRA-3QとGAを併用している。
均質性に優れる前者を遅延解析に、即時性や大気初期
値との整合性に優れる後者を速報解析に利用すること
で、再解析からの一貫性を保ちつつ、実時間からおよ
そ 6時間遅れで海洋モデル初期値を提供できるように
なった（MOVE-G2ではおよそ 60時間遅れ）。さらに、
MOVE-G3では後述の手法により、毎日 5メンバーの
異なる海洋初期値を作成している。

図 4.11.4 海洋再解析の精度評価。新旧システムによりArgo
フロート（現場観測）の 2 割を同化しない再解析実験を
2005-2014年の期間で行い、同化しない観測により水温解析
の二乗平均平方根誤差 (RMSE)を評価したもの。上段: 1m
水温（SST）、下段: 100m水温。左列はMOVE-G3(G3A)
の水温 RMSE [K], 右列は旧システム MOVE-G2 を基準
とした RMSEの増減率を示している（青が改善）。

(4) 初期摂動
大気モデル初期摂動の作成手法
大気モデルの初期値には、メンバーごとに異なる初
期摂動を付加して初期値の不確実性を表現する。CPS3

では BGM 法（Breeding of Growing Mode 法; Toth

and Kalnay 1993; Chikamoto et al. 2007）に基づい
て、北半球 (20◦-90◦N)、熱帯 (20◦S -20◦N)および南半
球 (20◦-90◦S)の各領域の上位 2つの成長モードを育成
し、それらを組み合わせて初期摂動パターンを作成す
る。摂動の成長は北・南半球は 500hPa高度を、熱帯は
200hPaの速度ポテンシャルを用いて評価する。大気初
期値の解析精度（不確実性）は長期的に改善（縮小）し
ているものの、簡素化のため初期スプレッドの規格化
の割合は再予報から現業予報まで一定とする（500hPa

高度は気候学的変動の 14.5%、200hPa速度ポテンシャ
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(a) 北半球 MOVE-G3(G3F)

(b) 北半球 MOVE-G2

(c) 南半球 MOVE-G3(G3F)

(d) 南半球 MOVE-G2

図 4.11.5 全球海洋再解析における海氷域面積偏差（106

km2）の時系列。赤線は海洋データ同化システム、黒線
はMGDSSTの値で、各パネルの右側には各解析の季節変
動（月別気候値）を示してある。

ルは 20%）。

海洋モデル初期摂動の作成手法
海洋初期値には、解析誤差共分散行列を近似する摂動

(藤井ほか 2022)を初期値に加える。MOVE-G3(G3A)

の 4D-Varで利用する準ニュートン法では、制御変数
の値をずらし、その時の評価関数の勾配を求める反復
計算を繰り返す。その際に得られる制御変数のずれと
勾配のずれを表すベクトルから解析誤差共分散行列の
上位固有値・固有ベクトルの組の近似値を求めること
が出来る。CPS3では、インパクト実験の結果を踏ま
えて摂動の大きさが解析インクリメントの 0.5倍とな
るようにスケーリングした固有ベクトルを組み合わせ
て初期摂動を作成する。

(5) 現業運用スケジュール
CPS3の現業運用スケジュールは、CPS2から大きく
変更されている。CPS2の予測計算の実行頻度は 5日間
に一度で、1初期日あたりのメンバー数は 13であった。
積分計算は実時間から 2日遅れて半旬 3日目に開始さ
れ、4日かけて実施されていた（図 4.11.6）。これに対

図 4.11.6 CPS2および CPS3の予報実行スケジュール。図
中の数字は 1 初期日あたりのメンバー数を、矢印は予測
計算を開始・終了する時刻を示す。CPS2と CPS3の違い
を強調するため、12 月 22 日 00UTC および 12 月 27 日
00UTCを初期値とする予測計算に関わる数字・矢印のみ、
それぞれ赤および緑で描画している。

して CPS3は仕様を大きく見直して、毎日 00UTCか
ら始まる 5メンバーの予測計算を当日のうちに完了さ
せる。この変更は、システムを簡素化して保守・運用を
しやすくするだけでなく、予測結果の利用者にとって
も 5日間隔の制約に縛られずに情報を作成することが
できるよう、利便性の向上を意図したものである。ま
た 2020年 3月より季節アンサンブル予報システムで
予測された SSTは、日々実行される全球アンサンブル
予報システムの下部境界条件（2週目～）としても利
用されている。今回の運用スケジュールの変更により
予測 SSTの時間遅れが短縮され、より高頻度で更新さ
れるようになるため、全球アンサンブル予報システム
の精度向上にも寄与することが期待される。

4.11.3 精度評価
本項では、1991-2020年を対象とする再予報に基づ
いて CPS2 と CPS3 の予測精度を比較する。この再
予報では、CPS2と仕様を揃えて各月の月末半旬初日
とその 15 日前の 00UTC から各 5 メンバー予報を行
う (Takaya et al. 2018)。季節内予測の検証（第 4.11.3

項 (1)）には各初期日の 5 メンバーをそのまま用い、
季節予測の検証（第 4.11.3項 (2)）には各月 2初期日
を合わせて合計 10 メンバーの LAF(Lagged Average

Forecast; Hoffman and Kalnay 1983)アンサンブルを
構成して用いる。以降、「1月初期値の予報」と表現し
た場合のリードタイム 0か月目は 12月 12日と 12月
27日の 10メンバーによる 1月の月平均値となるように
リードタイムを定義する。検証データには、JRA-3Q、
MGDSST、NOAA OLR(Liebmann and Smith 1997)

および GPCP v2.3(Adler et al. 2018)を利用する。

(1) 季節内予測
季節内変動の予測を見ると、特にマッデン・ジュリア
ン振動 (MJO)の改善が顕著である（図 4.11.7）。CPS2
では、予測初期に見られるインド洋中部～東部の対流
活発位相が同じ経度帯で持続しやすいバイアスがあっ
た。これによりMJOの東進も不明瞭になる傾向があっ
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(a) NOAA OLR (b) CPS3

(c) CPS2

図 4.11.7 インド洋域 (Phase-3)にMJOの対流活発域の初
期位相があるときの大気上端外向き長波放射量 (OLR)ラ
グ時間合成図（全季節）。横軸は経度、縦軸は予報時間 [日]。
位相の定義はWheeler and Hendon (2004)に従う。

たが、CPS3では対流活発域やそれに引き続く不活発
域の東進を良く表現できるようになっている。全季節・
全位相で合算したMJO指数の相関係数（図略）による
と、CPS2は 0.5以上のスコアをリードタイム 21日目
まで維持していたのに対し、CPS3はこれを 27日目ま
で延長している。そのほかブロッキング現象の出現頻
度バイアスにも改善が見られる（図 4.11.8）。CPS2と
比較すると、特にヨーロッパのブロッキングの頻度過少
バイアスが大きく軽減されており、大気モデルの水平・
鉛直高解像度化がバイアス改善に効果があるとする先
行研究と整合的である (Anstey et al. 2013; Schiemann

et al. 2017; Berckmans et al. 2013)。ただし、それらの
研究で指摘されている高解像度化による高周波擾乱や
大規模山脈の地形効果の表現向上以外にも、CPS3に
ついては地形性重力波抵抗スキームの刷新をはじめと
する物理過程の精緻化も改善に寄与した可能性がある。

(2) 季節予測
気象庁はエルニーニョ・ラニーニャ現象の指標と監
視・予測に NINO.3(150◦-90◦W, 5◦S-5◦N)領域で平均
した SSTを利用している。図 4.11.9は、5月初期値の
NINO.3領域に対する予測 SST偏差を解析と比較した
ものである。CPS2には初期値に与えられた ENSO初
期シグナルを過度に発達させて大外しに至る事例が多
いことが課題となっていた。図示された事例のうち例
えば 2010年代に着目すると、CPS2には直近数か月の
変化傾向を外挿したような大外しがよく見られるが、
CPS3は同じ事例を対象とする予報で大外しを軽減で
きていることが分かる。その一方、1997年や 2015年の
ような大振幅のエルニーニョは適切に予測できている
ことから推察されるように、CPS3はこれまでより多様
な ENSOを表現できるようになっており、不完全なが
ら事例に応じた予測スプレッドの変動も表現できるよ
うになっている。ENSOの単調な発達を避け、多様な

(a) JRA-3Q (b) CPS3

(c) CPS2

図 4.11.8 (a)JRA-3Q のブロッキング高気圧の出現頻度気
候値、(b)CPS3 および (c)CPS2 の JRA-3Q との差。ブ
ロッキングの定義は Scherrer et al. (2006)の方法を用い
る（詳細は新保 (2017)を参照）。1991-2020年の 11-2月、
リードタイム 4-27日目 (7日平均の中心日)を対象として
いる。出現頻度気候値を示す等値線（黒線）の間隔は 0.05
で、0.05以上を描画。本手法では 75◦N以北の値は定義し
ない。

予測結果を表現できるようになった要因として、海洋初
期値の改善や、モデルの性能改善が複合的に寄与して
いると考えられる。図 4.11.7で確認したように、MJO

については対流活発域が特定の経度帯にとどまる誤差
が軽減し、ENSOに対してより多様な海上風強制をも
たらすことができるようになっている。また、ENSO

に対する負のフィードバックとして寄与するプロセス
に着目すると、海洋モデル高解像度化によるTIWの表
現改善や、浅い積雲や層積雲スキームの変更等による
負の短波放射フィードバック (Chiba and Kawai 2021)

の改善が ENSO過発達の抑制に寄与していると考えら
れる。NINO.3予測 SSTとMGDSSTとのアノマリー
相関係数（図 4.11.10）は有意では無いものの改善傾向
であり、二乗平均平方根誤差 (RMSE)については全て
のリードタイムで有意に改善している。予測のスプレッ
ドには過少傾向は見られるものの、スプレッドの変化
幅に対してRMSEの縮小幅の方が大きいことから、ア
ンサンブル予報システムとしての性能の目安であるス
プレッド－スキル比は改善している。特にリードタイ
ム 0か月目については、RMSEの縮小とスプレッドの
拡大がともに有意であり、海洋初期値の精度向上（図
4.11.4）や CPS3で新たに導入した海洋摂動が寄与し
ていると考えられる。なお、別途行った 3D-Varおよ
び 4D-Var 海洋解析値による予報精度比較実験では、
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図 4.11.9 NINO.3領域平均 SST偏差時系列。(a)CPS3および (b)CPS2による、各年の 5月初期値（4月 11日および 26日
を初期値とする 10メンバー LAF）のリードタイム 0-6か月目（5-11月）の予測。黒線はMGDSST、赤細線は各メンバー、
青線はアンサンブル平均。
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図 4.11.10 (a)CPS3（赤）および CPS2（黒）とMGDSST
との NINO.3 SSTのアノマリー相関係数, (b)二乗平均平
方根誤差（実線）およびスプレッド（破線）。再予報（1991-
2020年の各月初期日から計 360事例を抽出）に基づく。実
線は 1000回のブートラップ試行の平均値を、エラーバー
は 95%信頼区間を示す。

特にリードタイム 1か月目程度まで 4D-Var化による
RMSE縮小が有意に見られている。
ENSO発生時の典型的な大気海洋変動パターンを確
認するため、図 4.11.11にNINO 3.4(170◦-120◦W, 5◦S-

5◦N)領域平均 SSTに回帰した SST、降水量および海
面気圧の分布を示す。解析の SST を見ると、再予報
の対象となった 1991-2020年では ENSOが中部太平洋
を中心に変動する傾向があることが分かる。その一方
で、CPS2には東部太平洋に変動の中心が偏り、また
降水偏差を伴って大きく変動するバイアスが見られる
が、CPS3は不十分ながらこのバイアスを改善してい
る。またフィリピン付近の低 SST偏差と高気圧偏差の
対についてもより明瞭に表現できるようになり、解析
に近づいている。

(a) MGDSST, GPCP, JRA-3Q (b) CPS3

(c) CPS2

図 4.11.11 北半球冬季（12-2月）のNINO 3.4平均領域 SST
に回帰した SST（陰影; K）、降水量（黒線）、海面気圧（青
線）の回帰係数。1991-2020年 11月初期値の再予報の統計
に基づく。等値線は、降水量は-5, -3, -1, 1, 3, 5[mm/day]
に、海面気圧-1.2, -0.8, -0.4, 0.4, 0.8, 1.2[hpa]に描画（負
の値は破線）。

図 4.11.12は、季節予報の主要予測指標の一つであ
る 2m気温のアノマリー相関係数を新旧システムで比
較している。ここでは、現業季節予報の発表形態に合
わせて、3か月予報（各月初期値のリードタイム 1-3か
月目）、暖候期予報（2月初期値のリードタイム 4-6か
月目（6-8月））および寒候期予報（9月初期値のリー
ドタイム 3-5か月目（12-2月））に相当するリードタ
イムの結果を示している。対象とする季節によって傾
向に差があるものの、どの初期月についても同等～改
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図 4.11.12 北半球域 (20◦-90◦N)で平均した CPS3（赤）お
よび CPS2（黒）と JRA-3Qとの 2m気温アノマリー相関
係数

(a) CPS3 (b) CPS3-CPS2

図 4.11.13 (a)CPS3における 2m気温のアノマリー相関係
数および (b)CPS3と CPS2のアノマリー相関係数の差。

善傾向を示しており、特に北半球の夏（6-8月）から秋
（9-11月）にかけての予報については一貫したスコア
改善が見られる。スコアの水平分布を確認するため、8

月初期値の秋を対象とするアノマリー相関係数の分布
（図 4.11.13）を確認すると、熱帯域海洋上では太平洋
中部～東部やインド洋でスコアが中立～改善となって
おり、インド洋ダイポール現象や ENSOに伴う大気海
洋変動の予測精度が高まっていることを示唆する。一
方、北極海を見るとカラ海やラプテフ海などの海氷縁
が位置する緯度帯でも明瞭な改善が見られる。CPS3

では、氷上アルベドスキームの改良や、予測初期にお
いては海氷密接度データ同化の導入なども寄与して海
氷予測精度が大きく改善されたこと別途確認しており、
海氷密接度とともに変動する 2m気温の予測にもその
影響が表れたと考えられる。陸域では、熱帯域のアフ
リカ大陸赤道域やアマゾン域、中高緯度大陸上でも中
立～改善傾向であり、陸面・湖面過程の精緻化が改善
に寄与した可能性がある。

4.11.4 まとめと今後の課題
本節では CPS3の仕様と再予報に基づく精度評価結
果について報告した。最新の長期大気再解析 JRA-3Q

の利用に加えて、海洋データ同化には 4次元変分法を
導入し、海氷データ同化を新規導入したことなどによ
り予報初期値の品質が向上した。モデルの高解像度化

や物理過程の精緻化も加わり、MJOやブロッキング高
気圧などの季節内変動から、エルニーニョ現象に至る
季節規模の現象まで、幅広い時間スケールの変動の表
現が改善した。また現業運用スケジュールを見直した
ことにより、これまでより予測情報を利用しやすくなっ
た点は精度に陽に表れない改善である。
今後、CPS3を季節内規模の予測にも対応できるシ
ステムとするには、1実行あたりのアンサンブルメン
バー数の増強の他、大気と海洋が相互作用せずに解析
されていることやモデル仕様の違いに起因する予報初
期ショックを軽減していく必要がある。また、季節規
模の予測のさらなる改善には、CPS3では固定されて
いるオゾン濃度分布の変動を考慮するなど、新たな予
測可能性を抽出し、実現可能なものからシステムに組
み込んでいくことが必要である。今後も引き続きこう
した開発課題への取り組みを進めることによって予測
精度の向上を図るとともに、より利活用しやすいシス
テムとなるよう改善を積み重ねる予定である。
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4.12 気象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の本計算
進捗

4.12.1 はじめに
当庁はこれまで、第 1次 (JRA-25; Onogi et al. 2007)

（2005年度完成）及び第 2次 (JRA-55; 古林ほか 2015)

（2012年度完成）長期再解析を実施してきた。長期再
解析の目的は、季節アンサンブル予報システム (季節
EPS)等の各種数値予報モデルの開発及び精度評価、地
球温暖化等の気候監視や異常気象分析業務等に利用可
能な、長期間の均質で高品質な気候データセットの作
成及び提供である。
数値予報課では、現在、長期再解析データの期間延長
と品質向上を図るため、1940年代末以降を対象とする気
象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q; Japanese Reanalysis

for Three Quarters of a Century)(気象庁 2021)を実
施している。JRA-3Qでは、現行の JRA-55以降の現
業全球数値解析予報システム及び海面水温解析の開発
成果や、国内外の気象機関等によるデータレスキュー、
衛星運用機関による衛星データの再処理による過去の
観測データ拡充の成果等を活用している。
JRA-3Qは、2014年度から本計算に向けた準備（実
行システム構築、観測データ取得・整備、予備実験等）
を進め、2019年 8月から本計算を開始し、2021年 5月
には 1990年代～現在まで（ストリーム A）の本計算
が完了した。引き続き、1960年代～1980年代（スト
リーム B）及び 1940年代末～1950年代（ストリーム
C）の本計算を実施中である。JRA-3Qの品質評価に
ついては、気象研究所気候・環境研究部第一研究室と
協力して進めている。
JRA-3Qで用いるデータ同化システムと境界条件及
び強制場の概要、ストリーム A 期間に利用する観測
データの概要等については気象庁 (2021)で報告したと
おりである。本稿では、ストリーム B及びストリーム
C期間に利用する観測データの概要（第 4.12.2項）及
び既に計算が完了した期間（本稿執筆 2021年 12月時
点でストリーム A期間は完了、ストリーム B期間は
1987年まで、ストリーム C期間は 1954年まで）の品
質評価結果（第 4.12.3項）を述べる。

4.12.2 ストリームB及びストリームC期間に利用
する観測データの概要

ストリームB期間の観測データは、JRA-55で整備し
た観測データセット (古林ほか 2015)を基本としつつ、
再較正により均質性が向上した衛星データ等、JRA-55

実施以降に新たに利用可能となった観測データセット
を可能な限り収集して利用している（表 4.12.1）。
ストリーム C期間については、気象庁再解析では初
めて対象とする期間であることから、同期間の本計算
実施に向けて以下のデータソースから観測データの収
集・整備を行った（表 4.12.1）。

地上観測については、ハドレーセンター地上観測
データセット HadISD v3.1.0.201911p(Dunn 2019)か
ら取得した。このデータセットは、米国環境情報セン
ター (NCEI)の地上観測データセット ISD(Smith et al.

2011)から長期間観測を行っている地点を抽出し、品質
管理が行われたものである。海上観測については、包括
的海洋-大気データセット ICOADSリリース 3.0(Free-

man et al. 2017)から取得した船舶及びブイによる海
上気象観測データを利用した。加えて、米国海洋大気
庁 (NOAA)／環境科学共同研究所 (CIRES)の 20世紀
再解析等の入力データとして利用されている地表面気
圧観測データバンク ISPDバージョン 4(Compo 2019)

も取得した。
高層観測については、NCEIが収集・整備を行って
いる全球ラジオゾンデアーカイブ IGRA バージョン
2(Durre et al. 2016) から取得した。加えて、国際地
球観測年（1957～1958年）以前の期間の高層観測デー
タのデータレスキューによりデジタル化されたデータ
を収録した CHUANバージョン 1.7(Bronnimann and

Stickler 2013)も取得したが、IGRAバージョン 2との
重複データの特定・除去が困難であることが分かった
ため、重複がないことを確認できた国内地点のみを利
用することとした。
これらのデータセットに収録されている国内観測地
点数は、特にストリーム C前半において非常に少ない
ことから（例えば、国内高層観測は 1947年には 10を
超える地点で開始されていたが、IGRAバージョン 2

で 1947 年まで遡れるのは 2 地点のみ）、気象研究所
で観測原簿からデジタル化された国内 9地点の地上観
測データ及び館野のラジオゾンデ観測データを追加し
た。加えて、利根川・荒川決壊で東京など関東平野に
大きな被害をもたらしたことで知られるカスリーン台
風（1947年 9月）について、本事例の調査・研究に資
するよう解析精度向上を図るため、前後の期間（1947

年 7 月～10 月）の国内ラジオゾンデ観測を高層月報
(Central Meteorological Observatory 1948)からデジ
タル化して追加した。

4.12.3 計算完了期間の品質評価結果
(1) 2日予報スコア
図 4.12.1 と図 4.12.2 はそれぞれ、北半球及び南半
球の中・高緯度 500hPa高度 2日予報と熱帯域対流圏
上層及び下層の風ベクトル 2 日予報について、JRA-

3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ同化システ
ムの二乗平均平方根 (RMS)誤差を示している。気象庁
(2021)で述べたとおり、予報スコアの良い順に JRA-

3Q、JRA-55、JRA-25となっており、データ同化シス
テムの着実な性能向上、及び、再処理衛星データの取
得・利用等による観測データの拡充・品質向上の効果
が認められる。他方、前衛星期間（1972年以前）の南
半球中・高緯度及び熱帯においては、JRA-55と同様に
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表 4.12.1 ストリーム B及びストリーム C期間に用いる観測データソース。無地のセルで示された観測データは JRA-55で用
いたものから新たに追加、又は再較正・再処理されたもの、陰影のセルで示された観測データは JRA-55で用いたものと同
じものである。

データ提供元
データ種別、及びデータ提供元による識
別名 利用期間 備考

従来型データ

NOAA/NCEI
ICOADS R3.0 ～1957 年 12 月 Freeman et al. (2017)

IGRA V2 ～1957 年 12 月 doi:10.7289/V5X63K0Q

NOAA/CIRES ISPD V4 ～1957 年 12 月 doi:10.5065/9EYR-TY90

ハドレーセンター HadISD v3.1.0.201911p ～1957 年 12 月 Dunn (2019)

NCAR
CHUAN V1.7（国内地点のみ利用） ～1957 年 12 月 doi:10.5065/AHPM-FC10

積雪深（米国） 1957 年 11 月～ doi:10.5065/B6MM-RS76

ECMWF 1958 年 1 月～ Uppala et al. (2005)

気象庁

1961 年 1 月～

ラジオゾンデ（国内地点） 1947 年 7 月～10 月
高層月報 (Central Meteorological Ob-
servatory 1948) からデジタル化

ドロップゾンデ（伊勢湾台風周辺） 1959 年 9 月 21 日～26 日 JMA (1961) からデジタル化

気象研究所石井正好氏
地上観測（稚内、札幌、函館、新潟、東
京、神戸、潮岬、福岡、鹿児島） ～1957 年 12 月 観測原簿からデジタル化

気象研究所釜堀弘隆氏 ラジオゾンデ（館野） ～1949 年 12 月
科研費基盤研究 S 26220202

観測原簿からデジタル化

RIHMI 積雪深（ロシア） 1950 年 1 月～
http://meteo.ru/english/climate/
snow.php

中国地面気象記録月報 積雪深（中国） 1971 年 1 月～ 印刷物からデジタル化
IMH 積雪深（モンゴル） 1975 年 1 月～

熱帯低気圧ベストトラック
NOAA/NCEI IBTrACS v03r05 ストリーム C 及び B 全期間 Knapp et al. (2010)

気象庁 1951 年 2 月～

衛星輝度温度

ECMWF
VTPR 1973 年 1 月～1979 年 2 月

Uppala et al. (2005)
HIRS 及び SSU 1978 年 11 月～

NOAA/NCDC SSM/I 1987 年 6 月～
NOAA/NCEI MSU CDR V1.0 1978 年 11 月～ doi:10.7289/V51Z429F

NOAA/CLASS SSM/I 1987 年 7 月～

EUMETSAT CM SAF SSM/I FCDR E3 1987 年 7 月～
doi:10.5676/EUM SAF CM/
FCDR MWI/V003

AMV

ECMWF Meteosat, GMS, GOES 1979 年 1 月～ Uppala et al. (2005)

気象庁気象衛星センター
再処理 GMS 1979 年 1 月～1979 年 11 月
再処理 GMS-3～-4 1987 年 3 月～

EUMETSAT 再処理 Meteosat-2～-4 1982 年 5 月～ van de Berg et al. (2001)

観測システムの拡充に反して予報スコアが徐々に悪化
する傾向が見られており、この期間の観測システムの
もとでのデータ同化システムの性能には依然として課
題があることを示唆している。

(2) ラジオゾンデ観測データに対する背景値の適合度
図 4.12.3は、JRA-3Q、JRA-55及び JRA-25で使用
したラジオゾンデ気温観測について、30、250、500、
850hPaにおける対背景値 D値（観測値－背景値）の
全球平均及び RMSの時系列の比較を示している。気
象庁 (2021)で述べたとおり、JRA-3Qでは、JRA-55

で見られた対流圏上層の高温バイアスが大幅に解消し
ているほか（図 4.12.3(c)）、対流圏下層の低温バイア
スが緩和していることも分かる（図 4.12.3(g)）。また、
対流圏におけるラジオゾンデ気温観測との整合性につ
いては、JRA-3Qは 1980年代以降において JRA-55と
比べて非常に良くなっている。
他方、成層圏においては、JRA-3Qでは特に大規模
火山噴火後の 1982年（エルチチョン火山）や 1991年
（ピナツボ火山）に D値平均値の増大が見られるほか
（図 4.12.3(a)）、対流圏中層においても、1970年代以
前のラジオゾンデ気温観測との整合性に JRA-55と比
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図 4.12.1 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの 500hPa高度 2日予報 RMS誤差。検証対
象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均値を
表す。(a)北半球中・高緯度、(b)南半球中・高緯度。

べて若干の改悪が見られる。これらの要因としては、
JRA-3Qでは現在の充実した観測システムに対して最
適化された水平相関距離が短い背景誤差共分散を利用
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図 4.12.2 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの熱帯域風ベクトル 2日予報 RMS誤差。検
証対象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均
値を表す。(a)250hPa、(b)850hPa。

しているため、観測データの少ない過去期間において
モデルバイアスを十分に拘束できない場合があり得る
ことが推測される。水平相関距離の違いが観測データ
のインパクトに及ぼす影響については、今後、詳細な
調査が必要と考えられる。
1940年代は D値平均値・RMSともに大きいが、こ
の期間の観測データ数が非常に少なく、特に高層観測
が北半球の一部地域しか存在しないことにより、背景
値の精度が低いことに加え、統計的ばらつきが大きい
ことも要因の一つと考えられる。

(3) 対流圏下層から下部成層圏の全球平均気温時系列
図 4.12.4は、対流圏下層から下部成層圏までの 4層
の気温偏差を 82.5 ° N～82.5 ° Sの領域で平均したもの
について、JRA-3Qの月別時系列と、JRA-25、JRA-55

及び独立な観測データセットのものとの比較を示して
いる。独立な観測データセットとして、ここでは、ハド
レーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト (HadAT2;

Thorne et al. 2005) とリモートセンシングシステム
(RSS)のMSU及びAMSUマイクロ波探査計気温デー
タ V4.0(Mears and Wentz 2016, 2017)を用いる。
JRA-3Qの全球平均気温では、(2)で述べた要因によ
り、大規模火山噴火後の成層圏の昇温量が小さい傾向は
あるが、その他の点では、HadAT2やRSS V4.0と非常
によく似た変動が再現されている。特に、JRA-55では
過少だった下部成層圏気温の下降トレンドが JRA-3Q

ではHadAT2とほぼ同等になっている（図 4.12.4(a)）。
その要因としては、JRA-55では 1978年以前のオゾン
データが月別気候値であったのに対し、JRA-3Qでは全
期間についてMRI-CCM2(Deushi and Shibata 2011)

により作成されたオゾン再解析データを利用している
こと、ラジオゾンデ気温観測のバイアス補正を JRA-55

ではRAOBCORE V1.4(Haimberger et al. 2008)及び

V1.5(Haimberger et al. 2012) に基づいて行ったのに
対し、JRA-3Qでは RISE(RICH with solar elevation

dependent) v1.7.2(Haimberger et al. 2012) に更新し
たことが考えられる。

(4) 熱帯低気圧
JRA-3Q で用いる熱帯低気圧ボーガスについては、

JRA-55と異なり、気象庁の北西太平洋用の台風ボー
ガス作成手法 (JMA 2019)を用いており、同手法を全
領域に適用できるように拡張したうえで、熱帯低気圧
ボーガスを自主作成し利用している (気象庁 2021)。
図 4.12.5 は JRA-3Q、JRA-55 及び ECMWF 再解析
ERA5(Hersbach et al. 2020)における領域別の熱帯低
気圧検出率の比較を示している。JRA-55では、熱帯低
気圧周辺風での算出方法の不具合による、解析された熱
帯低気圧強度の不自然な長期変化傾向により、1990年
代以降、検出率が低下していることが分かる。JRA-3Q

では、前述の熱帯低気圧ボーガス作成手法に変更した
ことにより、2010年代初めまでは概ね 90%以上の検出
率を維持しており、熱帯低気圧解析の一貫性が大幅に
改善している。
しかしながら、2013年以降の期間については、北西
太平洋以外の領域で検出率の急落が見られる。調査の
結果、以下の原因によるものであることが分かった。
JRA-3Qでは熱帯低気圧ボーガス作成の入力データ
として、2012年まではベストトラック・データベース
IBTrACS(Knapp et al. 2010) v03r05、2013年以降は
国際民間航空機関 (ICAO)に指名された熱帯低気圧ア
ドバイザリーセンターから受信した熱帯低気圧電文を
利用している。このうち、熱帯低気圧電文について、
電文時刻・形式が想定外のものになっていたことや電
文が未受信であったことにより、JRA-3Qで利用され
ない期間があったため、熱帯低気圧解析の品質が低下
した。
上記の熱帯低気圧解析の品質改善のため、2013年以
降の期間について再計算を実施する予定である。

4.12.4 まとめと今後の予定
長期再解析データの期間延長と品質向上を図るため、

1940年代末以降を対象とする JRA-3Q長期再解析を実
施している（本稿執筆 2021年 12月時点でストリーム
A期間は完了、ストリームB期間は 1987年まで、スト
リーム C期間は 1954年まで実施）。JRA-3Qでは、現
行の JRA-55以降の現業全球数値解析予報システム及
び海面水温解析の開発成果や、国内外の気象機関等に
よるデータレスキュー、衛星運用機関による衛星デー
タの再処理による過去の観測データ拡充の成果等を活
用している。これらの成果の活用により、JRA-55から
更にプロダクトの品質が向上していることが 2日予報
スコア及びラジオゾンデ観測データに対する背景値の
適合度による評価等により示された。
他方、大規模火山噴火後の成層圏の昇温量が小さい
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図 4.12.3 JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qで使用したラジオゾンデ気温観測対背景値 D値の全球平均、及び RMSの時系列

傾向や、1970年代以前の対流圏中層のラジオゾンデ気
温観測との整合性が JRA-55と比べて若干改悪してい
るといった問題点も明らかになった。これらの要因と
しては、JRA-3Qでは現在の充実した観測システムに
対して最適化された水平相関距離が短い背景誤差共分
散を利用しているため、観測データの少ない過去期間
においてモデルバイアスを十分に拘束できない場合が
あり得ることが推測される。将来の再解析においては、
観測システムへの変遷に対してデータ同化システムを
効果的に適合させるための調整方法について、検討す
べきと考えられる。
熱帯低気圧解析については、JRA-3Qでは気象庁の台
風ボーガス作成手法を用いて全領域で熱帯低気圧ボー
ガスを自主作成し利用することにより、JRA-55と比
べて熱帯低気圧解析の一貫性が大幅に改善した。しか
し、2013年以降の期間については、熱帯低気圧ボーガ
ス作成処理の不備により、熱帯低気圧検出率が急落し
ていることが判明したため、同期間の再計算を実施す
る予定である。
JRA-3Q本計算は、2013年以降の再計算も含め、全
期間を 2022年度中に完了する計画であり、引き続き、
プロダクトの品質評価を進める予定である。
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おける JRA-3Q、JRA-55及び ERA5の熱帯低気圧検出率。熱帯低気圧の検出方法は Hatsushika et al. (2006)に準拠し、合
同台風警報センターおよび米国国立ハリケーンセンターのベストラックデータを使用した。（気象研究所 釜堀弘隆氏提供）
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4.13 波浪モデル

4.13.1 はじめに
現在、気象庁では波浪注意報・警報のための基礎とな
る波浪予測を行うための決定論波浪モデルとして、全
球波浪モデルと沿岸波浪モデルを運用している (竹内
ほか 2012)。これら波浪モデルの精度向上に向け、数
値予報開発センターでは 2021年度には

• 全球波浪モデルの高解像度化
• 波浪モデルへの高次移流スキームの導入
• 波浪データ同化での新規衛星観測データの利用

等の開発を行っている。

4.13.2 全球波浪モデルの高解像度化
現在の全球波浪モデルの解像度は 0.5◦（約 55 km）
であるが、これを 0.25◦（約 27 km）にする計画で開発
を進めている。高解像度化によりこれまでの 0.5◦では
十分に解像できていなかった諸島や海峡等が解像でき
るようになり、予測精度が向上することが期待される。

4.13.3 波浪モデルへの高次移流スキームの導入
現在の波浪モデルでは移流スキームとして風上一次
差分を使用しているが、予測精度向上を目指し、数値拡
散が小さく精度の高い移流スキームの利用可能性検討
を行っている。Li (2008) のUpstream NOnoscillatory

advection schemes (UNO)を波浪モデルに実装し、理
想実験等を通じた動作確認を行った。今後は実際の地
形を適用した現実的な波浪予測の実験を行い、インパ
クトを調査していく予定である。

4.13.4 波浪データ同化での新規衛星観測データの
利用

波浪モデルでは初期値作成のため、最適内挿法による
データ同化を行っている。この波浪データ同化では、船
舶、ブイ、波浪計等の現場観測に加えて、地球観測衛星
に搭載の海面高度計で計測された波高データも用いてい
る。現在気象庁の波浪データ同化で使用している衛星観
測データは Jason-3, Saral, Sentinel-3A/B の 4衛星の
データであるが、これら以外に CryoSat-2, CFOSAT,

Sentinel-1A/B, Sentinel-6 等の衛星観測データも各衛
星機関から公開されている。現在未使用の衛星観測デー
タを今後活用していくために、データの収集、観測精
度の確認等を進めているところである。
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4.14 高潮モデル

4.14.1 はじめに
気象庁は、台風や発達した温帯低気圧によって引き
起こされる高潮を予測するため、二種類の高潮モデル
を運用している。一つは日本国内の高潮注意報・警報発
表のための日本域高潮モデル (林原 2011)、もう一つは
WMO高潮監視スキーム (Storm Surge Watch Scheme,

SSWS) に基づき台風委員会メンバー（国および地域）
に高潮予測情報を提供するためのアジア域高潮モデル
である (Hasegawa et al. 2017)。2021年度には、数値
予報開発センターにおいて、これらの高潮モデル改良
に向けた以下の開発を行っている。

• 高潮の早期注意情報の提供に向けた高潮アンサン
ブル予報システムの開発

• 日本域高潮モデルの予報時間延長に向けた開発
• 新しいアジア域高潮モデルの開発

以下では、それぞれの開発内容について述べる。

4.14.2 高潮の早期注意情報の提供に向けた高潮ア
ンサンブル予報システムの開発

気象庁は、警報級の現象が 5日先までに予想される
ときには、その可能性を「早期注意情報（警報級の可能
性）」として発表する。早期注意情報は、現在、雨、雪、
風、波を対象に発表されているが、台風等に伴う高潮
についてもニーズがあることから、数値予報開発セン
ターでは高潮早期注意情報向けに日本域高潮モデルを
用いた高潮アンサンブル予報システムの開発を進めて
いる。現在の日本域高潮モデルでも、台風進路予報の
不確実性を考慮するために、台風時には 6メンバーの
アンサンブル的な予測計算を行っている。しかし、台
風進路の数 10 km程度の違いでも各地域の高潮発生状
況は大きく変わる可能性があることから、現行の 6メ
ンバー予測は 5日先までの高潮発生可能性を予測する
には十分とは言えない。そこで、米国 NOAAが運用
している the probabilistic tropical storm surge model

(P-Surge; Gonzalez and Taylor 2018) を参考に、台風
進路に摂動を与える多メンバーアンサンブル予報の手
法を開発している。P-Surgeではハリケーン予報の不
確実性を考慮するために、(1) ハリケーン進路、(2) 進
行速度、(3) 強度、(4) ハリケーンの大きさ の摂動を
組み合わせ数百メンバーの高潮モデルアンサンブルを
実行する。開発中の高潮アンサンブルでは計算機資源
も考慮し、上記のうち高潮予測に最も影響が大きいと
考えられる (1)台風進路直交方向の摂動を与えた高潮
モデルのアンサンブル予報を実行する。(2)の進行速度
の不確実性については、モデル計算後の後処理にて高
潮モデルで予測した潮位偏差を台風進行速度に応じて
時間をずらした後、別途計算した天文潮位を加算する
ことで考慮する構成で開発を進めている。

4.14.3 日本域高潮モデルの予報時間延長
第 4.4節で報告されている通り、メソ数値予報システ
ムでは 00, 12UTC初期値の予測時間を 78時間に延長
する開発が進められている。日本域高潮モデルについ
ても台風防災向け情報の改善に向け、MSM 78時間予
測を活用し予測時間を 78時間に延長する計画である。

4.14.4 新しいアジア域高潮モデルの開発
(1) 非構造格子有限体積法の導入
現在のアジア域高潮モデルでは、水平解像度 1/30◦

（約 3.7 km）の等緯度経度格子を用いており、有限差分
法による予測計算を行っている。現在の水平解像度は
日本及び各国の海岸地形を解像するのに十分とは言え
ず、高解像度化が望まれる。しかし、同じモデルを用
いて単純に高解像度化すると、膨大な計算機資源が必
要になる。そのため、比較的少ない資源で動作する非
構造格子有限体積法高潮モデルを開発している。非構
造格子を用いることで、沿岸付近は解像度を高く、沖
合は低くし総格子数を抑えることができる。これによ
り、高解像度化と計算効率化の両立を図る。

(2) アンサンブルメンバー増と確率プロダクトの導入
台風予測の不確実性を考慮するために、同モデルで
は大気外力としてGSM予測結果に加えて、全球 EPS

のアンサンブルメンバーからクラスター解析により 5

メンバーを抽出し、合計 6メンバーのアンサンブル予
報を行っている。数日先の台風予報の不確実性に伴う
高潮予測の不確実性を考慮するために、全球EPSの 51

メンバー全てを用いた高潮アンサンブルを実行し、超
過確率等の確率予測プロダクトを提供する計画である。

(3) 台風ボーガス手法の改善
第 3.5節で報告したように、日本域高潮モデルでは
台風ボーガスに陸地の影響考慮や台風のパラメータ計
算手法の改善を 2021年 4月に導入したが、アジア域高
潮モデルでは同改善策はまだ導入されていない。上述
の各種改善と共に、同様の台風ボーガス改善手法をア
ジア域高潮モデルに導入予定である。
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4.15 海況監視予測システム

4.15.1 はじめに
気象庁は、日本周辺の詳細な海況・海氷情報提供の
ため 2020 年 10 月から日本沿岸海況監視予測システ
ム（MOVE/MRI.COM-JPN、以下 JPNシステムと記
す）を現業運用している。JPN システムは、気象研
究所にて開発されたMRI.COM (Tsujino et al. 2017;

Sakamoto et al. 2019)および海洋データ同化システム
MOVE/MRI.COM (Hirose et al. 2019)をベースとし
ている。JPNシステムは海洋モデルに加え海氷モデル
も組み込んでおり、海況予測と整合の取れた海氷予測
を行うことが可能である。このことから従来の気象庁
海氷予測モデル (佐藤ほか 1989)に替えて、JPNシス
テムによる海氷予測を海氷予測業務に使用する計画で
ある。一方で、現在の JPNシステムの海氷予測にはオ
ホーツク海南部における密接度や海氷域の過小傾向が
あることから、数値予報開発センターでは気象研究所
と協力して海氷予測改善に向けた開発を行ってきた。
また、JPNシステム中の海洋データ同化 遅延解析1

では大気外力として JRA-55を使用しているが、2021

年 10月からは第 4.12節の通り JRA-3Qが現業運用を
開始されたことから、遅延解析での大気外力を JRA-55

から JRA-3Qに切り替える。
これらの開発項目を合わせた JPNシステム業務化試
験を行い精度検証を行った。本稿ではその概要を報告
する。

4.15.2 改良・変更項目の概要
• 海氷予測改良

– 海洋データ同化で参照する平均海面力学高度
気候値データをMensah et al. (2019)の観測・
研究成果を反映したデータに差し替える。こ
れによりオホーツク海南部での高水温バイア
スが軽減される。

– JPN 海洋データ同化に、海氷下の混合層で
の水温を結氷温度に近づけるように水温修正
量を下方修正する処理を追加。これは、北太
平洋データ同化ではすでに導入されていた処
理を日本域 2kmモデルでの同化にも適用す
るものである。

– 海氷密接度をデータ同化する際に、沿岸海氷
生成域で誤って融解されないようにするため
の陸マスクを導入。

– JPN では海洋データ同化による水温低下に
よって、北海道南東方等で本来発生しないは

1 JPNシステムでは、速報解析と遅延解析の 2つの海洋デー
タ同化を実行している。前者は予測の初期値を作成するため
にリアルタイム性を重視した解析、後者はなるべく多くの観
測値を同化して精度を上げるために過去に遡って実施する解
析のことである。JPNシステムの遅延解析は最大約 50日前
に遡って実施している。

図 4.15.1 JPN解析値 2021年 1月平均水温・塩分・南北流
速 46 ° N鉛直断面。黒の等値線は TEST、緑の等値線は
CNTL、シェードは TEST-CNTL差を表す。

ずの海氷が生じることがまれにあった。これ
を防ぐため、各格子点が一定の条件（水温、
気候値での海氷有無、等）を満たす場合には
水温修正量を加えない処置を追加。

• 遅延解析での大気外力を JRA-55から JRA-3Qに
変更

– 大気外力の更新間隔も JRA-55の 3時間毎か
ら、JRA-3Qに合わせ 1時間毎と高頻度化

4.15.3 業務化試験の結果
2020年 9月～2021年 9月の約 1年間を対象期間とし
て、JPNシステムの遅延解析、速報解析、予測の業務
化試験（以下、TEST）を実行した。なお、海氷改善策
の効果が対象海域であるオホーツク海の水温・塩分場
に波及するための時間を考慮して、遅延解析は 2019年
10月からスピンアップを開始した。対照実験 (CNTL)

としては、現行のルーチン結果を使用した。TESTは
CNTLと比べ、以下の改善および特性の変化が見られ
た。概要を以下に示す。

(1) オホーツク海南部海氷予測改善策の効果
オホーツク海南部での冬季の水温・塩分・海流場は、

TESTで水温・塩分低下、南向きの流れ強化など海氷
の生成・維持に適切な変化となっていることを確認し
た（図 4.15.1）。
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図 4.15.2 2021 年 1 月 JPN 4 日予測 海氷密接度。（上段）
月平均場。左より CNTL、TEST、解析（下段）RMSE。
左より CNTL、TEST、TEST-CNTL差。

図 4.15.3 2021年 1月 18日を初期日とする JPN 1日予測
海氷密接度。（左）CNTL、（右）TEST

2020～2021年冬季の海氷密接度予測について海氷速
報解析 (金子 2007) に対する検証を行い、TESTでは
負バイアス傾向は残るものの、CNTLと比較して負バ
イアスおよび RMSE が減少し精度改善していること
を確認した（図 4.15.2）。上記の傾向は他の月、他の
予測時刻でも同様であり、TESTで改善傾向であった
（図略）。

CNTLでは、実験期間中の 2021年 1月 18日初期日
に北海道南東方（41 ° N、150 ° E付近）に観測にはな
い海氷が生じていたが、TESTではこの海氷生成が想
定通り抑制されていることを確認した（図 4.15.3）。
加えて、オホーツク海南部 (42～48◦N、140～150◦E)

を対象に海氷速報解析を真値とみなした統計検証を行っ
た（図 4.15.4）。各予測対象時間、各月とも RMSEは
CNTLから減少、また、バイアスはCNTLで認められ
ていた 1月、3月の負バイアス傾向が減少する等、全
般的に改善傾向が確認された。
海氷密接度 ≥ 0.05 を閾値とした海氷域のスレット
スコア等の統計検証も行った（図 4.15.5）。捕捉率、ス
レットスコアは CNTL よりも 1 に近づき改善してい
る。また、バイアススコアでは 1, 3月にCNTLで見ら

図 4.15.4 JPN海氷密接度予測統計検証スコア。（左）2021
年 1月、（中央）2月、（右）3月。（上段）RMSE、（下段）
バイアス。図中、赤、青線はそれぞれ TEST、CNTL。

図 4.15.5 JPN海氷域統計検証スコア。7日目予測を評価対
象としている。（左上）スレットスコア、(右上)バイアス
スコア、（左下）捕捉率、（右下）空振り率。図中、赤、青
線はそれぞれ TEST、CNTL。

れた負バイアス (< 1) 傾向が減じて 1に近づき改善傾
向であった。

(2) 遅延解析での大気外力に JRA-3Qを用いた解析結
果の検証

遅延解析について対現場観測（フロート・船舶・ブイ
等）統計検証を行った結果、水温バイアス・RMSEは季
節・海域・層によって改善・改悪混在がみられるが、概
ね中立であることを確認した（図 4.15.6、図 4.15.7）。

図 4.15.6 JPNシステム（北太平洋同化システム）遅延解析
100m深水温 対現場観測 RMSE。右上図は CNTL-TEST
差で図中赤が TESTの改善を示す。
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図 4.15.7 JPN システム遅延解析 100m 深水温 対現場観
測 月別 RMSE 時系列。（左）北太平洋全域、（右）日本
域。上段は RMSEで、図中、赤、青線はそれぞれ TEST、
CNTL。中段はRMSE TEST-CNTL差。下段は検証に用
いた観測データのサンプル数。

4.15.4 まとめ
上に示したように、海氷予測については負バイアス・

RMSEが減少し改善傾向であること、水温解析場では
概ね中立であることが確認されたことから、上記の改
良の現業化を令和 4年 1月に行う。
なお、海氷予測については本稿で報告した改善策に
より一定の改善が得られたものの、過小傾向はまだ残っ
ていることから、今後も引き続き JPNシステムの海氷
予測精度改善に向けて取り組む予定である。
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4.16 黄砂解析予測システム

気象研究所では、本システムで利用している全球エー
ロゾルモデルやデータ同化に関する研究・開発を進めて
いる。これらの研究・開発成果については、黄砂予測へ
の影響を確認した後、必要に応じて本システムへの反
映を検討する。また、本システムのデータ同化で利用
している静止気象衛星ひまわりの光学的厚さ（AOT）
解析プロダクトについて、そのリトリーバルアルゴリ
ズムの改良を進める大気海洋部業務課気象技術開発室
に協力している。

4.17 紫外線予測システム

気象研究所では、本システムで利用している全球化
学輸送モデルやデータ同化に関する研究・開発を進め
ている。これらの研究・開発成果については、紫外線
予測への影響を確認した後、必要に応じて本システム
への反映を検討する。また、気象庁第 3次長期再解析
（JRA-3Q）のために、気象研究所の技術協力を得て、
衛星観測によるオゾン全量データを同化した高精度な
オゾン再解析の計算を実施した。なお、JRA-3Qの準リ
アルタイム運用にあわせてオゾン再解析も同様に 2021

年 10月から運用を開始した。

4.18 大気汚染気象予測システム

東日本や西日本を対象とした水平解像度 5 kmの高解
像度版領域化学輸送モデルについて、領域拡張及び地
上オゾン観測データ同化手法 (池上ほか 2017)の導入
を進めている。これらの開発を本システムに反映する
ことでアジア域の領域化学輸送モデルとの統合を図る。

4.19 二酸化炭素解析システム

二酸化炭素解析については、その入力データに用い
ている観測地点の偏在（図 4.19.1）があり、世界全体
の均質的な解析に大きな支障となっている。その対応
として、広範囲を一様な品質で観測する衛星観測の利
用が考えられる。このため、温室効果ガス観測技術衛
星（GOSAT）のデータ同化利用について、気象研究所
の研究成果をもとに開発を行い、二酸化炭素解析の精
度向上が確認できた（図 4.19.2）。今後、2022年度中
のGOSATデータ同化導入を目指して本システムへの
適用を進める予定である。
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図 4.19.1 大気 CO2 解析に使用する観測点の分布。南米や
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図 4.19.2 検証用格子点値に変換した CO2 航空機観測
（CONTRAIL; Machida ほか (2008)）を参照値とした、
GOSAT同化なし（CNTL）、GOSAT同化あり（TEST）
のCO2モデル解析値の高度別検証スコア。検証期間は 2010
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加分は差し引いている）。棒グラフはスコア作成に用いた
月平均値の数。（中）月平均解析値のバイアス（破線）と
RMSE（実線）。CNTLと TESTの色は左図と同じ。（右）
RMSE改善率（RMSE(TEST)/RMSE(CNTL)）。平均プ
ロファイルは CNTL に比べ TEST のほうが観測に近く、
バイアスはすべての高度で 0に近づき、RMSE改善率は
高度 0～1kmを除き 1より小さく改善となった。
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4.20 線状降水帯予測の評価

4.20.1 はじめに
日本国内では、毎年のように線状降水帯による顕著
な大雨が発生し、数多くの甚大な災害が生じている。平
成 30年 8月の交通政策審議会気象分科会提言「2030年
の科学技術を見据えた気象業務のあり方」では、2030

年を目標にして、半日前程度から線状降水帯の発生・
停滞等に伴う集中豪雨をより高い精度で予測すること
が示された。気象庁では本提言に沿って、平成 30 年
10月に「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
を策定し、線状降水帯の発生・停滞の予測精度向上に
より、集中豪雨の可能性を高い確度で予測して、特に、
明るいうちからの避難など、早期の警戒と避難を可能
にすることを重点目標のひとつとした。
近年では令和 2年 7月豪雨 (気象庁 2020)時の、特に

4日朝の熊本県の大雨に対して、前日の夕方の時点で
予測することが困難であった。そのことを契機に、気
象庁では線状降水帯の予測精度向上を喫緊の課題とし
て認識し、線状降水帯予測精度の向上のため、観測の
強化・予測の改善の方策に取り組んでいる。令和 2年
12月 23日には大学等研究機関の専門家の協力を得て、
最新の研究の知見を取り入れることを目的とした「線
状降水帯予測精度向上ワーキンググループ」が発足さ
れた。続いて、令和 3年 6月 3日から九州西方海上で
船舶に搭載したGNSS可降水量の観測が開始され、令
和 3年 6月 17日には防災情報として「顕著な大雨に
関する情報1」の提供が開始された。さらには、線状降
水帯の予測精度向上を前倒しで推進し、予測精度向上
を踏まえた情報の提供を早期に実現するため、水蒸気
観測等の強化、気象庁スーパーコンピュータの強化や
「富岳」を活用した予測技術の開発等を早急に進める目
的で、令和 3年度気象庁関係補正予算が計上された。
このような状況下において、線状降水帯の予測精度
向上を図ることが不可欠であり、気象庁業務評価レポー
ト（令和 3年度版）2 において、「半日程度前の雨量予
測精度の向上を評価するための数値指標についても令
和 3(2021)年度中に作成することを検討する」として
いる。これまでメソ数値予報システム等の改良時には
線状降水帯を含む強雨の事例毎の検証は行われている
が、1か月程度の期間の数値予報実験では、線状降水
帯事例数があまりに少ないため、数値予報における線
状降水帯の予測精度はあまり知られていない。このた
め、数値予報開発センター評価チームでは、線状降水
帯予測の精度について調査を行った。
本節では、線状降水帯予測の評価指標のために行っ
た、線状降水帯の検出手法、評価手法の調査とその結

1 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/

kenchoame.html
2 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/hyouka/

hyouka-report/r03report/r03report index.html

果について報告する。

4.20.2 評価対象と評価手法
線状降水帯は台風のように明確な定義はまだ確立さ
れていないが、線状降水帯の事例研究だけでなく、津
口 (2016)での解説や Hirockawa et al. (2020)のよう
に線状降水帯を客観的に検出・分類する手法が開発さ
れている。他にも、線状降水帯の定義にはいくつかの
候補があるが、ここでは防災情報として発表されてい
る、「顕著な大雨に関する情報」で示されている定義に
準拠し、

1. 解析雨量（5 kmメッシュ）において前 3時間積算
降水量が 100 mm以上の分布域の面積が 500 km2

以上

2. 1.の形状が線状（長軸・短軸比 2.5以上）

3. 1.の領域内の前 3時間積算降水量最大値が 150 mm

以上

を線状降水帯の検出条件とした3。
評価対象とする予測は、現業MSMの 12–15時間の

3時間予測降水量とした。これにより、気象庁業務評
価レポート（令和 3年度版）で示されている半日程度
前の雨量予測精度に対して、過去数年以上の変化を見
ることができる。
評価手法として、線状降水帯の現象の有無を予測と
実況それぞれについて判定し、その結果により標本を
分類する、カテゴリー検証を用いた。予測での線状降
水帯の判定条件は、解析雨量で検出された線状降水帯
を「実況あり」に対して、予報地方単位程度の位置ず
れに相当する 100 km以内に線状降水帯が予測できた
場合を「予測あり」とした。実際に線状降水帯を予測
できたとする事例を図 4.20.1に示す。実際の位置ずれ
の範囲は、解析雨量で検出された線状降水帯（桃）を
等緯度経度で囲み（青点線枠）、そこから 100 kmで囲
われた範囲（青実線枠）内とした。
現象の有無に分類された事例数を表 4.20.1の通り定
義し、主に「実況あり」の時に予測が適中した割合で
ある「捕捉率」

捕捉率 ≡ FO

FO+XO
(4.20.1)

と「予測あり」の時に実況があった割合、すなわち空
振りをしなかった割合である「一致率」

一致率 ≡ FO

FO+ FX
(4.20.2)

の 2つの指標について、MSMの年推移を調査した。
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図 4.20.1 2020年 7月 3日 21UTC–2020年 7月 4日 00UTCにおける線状降水帯検出事例。解析雨量での 3時間降水量 [mm]
（左）、2020年 7月 3日 09UTC初期値のMSMでの 3時間予測降水量 [mm]（中）、解析雨量（桃）とMSM（緑）で検出さ
れた線状降水帯の領域と「予測あり」判定領域（青実線枠）（右）。

図 4.20.2 線状降水帯予測のカテゴリー検証での事例数（左）と捕捉率・一致率の年変化（右）。事例数は表 4.20.1で分類して
示し、捕捉率は Hit Rate（橙）、一致率 Precition Rate（青）と記した。

表 4.20.1 カテゴリー検証で用いる分割表。FO, FX, XO,
XXはそれぞれの事例数を示す。

実況 計
あり なし

予測 あり 適中 (FO) 空振り (FX) FO+FX

なし 見逃し (XO) 適中 (XX) XO+XX

計 M X N

4.20.3 評価結果
図 4.20.2にMSM予測の現象の有無に分類された事
例数と捕捉率・一致率の年変化を示す。まず、空振り
数 (FX)が大半を占めていることが分かる。すなわち、
MSMではかなり線状降水帯を発生させており、実況よ
りも過大である。一方、2019年以降には空振り数は以
前より減少していた。これは 2017年 2月に新たに開発
した非静力学モデル asucaを導入した以降、表 4.20.2

3 「顕著な大雨に関する情報」4番目の条件である、領域内
のキキクルを用いた基準は、数値予報の予測値に当てはめる
ことは困難のため省略した。

で示したメソ数値予報システムの改良によって、降水
の過剰が軽減したためと考えられる。これにより、一
致率が向上しているが、それでも 1 割程度しかなく、
全体の 9割は空振りとなっていた。
線状降水帯の実況事例数 (FO+XO)自体は年間 20以
下と少なく、かつ、年変動が大きい。近年は実況事例
数が増加している傾向が見られる。その中で、線状降
水帯ありの適中数 (FO) は少なく、1–5 事例程度であ
り、1–3割程度しか捕捉していない。また、捕捉率の
年変動も大きく、近年で捕捉率が向上しているとは言
い難い。
2017年と 2019年は、どの年よりも捕捉率が高いが、
これは平成 29年台風第 21号 (気象庁 2017)や「令和
元年東日本台風」(気象庁 2019)など東日本を通過した
台風から伸びるレインバンドによってもたらされた降
水域が線状降水帯として検出され、それによって適中
数 (FO)が増加したためであった。このような台風事
例を除くために、簡易的に実況の台風中心から 300 km

以内で検出された線状降水帯を除いて捕捉率・一致率
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表 4.20.2 2017年 2月以降の主なメソ数値予報システムの改良

運用日 変更概要 参照

2017年 2月 28日 MSMへ非静力学モデル asucaの導入と鉛直層増強 原 (2017)

2019年 3月 26日 メソ解析へ高解像度 ASCAT海上風の利用など 太田ほか (2019)

2020年 3月 25日 4次元変分法同化システム asuca-Varへ更新とMSM物理過程等改良 数値予報課 (2021)

図 4.20.3 線状降水帯予測のカテゴリー検証での捕捉率・一致率の年変化。台風事例数を含む（図 4.20.2の右図と同一）（左）
と含まない（右）場合。

を再集計した。その結果を図 4.20.3に示す。台風事例
を除くと、全体的に捕捉率・一致率が低下した。台風の
レインバンドは、他の線状降水帯よりも比較的スケー
ルが大きい現象であることから、現象のスケールが大
きい線状降水帯ほど予測しやすく、このことが台風の
有無によって捕捉率・一致率が変わる要因のひとつと
考えられる。

4.20.4 まとめ
「顕著な大雨に関する情報」で定義された線状降水
帯に対して、MSMの 12–15時間予測降水量の精度を
調査した。線状降水帯の実況あり事例は、年間 20 以
下と少なくMSMで予測できたのは 1–5事例のみであ
る。一方、予測あり事例が実況あり事例よりも大幅に
多く、MSMでは空振りが大半を占める。しかし、近年
のメソ数値予報システムの改良により、空振り事例は
減少していた。「顕著な大雨に関する情報」で定義され
た線状降水帯では台風事例も含まれ、それにより捕捉
率・一致率の向上に寄与していた。
線状降水帯は事例数が少なく、その予測精度の評価
は難しい。台風事例の有無により、線状降水帯予測の
捕捉率が変化することからも、現象のスケールに応じ
て、予測精度を評価する必要があり、より高解像度の
LFMと比較することも重要である。また、MEPSなど
アンサンブルプロダクトによる確率的検証や、下層収
束や湿舌など線状降水帯発生メカニズムに着目した評
価をすることで、線状降水帯予測の精度を評価し、改
善の指標となるよう調査を継続する。

参考文献
原旅人, 2017: メソ数値予報システムの改良の概要.平成

29年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部, 42–47.

Hirockawa, Y., T. Kato, H. Tsuguti, and N. Seino,

2020: Identification and Classification of Heavy

Rainfall Areas and their Characteristic Features in

Japan. J. Meteor. Soc. Japan, 98, 835–857.

気象庁, 2017: 台風第 21号及び前線による大雨・暴風
等.災害をもたらした気象事例平成 29年 10月 25日.

気象庁, 2019: 台風第 19号による大雨、暴風等. 災害
をもたらした気象事例 令和元年 10月 15日.

気象庁, 2020: 令和 2年 7月豪雨. 災害をもたらした気
象事例 令和 2年 8月 11日.

太田行哉, 岡部いづみ, 小屋松進, 西本秀祐, 谷寧人,

2019: メソ解析における観測データ利用の改良及び
メソ数値予報システムにおける北西太平洋高解像度
日別海面水温解析の利用開始. 令和元年度数値予報
研修テキスト, 気象庁予報部, 61–67.

数値予報課, 2021: メソ数値予報システムの改良. 令和
2年度数値予報解説資料集, 気象庁情報基盤部, 186–

212.

津口裕茂, 2016: 新用語解説, 線状降水帯. 天気, 63,

11–13.

147



第 5章 成果発表

5.1 学術論文

2021年 1月から 12月までに掲載された、数値予報開発センターの職員が執筆した論文（共著も含む）を示す。

1. Kajino, M., M. Deushi, T. T. Sekiyama, N. Oshima, K. Yumimoto, T. Y. Tanaka, J. Ching, A.

Hashimoto, T. Yamamoto, M. Ikegami, A. Kamada, M. Miyashita, Y. Inomata, S. Shima, P. Khatri,

A. Shimizu, H. Irie, K. Adachi, Y. Zaizen, Y. Igarashi, H. Ueda, T. Maki, and M. Mikami, 2021:

Comparison of three aerosol representations of NHM-Chem (v1.0) for the simulations of air quality

and climate-relevant variables Geosci. Model Dev., 14, 2235–2264.

2. Tsukijihara, T. and R. Kawamura, 2021: Contributions of the climate regime shift and historical global

warming to explosive cyclone activity around Japan according to large-ensemble simulations Inter-

national Journal of Climatology, , 1–13.

3. Yokota, S. and H. Seko, 2021: Ensemble-based singular value decomposition analysis to clarify the causes

of heavy rainfall Quarterly Journal of the Royal Meteorological Society, 147, 2244–2263.

4. Ikuta, Y., M. Satoh, M. Sawada, H. Kusabiraki, and T. Kubota, 2021: Improvement of the Cloud

Microphysics Scheme of the Mesoscale Model at the Japan Meteorological Agency using Space-

borne Radar and Microwave Imager of the Global Precipitation Measurement as Reference Monthly

Weather Review, 149, 3803–3819.

5. Yokota, S., T. Kadowaki, M. Oda, and Y. Ota, 2021: Improving ensemble-based background error

covariances of the hybrid 4DVar in JMA’s global analysis WGNE Res. Activ. Earth System Modell.,

51, 1–27.

6. Kusabiraki, H., Y. Kitamura, M. Sawada, K. Matsubayashi, and S. Nishimoto, 2021: Increasing Vertical

Resolution and Updating Physical Processes in JMA’s Regional NWP System WGNE Res. Activ.

Earth System Modell., 51, 5–07.

7. Nonaka, K. and S. Koyamatsu, 2021: Operational Use of GOES-16 Atmospheric Motion Vector (AMV)

and ScatSat-1/OSCAT Data in JMA’s Global NWP System WGNE Res. Activ. Earth System

Modell., 51, 1–09.

8. Ruiz, J., G. Lien, K. Kondo, S. Otsuka, and T. Miyoshi, 2021: Reduced non-Gaussianity by 30 s rapid

update in convective-scale numerical weather prediction Nonlinear Processes in Geophysics, 28,

615–626.

9. Takamatsu, T., H. Ohtake, T. Oozeki, T. Nakaegawa, Y. Honda, and M. Kazumori, 2021: Regional

Solar Irradiance Forecast for Kanto Region by Support Vector Regression Using Forecast of Meso-

Ensemble Prediction System Energies, 14, 3245–3262.

10. Yamaguchi, H., M. Ikegami, T. Iwahira, K. Ochi, R. Sekiguchi, and T. Takakura, 2021: Upgrade of

JMA’s Global Ensemble Prediction System WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 51, 6–13.

11. Kakehata, T., M. Kunii, K. Kawano, and H. Kawada, 2021: Upgrade of JMA’s Mesoscale Ensemble

Prediction System WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 51, 5–05.

12. Ujiie, M., M. Higuchi, T. Kadowaki, Y. Kuroki, K. Kiyaoka, M. Oda, K. Ochi, R. Sekiguchi, H. Shimizu,

S. Yokota, and H. Yonehara, 2021: Upgrade of JMA’s Operational Global NWP system WGNE

Res. Activ. Earth System Modell., 51, 6–09.

13. Ikuta, Y., T. Fujita, Y. Ota, and Y. Honda, 2021: Variational data assimilation system for operational

regional models at Japan Meteorological Agency Journal of the Meteorological Society of Japan, 99,

1563–1592.

14. 新野宏, 小林文明, 栃本英伍, 末木健太, 足立透, 梅原章仁, 田村幸雄, 野田稔, 佐々浩司, 加藤輝之, 加茂直幸,

中里真久, 益子渉, 伊藤純至, 横田祥, 田村哲郎, 楠研一, 石津尚喜, 2021: 「竜巻シンポジウム―藤田哲
也博士生誕 100年を記念して―」の報告 天気, 68, 511–520.

15. 横田祥, 2021: データ同化とアンサンブル予報を用いたスーパーセル竜巻の発生要因と予測に関する研究―
2019年度山本賞受賞記念講演― 天気, 68, 85–92.
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16. 髙坂裕貴, 2021: 気象庁長期再解析（長期の過去気候データセットの整備）の紹介 Journal of Japan Solar

Energy Society（太陽エネルギー）, 266, 48–53.

17. 石田純一, 和田章義, 栃本英伍, 杉本志織, 三好建正, 澤田謙, 佐藤陽祐, 太田行哉, 2021: 第 22回非静力学
モデルに関するワークショップ開催報告 天気, 68, 437–442.

5.2 国際会合

2021年 1月から 12月まで、数値予報開発センターの職員が口頭・ポスター発表した国際会合を掲載する。発表
者には*をつけ、その他は共著者である。なお、ここでは数値予報開発センターの職員以外の発表者は省略する。

• 第 3回季節内から季節予測（S2S）プロジェクト技術委員会議 1月 19日 オンライン
– 出席者：久保勇太郎　

• 地形性抵抗相互比較プロジェクト（COORDE）オンラインミーティング 3月 4日 オンライン
– 出席者：松川知紘
– *松川知紘、金浜貴史、黒木志洸「Orographic drag developments at JMA: optimization of orographic

drag parametrizations in GSM using COORDE-type experiments」(3月 4日 口頭発表) 　

• 第 15回国際風ワークショップ (IWW15)1 4月 12日–4月 16日 オンライン
– 出席者：野中健一
– *野中健一「Use of GOES-17 AMV in the JMA ’S Global NWP System」(4月 13日 口頭発表)

– 髙坂裕貴、古林慎哉（共著）「AMV reprocessing activity for JRA-3Q at MSC/JMA」(4月 16日 口頭
発表) 　

• 全球気候観測システム (GCOS)合同パネル会合・気候のための大気観測パネル (AOPC)第 26回会合2 4月 19

日–4月 23日 オンライン
– 出席者：古林慎哉　

• ヨーロッパ地球科学連合 (EGU)2021年総会3 4月 19日–4月 30日 オンライン
– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Early results of the evaluation of the JRA-3Q

reanalysis」(4月 26日 口頭発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Evaluation of a new Japanese reanalysis (JRA-3Q)

in a pre-satellite era」(4月 26日 口頭発表) 　

• International Space Science Institute（ISSI） Science Team Fourth meeting（A Reference Quality Model

For Ocean Surface Emissivity And Backscatter From The Microwave To The Infrared）4 5月 18日 オンラ
イン

– 出席者：計盛正博　

• 国際鉛直探査計研究会議（ITSC）第 23回会合 6月 24日–6月 30日 オンライン
– 出席者：村田英彦、近藤圭一、清水宏幸、亀川訓男、草野直人、笠井彩、安藤慧、計盛正博
– *近藤圭一、入口武史、清水宏幸「Impact of microwave radiance assimilation over land using dynamic

emissivity in the global NWP system of JMA」(6月 28日 ポスター発表)

– *村田英彦、清水宏幸、亀川訓男、草野直人、近藤圭一「Recent upgrades and progresses of satellite

radiance data assimilation at JMA」(6月 29日 口頭発表)

– 計盛正博（共著）「A reference ocean surface emission and backscatter model」(6月 29日ポスター発表)

– *清水宏幸、計盛正博「Addition of microwave humidity sounder radiance data to all-sky assimilation

1 https://www.ssec.wisc.edu/meetings/iwwg/2021-meeting/agenda/
2 https://gcos.wmo.int/en/gcos-joint-panels-meeting-2021
3 https://doi.org/10.5194/egusphere-egu21-3762
4 https://www.issibern.ch/teams/oceansurfemiss/index.php/fourth-meeting-18-may-2021/
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in the JMA global NWP system」(6月 30日 ポスター発表) 　

• 世界気象機関（WMO）インフラ委員会情報管理・技術常設委員会（INFCOM/SC-IMT）運用・監視専門家
チーム（ET-OM）会合 7月 8日 オンライン

– 出席者：太田行哉　

• NOAA Microwave Sounder Workshop5 7月 28日 オンライン
– 出席者：計盛正博
– *計盛正博「Use of satellite microwave observation in JMA NWP systems and expectation for future

NOAA microwave sounding mission」(7月 28日 口頭発表) 　

• 世界気候研究計画 (WCRP)-世界気象研究計画 (WWRP)データ同化・再解析シンポジウム、ECMWF年次セ
ミナー6 9月 13日–9月 17日 オンライン

– 出席者：古林慎哉、髙坂裕貴
– *髙坂裕貴、古林慎哉、千葉丈太郎、徳廣貴之「Representation of the past weather prior to the Inter-

national Geophysical Year (1957-1958) in JRA-3Q」(9月 13日 口頭発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Brewer-Dobson circulation represented in JRA-3Q」
(9月 14日 口頭発表)

– *古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之「JRA-3Q: Japanese Reanalysis for Three Quarters of a

Century」(9月 16日 口頭発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Early results of the evaluation of the JRA-3Q

reanalysis」(9月 16日 ポスター発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Evaluation of the latest Japanese Reanalysis for

three quarters of a century (JRA-3Q) during a pre-satellite era」(9月 16日 ポスター発表) 　

• EUMETSAT気象衛星会議 20217 9月 20日–9月 24日 オンライン
– *清水宏幸、計盛正博、村田英彦「Addition of microwave humidity sounder radiance data to all-sky

assimilation in the JMA global NWP system」( 事前録画による発表) 　

• 世界気象機関（WMO）第 17回第二地区（RA II-17）会合第 2部 9月 27日–9月 30日 オンライン
– 出席者：佐藤芳昭
– 佐藤芳昭（共著）「Overview of RA II WG Infrastructure」(9月 28日 口頭発表) 　

• 第 43回欧州領域モデリング会合及び第 28回短期数値予報会合 9月 27日–10月 1日 オンライン
– 出席者：北村祐二,太田行哉,河野耕平
– *北村祐二、沢田雅洋、松林健吾、草開浩、西本秀祐「Development of Limited-Area NWP Systems at

JMA」(9月 28日 口頭発表) 　

• 国際オゾンシンポジウム (QOS)20218 10月 3日–10月 9日 オンライン
– 出席者：中川勝之　

• 国際大気質予測研究ワークショップ（IWAQFR）9 10月 20日–10月 22日 オンライン
– 出席者：鎌田茜　

• アジア太平洋地域における温室効果ガスワークショップ 10月 25日–10月 26日 オンライン
– 出席者：中村貴　

5 https://www.jpss.noaa.gov/science events/20210728-noaa-microwave-sounder-workshop/
6 https://symp-bonn2021.sciencesconf.org/
7 https://www.eumetsat.int/eumetsat-meteorological-satellite-conference-2021
8 http://qos2021.yonsei.ac.kr/index.php
9 https://congresos.cuaieed.unam.mx/event/5/
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• ESCAP/WMO台風委員会気象作業部会 (WGM)第 4回会合10 10月 28日 オンライン
– 出席者：長谷川寛、檜垣将和、福浦崇史、管野淳平
– 長谷川寛（共著）「AOP5: Storm Surge Watch Scheme」(10月 28日 口頭発表) 　

• アジアオセアニア気象衛星利用者会議（AMOSUC-11） 11月 1日–11月 4日 オンライン
– 出席者：草野直人
– *草野直人「Update of the radiative transfer model to RTTOV 13.0 at JMA」(11月 3日 口頭発表) 　

• 数値実験作業部会 (WGNE)第 36回会合11 11月 1日–11月 5日 オンライン
– 出席者：氏家将志
– *氏家将志「WGNE inter-comparison of Tropical Cyclone Track forecast 2020」(11月 3日 口頭発表) 　

• NOAA Infrared Sounder Workshop12 12月 6日 オンライン
– 出席者：亀川訓男
– *亀川訓男「Use of satellite Hyperspectral IR sounder observation in JMA NWP systems and expectation

for future NOAA IR sounding mission」(12月 6日 口頭発表) 　

• 世界気象機関（WMO）インフラ委員会（INFCOM）現業気候予測システム専門家チーム（ET-OCPS）会合
12月 7日 オンライン

– 出席者：小森拓也　

• 世界気象機関（WMO）統合全球観測システム（WIGOS）データ品質監視システムタスクチーム（TT-WDQMS）
会合 12月 9日 オンライン

– 出席者：太田行哉　

• 米国地球物理学連合 (AGU)2021年秋季会合 12月 13日–12月 17日 オンライン
– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Brewer-Dobson circulation diagnosed from JRA-3Q」

(12月 14日 口頭発表)

10 http://www.typhooncommittee.org/tor-meteorology-wgm/
11 http://wgne.meteoinfo.ru/meetings/wgne36-meeting-presentations/
12 https://www.jpss.noaa.gov/science events/20211206-noaa-virtual-infrared-sounder-workshop/
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5.3 国内会合

2021年 1月から 12月まで、数値予報開発センターの職員が口頭・ポスター発表した国内会合を掲載する。発表
者には*をつけ、その他は共著者である。なお、ここでは数値予報開発センターの職員以外の発表者は省略する。

1. 数値予報開発センターが主催した会合

• 第 1回気象庁数値モデル研究会 asuca分科会1 10月 13日 オンライン
– *北村祐二「asucaの境界層過程・乱流過程について」(10月 13日 口頭発表)

– *沢田雅洋「MSM2003で導入された雲物理の改良」(10月 13日 口頭発表)

2. 数値予報開発センター以外の機関が主催した会合

• 日本気象学会長期予報研究連絡会研究会 1月 17日 オンライン
– *千葉丈太郎、古林慎哉、髙坂裕貴、徳廣貴之「気象庁第 3次長期再解析 JRA-3Q」(1月 17日 口頭
発表)

– 平原翔二（共著）「次期季節アンサンブル予報システム JMA/MRI-CPS3」(1月 17日 口頭発表) 　

• 日本気象学会 2021年度春季大会2 5月 16日–5月 21日 オンライン
– *北村祐二、沢田雅洋、松林健吾、草開浩、西本秀祐「2021年 3月の気象庁局地数値予報システム更
新の概要」(5月 18日 口頭発表)

– *古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之「気象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の概要」(5月 18

日 口頭発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「気象庁長期再解析 (JRA-3Q)非衛星時代の品
質評価」(5月 18日 口頭発表)

– *氏家将志「2021年 3月の気象庁全球数値予報システムの更新について」(5月 18日 口頭発表)

– *雁津克彦、森祐貴、井上卓也、藤兼典史「統合型ガイダンスの開発概要について」(5月 18日 口頭
発表)

– 中村貴、近藤圭一（共著）「衛星観測データのCO2収支速報解析へのインパクト調査」(5月 18日 口
頭発表)

– *黒木志洸「気象庁全球モデルの水平高解像度化に向けた力学過程の開発」(5月 19日 ポスター発表)

– *佐藤芳昭「気象庁現業数値予報システムの現状と開発計画」(5月 19日 ポスター発表)

– *徳広貴之「気象庁で現業運用する気候・海洋・大気化学モデルの現状と開発計画」(5月 19日 ポス
ター発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「JRA-3Q長期再解析の初期評価結果」(5月 19

日 ポスター発表)

– 北村祐二、草開浩（共著）「気象庁現業モデル asucaの気候実験利用のための開発」(5月 19日 ポス
ター発表) 　

• 日本地球惑星科学連合 (JpGU)2021年大会3 5月 30日–6月 6日 オンライン
– *清水宏幸、計盛正博、村田英彦「Addition of microwave humidity sounder radiance data to all-sky

assimilation in the JMA global NWP system」(6月 3日 口頭発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Quality assessment of the third Japanese

Reanalysis for three quarters of a century (JRA-3Q) during a pre-satellite era」(6月 4日口頭発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「Early results of the evaluation of the JRA-3Q

reanalysis」(6月 4日 口頭発表)

– 中村貴（共著）「An observation-based reconstruction reveals progressive ocean acidification around

Japan」(6月 5日 口頭発表)

1 http://pfi.kishou.go.jp/bunkaasuca2021.html
2 https://www.metsoc.jp/meetings/2021s
3 http://www.jpgu.org/meeting j2021/

152

http://pfi.kishou.go.jp/bunkaasuca2021.html
https://www.metsoc.jp/meetings/2021s
http://www.jpgu.org/meeting_j2021/


– 中村貴（共著）「Signal of CO2 emitted from 2020 Western U.S. wildfire caputred by commercial

airliner observations」(6月 6日 口頭発表) 　

• 日本気象学会 2021年夏季大学 8月 21日–8月 22日 オンライン
– 平原翔二（共著）「数値季節予測システムの開発と利用」(8月 21日 口頭発表) 　

• 日本太陽エネルギー学会「太陽光発電出力予測と需要」セミナー 9月 27日 オンライン
– 髙坂裕貴（共著）「気象庁長期再解析（長期の過去気候データセットの整備）の紹介」(9月 27日 口
頭発表) 　

• 第 23回非静力学モデルに関するワークショップ4 10月 28日–10月 29日 オンライン
– *横田祥、河野耕平、秋元銀河「気象庁局地解析へのハイブリッド同化手法の導入に向けた開発」(10

月 29日 口頭発表) 　

• 第 26回大気化学討論会5 11月 9日–11月 11日 オンライン
– 近藤圭一、中村貴（共著）「衛星観測を用いた領域二酸化炭素収支推定」(11月 11日 口頭発表) 　

• サイエンスカフェつくば 11月 26日 オンライン
– 佐藤芳昭（共著）「これからの気象庁の数値予報」(11月 26日 口頭発表) 　

• 日本気象学会 2021年度秋季大会6 12月 2日–12月 8日 三重大学・オンライン
– *平原翔二「次期季節予測システム JMA/MRI-CPS3」(12月 3日 ポスター発表)

– *川口真司「寒気流入と大雪との関連性に関する研究」(12月 3日 ポスター発表)

– 古林慎哉、髙坂裕貴、千葉丈太郎、徳廣貴之（共著）「JRA-3Q長期再解析の赤道波・熱帯低気圧の
表現性能評価」(12月 3日 ポスター発表)

– 計盛正博（共著）「衛星搭載高性能マイクロ波放射計による積算水蒸気量の長期トレンド比較」(12

月 3日 ポスター発表)

– *北村祐二「気象庁非静力学モデル asucaの大規模計算に向けた開発計画と課題」(12月 8日 口頭
発表)

– *中村佑希「気象庁全球解析システムへのカルマンフィルタを用いた航空機気温データバイアス補正
手法の導入」(12月 8日 口頭発表)

– *氏家将志「気象庁全球モデル開発の展望と将来の計算機対応に向けた取り組み」(12月 8日 口頭
発表)

– *近藤圭一、入口武史、清水宏幸「陸域マイクロ波輝度温度同化における地表面射出率と地表面温度
の推定についての調査」(12月 8日 口頭発表)

– 近藤圭一（共著）「Lorenz-96モデルを使った粒子フィルタのデータ同化インパクトの研究」(12月 8

日 口頭発表)

4 https://sites.google.com/view/nhm2021
5 https://jpsac.org/symposium/26th touronkai 2021/
6 https://www.metsoc.jp/meetings/2021a
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5.4 数値予報課コロキウム

表 5.4.1: 2021年 1月から 12月までに開催した数値予報課コロキウム

開催日 発表者 発表表題

1月 18日 米原仁、門脇隆志、山口春季、
宮岡健吾 (気象研究所)、関口
亮平、越智健太、井藤智史、鍋
谷尭司（数値予報課本課）

気象庁全球モデル (GSM)の鉛直層増強、同化でのアンサンブ
ルメンバー数増強、及び陸面解析改良の業務化試験報告

1月 20日 草開浩、北村祐二、沢田雅洋、
松林健吾、西本秀祐

局地解析予報システムの更新（業務化試験報告）

1月 21日 平原翔二、久保勇太郎、吉田
拓馬、小森拓也、千葉丈太郎、
関口亮平、越智健太、髙倉寿
成、金浜貴史、杉本裕之（気候
情報課）、足立恭将 (気象研究
所)、石川一郎 (気象研究所)、
藤井陽介 (気象研究所)

次期季節予測システム JMA/MRI-CPS3の性能評価試験報告

1月 25日 野中健一、草野直人 GOES-17 CSR・AMVの総合性能評価試験報告

1月 27日 中村佑希 全球解析における航空機気温データバイアス補正手法の改良 (性
能評価試験報告)

1月 27日 亀川訓男 ハイパースペクトル赤外サウンダのMetop-C/IASIの利用に向
けたデータセットの移行 (性能評価試験報告)

1月 27日 清水宏幸 全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダの全天同化センサー
の拡充

2月 18日 中村佑希、野中健一、亀川訓
男、清水宏幸、草野直人

全球解析における観測データ利用手法の改良 (GOES-17

AMV,CSR の新規利用、ハイパースペクトル赤外サウンダの
Metop-C/IASIの利用に向けたデータセットの移行、マイクロ
波水蒸気サウンダ全天同化センサーの拡充、航空機気温データ
バイアス補正手法の改良)の総合性能評価試験報告

2月 22日 越智健太、樋口真悠子 全球積雪深解析の改良に向けた開発進捗報告

2月 22日 越智健太、平原翔二、足立恭
将（気象研究所）

全球モデルにおける湖の改良に向けた開発進捗報告

3月 4日 清水宏幸 メソ解析におけるMetop-C/AMSU-A,MHSの新規利用（性能
評価試験報告）

3月 4日 笠井彩、小屋松進（気象衛星
センター）

メソ解析における新規衛星データ利用に関する開発進捗状況

3月 11日 沢田雅洋、北村祐二、松林健
吾、草開浩、西本秀祐、相河
卓哉、山﨑行浩

MSM78時間延長予報に向けた開発進捗報告

3月 15日 石井恭介 東京レーダー反射強度の利用再開（性能評価試験報告）

3月 18日 木南哲平 NCEP派遣報告

3月 25日 市川悠衣子、関口亮平、平原
翔二

気象庁全球モデル (GSM)のオゾン気候値更新および、太陽天
頂角計算の高度化と地表面アルベド高解像度化について（進捗
報告）

3月 25日 小田真祐子、横田祥 全球 LETKFの輝度温度観測の鉛直局所化の緩和

4月 8日 長澤亮二（気象研究所） 気象庁全球大気モデルの放射計算における氷雲の扱いの見直し
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開催日 発表者 発表表題

4月 20日 亀川訓男、野中健一、中村佑
希、清水宏幸、草野直人

全球解析における観測データ利用手法の改良 (GOES-17

AMV,CSR の新規利用、ハイパースペクトル赤外サウンダの
Metop-C/IASIの利用に向けたデータセットの移行、マイクロ
波水蒸気サウンダ全天同化センサーの拡充、航空機気温データ
バイアス補正手法の改良)の業務化試験報告

4月 20日 樋口真悠子、入口武史、中村
佑希

メソ解析における船舶 GNSS利用に向けた性能評価試験報告

4月 22日 米原仁、氏家将志、黒木志洸、
門脇隆志、小田真祐子、山口
春季、越智健太、関口亮平、市
川悠衣子

気象庁全球モデルの水平高解像度化と物理過程改良、及び全球
解析改良の性能評価試験報告

5月 13日 松川知紘 気象庁全球モデル（GSM）の台風進路予測の改善に向けた誤差
特性の調査

6月 15日 平原翔二、久保勇太郎、吉田拓
馬、小森拓也、千葉丈太郎、関
口亮平、越智健太、高倉寿成、
金浜貴史、市川悠衣子、杉本
裕之（気候情報課）、足立恭将
（気象研究所）、石川一郎（気
象研究所）、藤井陽介（気象研
究所）

次期季節予測システム JMA/MRI-CPS3の業務化試験報告

7月 1日 山口春季 全球アンサンブル予報システムの水平高解像度化

7月 1日 高倉寿成 GEPSの 2段階 SST法における CPS3の利用と緩和期間変更

7月 20日 樋口真悠子、入口武史、中村
佑希、数値予報課現業班

船舶 GNSS利用の試験運用期間における調査結果報告

7月 29日 米原仁、関口亮平、山口春季 気象庁全球モデル (GSM)の水平高解像度化と物理過程改良、及
び全球解析改良の総合性能評価試験報告

8月 4日 川畑拓矢（気象研究所, 気象
業務支援センター）、LeDuc

（気象業務支援センター,東京
大学）、大泉伝（気象研究所,

気象業務支援センター）、太
田琢磨（気象リスク対策課）、
小林健一郎（神戸大学）、斉藤
和雄（気象研究所,気象業務支
援センター,東京大学）

球磨川氾濫を引き起こした線状降水帯および洪水危険度の確率
予測

8月 19日 山口春季、市川悠衣子、岩平
朋也、越智健太、関口亮平、髙
倉寿成

次期全球アンサンブル予報システムの総合性能評価試験報告

9月 2日 石井恭介 2020年度更新レーダー及び仙台レーダーの利用再開（性能評価
試験報告）

9月 6日 堀田大介（気象研究所）、門脇
隆志、米原仁、石橋俊之 (気象
研究所)

対自分解析検証スコアの不確実性の定量化

9月 9日 笠井彩 局地解析におけるMetop-C/AMSU-A,MHSの新規利用（性能
評価試験報告）

9月 9日 亀川訓男 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サウンダ Metop-

C/IASIの利用について（性能評価試験報告)

9月 17日 工藤淳、井上卓也 統合型気温ガイダンス（格子形式）の部内試験運用について
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開催日 発表者 発表表題

9月 30日 横田祥、秋元銀河、河野耕平、
幾田泰酵（気象研究所）

局地解析への ハイブリッド同化手法の導入 （開発進捗報告）

10月 6日 西本秀祐 メソ・局地モデルの境界層過程における長さスケールの定式の
見直し

10月 6日 草開浩 領域モデルの地表面過程における蒸発散プロセスの改良

10月 7日 林田和大 気象庁全球数値予報システムにおける解像度変換処理の省メモ
リ化について

10月 14日 工藤淳 IBISプロジェクトの進捗と第一期 Python化に向けた開発につ
いて

10月 19日 中村貴、眞木貴史（気象研究
所)

二酸化炭素解析システムへの CO2衛星観測（GOSAT）データ
同化の導入について（業務化試験報告）

10月 19日 鎌田茜、田中泰宙（気象研究
所）、白石瞬（気象技術開発
室）、中山隆一郎（気象技術
開発室）

ひまわり 8号エーロゾルプロダクト更新の黄砂解析予測システ
ムへの影響評価報告

10月 21日 米原仁、山口春季、市川悠衣
子

気象庁全球モデル (GSM)の水平高解像度化と物理過程改良、及
び全球解析改良の業務化試験報告

11月 1日 黒木志洸、氏家将志、堀田大
介（気象研究所）

GSMのスペクトル法におけるガウス重み・ルジャンドル陪関数
計算手法の高度化

11月 2日 野中健一 全球解析における Dual-Metop AMV の利用に向けた開発進捗
報告

11月 2日 齊藤直彬 全球解析における COSMIC-2の GNSS掩蔽観測データの利用
に向けた開発進捗報告

11月 4日 井岡佑介 メソ解析におけるMetop-C/ASCAT海上風データの新規利用

11月 4日 笠井彩 メソ解析における ATMSの同化利用に関する開発進捗状況

11月 11日 中村佑希 全球・メソ・局地解析における航空機データの高度利用 (性能評
価試験報告)

11月 18日 秋元銀河、大井川正憲、畔野
貴弘、河野耕平、横田祥、清
水宏幸、草野直人、齊藤直彬、
鍋谷尭司（数値予報課本課）

メソ解析のモデルトップ引き上げ（開発進捗報告）

11月 19日 越智健太、高倉寿成、小森拓
也、足立恭将（気象研究所）

大気・海洋結合化による全球 EPSの改良に向けた取り組みの紹
介

11月 25日 井上卓也、土田尚侑 LFM気温・降雪量ガイダンスの開発

12月 2日 草開浩、メソモデルチーム メソ数値予報システムの更新（性能評価試験報告）

12月 16日 横田祥、畔野貴弘、大井川正
憲、秋元銀河、河野耕平、幾
田泰酵（気象研究所）、松下泰
広（数値予報課本課）、白山洋
平

局地解析へのハイブリッド同化手法の導入（性能評価試験報告）

12月 23日 工藤淳、井藤智史、井上卓也、
井岡佑介、渡口椋、服部正隆
（航空予報室）

次世代 AI基礎研修実施報告
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第 6章 連携・共同研究の報告

6.1 気象研究所との開発連携の報告

2021年 1月から 12月までの各モデル・システムにおける連携先の研究室とその内容を報告する。

1. 数値予報システム（全球）の予測精度向上

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第一研究室,気象予報研究部第二研究室,気象予報研究部第四研究室,気象観
測研究部第四研究室

開発連携の内容 高解像度モデルに適した物理過程開発と知見の共有、大気海洋結合モデル開発や海面フ
ラックスの診断方法等の知見の共有。力学過程の高度化開発の情報共有

(b) 連携先 全球大気海洋研究部第一研究室,気象予報研究部第四研究室
開発連携の内容 陸面データ同化システムの開発と精度評価等に関連する最新の知見の共有

(c) 連携先 気象観測研究部第三研究室,気象観測研究部第四研究室
開発連携の内容 ハイブリッド同化の次のデータ同化手法の候補に関しての基礎調査

(d) 連携先 気象観測研究部第三研究室
開発連携の内容 誤差共分散行列の最適化による観測情報の大幅拡充を最新全球解析システムへ導入する
ための評価、誤差の見直しについての協力・助言

(e) 連携先 気象観測研究部第三研究室
開発連携の内容 観測データのインパクト評価手法についての情報共有と助言

2. 数値予報システム（局地）の予測精度向上

(a) 連携先 気象予報研究部第一研究室,気象予報研究部第二研究室
開発連携の内容 高分解能化への対応として「グレーゾーン」問題点の解決につながる最新の知見の共有

(b) 連携先 気象予報研究部第一研究室
開発連携の内容 キロメートル以下の高解像度局地モデルの開発に資する研究や集中豪雨のメカニズム解
明に関する研究と知見の共有

(c) 連携先 気象予報研究部第三研究室
開発連携の内容 接地境界層における陸面から大気への熱・水の乱流輸送過程の高度化に関する知見の共有

3. 数値予報システム（メソ、局地）の予測精度向上

(a) 連携先 気象予報研究部第一研究室,台風・災害気象研究部第一研究室
開発連携の内容 現業システムへの適用を意識したアンサンブルデータ同化手法の研究、知見の提供

4. 数値予報システム（メソアンサンブル）の予測精度向上、数値予報システム（局地アンサンブル）の開発と改良

(a) 連携先 気象観測研究部第四研究室
開発連携の内容 初期値摂動、境界摂動、物理過程摂動の開発とアンサンブルのプロダクトの利用等に関
する助言と最先端の知見の共有

5. 数値予報システム（局地アンサンブル）の開発と改良

(a) 連携先 気象観測研究部第四研究室,台風・災害気象研究部第一研究室
開発連携の内容 局地アンサンブルからメソアンサンブルへ確率情報等のプロダクトをシームレスに作成
できる両システムの最適仕様作成についての助言

(b) 連携先 気象観測研究部第四研究室
開発連携の内容 富岳政策対応枠で実施予定の「局地アンサンブル強化の方向性評価」への協力

6. 数値予報システム（全球、メソ、局地）の予測精度向上

(a) 連携先 気象観測研究部第三研究室,気象観測研究部第四研究室
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開発連携の内容 高頻度・高解像度観測データの有効利用に向けた観測誤差相関（時間・空間・衛星チャ
ンネル間）の取扱い手法などの研究と助言

(b) 連携先 気象観測研究部第二研究室,気象観測研究部第三研究室,気象観測研究部第四研究室
開発連携の内容 雲・降水域や陸域衛星輝度温度データ、ハイパースペクトル赤外サウンダデータ、静止
衛星 CO2バンド輝度温度データ、高解像度 AMVや衛星搭載レーダー、ライダー等、航空機データ
mode-SやWAM、船舶GNSSデータ、民間事業者の地上気象観測データ、偏波パラメータ等のレー
ダーデータ、地上設置型ライダー・マイクロ波放射計等の最新現業システムを用いたインパクト実験
を含む観測データ利用の研究と知見の共有

7. AI技術

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第三研究室
開発連携の内容 ダウンスケーリング等、AI技術の知見の共有

8. 数値予報システム（メソ、局地）の予測精度向上、ガイダンスの高度化

(a) 連携先 台風・災害気象研究部第二研究室
開発連携の内容 今後のモデル開発に資する線状降水帯の検証に関する知見の情報共有

9. 季節予報システムの予測精度向上

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第一研究室,全球大気海洋研究部第二研究室,全球大気海洋研究部第三研究室,

全球大気海洋研究部第四研究室,全球大気海洋研究部第五研究室,気象予報研究部第二研究室,気候・
環境研究部第一研究室,気候・環境研究部第三研究室

開発連携の内容 将来の季節予報システムの研究開発

10. 気候データ同化の高度化

(a) 連携先 気象観測研究部第二研究室,気象観測研究部第三研究室,気候・環境研究部第一研究室
開発連携の内容 第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の品質評価への協力及び観測データに関する情報提供

11. 波浪モデルの予測の改善精度向上

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第五研究室
開発連携の内容 波浪モデルの高度化に向けた技術的な助言・支援

12. 海況監視予測システムの予測精度向上

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第四研究室,全球大気海洋研究部第五研究室
開発連携の内容 現業 JPNシステムの安定運用のためのモデル改善・更新の助言・支援

(b) 連携先 全球大気海洋研究部第四研究室,全球大気海洋研究部第五研究室
開発連携の内容 JPN海氷予測の改善に向けたシステム改良への支援

(c) 連携先 全球大気海洋研究部第五研究室
開発連携の内容 次世代海況監視予測システムに向けた同化スキームの研究開発

(d) 連携先 全球大気海洋研究部第四研究室
開発連携の内容 海洋モデルの更なる高速化・精緻化のための研究開発

13. 大気化学モデルおよび観測データ利用の高度化

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第一・第三研究室,気候・環境研究部第三研究室
開発連携の内容 大気化学に関する現業システムの維持管理や安定運用に係る取組への協力

6.2 気象衛星センターとの共同研究

1. 開発センター担当者 野中健一
期間 2021年
開発名称 大気追跡風の精度向上へ向けての調査
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6.3 共同研究一覧

表 6.3.1: 開発センター職員が参加している共同研究（2021年 12月現在）

研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

アンサンブルデータ同化のための
最適摂動手法に関する研究

科研費基盤研
究 (B)

2016–2021 東京大学 研究協力者：
横田祥

粒子フィルタを用いた積乱雲の発
生・発達に関する不確実性の解明

科研費基盤研
究 (B)

2017–2021 気象研究所 研究協力者：
横田祥

海盆間相互作用を介した西大平洋-

インドモンスーンと台風の年々変
動メカニズムの解明

科研費基盤研
究 (B)

2017–2021 気象研究所 研究協力者：
久保勇太郎

統合的気候モデル高度化研究プロ
グラム

文部科学省 2017–2021 東京大学 研究協力者：
古林慎哉、
平原翔二

結合データ同化システム開発の方
法と応用

科研費基盤研
究 (A)

2017–2021 統計数理研究所 研究協力者：
久保勇太郎、
越智健太

航空機運航におけるアンサンブル
予報情報の利用法の研究

宇宙航空研究
開発機構

2018–2021 宇宙航空研究開発機構 共同研究者：
井藤智史

低気圧に伴う竜巻の階層構造と予
測可能性に関する基礎研究

科研費基盤研
究 (B)

2018–2021 東京大学 研究協力者：
横田祥

台風進路に関わる「藤原効果」の
再考

科研費基盤研
究 (B)

2018–2022 琉球大学、
気象研究所

研究協力者：
氏家将志、
沢田雅洋

気象庁における km-規模のハイブ
リッドデータ同化システムを用い
た GPM/DPRデータ同化手法の
高度化

第 2回地球観
測研究公募

2019–2021 宇宙航空研究開発機構 研究協力者：
秋元銀河、
欠畑賢之

宇宙からのマイクロ波放射観測か
ら得られる水蒸気、雲、降水に関
する情報の気象庁数値予報システ
ムでの利用

第 2回地球観
測研究公募

2019–2021 宇宙航空研究開発機構 研究代表者：
計盛正博　
研究協力者：
村田英彦、
亀川訓男、
清水宏幸、
草野直人、
笠井彩

観測ビッグデータを活用した変分
法データ同化の高度化

科研費研究活
動スタート支
援

2019–2021 気象研究所 研究協力者：
大井川正憲

衛星観測データを活用した次世代
炭素収支解析システムの構築

科研費基盤研
究 (C)

2019–2021 気象研究所 研究協力者：
中村貴
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研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

ビッグデータ同化と AI によるリ
アルタイム気象予測の新展開

AIP 加速課
題（戦略的創
造研究推進事
業）

2019–2021 理化学研究所 共同研究者：
雁津克彦、
井上卓也、
高田伸一、
井藤智史、
白山洋平、
藤兼典史、
笹子貴昭、
土田尚侑

最先端の地上大気観測とデータ同
化で、線状降水帯の予測精度はど
こまで向上するのか？

科研費基盤研
究 (B)

2019–2022 気象研究所 研究協力者：
横田祥

気象庁非静力学モデル asucaによ
る極端気象の再現の検証に関する
研究

東北大学 2020–2021 東北大学 研究協力者：
佐藤芳昭

夏季の成層圏-対流圏結合系におけ
る力学-放射-化学過程の解明と気
候影響評価

科研費基盤研
究 (C)

2020–2022 気象研究所 研究協力者：
中川勝之

気候変動に伴う黄砂の発生・輸送
に関する変動予測とその検出手法
に関する研究

環境研究総合
推進費

2020–2022 国立環境研究所、
気象研究所、
東京大学、
鳥取大学

研究協力者：
鎌田茜

防災・減災に資する新時代の大ア
ンサンブル気象・大気環境予測

「富岳」成果
創出加速プロ
グラム

2020–2022 東京大学、
気象研究所、
海洋研究開発機構、
気象業務支援センター、
理化学研究所、
国立環境研究所、
東京工業大学

連携参加者：
佐藤芳昭、
氏家将志、
米原仁、
沢田雅洋、
黒木志洸、
徳廣貴之、
小森拓也

高分解能大気モデル及び領域型気
候モデルの開発

東京大学大気
海洋研究所
(AORI)「 特
定共同研究」

2021 東京大学 共同研究者：
氏家将志、
米原仁、
横田祥、
齊藤慧、
松川知紘、
黒木志洸、
市川悠衣子

アジアモンスーンの数値シミュ
レーションのための物理過程の高
度化とデータ同化手法の開発

東京大学大気
海洋研究所気
候システム研
究系特定共同
研究

2021 東京大学 研究参加者：
氏家将志、
米原仁、
金濵貴史、
木南哲平、
齊藤慧、
黒木志洸、
市川悠衣子、
須藤康平
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研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

台風防災に資する気象庁全球スペ
クトルモデル GSMの改良に関す
る研究

京都大学 2021–2022 京都大学 研究参加者：
佐藤芳昭、
計盛正博、
門脇隆志、
氏家将志

高解像度・大アンサンブルシミュ
レーションを用いた線状降水帯に
寄与する環境場の解明

科研費基盤研
究 (C)

2021–2023 気象研究所 研究協力者：
横田祥

温室効果ガス収支のマルチスケー
ル監視とモデル高度化に関する統
合的研究

環境研究総合
推進費

2021–2023 国立環境研究所、
気象研究所、
海洋研究開発機構、
千葉大学

研究協力者：
中村貴

顕著現象予測精度向上を目指した
粒子フィルタによるハイブリッド
データ同化手法の構築

科研費若手研
究

2021–2024 気象研究所 研究代表者：
近藤圭一

日本域 4次元高機能気象データの
整備及び気象データの利活用研究
の推進

JST共創の場
形成支援プロ
グラム（共同
研究契約）

2021–2025 東京大学 共同研究者：
雁津克彦、
北村祐二、
沢田雅洋、
河野耕平、
清水宏幸、
古林慎哉、
千葉丈太郎
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6.4 数値予報資料共有Web

6.4.1 はじめに
「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」

（平成 30年 8月 交通政策審議会気象分科会提言）で
は、「研究機関や国外機関等との積極的な情報交換や
研究に必要なデータ提供等の連携をより一層深めてい
き、国内外の最新の知見を結集しながら、我が国の気
象特性を踏まえた『数値予報』技術の飛躍的向上を目
指す」とされているところである。また、「気象業務に
おける産学官連携の推進」（令和 2年 12月 交通政策審
議会気象分科会提言）では、「産学官がそれぞれの強み
を活かしながら社会的課題の解決を一層行える環境と
して、気象情報・データの共有環境を構築していくこ
とが重要である」とされている。
数値予報課では、これまでも大学・研究機関との間
で数値予報モデル開発懇談会等の会合を通じ、当庁の
現業数値予報モデルの精度向上に資する連携の在り方
について、定期的に議論を重ねてきた。この中で、気
象庁の現業作業で用いているモニタ図等のデータを研
究コミュニティが検証し、改善に資する助言や提案を
する仕組みがあれば有効との意見があり、実現に向け
た検討を進めてきた。
こうした背景を踏まえ、気象分野の大学・研究機関と
の連携をより一層強化するための方策として、数値予
報課が日々の現業作業で用いている数値予報モニタ図
とおおむね同様の資料について、気象分野の大学・研究
機関と共有するための環境「数値予報資料共有Web1」
を整備し、令和 3年 3月に運用を開始した (福山ほか
2021)。
本節では、数値予報資料共有Webの概要について紹
介する。

6.4.2 運用目的
数値予報資料共有Webでは以下の三項目を目的とし
て掲げ、運用を行っている。

• 気象分野の大学・研究機関等との連携の推進
• 顕著現象発生時の振り返りによる、発生要因等の
迅速かつ円滑な情報交換・認識共有

• 本サービスで提供するコンテンツを通じ研究者が
得た知見の、気象庁の数値予報への還元

数値予報資料共有Webの利用者は、利用規約により
気象分野の大学・研究機関の研究者と定め、利用に際
しては、事前に所定の様式による利用開始申請を行う
ものとしている。申請は所属機関・部署の代表者（責
任者）が一括して行い、代表者（責任者）に対して、ア
カウントを発行する方式としており、令和 3年 12月時
点で約 20件の利用申請が承認されている。
数値予報資料共有Webでは、数値予報モニタ図を準
リアルタイムで提供しており、予報初期時刻からおよ

1 https://nwp.kishou.go.jp/jmanwp/

そ 15時間後に資料を閲覧できる環境を整備している。
本サービス上のコンテンツの著作権は、全て気象庁に
帰属するものとしている。また、顕著現象が発生した
際には、振り返りによる発生要因等の情報交換・認識
の共有を行うため、単に数値予報モニタ図の提供を行
うだけではなく、意見交換を行うためのRedmine環境
を整備し、承認されたユーザであれば、誰でもフォー
ラム等への投稿を自由に実施できるようになっている。
数値予報資料共有Webを利用して得られた成果の還
元に関しては、利用者は本サービスで提供するコンテ
ンツを利用した研究成果の発表等を行う場合、気象庁
へその発表資料の事前共有を行うものとして利用規約
に定めるとともに、気象庁が数値予報検証にかかる報
道発表を行う場合等は、利用者に事前の助言等を依頼
する場合があるとしている。
以上により、数値予報資料共有Web を通じて、当
庁の数値予報モデルにおける解析・予測の課題にかか
る共通認識を持つことができるとともに、得られた知
見を当庁システムにフィードバックすることを通じて、
双方の一層の連携強化が期待される。

6.4.3 数値予報モニタ図
数値予報資料共有Webで提供している数値予報モニ
タ図の表示例を図 6.4.1に示す。数値予報モニタ図で
は、一つの画面上に 6枚の予想画像を表示する仕様と
しており、画面上部の「表示対象モデル・ガイダンス」
を変更することにより、表示するモデル・ガイダンス
の種類及び領域を選択することができるようになって
いる。
数値予報モニタ図の基本的な仕様は表6.4.1のとおり。

表 6.4.1 数値予報モニタ図の基本的な仕様

表示対象
GSM, GSMガイダンス,

MSM, MSMガイダンス,

LFM, LFMガイダンス

更新時期 予報初期時刻+15時間後

領域 表示対象毎のプリセット領域

提供期間

GSM及びGSMガイダンスはサービス
開始以降（サーバ上に保存可能な期間
に限る）、MSM,MSMガイダンス,LFM

及び LFMガイダンスは過去約 1年分

領域は気象庁が事前に設定したプリセット領域を表
示する仕様としている。例えば GSMであれば日本だ
けでなく、ヨーロッパやオセアニアなど海外領域の表
示も可能である。一方、MSMではこうした領域で表示
することはできない。詳細な表示領域については、数
値予報資料共有Webに掲載している説明資料を参照さ
れたい。
表示対象モデル・ガイダンスの提供回数と対象予報
時間は表 6.4.2のとおり。
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図 6.4.1 数値予報モニタ図の表示例

表 6.4.2 表示対象モデル・ガイダンスの提供回数と対象予報時間（令和 3年 12月現在）
モデル・ガイダンス 提供回数 対象予報時間

GSM 4回/日 264時間 (00,12UTC初期値), 132時間 (06,18UTC初期値)

GSMガイダンス 4回/日 84時間

MSM 8回/日 51時間 (00,12UTC初期値), 39時間 (03,06,09,15,18,21UTC初期値)

MSMガイダンス 8回/日 39時間

LFM 24回/日 10時間

LFMガイダンス 24回/日 10時間

6.4.4 今後の展望
数値予報モニタ図で表示している各種画像の描画に
は、気象庁が開発した描画ツール TAG(雁津 2017)を
用いている。TAGの特徴として、指定した領域や要素
を高速で描画する機能を備えている。本機能を用いる
ことで、現在のような限定的なプリセット領域の表示
にとどまらず、図の表示領域を自由に変更できるよう
にすることや、利用者のリクエストに応じた動的な表
示が可能となる。今後このような機能の実装に取り組
む予定である。
また、大学・研究機関との更なる連携強化を図るべ
く、円滑な意見交換を行える仕組みの構築や、数値予
報格子点データ等を提供する方策についても検討を進
めていく予定である。

参考文献
福山幸生, 石田純一, 久保勇太郎, 上田学, 原田正輝,

2021: 「数値予報資料共有Web（仮称）」の構築. 日
本気象学会 2021年度春季大会予稿集, 311.

雁津克彦, 2017: 可視化ツール (3)-TAG. 数値予報課報
告・別冊第 63号, 気象庁予報部, 97–100.
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第 7章 委員・専門家等

7.1 国際機関の委員・専門家等

1. WMOインフラ委員会（INFCOM）

• 管理部会（MG）
佐藤芳昭（連携に関するコーディネイター）

• 情報管理・技術常設委員会（SC-IMT）
– WMO統合全球観測システム（WIGOS）データ品質監視システムタスクチーム（TT-WDQMS）
太田行哉（メンバー）

• 地球システムモデリング予測常設委員会（SC-ESMP）
– 現業気候予測システム専門家チーム（ET-OCPS）
小森拓也（メンバー）

2. WMO研究評議会（Research Board）

• 数値実験作業部会（WGNE）
氏家将志（部会員）

3. WMO第二地区（RA II）

• インフラ作業部会（WG-Infrastructure)

佐藤芳昭（議長）

4. 世界気候研究計画 (WCRP)

• データ諮問会議 (WDAC) /再解析相互比較タスクチーム (TIRA)

古林慎哉（メンバー）

5. 全球気候観測システム (GCOS)

• 気候のための大気観測パネル (AOPC)

古林慎哉（メンバー）

6. 海面高度科学チーム（OSTST）
浅井博明（メンバー）

7. 北東アジア地域海洋観測システム (NEAR-GOOS)

• 海洋予測システム作業部会 (OFS-WG)

平原幹俊（メンバー）

8. 世界天気研究計画 (WWRP)/世界気候研究計画 (WCRP)

• 季節内から季節予測 (S2S)プロジェクト技術委員会
久保勇太郎（委員）
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7.2 国内機関の委員・専門家等

1. 公益社団法人日本気象学会

• 日本気象学会第 41期役員候補者選挙管理委員会委員
西本秀祐

• 日本気象学会第 41期委員教育と普及委員会委員
黒木志洸

• 日本気象学会第 41期委員講演企画委員会委員
平原翔二

• 日本気象学会第 41期委員講演企画委員会委員
西本秀祐

• 日本気象学会第 41期委員「天気」編集委員会委員
沢田雅洋

• 日本気象学会第 41期委員国際学術交流委員会委員
太田芳文

• 日本気象学会 2022年度春季大会実行委員会委員
中村貴　

2. 気象庁・公益社団法人日本気象学会

• 気象研究コンソーシアム運営委員
佐藤芳昭　

3. 文部科学省

• 「統合的気候モデル高度化研究プログラム」「全球規模の気候変動予測と基盤的モデル開発」運営委員会
委員
佐藤芳昭、計盛正博　

4. 宇宙航空研究開発機構

• 衛星搭載風ライダー（DWL）分科会メンバー
野中健一

• AMSR分科会委員
– 地球観測に関する科学アドバイザリ委員会 AMSR分科会
計盛正博
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付録A 略語表

略語 原語 訳または意味
3D-Var 3 Dimensional Variational method 3次元変分法
4D-Var 4 Dimensional Variational method 4次元変分法
ABI Advanced Baseline Imager GOES-16,17に搭載されているイメージャ（ひまわ

り 8,9号に搭載の AHIと同じシリーズ）
ACC Anomaly Correlation Coefficient アノマリー相関係数
AGCM Atmospheric General Circulation Model 大気大循環モデル
AHI Advanced Himawari Imager ひまわり 8号、9号に搭載されているイメージャ
AI Artificial Intelligence 人工知能
AIREP AIRcraft REPorts 航空機実況気象通報
AIRS Atmospheric Infrared Sounder 大気赤外サウンダ（Aqua衛星に搭載）
AMDAR Aircraft Meteorological DAta Relay 航空機観測データ中継装置
AMSR2 Advanced Microwave Scanning Radiometer-2 高性能マイクロ波放射計 2

AMSU-A Advanced Microwave Sounding Unit-A 改 良 型 マ イ ク ロ 波 気 温 サ ウ ン ダ
（NOAA,Aqua,Metop衛星に搭載）

AMV Atmospheric Motion Vector 大気追跡風
AOPC Atmospheric Observation Panel for Climate 気候のための大気観測パネル (GCOSの専門委員会)

AORI Atmosphere and Ocean Research Institute 東京大学大気海洋研究所
AOT Aerosol Optical Thickness エーロゾルの光学的厚さ
Aqua Aqua 米国の午後軌道地球観測衛星
ASCAT Advanced SCATterometer 改良型散乱計
asuca Asuca is a System based on a Unified Concept

for Atmosphere
気象庁MSM,LFMに用いるモデル

asuca-Var asuca Variational data assimilation system asucaに基づく変分法データ同化システム
ATMS Advanced Technology Microwave Sounder 改良型マイクロ波サウンダ（NOAA-20, Suomi-

NPP 衛星に搭載）
BGM法 Breeding of Growing Modes法 成長モード育成法
BSS Brier Skill Score 確率予測に関する統計指標の一つ
CCM Chemistry-Climate Model 化学気候モデル
CDR Climate Data Record 気候データレコード
CERES Clouds and the Earth’s Radiant Energy System 地球放射収支計（TRMM衛星などに搭載）
CERES-SSF CERES-Single Scanner Footprint 単独衛星フラックス
CFOSAT Chinese-French Oceanography Satellite 中仏海洋衛星
CHUAN Comprehensive Historical Upper-Air Network 歴史的高層観測データセット
CIRES Cooperative Institute for Research in Environ-

mental Sciences
米国の環境科学共同研究所

CLASS Comprehensive Large Array-data Stewardship
System

包括的大規模配列データ管理システム（NOAA の
衛星データ提供システム）

CM SAF Satellite Application Facility on Climate Moni-
toring

気候監視に関する衛星データ処理研究拠点

CMIP Coupled Model Intercomparison Project 結合モデル相互比較プロジェクト
COBE-SST Centennial in situ Observation-Based Estimates

Sea Surface Temperature
現場観測データのみによる気象庁の全球海面水温解
析（値）

COSMIC Constellation Observing System for Meteorology,
Ionosphere, and Climate

米国と台湾との協力による 6機の GNSS掩蔽観測
用小型衛星群からなる観測システム

CPS Coupled Prediction System 季節アンサンブル予報システム
CrIS Cross-track Infrared Sounder 走査型赤外サウンダ（NOAA-20, Suomi-NPP衛星

に搭載）
CRPS Continuous Ranked Probability Score 確率予測に関する統計指標の一つ
CryoSat CryoSat ESAの地球観測衛星。極地の氷を観測対象とする。
CSR Clear Sky Radiance 晴天放射輝度温度
DMSP Defense Meteorological Satellite Program 米空軍の軍事気象衛星
DPR Dual-frequency Precipitation Radar 二周波降水レーダー
DRAW Doppler Radar for Airport Weather 空港気象ドップラーレーダー
DWL Doppler Wind Lidar ドップラー風ライダー
ECMWF European Centre for Medium-Range Weather

Forecasts
欧州中期予報センター
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略語 原語 訳または意味
ENSO El Niño-Southern Oscillation エルニーニョ・南方振動
EPS Ensemble Prediction System アンサンブル予報システム
ERA ECMWF ReAnalysis ECMWF再解析
ESCAP The Economic and Social Commission for Asia

and the Pacific
国連アジア太平洋経済社会委員会

ET-OCPS Expert Team on Operational Climate Prediction
System

現業気候予測システム専門家チーム

ETS Equitable Threat Score エクイタブルスレットスコア
EUMETSAT EUropean organisation for the exploitation of

METeorological SATellites
欧州気象衛星開発機構

FCDR Fundamental Climate Data Record 基本気候データレコード
FT Forecast Time 予報時間
FY Feng Yun 中国の気象衛星「風雲」
GA Global Analysis 全球解析
GCOM-W Global Change Observation Mission-Water 地球環境変動観測ミッション計画において、水循環

変動に関する観測を担当する衛星
GCOS Global Climate Observing System 全球気候観測システム
GEONET GNSS Earth Observation Network System GNSS連続観測システム
GEPS Global Ensemble Prediction System 気象庁の全球アンサンブル予報システム
GMS Geostationary Meteorological Satellite 日本の静止気象衛星
GNSS Global Navigation Satellite System 全球航法衛星システム
GOES Geostationary Operational Environmental Satel-

lite
米国の静止気象衛星

GOSAT Greenhouse gases Observing SATellite 日本が打ち上げた温室効果ガス観測技術衛星。和名
は「いぶき」

GPM Global Precipitation Measurement 全球降水観測計画
GPV Grid Point Value 格子点値
GSAM-TM Global Spectral Atmosphere Model - Transport

Model
GSMを用いた大気輸送モデル

GSM Global Spectral Model 気象庁の全球スペクトルモデル
HadAT HADley Centre’s rAdiosonde Temperature prod-

uct
ハドレーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト

HadISD HADley Integrated Surface Dataset ハドレーセンターの地上観測データセット
HIRS High resolution Infrared Radiation Sounder 高分解能赤外放射サウンダ（NOAA, Metop衛星に

搭載）
IASI Infrared Atmospheric Sounding Interferometer 赤外大気探査干渉計（Metop 衛星に搭載）
IAU Incremental Analysis Update 同化による修正量を強制力として一定の割合で与え

続ける手法
IBTrACS International Best Track Archive for Climate

Stewardship
気候管理に関する国際ベストトラックアーカイブ

ICAO International Civil Aviation Organization 国際民間航空機関
ICOADS International Comprehensive Ocean-Atmosphere

DataSet
包括的海洋-大気データセット

IFS Integrated Forecast System 欧州中期予報センターの全球数値予報システム
IGRA Integrated Global Radiosonde Archive 全球ラジオゾンデアーカイブ
IMH Institute of Meteorology and Hydrology (Mongo-

lia)
モンゴルの気象水文研究所

IMS Interactive Multi-sensor Snow and Ice Mapping
System

米国大気海洋庁国立気象衛星データ情報サービス作
成の積雪域プロダクト

INFCOM INFrastructure COMmission WMOインフラ委員会
ISD Integrated Surface Database NCEIの地上観測データセット
ISPD International Surface Pressure Databank 国際地上気圧観測データバンク
ITCZ Intertropical Convergence Zone 熱帯収束帯
Jason Jason 欧米共同運用の海面高度観測衛星
JMA Japan Meteorological Agency 気象庁
JMA-NHM JMA Non-Hydrostatic Model 気象庁非静力学モデル
JNoVA JMA Non-hydrostatic model based Variational

data Assimilation system
気象庁非静力学モデルに基づいた変分法データ同化
システム

JPSS Joint Polar Satellite System 米国の次世代現業極軌道衛星（NOAA 衛星の後継
計画）
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略語 原語 訳または意味
JRA-25 Japanese 25-year ReAnalysis JRA-25長期再解析
JRA-3Q Japanese ReAnalysis for Three Quarters of a cen-

tury
気象庁第 3次長期再解析

JRA-55 Japanese 55-year ReAnalysis 気象庁 55年長期再解析
JST Japan Standard Time 日本標準時
LAF法 Lagged Average Forecast法 時間ずらし平均法
LAI Leaf Area Index 葉面積指数
LEPS Local Ensemble Prediction System 気象庁の局地アンサンブル予報システム
LES Large Eddy Simulation ラージエディ（大渦）シミュレーション
LETKF Local Ensemble Transform Kalman Filter 局所アンサンブル変換カルマンフィルタ
LFM Local Forecast Model 気象庁の局地モデル
MA Meso Analysis メソ解析
MASINGAR Model of Aerosol Species IN the Global Atmo-

spheRe
気象研究所全球エーロゾル輸送モデル

ME Mean Error 平均誤差
Megha-
Tropiques

Megha-Tropiques フランス・インドの地球観測衛星

MEPS Meso-scale Ensemble Prediction System 気象庁のメソアンサンブル予報システム
Meteosat Meteorological Satellite EUMETSAT の静止気象衛星
Metop Meteorological operational satellite EUMETSATの極軌道気象現業衛星
MGDSST Merged satellite and in situ data Global Daily

Sea Surface Temperature
気象庁の全球日別海面水温解析（値）

MHS Microwave Humidity Sounder マイクロ波水蒸気サウンダ（NOAA, Metop 衛星に
搭載）

MJO Madden Julian Oscillation マッデン‐ジュリアン振動
MODIS MODerate resolution Imaging Spectroradiometer 中分解能撮像分光放射計（Aqua, Terra 衛星に搭

載）
MOVE Meteorological Research Institute Multivariate

Ocean Variational Estimation
気象研究所開発の海洋データ同化システム

MRI.COM Meteorological Research Institute Community
Ocean Model

気象研究所共用海洋モデル

MSM Meso-Scale Model 気象庁のメソモデル
MSU Microwave Sounding Unit マイクロ波探査計（14 号以前の NOAA 衛星に搭

載）
MWHS MicroWave Humidity Sounder マイクロ波水蒸気サウンダ（FY 衛星に搭載）
MYNN Mellor-Yamada Nakanishi-Niino scheme Mellor-Yamada-Nakanishi-Niino 境界層スキーム
NCAR National Center for Atmospheric Research 米国大気研究センター
NCDC National Climate Data Center 米国気候データセンター
NCEI National Centers for Environmental Information 米国環境情報センター
NCEP National Centers for Environmental Prediction 米国環境予測センター
NEAR-GOOS North-East Asian Regional - Global Ocean Ob-

serving System
北東アジア地域海洋観測システム

NESDIS National Environmental Satellite, Data, and In-
formation Service

米国環境衛星・資料情報局

NOAA National Oceanic and Atmospheric Administra-
tion

米国海洋大気庁

OFS-WG Working group on Ocean Forecasting System 海洋予測システム作業部会 (NEAR-GOOSの作業
部会)

OLR Outgoing Longwave Radiation 大気上端上向き長波放射
OSCAT OceanSat Scatterometer インドの極軌道衛星搭載のマイクロ波散乱計
OSTST Ocean Surface Topography Science Team 海面高度科学チーム
QC Quality Control 品質管理
QI Quality Indicator 品質指標
RAOBCORE RAdiosonde OBservation COrrection using RE-

analyses
再解析を用いたラジオゾンデ観測補正

RH Relative Humidity 相対湿度
RICH Radiosonde Innovation Composite Homogeniza-

tion
ラジオゾンデイノベーションの合成による均質化

RIHMI All-Russian Research Institute for Hydrometeo-
rological Information

全ロシア水文気象学情報研究所
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略語 原語 訳または意味
RISE RICH with Solar Elevation dependent 太陽高度依存を考慮した RICH

RMS Root Mean Square 二乗平均平方根
RMSD Root Mean Square Deviation 平均二乗偏差
RMSE Root Mean Square Error 二乗平均平方根誤差
RSS Remote Sensing Systems リモートセンシングシステムズ（マイクロ波衛星観

測データの処理を行う米国の民間調査会社）
RTTOV Radiative Transfer for TOVS 高速放射伝達モデル
SAPHIR Soundeur Atmospherique du Profil d’Humidite

Intertropicale par Radiometrie
マイクロ波水蒸気探査計（Megha-Tropiques 衛星
に搭載）

Saral Satellite with ARgos and ALtiKa インドの太陽同期準回帰ダウンダスク軌道海洋観測
衛星

SC-ESMP Standing Committee on Data Processing for Ap-
plied Earth System Modelling and Prediction &
Projection

地球システムモデリング予測常設委員会

SC-IMT Standing Committee on Information Manage-
ment and Technology

情報管理・技術常設委員会

ScatSat ScatSat インドの海洋観測用極軌道衛星
SEKF Simplified Extended Kalman Filter 簡略化した拡張カルマンフィルタ
Sentinel Sentinel 欧米共同運用の海面高度観測衛星
SI Scattering Index 散乱インデックス
SI Similarity index 類似度
SPARC Stratosphere-troposphere Processes And their

Role in Climate
成層圏・対流圏の諸過程と気候影響研究（WCRP
の 4つのコアプロジェクトの 1つ）

SSM/I Special Sensor Microwave/Imager マイクロ波放射計（15号以前のDMSP衛星に搭載）
SSMIS Special Sensor Microwave Imager Sounder マイクロ波イメージャの機能を持つチャンネルとサ

ウンダの機能を持つチャンネルを搭載した放射計
SST Sea Surface Temperature 海面水温
SSU Stratospheric Sounding Unit 成層圏探査計（14号以前の NOAA衛星に搭載）
Suomi-NPP Suomi National Polar-orbiting Partnership 米国海洋大気庁が運用する極軌道衛星
SV Singular Vector 特異ベクトル
SWFP Severe Weather Forecasting Programme 荒天予測計画
SYNOP surface SYNOPtic observations 地上実況気象通報式
TEMP TEMP 高層実況気象通報式
Terra Terra 米国の午前軌道地球観測衛星
TIRA Task Team for Intercomparison of ReAnalyses WCRPの再解析相互比較タスクチーム
TL Tangent Linear Model 接線形モデル
TOFD Turbulence Orographic Form Drag 乱流地形抵抗
TOVS TIROS Operational Vertical Sounder TIROS 実用型鉛直サウンダ（14 号以前の NOAA

衛星に搭載）
TPW Total Precipitable Water 可降水量
TRMM Tropical Rainfall Measuring Mission 熱帯降雨観測計画
TT-WDQMS Task Team on WIGOS Data Quality Monitoring

System
WIGOS データ品質監視システムに関するタスク
チーム

UKMO United Kingdom Met Office 英国気象局
UTC Coordinated Universal Time または Temps Uni-

versel Coordonn’e（フランス語）
協定世界時

VarBC Variational Bias Correction 変分法バイアス補正
VTPR Vertical Temperature Profile Radiometer 赤外気温サウンダ（５号以前のNOAA衛星に搭載）
WCRP World Climate Research Programme WMOの世界気候研究計画
WDAC WCRP Data Advisory Council WCRPデータ諮問会議
WENS Wave ENsemble prediction System 波浪アンサンブル予報システム
WGNE Working Group on Numerical Experimentation 世界気象機関研究評議会 (WMO/Research Board)

の数値実験作業部会
WIGOS WMO Integrated Global Observing System WMO統合全球観測システム
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関
WWRP World Weather Research Programme 世界天気研究計画
理研 AIP RIKEN Center for Advanced Intelligence Project 理化学研究所革新知能統合研究センター
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